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【27年度評価】総括-1 
 

様式１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要  

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人 日本学術振興会 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成２７年度（第３期） 

中期目標期間 平成２５～２９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 振興企画課、柿田恭良 

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策課、信濃正範 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 28 年 6 月 30 日 ワーキングチームの委員（公認会計士）へ財務状況について説明し、意見を聴取した。 

平成 28 年 7 月 4 日 ワーキングチーム第 1回会合を開催し、評価項目、評価指標、業務実績等の確認を得るとともに、自己評価結果について、日本学術振興会役員（理事、監事）及び職員（担当事業

部長）からヒアリングを実施し、ワーキングチームの委員から意見を聴取した。 

平成 28 年 7 月 12 日～7月 19 日 本評価書（案）について、ワーキングチームの委員から書面にて意見を聴取した。 

平成 28 年 7 月 28 日 ワーキングチーム第 2回会合を開催し、ワーキングチームの委員から寄せられた意見を反映した本評価書（案）について、同委員の確認を得た。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし 

 

５．日本学術振興会評価ワーキングチーム 委員名簿 

主査：植田憲一 浜松ホトニクス株式会社顧問、電気通信大学企画調査室特任教授、大阪大学レーザーエネルギー学研究センター特任教授、公益財団法人豊田理化学研究所客員フェロー  

        科学技術振興機構さきがけ研究総括 

今野美智子 お茶の水女子大学名誉教授 

佐分晴夫 名古屋経済大学副学長・法学研究科教授、名古屋大学名誉教授 

瀬川至朗 早稲田大学政治経済学術院教授、大学院政治学研究科ジャーナリズムコースプログラム・マネージャー 

髙梨智弘 公認会計士（T&T PARTNERS 会長）、自治医科大学客員教授、日本総合研究所フェロー 

（五十音順） 

 

  



 

【27年度評価】総括-2 
 

様式２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定  

 

 １．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ：法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

業務の質の向上 Ａ 

Ａ Ａ 

  

業務運営の効率化 - 

財務内容の改善等 - 

評定に至った理由 項目別評定は全て標準のＢ以上かつ、重要度又は難易度の高い事業においてＳ又はＡを得ている。また、全体の評定を引き下げる特段の事象もなかったことから、本省の評価基

準に基づきＡとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 ○ 日本学術振興会は、第 3期中期目標に従い、限られた人的資源を十分に活用し、適切かつ迅速な事務作業を行った上で、研究者の自由な発想や研究意欲を源泉として新たな

知を生み出す学術研究について、人文学、社会科学から自然科学まであらゆる学問領域に対して、分野の特性やバランスに配慮しつつ、研究現場の意見を取り入れることで研

究者コミュニティの信頼も獲得しながら事業を推進しており、我が国の学術研究を支えるファンディングエージェンシーとして、その役割を十分に果たしている。 

 

○ 科学研究費助成事業（科研費事業）については、学術システム研究センターによる精力的な分析・検討を踏まえ、平成 30 年度科研費の公募から適用する分科細目表の大幅

な見直し等について検討し、その結果を「科学費研究費助成事業審査システム改革 2018（報告）」として取りまとめ、文部科学省科学技術・学術審議会に報告している。また、

「特設分野研究」において新たに 3分野を設定するとともに、書面審査と合議審査を同じ審査委員が行う新たな審査方式を試行するなど、新たな学術の芽を掘り起こすための

改善が図られている。さらに、平成 27 年度に新設された国際共同研究加速基金「国際共同研究強化」について、審査要項・基準等を新たに定めるなど、審査・助成業務に係

る仕組みを迅速に整備しており、国際共同研究の推進に向けた積極的な活動として認められる。これらの取組は、膨大かつ相応の困難性が伴う科研費事業の審査・評価・助成

業務を研究者の視点に立って着実に実施したことと、長い歴史を有する科研費制度の抜本的改革とが相まって、科研費を通じた我が国の研究力の向上に貢献するものとして、

高く評価できる。 

 

○ 強固な国際協働ネットワークの構築については、多国間の学術振興機関ネットワークの強化・発展に向けた業務を着実に実施したが、特に、我が国で初めて開催した国際会

議「グローバルリサーチカウンシル（GRC）」において、振興会は強力なリーダーシップの下、各国の学術振興機関が果たすべき役割について積極的に議論を展開し、同会議を

成功に導いた。その結果として、世界各国の学術振興政策に大きな影響を及ぼした成果文書の採択や、振興会理事長の GRC 理事会議長の２期連続選出、新たな国際共同研究事

業の開始など、我が国の国際的プレゼンスを大きく高めたことは特筆に値する。 

 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

法人全体の信用を失墜させる事象等、全体の評定に大きな影響を与える特段の事項はなし。 

 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

○ 学術システム研究センターによる提案・助言等の多様性確保及び男女共同参画の趣旨から、引き続き、女性研究員割合の増加が期待される。(項目別ｐ12 参照) 

 

○ 科研費の使いやすさは研究者等から高く評価されており、「調整金」制度の改善等、研究計画等の進捗状況に応じた弾力的な運用に関する不断の見直しについては高く評価

できる一方で、基金化についての更なる検討を進めることが期待される。(項目別ｐ42 参照) 
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○ 「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」に関して、評価・フォローアップや広報等に係る一連の業務について、これまでの経験を踏まえ、業務改善に向けた課題を

抽出し、改善方法を国へ提示することが期待される。(項目別ｐ53 参照) 

 

○ 各種国際会議の議論、取りまとめ等において、我が国のプレゼンスを高めるよう引き続き戦略性を持って参加するよう努めること。(項目別ｐ76 参照) 

 

○ SPD については、「特別研究員-SPD の在り方検討タスクフォース」において、現状や課題を踏まえつつ、事業の在り方について検討し、必要な対応を行う必要がある。 

  特別研究員事業について、「男女共同参画推進委員会」における議論も踏まえつつ、引き続き、女性研究者の申請状況を確認しながら、女性研究者からの申請を促進するた 

めの取組を進める必要がある。(項目別ｐ89 参照) 

 

○ 引き続き、「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）などの趣旨を踏まえ、調達に関するガバナンスが徹底されることを

期待する。(項目別ｐ139 参照) 

   

その他改善事項 特になし。 

 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見  日本学術振興会ワーキングチームにおいて、役員（理事、監事）等へのヒアリングを実施したほか、「財務諸表及び決算報告書に関する意見書」（監事作成）の提出を受け、監

事による重要会議への出席や各書類の閲覧をとおして、日本学術振興会の財政状態、運営状況等が適正なものと認められることを確認した。 

その他特記事項 特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【27年度評価】総括-4 
 

様式３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

３．強固な国際協働ネットワークの構築

１．総合的事項 　　　国際的な共同研究等の促進

　　　学術の特性に配慮した制度運営 　　　　　諸外国との二国間交流の支援

　　　評議員会等 　　　　　国際的な共同研究の推進

　　　自己点検及び外部評価の実施 　　　　　研究教育拠点の形成支援

　　　　　自己点検 　　　国際研究支援ネットワークの形成

　　　　　外部評価 　　　　　諸外国の学術振興機関との連携

　　　公募事業における電子化の推進 　　　　　研究者ネットワークの強化

　　　研究費の不正使用及び不正行為の防止 Ｂ 　　　　　海外研究連絡センターの戦略的展開

　　　学術システム研究センター Ｓ Ａ○ Ａ○
　　　世界的頭脳循環の推進とグローバルに活躍する若手
　　　研究者の育成

２．世界レベルの多様な知の創造
　　　　　ノーベル賞受賞者と若手研究者との対話の場の
　　　　　提供（平成26年度～）

　　　学術研究の助成 　　　　　若手研究者への国際的な研鑽機会の提供

　　　　　審査・評価の充実 Ｓ Ｓ○ Ａ○ 　　　　　諸外国の優秀な研究者の招へい

　　　　　助成業務の円滑な実施 Ａ○ ４．次世代の人材育成と大学の教育研究機能の向上

　　　　　助成の在り方に関する検討 　　　研究者の養成

　　　　　学術研究助成基金(国際共同研究加速基金)の
　　　　　仕組みの検討・構築・助成等

　　　　　大学院博士（後期）課程学生や博士の学位を有
　　　　　する者等への支援

　　　　　学術研究助成基金の管理及び運用 　　　　　優れた若手研究者の顕彰

　　　　　研究成果の適切な把握及び社会還元･普及 Ａ○ 　　　若手研究者の海外派遣

　　　学術の応用に関する研究の実施 　　　　　若手研究者の海外派遣（個人派遣）

　　　　　課題設定による先導的人文学･社会科学研究推進
　　　　　事業

　　　　　若手研究者の組織的な海外派遣（組織派遣）

　　　　　東日本大震災学術調査 　　　研究者海外派遣業務（平成26年度終了）

　　　研究拠点の形成促進 Ａ Ａ○ Ｂ○ 　　　大学の教育研究機能の向上

　　　先端研究助成等 　　　　　グローバルCOEプログラム（平成26年度終了）

　　　　　先端研究助成業務（平成26年度終了） 　　　　　博士課程教育リーディングプログラム

　　　　　先端研究助成基金の管理及び運用（平成25年度
　　　　　終了）

　　　　　卓越した大学院拠点形成支援補助金（平成25年
　　　　　度終了）

　　　　　先端研究助成基金の残余の額の国庫納付
　　　　　（平成26年度のみ）

　　　　　大学教育再生加速プログラム（平成26年度～）

　　　　　先端研究助成基金による研究の内容を広く公開
　　　　　する活動（平成26年度終了）

　　　　　大学間連携共同教育推進事業（平成26年度～）

　　　　　最先端研究基盤事業
　　　　　大学の国際化のためのネットワーク形成推進事
　　　　　業（平成26年度終了）
　　　　　地（知）の拠点大学による地方創成推進事業
　　　　　（平成27年度～）

　　　　　大学の世界展開力強化事業

　　　　　スーパーグローバル大学等事業

中期計画（中期目標）
年度評価

項目別
調書№

備考 中期計画（中期目標）

Ａ

年度評価
項目別
調書№

備考

第一　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

Ｓ Ｂ○ Ａ○

Ｂ

Ａ○ Ｓ○

Ａ

Ａ Ａ○ Ｂ○

Ａ○

Ａ○

Ｓ Ｓ○

Ｓ○

Ａ Ａ○

Ｂ○Ｂ○

Ａ Ｂ○ Ａ○

Ａ Ａ○

Ａ Ａ○

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ○ Ｂ○
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※平成 25 年度は「Ａ」を標準、平成 26 年度以降は「Ｂ」を標準としている。 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付している。難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引いている。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％

以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又

は対年度計画値）の１２０％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の

１２０％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の１００％以上１２０％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の８０％以上１００％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の８０％未満、又

は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

５．エビデンスに基づいた学術振興体制の構築と社会との
　　連携の推進

Ａ Ｂ Ｂ

　　　調査･研究の実施 ― ― －

　　　　　学術システム研究センター Ａ ― －

　　　　　グローバル学術情報センター ― Ｂ Ｂ

　　　広報と情報発信の強化及び成果の普及・活用

　　　　　広報と情報発信の強化 　施設･設備に関する計画 ― ― －

　　　　　成果の社会還元・普及・活用 　人事に関する計画

　　　学術の社会的連携･協力の推進 　　　職員の研修計画

６．前各号に附帯する業務 　　　人事交流

　　　国際生物学賞にかかる業務 　　　人事評定

　　　学術関係国際会議開催にかかる募金事務 　中期目標期間を超える債務負担 ― ― －

　積立金の処分に関する事項 ― ― －

１．組織の編成及び運営 Ａ Ａ Ａ

２．一般管理費の効率化

３．人件費の効率化

４．業務･システムの合理化･効率化

　　　外部委託の促進

　　　随意契約の見直し

　　　情報インフラの整備

　　　業務運営の配慮事項

全体の評定

第二　業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置

Ａ Ｂ Ｂ

Ａ Ｂ Ｂ

第七　その他主務省令で定める業務運営に関する事項

Ａ Ｂ Ｂ

第四　短期借入金の限度額

第五　重要な財産の処分等に関する計画

第六　剰余金の使途

Ａ Ｂ Ｂ

Ａ Ｂ Ｂ

中期計画（中期目標）
年度評価

項目別
調書№

備考

第三　予算、収支計画及び資金計画

中期計画（中期目標）
年度評価

項目別
調書№

備考
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平成 27 年度自己点検評価・外部評価報告書 

国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－１ 
１ 総合的事項 
（１）学術の特性に配慮した制度運営 
（２）評議員会等 
（４）自己点検及び外部評価 
（５）公募事業における電子化の推進 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 3 章 
独立行政法人日本学術振興会業務方法

書第 2 条 

業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8－1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート 
事業番号 0176 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

女性審査委員比率 

  

13.3％ 16.1％ 17.6%   
決算額（千円） 1,017,022 761,741 696,421   

従事人員数 45 45 44   

注）決算額は支出額を記載。    
  



【27 年度評価】項目別-2 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 (1) 学術研究及びその

振興を目的とする振

興会事業の特性に配

慮し、以下の諸点に留

意しつつ事業を推進

し、研究者が最適な環

境の中で研究に専念

できるよう支援する

ことを基本とする。  

① 学術研究の成果

は、人類社会共通の知

的資産として文化的

価値を形成するもの

であり、人文・社会科

学から自然科学まで、

学問領域を限定せず、

分野の性格に応じた

適切な支援方法によ

り、幅広くバランスを

とって振興する必要

がある。そのため、学

術研究を実際に行う

研究者の意見を取り

入れ、研究者コミュニ

ティの信頼を得つつ、

事業を推進すること

が不可欠である。  

特に、実用化を直接

的に目指さない基礎

的な研究への支援や、

将来の学術研究を担

う優秀な研究者の養

成について十分配慮

する必要がある。  

② 世界と我が国の学

術研究の動向を俯瞰

し、融合的な研究分野

や先端的・萌芽的な研

(1) 学術研究を推進す

る研究者が最適な環

境の中で研究に専念

できるよう支援する

ため、研究の手法や規

模、必要とする資金な

ど研究分野ごとに異

なる特性に応じた支

援方法、長期的視点か

らの配慮、研究者の意

見を取り入れる制度

運営等を勘案しつつ、

事業を進める。 
また、各事業の実施

に当たっては、関連す

る事業を実施してい

る機関との適切な連

携・協力関係を構築す

る。その際、我が国の

学術研究の振興を図

る観点から、大学等に

おいて実施される学

術研究に密接に関わ

る事業の特性に配慮

しつつ、事業を行う。 
男女共同参画を進

めるため、女性研究者

を審査委員に委嘱す

るよう配慮する。 

(1) 学術の特性に配慮

した制度運営 
 各事業を推進するに

当たり、研究の手法、

規模、必要な資金、期

間など研究分野等によ

り異なる学術研究の特

性に配慮した制度運営

を図る。 
各事業を実施する際

には、関連する事業を

実施している機関との

適切な連携・協力を行

う。その際、我が国の

学術研究の振興を図る

観点から、大学等にお

いて実施される学術研

究に密接に関わる事業

の特性に配慮しつつ、

事業を実施する。また、

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方

針」（平成２５年１２

月２４日閣議決定）を

踏まえ、独立行政法人

科学技術振興機構（以

下「JST」という。）

との連携を強化する。 
男女共同参画を進め

るため、女性研究者を

審査委員に委嘱するよ

う配慮する。 

＜主な定量的指標＞ 
・審査員に占める女性

研究者の割合 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
＜評価の視点＞ 
・様々な学術振興のプ

ログラムが展開して

いる中、今後その効果

を分析することは、よ

り良いプログラムの

設計と立案には欠か

せない作業であり大

変重要と考える。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
・国立研究開発法人科

学技術振興機構など

との情報や意見の交

換に一層努め、それぞ

れの機関の役割分担

を明確にしていくこ

とが必要であると思

われる。現状では、一

部の情報共有に留ま

っているように見受

けられ、今後、どのよ

うな議論が必要かと

いうことも含め、検討

が必要であろう。 

中期計画の項目について、中期計画通りに着実に推

進した。特に、以下の実績を上げた。 

 

【制度運営】 

・評議員会、学術顧問、学術システム研究センターの

知見を活用し、学術研究の特性に配慮した制度運営を

図った。詳細については、下記ページに記載している。 

 評議員会、学術顧問：3頁-5頁 

 学術システム研究センター：11頁-16 頁 

 

 

 

【他機関との連携】 

・事業の実施にあたり、研究費の不合理な重複等を避

けるため、申請内容を適切に吟味することに加え、特

に、競争的資金制度を所管する 8 府省（内閣府・総

務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産

業省・国土交通省・環境省）等とは、府省共通研究開

発管理システム（e-Rad）に審査結果等の提供などに

より連携を図った。 

 また、科研費では、「特別推進研究」及び「基盤研

究（S）」のヒアリング審査において、研究代表者の競

争的資金への応募･採択状況データを e-Rad から抽出

し、冊子として準備するとともに、それ以外の研究種

目に係る審査会においても、審査委員からの申し出が

あった際に e-Rad を利用して、競争的資金の応募・採

択状況の確認を行っている。 

更に、特別研究員事業においても、日本学生支援機

構の奨学金との重複受給を防止するため、採用者の内

定者情報を同機構に提供し重複チェックを行った。 

・JST とは、科研費の「特別推進研究」、「基盤研究（S）」

及び「若手研究（S）」について行った研究進捗評価並

びに「特別推進研究」の研究成果の波及効果等を検証

する追跡評価の結果を提供するなど、支援事業に係る

情報共有を進めた。また、科研費の成果を JST 戦略的

創造研究推進事業に円滑に繋げるため、JST と NII が

構築している科研費の成果等を含むデータベースの

構築に協力して取り組んでいる。 

評定 B 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 

・人文学・社会科学から自然科学ま

で全ての学問分野を適切に支援する

べく、各事業を推進するにあたり、

評議員会、学術顧問、学術システム

研究センターの知見をその特性に応

じて適宜事業に反映させる制度運営

を図っている。また、学術システム

研究センターを活用し、第一線で活

躍する多様な研究領域の研究者の専

門的見地に基づく意見を適宜審査･

評価業務や事業展開に反映してお

り、我が国の学術研究の振興に必要

な体制が適切に整えられている。 

 

 

・国の政策を踏まえ、府省共通研究

開発管理システム（e-Rad）等を活用

して審査結果等を提供し、協力して

データベースの構築を進めるなど、

関連する事業を実施している機関と

の適切な連携・協力を行っている。 

 

 

 

・JST とは、上記に加え、科研費の「特

別推進研究」において実施している

研究進捗評価結果等を提供するな

ど、より密接な情報共有体制をとっ

ている。 

 

 

 

 

 

・特別研究員等審査会委員等におけ

る女性割合が大きく増えるととも

＜評定に至った理由＞ 
振興会は、各事業を推進するにあた

り、研究者コミュニティからの意見を取

り入れつつ、研究手法、規模、必要資金、

期間等に適切に対応し多様な学術研究

の状況、要求に配慮し継続的かつ着実な

運営に努めていると認められる。 
具体的には、他機関との連携・協力に

ついて、「独立行政法人改革等に関する

基本的方針」(平成 25 年 12 月 24 日閣議

決定)に基づく、科学技術振興機構(JST)
との連携強化に向け、科研費の効果・成

果に係る検証結果の共有等を図り、JST
事業への橋渡しを円滑化するための方

策に取り組んでいると認められる。 
 また、男女共同参画に関して、日本の

女性研究者割合を上回る女性審査委員

を選考(女性審査員割合 17.6％／日本の

女性研究者割合 14.7％)できていること

は、女性研究者の参画の観点のみなら

ず、審査の多様性確保の観点からも効果

が期待され、加えて、「男女共同参画推

進委員会」の設置は、広く研究者育成の

観点も含めた組織的な取組の姿勢とし

て評価できる。 
さらに、評議員会や学術顧問から、意

見を聴取し、公募事業の制度変更に向け

た現場への周知方法や研究倫理教育に

係る教材の内容の充実等につながった

ことは、振興会業務の改善機能が発揮さ

れているものと認められる。 
 Ｐ６の電子申請システムについては、

機能拡充・改修をセキュリティ対策に留

意しつつ推進し、利便性を向上させたと

認められる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると



【27 年度評価】項目別-3 
 

究分野など新たな分

野の研究を支援する

ことにより、学術研究

がその多様性の中で

自律的に変化してい

くことを促進する。ま

た、我が国として途絶

えさせてはならない

学問分野の継承など

に配慮することによ

り、学術研究の多様性

を確保する。  

③ 学術研究の発展性

については無限の可

能性があることから、

長期的視点を加えた

継続的かつ着実な支

援に努めるとともに、

このような視点に立

った評価を行うこと

が必要である。  

④ 事業の実施に当た

っては、関連する事業

を実施している機関

との適切な連携・協力

関係を構築する。その

際、大学等において実

施される学術研究に

密接に関わる事業の

特性に十分配慮する。

なお、学術研究分野に

おける男女共同参画

に配慮する。 

 

 

【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
・男女共同参画社会を

推進する観点からも、

女性研究者の参画を

促進するため、各審査

事業の委員等の選考

において、女性研究者

の比率を高めるなど、

効果的な取り組みを

進める必要がある。

【JSPS 部会 25 年度

評価（全体）】 
 
 

 

【男女共同参画の促進】 

・女性研究者の参画を促進するため、特別研究員等審

査会の委員等の選考の際には、分野等を勘案しつつ、

女性研究者の割合にも配慮した総合的な判断を行っ

た。 

  H26 年度 H27 年度 

女性審査委員比率 16.1% 17.6% 

（内訳） 
  

特別研究員等審査委員会 19.8% 23.5% 

科研費審査委員会（※） 15.1% 16.2% 

※研究活動スタート支援を除く 

（参考）  

日本における女性研究者の割合 14.7％ 

総務省統計局科学技術研究調査 

（平成 27年 3月 31 日現在） 

 

男女共同参画推進委員会を設置し、振興会事業におけ

る女性研究者の育成方策や女性研究者の参画の在り

方について検討する体制を整えた。 

に、審査委員における女性研究者の

割合が、日本全体の研究者における

女性の割合を上回る 17.6％となり、

審査委員の選考において女性研究者

を積極的に登用する取り組みがなさ

れている。 

・男女共同参画推進委員会の設置な

ど、組織としての女性研究者支援の

ための取組の姿勢が見られる。 

 

認められることから、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
＜その他事項＞ 
 特になし。 



【27 年度評価】項目別-4 
 

 (2) 業務運営上の重要

事項に関する評議員

会の審議及び意見も

踏まえ、適切に事業を

実施する。また、学術

研究に対する高い識

見を持つ学識経験者

の意見を反映させる

ことにより、業務運営

の改善を図り、効果的

に成果が上がるよう

事業を展開する。 

(2) 業務運営に関する

重要事項を諮問する

ための評議員会につ

いては、各界・各層か

らの学識経験者で構

成し、定期的に開催す

る。事業実施に当たっ

ては、評議員会等での

幅広く高い識見に基

づく審議及び意見を

参考とし、効果的に成

果が上がるよう業務

運営に反映させる。 

(2) 評議員会 
各界・各層の学識経

験者で構成する評議員

会を開催する。振興会

の業務運営に関する重

要事項については、幅

広く高い識見に基づく

審議及び意見を参考に

事業を実施する。 
また、学術研究に対

する特に高い見識を有

する学識経験者を学術

顧問に委嘱し、振興会

の運営に関し、専門的

な見地からの幅広い助

言を求める。 
 

 中期計画の項目について、中期計画通りに着実に推

進した。特に、以下の実績を上げた。 

【評議員会】 

・平成 27 年 10 月 29 日及び平成 28 年 3 月 16 日に評

議員会を開催し、平成 28 年度の年度計画や予算案を

含む振興会の業務運営に関する重要事項について、大

学や研究機関の現状や学術研究支援に熟知した学識

経験者より、長期的な視点から幅広く高い識見に基づ

く意見を聴取し、今後の業務の実施に当たって反映し

た。例えば、会議での意見に基づき、公募事業の制度

の変更等の際には現場の研究者の理解をはかるため

に、文書による通知、ウェブサイトでの周知や説明会

の開催など、従来より実施している情報提供の水準を

落とすこと無く、更に様々な手段によって周知に努め

た。また、第５期科学技術基本計画の開始に伴う日本

学術振興会の今後の主な取組について、政策担当の立

場から助言をいただいた。 

●平成 27年度評議員 

相原 博昭 東京大学大学院理学系研究科教

授、日本学術会議第三部長 

大西  隆 豊橋技術科学大学学長、日本学術

会議会長 

河田 悌一 日本私立学校振興・共済事業団 

理事長 

郷  通子 情報・システム研究機構理事 

名古屋大学理事 

小森田 秋夫 神奈川大学法学部教授、日本学術

会議第一部長 

榊原 定征 日本経済団体連合会会長 

長野 哲雄 独立行政法人医薬品医療機器総合

機構理事、日本学術会議第二部長 

長谷川閑史 

（～H27.7.31） 

小林 喜光 

（H27.8.1～） 

経済同友会代表幹事 

濱田 純一 

（～H27.4.30） 

五神 真 

（H27.8.1～） 

東京大学総長 

原山 優子 総合科学技術会議議員 

日比谷潤子 国際基督教大学学長 

平野 眞一 上海交通大学講席教授・平野材料

創新研究所長 

松本  紘 京都大学前総長 

理化学研究所理事長 

 
 
 
・評議員は、理事長の諮問に応じ、

学術界、産業界、大学等を代表する

学識経験者で構成されており、学術

研究支援に関する政策にも通じたメ

ンバーを含んでいる。定期的に評議

員会を開催し、そこで聴取した業務

運営の重要事項に対する幅広く高い

識見に基づく意見を参考に、適切な

事業運営を行っている。 
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ﾊﾝｽ ﾕｰｹﾞﾝ･ﾏﾙｸｽ 学校法人南山学園理事長 

森  重文 京都大学数理解析研究所所長 

   

【学術顧問】 

・学術の振興に係る諸課題について、理事長をはじめ

役員や事業担当が必要に応じて各顧問と個別に意見

交換を行い、幅広い助言を聴取した。例えば、研究倫

理教育のための和英のテキストや e-learning の作成

にあたり、助言を受けて内容の充実を図った。また、

科学研究のよりよき発展と倫理の確立をテーマとし

たシンポジウムを平成 27 年 11 月 27 日に開催するに

あたり、開催内容について助言をいただくと共に、パ

ネル討論などで会議をリードしていただいた。 

 

●平成 27年度学術顧問 

浅島  誠 東京理科大学特命教授 

石  弘光 一橋大学名誉教授 

江崎玲於奈 横浜薬科大学学長 

豊島久眞男 理化学研究所研究顧問 

長尾  真 京都大学名誉教授 

中原 恒雄 日本工学アカデミー名誉会長 

野依 良治 科学技術振興機構研究開発戦略

センター長 

羽入佐和子 理化学研究所理事 

星  元紀 放送大学客員教授 

吉川 弘之 （学術最高顧問）科学技術振興

機構特別顧問 
 

 
 
 
 
・学術研究の促進に必要な業務に係

る専門的見地からの助言を受けるら

れるよう、理事長や各事業担当が、

学術研究に関して特に高い識見を有

する学術顧問と随時意見交換できる

体制を整えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (4) 自己点検や外部評

価を実施し、その結果

を踏まえて業務運営

の改善等を図り、振興

会 に お け る PDCA
（Plan（計画）、Do（実

行）、Check（評価）、

Act（改善））サイクル

を構築する。 
また、振興会の事業

内容及び成果につい

て、達成すべき内容や

水準等を可能な限り

具体的に示すととも

に、目標の到達度につ

いて第三者が検証可

(4) 自己点検について

は、事業実施に関係す

る研究者等の意見を

参考に、毎年度事業ご

とに実施し、事業の改

善・見直し等を行う。 
また、外部評価とし

て、複数の学界や産業

界などを代表する有

識者に評価委員を依

頼することにより体

制を整備し、毎年度、

管理運営や各事業の

実施状況等について、

効率及び効果の両面

から評価を行う。その

(4) 自己点検及び外部

評価の実施 
① 自己点検 
平成２６年度事業に

係る自己点検について

は、「独立行政法人日本

学術振興会自己点検評

価委員会規程」、「独立

行政法人日本学術振興

会平成２７年度自己点

検評価実施要領」及び

「独立行政法人日本学

術振興会平成２６年度

事業の評価手法につい

て」に基づき、厳正に

評価を実施し、外部評

＜主な定量的指標＞ 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
 
 
 
 
 
 

 中期計画の項目について、中期計画通りに着実に推

進した。特に、以下の実績を上げた。 
 
■自己点検評価委員会開催実績 
開催日：平成 27 年 4 月 28 日 
各部に設置した作業部会において、平成 26 年度業

務に係る評価資料を作成後、自己点検評価委員会に提

出した。 
 
 
 
 
 
 
 
■外部評価委員会開催実績 

＜根拠＞ 
 
・自己点検評価では、各部に設置し

た作業部会による評価資料に基づき

自己点検評価委員会が自己点検評価

報告書をまとめ外部評価委員会に提

出するとともに、ホームページで公

表し透明性の確保の点から評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
・外部評価では計 3 回の有識者によ
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能なものとなるよう

努める。 
 
 
 
 

 
 
 

結果をホームページ

等国民に判りやすい

形で公表するととも

に、その指摘を業務運

営の改善等に的確に

反映し、振興会におけ

る PDCA（Plan（計

画）、Do（実行）、Check
（評価）、Act（改善））

サイクルを実施する。 
 

 

価委員会に提出すると

ともにその結果を公表

する。 
 
② 外部評価 
 学界及び産業界を代

表する有識者により構

成される外部評価委員

会において、「独立行政

法人日本学術振興会外

部評価委員会規程」に

基づき外部評価を実施

する。 
外部評価の結果は、

ホームページ等におい

て公表するとともに業

務の改善に役立て、振

興会における PDCA
［Plan（計画）、Do（実

行）、Check（評価）、

Act（改善）］サイクル

を実施する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 回：平成 27 年 5 月 13 日 
第 2 回：平成 27 年 6 月 11 日 
第 3 回：平成 27 年 6 月 24 日 
 
・自己点検評価・外部評価結果の公表 
http://www.jsps.go.jp/j-outline/data/tenken_26.pdf 

る委員会を開催し､外部評価報告書

をとりまとめた。その結果を受け、

業務の現状、課題の把握、分析、改

善方策など業務の改善や見直し、効

率的な実施に役立てており PDCA サ

イクルを実施している。 
 
・評価に関し、規程や実施要領と共

に評価指針を示した評価手法や、外

部評価委員名簿等をホームページで

公表している。 
 

 (5) 研究者の負担の軽

減等、業務運営を適切

に実施するために必

要な情報システムを

整備する。併せて、政

府の情報セキュリテ

ィ対策における方針

を踏まえ、適切な情報

セキュリティ対策を

推進する。 

(5) 公募事業について

は、応募や審査に係る

機密性の高い情報を

保護するため、情報セ

キュリティを確保し

つつ、研究者、審査委

員及び大学等研究機

関の負担を軽減し、業

務を効率的に実施す

るため、情報システム

を活用する。 
公募事業の応募手

続き及び審査業務に

ついては、「電子申請

システム」を整備し、

完全電子化に取り組

む。完全電子化に当た

っては、府省共通研究

（５）公募事業におけ

る電子化の推進 
研究者へのサービス向

上等を図るため、募集

要項・応募様式等の書

類は、原則として全て

の公募事業においてホ

ームページから入手可

能な状態とする。 
研究者からの申請書類

を電子的に受け付ける

システムについては、

本格運用を開始してい

る公募事業を継続して

実施するとともに、制

度的・技術的課題を検

討しながら他の事業へ

の拡充を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中期計画の項目について、中期計画通りに着実に推

進した。特に、以下の実績を上げた。 
【公募事業における電子化の推進】 
・募集要項・応募様式等の書類については、原則とし

てすべての公募事業においてホームページからダウ

ンロード可能とした。 
 
 
 
・電子申請システムについては、実地検査等での機関

担当者からの要望や、コールセンターでの研究者から

の問い合わせ等を集約し、科研費の研究成果報告書作

成、提出業務や海外特別研究員事業や申請書類受付業

務の電子化拡充を実施するとともに、各種事業・種目

対応の実現にむけて必要な機能追加及び改修を実施

した。また、平成 27 年 3 月に実施された e-Rad との

シングルサインオン(SSO)による認証連携の運用を推

進させた。さらに、システムの設計・開発において、

＜根拠＞ 
・募集要項・応募様式等については、

原則全ての公募事業においてホーム

ページからダウンロード可能となっ

ている。 
 
 
 
 
・電子申請システムについては、全

種目対応の実現に向けて研究者や機

関担当者の要望等についても考慮し

た上で改修を実施しており、より利

用しやすい環境の構築に向けた取組

は評価できる。また、e-Rad との SSO
連携の運用を推進させたことは評価

できる。さらにシステムの設計・開

発において、情報セキュリティポリ
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開発管理システムと

の連携を図りつつ、積

極的に推進する。 
なお、両システムに共

通する機能について

は、業務効率化の観点

から十分な検証を行

い、重複開発を行わな

いように調整を図る。

ただし、応募書類の簡

素化が困難である場

合など、電子化による

費用対効果が見込め

ない公募事業につい

ては、電子システムの

最適化に留意しつつ、

柔軟に対応する。 

なお、拡充に当たって

は、文部科学省が開

発・運用を行っている

府省共通研究開発管理

システム（e-Rad）の

連携活用を模索し、柔

軟な実現方法を検討す

る。 
また、システムの設

計・開発に当たっては、

情報セキュリティポリ

シー及び「政府機関の

情報セキュリティ対策

のための統一基準」を

含む政府機関における

一連の対策を踏まえた

情報セキュリティ対策

を実施する。 
 
（ⅰ） 科学研究費助

成事業 
応募手続・審査業務・

交付業務について電子

申請システムを活用す

るとともに、制度改善

等に伴い電子申請シス

テムの見直しが必要な

場合は、随時開発を行

う。 
 
・ 応募手続 
特別推進研究、基盤研

究、挑戦的萌芽研究、

若手研究、研究活動ス

タート支援及び特別研

究員奨励費の応募書類

の受付を電子システム

により行う。また、応

募画面を英語化するこ

とにより、外国人研究

者の利便性向上を図

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報セキュリティポリシーなどの規則を踏まえた情

報セキュリティ対策を実施し、可能な限り脆弱性を保

有しないように努めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■科学研究費助成事業 
・応募手続 特別推進研究、基盤研究、挑戦的萌芽研

究、若手研究、研究活動スタート支援、特別研究員奨

励費及び国際共同研究加速基金（国際共同研究強化・

帰国発展研究）の応募書類の受付を電子申請システム

により行った。平成 24 年度からは、システム上の入

力項目名に英語の併記を行い、平成 27 年度について

も英語での応募に引き続き対応した。 
 
 
・審査業務 特別推進研究の審査意見書並びに特別推

進研究、基盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究、研究

成果公開促進費、研究活動スタート支援、奨励研究及

び国際共同研究加速基金（国際共同研究強化・帰国発

展研究）の書面審査の結果の受付を電子申請システム

により行った。 
基盤研究、挑戦的萌芽研究及び若手研究の合議審査

においては審査関係資料等の閲覧を電子端末で行っ

た。 
また、①基盤研究（A・B（一般・海外学術調査）・

C）、挑戦的萌芽研究、若手研究、②基盤研究（S）、
③基盤研究（B・C（特設分野研究））④研究活動スタ

ート支援の不採択となった応募者のうち希望者に対

し、総合評点、おおよその順位、評定要素毎の平均点、

不十分と評価された項目など第 1 段審査の結果につ

いて、電子申請システムを活用して開示した（①：4
月 24 日、②：5 月 29 日、③：8 月 13 日、④：9 月 4
日）。 
 

シーなどの規則を踏まえた情報セキ

ュリティ対策を滞りなく実施してお

り、セキュリティレベルの向上に対

する取組がなされ評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・科研費の応募については、応募書

類の受付を電子申請システムにより

行い、応募者の利便性の向上を図る

だけでなく、システム上の入力項目

に英語の併記を行い、外国人研究者

の応募に当たり利便性の向上を着実

に図っている。 
 
 
 
・科研費の審査については、書面審

査結果の受付や審査結果の開示を電

子申請システムで行っており、審査

委員や審査結果を確認したい研究者

がどこからでもアクセスできるなど

利便性の向上を着実に図っている。 
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る。 
 
・ 審査業務 
基盤研究、挑戦的萌芽

研究、若手研究、研究

活動スタート支援及び

奨励研究の書面審査並

びに特別推進研究の審

査意見書の結果の受付

について、電子システ

ムにより行う。また、

基盤研究、挑戦的萌芽

研究、若手研究及び研

究活動スタート支援の

第一段（書面）審査結

果の開示について、電

子システムにより行

う。 
 
・ 交付業務 
新学術領域研究、基盤

研究、挑戦的萌芽研究、

若手研究、研究活動ス

タート支援及び特別研

究員奨励費の交付申請

書の作成、実績報告

書・実施状況報告書・

研究成果報告書等の交

付決定後の提出書類の

作成を電子システムに

より行う。また、研究

者等の負担を軽減する

ため、繰越及び調整金

の申請書類の作成につ

いても電子システムに

より行う。 
 
（ⅱ） 特別研究員事

業、海外特別研究員事

業 
特別研究員事業では、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・交付業務 補助金が交付されている新学術領域研究、

基盤研究（S・A）、平成 27 年度に新規採択された基

盤研究（B）及び若手研究（A）、研究活動スタート支

援、特別研究員奨励費及び特別研究促進費、基金が交

付されている基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若手研

究（B）、基盤研究（B・C（特設分野研究）平成 27
年度新規採択分）及び国際共同研究加速基金（国際共

同研究強化・国際活動支援班）の交付申請手続き及び

実績報告手続きについて電子申請システムにより行

った。 
また、平成 24 年度から平成 26 年度の間に新規採択

された基盤研究（B）及び若手研究（A）について、

研究費総額の 500 万円までを基金で交付されること

となった（一部基金分）研究課題の交付申請手続き及

び実績報告手続きについても、電子申請システムによ

り行った。 
また、補助金の繰越（特別推進研究及び奨励研究を

除く）及び調整金（特別推進研究を除く）の申請書類

の作成についても電子申請システムにより行った 。 
なお、平成 25 年度から国庫債務負担行為に基づく

補助金が交付されている特別推進研究については、交

付申請書及び実績報告書の様式をホームページやメ

ールを活用して配付しており、業務の効率化を図って

いる。 
 
・改修事項  
国際共同研究加速基金の応募及び審査（国際共同研究

強化・帰国発展研究）並びに交付（国際共同研究強化・

国際活動支援班）について、研究者等の負担軽減及び

効率化を図るべく電子申請システムの改修を実施し

た。また、採択件数の少ない国際共同研究加速基金（帰

国発展研究）については交付業務の電子化は見送って

おり、改修にあたって費用対効果を勘案して是非を判

断している。 
 
 
 
 
 
■特別研究員事業、海外特別研究員事業 

 
・科研費の交付等については、交付

申請書及び実績報告書の作成等を電

子申請システムで行い、報告書の作

成上のミスが軽減されるなど利用者

の負担軽減にも繋がっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・国際共同研究加速基金については、

制度発足に伴い、費用対効果を勘案

しつつ、利用者の利便性の向上や業

務の効率化を図るべく、システム改

修を行ったことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-9 
 

応募受付、審査業務を

電子的に実施できるシ

ステムを導入する。 
海外特別研究員事業で

は、応募受付、審査業

務を電子的に実施でき

るシステムを活用する

とともに、制度改善に

伴い電子申請システム

の見直しが必要な場合

は、随時開発を行うこ

とにより、申請者、審

査委員の利便性向上を

図る。 
 
（ⅲ） 学術の国際交

流事業 
既に電子申請システム

を用いて応募手続・審

査業務を行っている事

業は、当該システムを

活用する。 
但し、推薦書等の第三

者による認証が必要な

調書の提出を伴う事業

については、調書の提

出以外の申請手続にお

いて電子申請システム

を活用することとす

る。 
新たに応募・審査業

務の電子化を検討する

際には、申請数や公募

を行う回数等とシステ

ム開発に要する費用を

比較し、電子化するこ

との効率性も勘案して

導入の是非を判断す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・受益者負担の妥当

性・合理性はあるか。

【総務省政独委 24 年

度二次評価】 

・特別研究員事業 申請受付、審査業務を電子的に実

施できる完全電子化システム改修により、平成 28 年

度採用分特別研究員より当該システムを運用して申

請の応募受付、審査業務を行った。 
・海外特別研究員事業 申請者の利便性を目的とし

て、電子的に申請書類を受け付けるシステムの充実を

図った。従来は紙媒体で受け付けていた申請書類につ

いて、申請書類の作成から提出まで、システム上で完

結する仕組みを平成 24 年度までに構築し、平成 25
年度は運用に移した。これにより、申請者が評価者及

び受入研究者から、必要書類を取り寄せる必要がなく

なり利便性が向上するとともに、審査資料の作成にお

いても、電子データの活用により業務の効率化を図っ

た。 
 
■学術の国際交流事業 
・既に電子化を行っている事業については、平成 27
年度も引き続き申請受付・審査業務を電子申請システ

ムにより行った。 
・推薦書の添付が必要な「外国人特別研究員事業」、

「外国人研究者招へい事業」及び「論文博士号取得希

望者に対する支援事業」では、申請者情報等の提出に

電子申請システムを活用した。 
・半期毎に各事業の担当から、応募･審査業務の追加

も含めて電子申請システムの改修希望を聴取して取

り纏め、システム開発業者から見積を徴取した上で、

費用対効果を勘案して改修の是非を判断した。費用対

効果が十分でないと判断した部分については、改修を

見送った。 
 
 
■受益者負担の観点 
・振興会が行う評価業務は、国からの補助金等を財源

として学術研究の助成等を行うに当たって公正な審

査及び評価等を行うものであり、受益者負担の観点は

該当しない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・国際交流事業においては、引き続

き電子申請システムを活用した応

募・審査業務を行うと共に、改修に

あたっては費用対効果を勘案して是

非を判断していることは評価でき

る。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－２ 
１ 総合的事項 
（３）学術システム研究センター 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8－1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート 
事業番号 0176 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（学術の振興を目的とした本法人の実施する各事業の効果を最大限に発揮させるため、公平・公正で透明性の高い審査・評価システムの構築や研究現場の意見を

反映した制度改善等に、学術システム研究センターが主要な役割を果たしているため） 

難易度：「高」（各事業の審査・評価システム機能の向上・制度改善等を図っていく際には、研究分野等により異なる学術研究の特性や研究現場の多様なニーズ等を踏まえつつ、

各種課題への対応を検討していく必要があり、困難が伴うため） 
参考 URL 学術システム研究センター http://www.jsps.go.jp/j-center/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

研究員

内訳

（カッ

コ内は

新規の

数） 

全体  122 名  

（64 名） 
122 名 

（11 名） 
  123 名

（50 名） 
123 名 

（61 名） 
  

決算額（千円） 1,017,022 761,741 696,421 

  

独法の所

属 
 10 名    

（5 名） 
7 名   

（0 名） 
4 名   

（0 名） 
4 名 

（3 名） 
  

民間の所

属 
 2 名    

（2 名） 
3 名   

（1 名） 
 3 名  

（0 名） 
2 名 

（1 名） 
  

女性  12 名   

（6 名） 
14 名   

（2 名） 
20 名  

（12 名） 
21 名 

（6 名） 
  

従事人員数 45 45 44 

  
実施回数（タスクフ

ォース） 
 

11 回 5 回 11 回 40 回   

実施回数（ワーキン

ググループ） 
 9 回  

（2WG 毎） 
9 回  

（2WG 毎） 
9 回   

（2ＷＧ毎） 
9 回   

（2ＷＧ毎） 
  

実施回数（運営委員

会） 
 

3 回 2 回 2 回 2 回   

説明会開催数  5 回 7 回 11 回 11 回   
注）決算額は支出額を記載。 



【27 年度評価】項目別-12 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価  
(3) 研究経験を有す

る第一線級の研究者

を配置し、事業の実施

に必要な調査・研究機

能や審査・評価業務に

係る機能を充実・強化

する。 
また、学術システム

研究センターが行う

審査・評価業務につい

ては、業務内容の透明

性の向上を図る観点

から、審査員の審査結

果に対する検証等の

プロセスについて国

民に分かりやすい形

で明らかにする。 

(3) 学術システム研究

センターに研究経験

を有する第一線級の

研究者を配置する。セ

ンターは、学問領域の

専門的な知見に基づ

く学術振興策や学術

動向に関する調査・研

究、事業における審

査・評価業務、業務全

般に対する提案・助言

等を行う。 
また、センターの組

織運営について、外部

有識者から構成され

る運営委員会におけ

る高い識見に基づく

審議及び意見を参考

とすることにより、ガ

バナンスの強化を図

る。 
さらに、センターの

業務内容の透明性の

向上を図る観点から、

審査員の審査結果に

対する検証等のプロ

セスについて国民に

分かりやすい形で明

らかにすることを含

めセンターの活動に

ついて積極的な情報

発信を行う。 

(3) 学術システム研究

センター 
 研究経験を有する第

一線級の研究者を任期

付研究員として、所長、

副所長、相談役、主任

研究員及び専門研究員

に配置することによ

り、人文学、社会科学

から自然科学に至る全

ての学問領域をカバー

する体制を整備する。

その際、独立行政法人

や民間の研究機関を含

む幅広い機関からの人

材を研究員として選任

し、多様な視点からの

意見を活かした業務を

実施する。 
重要でかつ継続的に

審議が必要な課題に対

し、ワーキンググルー

プやタスクフォースを

設置し、機動的に対応

する。 
これらにより、セン

ターが行う学術振興策

や学術動向に関する調

査・研究体制を整備し、

振興会事業における公

正で透明性の高い審

査・評価業務や振興会

業務全般に対する有効

な提案・助言等を行う

ことを可能とする。 
また、センターの組

織運営について、民間

企業等を含む外部有識

＜主な定量的指標＞ 
・研究員の所属機関

（独法・民間） 
 
・研究員の女性割合 
 
・事業説明・意見交換

会の実施回数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
＜評価の視点＞ 
・事業における審査・

評価のプロセス等を

含めセンターの活動

について積極的な情

報発信を行う。【勧告

の方向性】 
 
・センターが設立され

て 10 年が経過した

今、これまでの活動を

ベースに、その役割や

今後期待される機能

について、あるいは参

画する研究員の任期

と業務内容の継続性

といった点等につい

て点検すべき時期に

あるように思われる。

【外部評価委員指摘

25 年度評価】 

■学術システム研究センターの体制 
・9 領域（人文学、社会科学、数物系科学、化学、工

学系科学、生物系科学、農学、医歯薬学、総合系）、

52 研究分野に研究員を配置し、すべての学問領域を

カバーしている。独立行政法人や民間の研究機関を

含む組織から人材を選任している。選考の際には前

任者と同一の機関からの選任を行わないようにする

とともに、国・公・私立大学及び大学共同利用機関、

産業界の研究機関等、組織形態のバランス、地域的

バランス、男女比バランスに配慮している。また、

業務の継続性の維持、年度毎の研究員交替数の平準

化（研究員の交替人数を各年度ほぼ同数にする）の

ため、一部委員の任期を延長している。 
 所長 1 人 
 副所長 3 人（1 名：グローバル学術情報センタ

ー所長が兼務） 
 相談役 2 人 
 主任研究員 20 人 
 専門研究員 103 人 

計 129 人（うち、独法：4 名、民間：2 名） 
※平成 28 年度から就任する新規研究員 61 名の選考

にあたっては、所属機関の形態や地域的なバランス

に配慮しつつ、特に男女比のバランスを勘案し、平

成 28 年度選考では、6 名の女性研究者を選任した。

平成 28 年度は、女性研究員 21 名、研究員全体で 17％
になり、前年度より女性研究員 1 名増となった。（平

成 27 年度は、女性研究員 20 名、研究員全体で 16％） 
※グローバル学術情報センターより、Scopus 収録論

文における科研費成果論文の分析や、主要国のファ

ンディングエージェンシーにおける審査システム等

の情報分析の内容について報告があり、例えば、各

国の審査体制や審査方法の分析内容については、

「系・分野・分科・細目表」の大幅見直しや、振興

会事業の審査方法の在り方の検討等に活用した。 
 
 
 
 

評定 S 評定 Ａ 
＜根拠＞ 
・9 領域、52 研究分野に第一線の研究

者を非常勤の任期付研究員として配

置し、すべての学問領域をカバーして

いる。また、一部委員については、継

続性の維持等のため、その任期を延長

している。 
 
・振興会の諸事業ならびに国内外の学

術に関する情報収集・蓄積した情報を

分析するグローバル学術情報センタ

ー所長が副所長を兼務することによ

り、両センターの連携のもと、エビデ

ンスに基づいた振興会諸事業の改善

を図る体制を整備した。また、海外の

ファンディンエージェンシーの制度

等について情報分析した内容を共有

することで、振興会の各種事業の審査

方法の在り方の検討等に活用してお

り、高く評価できる。 
 
・国・公・私立大学、大学共同利用機

関のみならず、独立行政法人や民間の

研究機関を含む幅広い人材を選任し、

大学等からの研究員とは研究経歴や

立場が異なる研究員も配置すること

により、学術研究における基礎研究や

人材育成の在り方などについての多

様な視点からの意見を活かし、事業改

善の提言･助言や業務運営を行ってい

る。さらに、新規研究員の選考にあた

っては、男女比のバランス（前年度か

ら女性研究員 1 名増）、所属機関の形

態、地域的なバランス等、多様性の確

保に配慮し、研究員の選考基準につい

ては、運営委員会での検討後公開する

など、透明性の強化に努めていること

＜評定に至った理由＞ 
 業務運営体制について、国・公・私立

大学や独立行政法人、民間の研究機関

等、幅広いセクターから第一線級の研究

者を結集させるとともに、センター研究

員の女性割合を増加させるなど、より多

様な視点からの意見が反映できる体制

が構築されている。 
このような体制のもと、センターは、

我が国の学術研究の各分野における頭

脳集団として、学術の動向を踏まえつ

つ、振興会の事業全般に関わる業務の改

善と有効な提案・助言等を積極的に実施

している。 
 特に科研費については、多様かつ独創

的な学術研究を振興するため、前年度の

4 倍にも及ぶタスクフォースでの議論を

経て、新たな審査区分、審査方式を提案

し、結果として「科学研究費助成事業(科
研費)審査システム改革 2018(報告)」な

どに取りまとめられ、今後の科学研究費

助成事業の制度設計の基本的枠組みと

して結実した点が高く評価される。 
 その他、国内外の関係機関との連携を

図りつつ、国際シンポジウムや科研費に

採択された研究代表者との交流会の開

催等を通じて、センターの更なる機能の

強化と、情報発信力の強化に取り組んで

いるものと認められる。 
 以上のことに加え、本項目は、重要度

及び難易度の高いものであることから、

中期計画における所期の目標を上回る

成果が得られていると認められるため、

評定をＡとする。 
  
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
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者から構成される運営

委員会における高い識

見に基づく審議及び意

見を参考とすることに

より、ガバナンスの強

化を図る。 
さらに、事業におけ

る審査・評価等のプロ

セス等を含めセンター

の活動について積極的

な情報発信を行う。 
 

 
・研究者の視点と学術

研究の特性に配慮し

た制度運営の観点か

ら、ガバナンスと併せ

て内部統制の強化を

行うことが望ましい。

【JSPS 部会 25 年度

評価】 

 
 
 
 
 
 
 
 
■会議開催実績 
・「学術研究の助成等」、「国際的な共同研究等の促進」

及び「研究者の養成」の各事業について提案・助言

等を行うとともに、各事業の審査・評価業務に専門

的な見地から関与した。 
 主任研究員会議：19 回（原則月 2 回） 
 専門調査班会議：12 回（月 1 回・1 専門調査班、

9 班がそれぞれ実施） 
 科学研究費事業改善のためのワーキンググルー

プ：9 回 
・ 「系・分野・分科・細目表」の見直しに当た

り、新たな審査区分表の検討や、それに伴い

研究種目に応じた審査方式の見直しの検討を

行った。 
 

・ 平成27年度に新たに創設された国際共同研究

加速基金のうち、国際共同研究強化及び帰国

発展研究の実施に向けた検討を行った 
 

・ 基盤研究（Ｂ,Ｃ）特設分野研究の実施の仕組

みや審査方法などについて、検討を行った。 
 

・ 科研費の審査に当たり審査委員が留意すべ事

項等をまとめた「科研費審査の手引 補足資

料」の検討を行った。 
 細目見直しタスクフォース：8 回         

※「系・分野・分科・細目表」の見直しに当た

り、各専門調査班における活発な議論を踏まえ、

学術の基本である発想の自由を最大限尊重する

ことを前提として抜本的に見直し、競争的環境

下で優れた研究課題を選定できるよう、新たな

審査区分表（小区分・中区分・大区分）の作成

のみならず、研究種目に応じた審査方法を見直

し、従来の書面審査と合議審査を異なる審査員

が行ういわゆる 2 段審査方式から、総合審査、2

は高く評価できる。 
 
・特に集中的に審議が必要な重要な課

題について検討を行うため、科学研究

費事業及び特別研究員事業でワーキ

ンググループを開催するとともに、科

研費改革や特設分野研究を中心にタ

スクフォースを前年度の 4 倍近く開

催し、研究者の視点に立ち極めて積極

的に検討を行った。 
これらの検討結果は、特設分野研究

における公募分野の提案や「科学研究

費助成事業（科研費）審査システム改

革 2018（報告）」、「科研費大規模研究

種目（特別推進研究）の在り方につい

て」などの取りまとめに結実し、科学

技術・学術審議会学術分科会科学研究

費補助金審査部会への報告や平成 29
年度特設分野研究の新たな公募予定

として実施に結びついており、特筆に

値する。 
特に「科学研究費助成事業（科研費）

審査システム改革 2018（報告）」では、

文部科学省から依頼された「系・分

野・分科・細目表」の大幅な見直しに

ついて、学術の基本である発想の自由

を最大限尊重することを前提とし、科

研費のあるべき姿を見据え、「応募研

究課題の研究内容の審査」という観点

から、「系・分野・分科・細目表」を

見直すにとどまらず、多様な学術研究

を推進するために学問の特性に応じ

た審査方式の見直しを行ったもので

あり、極めて高く評価できる。また、

「科研費大規模研究種目（特別推進研

究）の在り方について」では、文部科

学省から提示された検討事項に対し、

具体的な研究事例の検証を行い特別

推進研究の意義を再確認し、検討結果

をまとめるだけで無く、運用の改善に

向けた提案を行っている。これらは、

 センターによる提案・助言等の多様性

確保及び男女共同参画の趣旨から、引き

続き、女性研究員割合の増加が期待され

る。 
 。 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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段階書面審査を行うこととする内容を「科学研

究費助成事業（科研費）審査システム改革 2018
（報告）」として取りまとめ、科学技術・学術審

議会学術分科会科学研究費補助金審査部会に報

告された。なお、この報告に基づき、平成 28 年

度中に文部科学省において、意見募集（パブリ

ックコメント）、それに対する検討等を行った

後、新たな審査区分を決定し、平成 30 年度公募

から適用される予定である。 
 特別推進研究タスクフォース：6 回      

科研費改革の一環として、特別推進研究の在り

方に関し、検証を含め改善方策について検討を

行い、「科研費大規模研究種目（特別推進研究）

の在り方について」として取りまとめた。この

中で、特別推進研究の位置付けの明確化や審査

方式の改善について提言として取りまとめ、科

学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助

金審査部会に報告され、同部会において具体的

な実施に向けた検討を行っている。 
 若手研究（Ｂ）複数細目に関するタスクフォー

ス：2 回 
 若手研究（Ｂ）の複数細目に係る審査方法の改

善方策について、主任研究員会議、科研費ワー

キンググループ及びタスクフォースを設置し検

討を行った。その結果、平成 28 年度審査におけ

る第 2 段審査(合議審査)の進め方等を一部見直

し、改善を図った。 
 挑戦的研究への支援強化に関するタスクフォー

ス：3 回 
 平成 29年度公募に向けて現行の挑戦的萌芽研究

の見直しを行うため、タスクフォースを設置し、

検討を行った。 
 海外学術調査に関するタスクフォース：9 回 
 基盤研究（Ａ・Ｂ）海外学術調査について、審

査方法の改善検討に際しての議論から、本制度

の現在における意義等を含め、その在り方を検

証するタスクフォースを設置して検討を行っ

た。 
 特別研究員等審査システム改善のためのワーキ

ンググループ：9 回 
・平成 29 年度採用分 RPD 選考から、面接を免除

第一線級の研究者が学術研究に対す

る真摯な議論を行う学術システム研

究センターならではのものとして、極

めて高く評価できる。 
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して採用内定者とする場合があることとする等

の改善を行った。 
 
・海外特別研究員の外国での研究遂行能力（語学

能力の確認）の審査のあり方について検討し、

申請書の当該能力に係る記載欄を改善した。 
 特別研究員-SPD の在り方検討タスクフォース： 

1 回 
これまでの成果を検証するとともに、今後の制

度の在り方について検討を行った。 
 

 特設分野研究の平成 29年度公募に関するタスク

フォース：11 回（外部有識者のヒアリング 3 回

含む） 
 特設分野研究においては、複数の専門調査班の

研究員で構成されたタスクフォースにおいて、

平成 29年度公募に新たに設定する予定の候補分

野を検討した。 
※特設分野研究の分野設定において、専門調査班会

議では、融合領域、境界領域、揺籃期にある学術研

究動向など、最新の学術動向を踏まえた学術動向調

査報告書の情報共有を図り、分野設定の検討に活か

した。 
 
 
■研究発表等の実施 
・主任研究員会議・専門調査班会議において、各研

究分野における歴史的発展や最新研究動向、各分野

の基礎研究の現状や人材育成の状況等について情報

交換を行い、学術研究の現場の視点を踏まえた業務

改善に役立てるとの観点から、研究員による研究員

自身の研究内容とその意義について発表を実施し

た。 
 
■科研費特設分野研究代表者交流会の実施 
・特設分野研究に採択された研究代表者が、互いの

研究課題を知ることで、既存の分野を超えた新たな

ネットワークが構築され、新しい学術の芽が生まれ

てくることを期待し、学術システム研究センターで

は平成 26 年度ならびに平成 27 年度に設定された 6

分野（「ネオ･ジェロントロジー」「連携探索型数理科

学」「食料循環研究」「紛争研究」「遷移状態制御」「構
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成的システム生物学」）において 研究代表者交流会

を開催した。 

 

「ネオ・ジェロントロジー」 

（開催日：平成 27 年 9 月 15 日 30 名） 
「連携探索型数理科学」 
（開催日：平成 27 年 9 月 16 日  27 名） 
「食料循環研究」 
（開催日：平成 27 年 9 月 14 日 40 名） 
「紛争研究」 
（開催日：平成 27 年 9 月 16 日 18 名） 
「構成的システム生物学」 
（開催日：平成 27 年 9 月 9 日 24 名） 
「遷移状態制御」 
（開催日：平成 27 年 9 月 14 日 25 名） 
 

■海外のファンディングエージェンシーとの交流 

・ミシガン州立大学との学術交流会議を開催し、農

学ＢＩＯ関連について、活動内容についての情報交

換や意見交換を行った。 

 

・ロンドン連絡センター協力のもと、ユニヴァーシ

ティ・カレッジ・ロンドンにてセンター研究員によ

るセミナーを開催し、日本のライフサイエンス、ま

た科研費などについて説明をした。 

 
 
 
 
■運営委員会の実施 
・平成 24 年度に運営委員会を外部有識者のみから構

成される諮問機能をもった組織として改組し、セン

ターの運営及び業務実施に関する方針等を策定する

にあたって、多様な視点からの意見を反映できるよ

うに審議を行った（平成 27 年度は 2 回開催）。運営

委員会では、所長及び副所長の人事、学術動向調査

のあり方、さらにはセンター業務の透明性について、

センターからの諮問に基づき、審議を行った。その

審議結果をもとに、業務の改善に取り組むとともに、

研究員の選考を含むセンター全体の体制整備にも反

映するなど、更なるガバナンスの強化をはかった。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・センター研究員の研究発表や海外の

ファンディングエージェンシー関係

者との交流等を通じて、内外の最新の

研究動向や研究助成の現状について

把握し、振興会の業務改善に活用する

ための情報交換等を積極的に行って

いることは、高く評価できる。 
 
・課題の枠組みをつくるだけでなく、

研究代表者間のネットワーク構築を

促すのは、新たな試みであり評価でき

る。 
 
・ガバナンスの強化を目的として、平

成 24 年度から運営委員会を外部有識

者のみから構成される諮問会議に改

組し、平成 26 年度からは新たな委員

を加えて機能向上を図りつつ、その審

議・意見を参考に学術研究動向調査の

充実化の検討や、センター活動の積極

的な情報発信の実施など、さらなるガ

バナンスの強化に取り組んでいるこ

とは評価できる。 
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さらに、改善を図った取り組み内容については、改

めて運営委員会による当該業務の適切性なども踏ま

えた評価を受けることで、更なる業務改善を行うた

め、内部統制の強化にも取り組んだ。 
 
●運営委員会名簿（平成 28 年 3 月現在） 
磯貝 彰 奈良先端科学技術大学院大学名誉教

授 
小倉 和夫 国際交流基金顧問 
榊 裕之 豊田工業大学学長 
佐々木 毅 
（委員長） 

公益社団法人国土緑化推進機構理事

長 

佐藤 勝彦 大学共同利用機関法人自然科学研究

機構機構長 
田井 一郎 日本精工株式会社 社外取締役 
高柳 雄一 多摩六都科学館館長・元 NHK 部外

解説委員 
八田 英二 
 

同志社大学経済学部教授 
 

吉野 彰 旭化成フェロー／旭化成株式会社吉

野研究室室長 
 
■説明会の実施 
・平成 28 年 4 月就任の研究員に係る候補者の推薦を

大学等の関係各研究機関へ依頼するにあたり、東京

において説明会を実施した。 
・学術システム研究センターの活動について、研究

者等からの一層の理解と協力を得るため大学や学会

等で事業説明・意見交換会を実施した（平成 27 年度

11 回）。また、センター研究員には所属する研究機関

や、所属学会等で個別説明を行うよう依頼しており、

センターの活動に対する理解だけでなく、科学研究

費助成事業、特別研究員事業などの振興会事業につ

いても広く周知を図るよう努めている。 
 
■リーフレットの配付 
・審査・評価業務に関するプロセス等センターの活

動をイメージしやすい言葉や視覚に訴え理解しやす

い図で示すとともに、主任・専門研究員経験者から

研究員としての現場の体験についてのコメントを掲

載するなど、活動内容を分かりやすくしたリーフレ

ットを配付した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・センターの活動に関する事業説明等

（11 回）も着実に行われるとともに、

国際シンポジウムや公開シンポジウ

ムを開催するなど、研究者等からの一

層の理解と協力を得られるよう努め

ている。また、審査・評価業務のプロ

セス等、センターの活動について、国

民に分かりやすい形で情報発信に努

めていることは評価できる。 
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■国際シンポジウム 
・平成 27 年 7 月 4 日～5 日に 第 17 回国際日本学

シンポジウム「日本化する法華経」をテーマとして、

日本社会の中に根を下ろすにあたり宗教史・古典文

学・日本語史・美術史・書道史・芸能史など多様な

観点を交えた国際シンポジウムを開催した。(参加者

延べ 110 人) 
 
・平成 27 年 11 月 17 日～18 日に、「マテリアル・サ

イエンスの動向」をテーマとして、物性物理学、化

学、工学、高圧地球科学など幅広い分野におけるマ

テリアル・サイエンス研究の最前線を俯瞰し、物理

科学の現状と将来展望をテーマとした学際的な国際

シンポジウムを開催した。(参加者約 156 人) 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１－３ 
１ 総合的事項 
（６）研究費の不正使用及び研究活動における不正行為の防止 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 
第 9 号 

業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8－1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシー

ト 
事業番号 0176 

参考 URL 不正使用・不正行為受付窓口 http://www.jsps.go.jp/j-press/mado_secchi.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

    

    
決算額（千円） 1,017,022 761,741 696,421   

従事人員数 45 45 44   

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価  
 (6) 助成・支援事業の

実施においては、研究

費の不合理な重複及

び過度の集中の排除

並びに研究費の不正

使用、不正受給及び研

究活動の不正行為の

防止策を強化する。 
また、研究者が所属す

る研究機関が研究費

を適切に管理するこ

となどにより、適正な

執行等が図られるよ

うにする。 

(6) 助成・支援事業の

マネジメントの一環

として、不合理な重複

及び過度の集中の排

除並びに不正使用及

び不正受給の防止策

を強化する。 
このため、政府等の

方針を踏まえ、研究費

の不合理な重複及び

過度の集中を排除す

るため、府省共通研究

開発管理システムを

活用するとともに、同

システムを通じ、審査

結果を他の競争的資

金の配分機関に対し

て迅速に提供する。 
また、研究費の不正

使用及び不正受給を

防止するため、文部科

学省との適切な役割

分担のもと、同省の定

めるガイドライン等

に基づき、研究機関に

提出を義務付けてい

る報告書等により各

研究機関の不正防止

に対する取組の状況

等を的確に把握し、必

要に応じ、各事業毎に

適切な指導を行うな

(6) 研究費の不正使用

及び研究活動におけ

る不正行為の防止 
文部科学省が定める

ガイドライン等を踏

まえ、研究費の不正使

用については、抽出し

た研究機関に対する

実地検査を行い、機関

における不正防止に

対する取組の状況等

を把握し、必要に応じ

て指導を行うなど、研

究機関における研究

費の管理や監査や公

正な研究活動の推進

に向けた体制整備を

徹底させる。 
また、事業説明会等を

開催し、研究費の不正

使用及び研究活動に

おける不正行為の防

止策等について、研究

費の使用ルールや実

地検査で把握した事

例の周知等を通じて

注意喚起・助言等を行

い、研究者を含む関係

者の意識改革を促進

する。 
さらに、研究費の不

正使用等の防止に関

＜主な定量的指標＞ 
 
＜その他の指標＞ 
 
＜評価の視点＞ 
「科学の健全な発展

のために－誠実な科

学者の心得－」に係る

研修プログラムの

e-learning 化等をと

おして、研究倫理教育

の高度化、定着化を進

めることが期待され

る。また、この際、「独

立行政法人改革等に

関する基本的な方針」

（平成25 年12 月25 
日閣議決定）に基づ

き、国立研究開発法人

科学技術振興機構（Ｊ

ＳＴ）との連携を強化

することが期待され

る。 
【文部科学大臣評価 
26 年度】 

中期計画の項目について、中期計画通りに着実に推

進した。特に、以下の実績を上げた。 
【研究費の不正使用及び研究活動における不正行為

の防止】 
■ 研究機関における研究費の管理や監査や公正な研

究活動の推進に向けた体制整備 
・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイ

ドライン（実施基準）」に基づく報告書を文部科学省

に提出することを応募要件化し、研究費の管理・監査

を徹底した。 
・科研費では文部科学省と連携して実地検査（60 機

関）を行い、チェックリストに基づき、各研究機関の

不正防止の取組状況や科研費管理体制の実態の把握

に努めた。また、管理体制の改善を要する点等につい

ての検査記録を研究機関に通知し、必要に応じてフォ

ローアップを行うこととした。 
 
■ 研究者を含む関係者の意識改革の促進 
・事業説明会等の場において、実地検査で把握した事

例の周知を通じて、研究者及び研究機関の事務担当者

に対して不正使用、不正行為の防止策について注意喚

起、指導等を実施した。 
 
■ 研究者の理解の明確化 
・科研費、特別研究員等の資金配分事業では、参画す

る全ての研究者に平成 27 年度中に研究倫理教育を受

講することを誓約させ、研究者の意識改革の取組を実

施した。 
・募集要項において、研究費の不正使用及び研究活動

の不正行為があった場合は、厳しい措置で対応する旨

周知した。 
 

評定 B 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 
・研究費の管理・監査体制の整備及

びその実施状況等についての報告書

を文部科学省に提出することを各種

公募事業の募集段階で明記してお

り、各研究者及び研究機関に対して

周知できるよう工夫している。また、

競争的資金等に係る研究活動の不正

行為及び研究費の不正使用の告発受

付窓口を振興会のホームページ上で

案内している。さらに、資金配分事

業では、参画する全ての研究者に平

成 27 年度中に研究倫理教育を受講

することを誓約させるとともに、事

業説明会等で研究者や事務担当者等

に対し、注意喚起や指導を行い、研

究費の不正使用及び研究活動の不正

行為があった場合は、ペナルティを

課すこととしており、研究費の不正

使用及び研究活動の不正行為の防止

に実効性を持たせていることは評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 研究費の不正使用及び研究活動にお

ける不正行為に対し、厳格な対応が求め

られている現状において、各種事業にお

ける募集要項の改正や、事業説明会を通

じた関係者の意識改革など、ファンディ

ングエージェンシーとして適切な取組

を進めていると認められる。 
取組の一環として、平成 27 年 2 月に

刊行した教材「科学の健全な発展のため

に－誠実な科学者の心得－」をもとに

e-learning 教材を開発したことや、不正

行為の予防を主眼とした「第７回学術シ

ンポジウム 科学研究のよりよき発展

と倫理の確立を目指して」を学術研究フ

ォーラムと共催したことなど、業務の着

実な実施が認められる。 
また、「科学の健全な発展のために－

誠実な科学者の心得－」の英語版を作成

することにより、日本語を母国語としな

い研究者への研究倫理教育の実施にも

対応した。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められることから、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
＜その他事項＞ 
 特になし。 



【27 年度評価】項目別-21 
 

 ど、研究機関における

研究費の管理や監査

を徹底させる。 
さらに、事業説明会

等を開催し、研究費の

不正使用、不正受給及

び研究活動の不正行

為の防止策について

助言、注意喚起等を行

い、研究者を含む関係

者の意識改革を促進

することに努める。 

して研究者の理解が

最低限必要な事項に

ついて、振興会が交付

する研究資金の交付

手続等の際に、その内

容について確認した

ことを研究者に明ら

かにさせることとす

る。 

■資金配分機関として実施する不正防止への取組 
・「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得

－」の英語版を平成 27 年 5 月に出版社より出版した。

なお、テキスト版についてもホームページにおいて公

表した。 
ﾃｷｽﾄ版 https://www.jsps.go.jp/j-kousei/data/rinri_e.pdf 
・「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得

－」をもとに e-learning 教材を開発した（平成 28 年

4 月 か ら サ ー ビ ス 提 供 開 始 ）。 e-learning  
https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html 
・ホームページにおいて研究公正に係る情報の提供や

注意喚起を行った。 
・研究者の任意団体である学術研究フォーラムとの共

催で「第７回学術シンポジウム 科学研究のよりよき

発展と倫理の確立を目指して」を開催し、不正行為の

予防を主眼とした提案や議論を行った。 
・ドイツ研究振興協会（DFG）、科学技術振興機構

（JST）及び日本医療研究開発機構（AMED）との共

催で「日独国際シンポジウム 研究公正を高める取組

について～日独の取組の実践例～」を開催し、日独に

おける研究倫理教育への取組を紹介して、研究者等の

理解を高めた。 
 
■ その他 
・研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除するた

め、府省共通研究開発管理システムを活用するととも

に、同システムを通じ、審査結果を他の競争的資金の

配分機関に対して迅速に提供した。 
・競争的資金等に係る研究活動の不正行為及び研究費

の不正使用の告発受付窓口を設置している。 

 
 
 
 
 
 
・「科学の健全な発展のために－誠実

な科学者の心得－」の英語版を出版

した。また、「科学の健全な発展のた

めに－誠実な科学者の心得－」をも

とに e-learning 教材を開発した。ま

た、学術研究フォーラムとの共催で

「第７回学術シンポジウム 科学研

究のよりよき発展と倫理の確立を目

指して」やドイツ研究振興協会

（DFG）、科学技術振興機構（JST）
及び日本医療研究開発機構（AMED）

との共催で「日独国際シンポジウム 
研究公正を高める取組について～日

独の取組の実践例～」を開催した。

これらの活動は、研究活動における

不正行為や研究費の不正使用を事前

に防止するために適切な取組と考え

られ評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-22 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（１） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１） 学術研究の助成 
① 審査・評価の充実 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の

推進のための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。） 
難易度：「高」（科学研究費助成事業は我が国の学術研究の発展等のために必要な事業であるが、科研費の審査は、9 万件以上（前年度から約 3,000 件増）の膨大な応募研究課

題について、11 月から 3 月の 5 ヶ月間という短期間で（これは米国国立科学財団（NSF）や米国国立衛生研究所（NIH）との比較においても難易度が高いことがわかる）6,000
名以上にも及ぶ審査委員がピアレビュー（専門家による審査）により優れた研究課題を選定すること、それに加えて、平成 30 年度科研費から本格実施する総合審査方式につい

て特設分野研究の審査により試行的に実施、検討を行うこと、平成 27 年度に新たに創設された国際共同研究加速基金の審査の規程の整備、実施を行うという非常に難易度の高

い業務を実施する必要がある。） 

参照 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績

値） 
達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
（H26 年

度（H25
年度に審

査）） 

（H27 年

度（H26
年度に審

査）） 

（H28 年

度（H27
年度に審

査）） 

H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

科研費の新規採択

件数（当初内定件

数） 

 
24,409 25,097 25,391 25,749 

  決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078   

従事人員数 51 51 48   

注）決算額は支出額を記載。    
  



【27 年度評価】項目別-23 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価  
学術研究を支援す

る我が国唯一の資金

配分機関として、研究

者の自由な発想と研

究の多様性、長期的視

点と継続性などの学

術研究の特性を踏ま

え、競争的研究資金

（主として科学研究

費助成事業等）の審

査・配分を確実に果た

すことにより、世界レ

ベルの学術システム

の中で多様な知を創

造する研究を推進す

る。 
(1) 学術研究の助成 
① 世界レベルの多様

な知の創造に向け、人

文学、社会科学、自然

科学の各学問分野の

学術研究に対する幅

広い助成を行うこと

により、我が国の大学

等の研究基盤の充実

及び創造的で優れた

学術研究の格段の発

展に寄与する。 
また、独創的な基礎

的研究から将来の学

問及び社会の発展に

寄与する可能性を秘

める種が芽吹くのを

促し、重厚な知的蓄積

が図られるよう助成

の在り方について不

断の検討を行う。 
 

学術研究を支援す

る我が国唯一の資金

配分機関として、研究

者の自由な発想と研

究の多様性、長期的視

点と継続性などの学

術研究の特性を踏ま

え、競争的研究資金

（主として科学研究

費助成事業等）の審

査・配分を確実に実施

することにより、世界

レベルの学術システ

ムの中で多様な知を

創造する研究を推進

する。 
(1) 学術研究の助成 

学術研究に対する

幅広い助成を行うこ

とにより、独創的かつ

多様な基礎的研究を

推進し、人類の知的資

産の拡充、将来の学問

及び社会の発展に寄

与する。その際、公正

で透明性のある審

査・評価を実施すると

ともに、研究者の研究

活動が円滑に実施で

きるように業務を行

う。また、研究成果の

適切な把握に努め、社

会への還元・普及活動

を行う。 
学術研究の助成は、

科学研究費補助金事

業（以下「補助金事業」

という。）及び学術研

(1)学術研究の助成 
 学術研究が効果的に

進展するよう、学術シ

ステム研究センターの

機能を活用して、公正

で透明性の高い審査・

評価を実施するととも

に、業務の簡素化と必

要な拡充を図りつつ、

研究者の視点に立った

助成事業を実施する。 
学術研究の助成は、

科学研究費補助金事業

（以下「補助金事業」

という。）及び学術研究

助成基金事業（以下「基

金事業」という。）によ

り、科学研究費助成事

業（以下「科研費事業」

という。）として実施す

る。 
科研費事業は、文部

科学省が定める事業実

施における基本的考え

方・役割分担に基づき

業務を行う。 
平成２７年度におい

ては、特別推進研究、

新学術領域研究、基盤

研究、挑戦的萌芽研究、

若手研究、研究活動ス

タート支援、奨励研究、

特別研究促進費、研究

成果公開促進費、特別

研究員奨励費、特定奨

励費の交付業務及び平

成２８年度課題の公

募・審査業務（文部科

＜主な定量的指標＞ 
・科研費の新規採択件

数（当初内定件数） 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」に

向けた取組は適切か。 
 外部評価におい

て 
 審査・評価の公正

さ、透明性、信頼

性 
について質の高い

成果（内容）である

との評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・審査の検証に当たっ

ては、少数意見の妥当

性に係る目配りを行

うよう努める。【JSPS

部会 25 年度評価】 
 
・科研費事業の審査の

公正性については、研

究者の間でも高い評

価であるが、制度改善

に繋げる方策を検討

するためにも、より一

層の研究者の意見を

くみ取る方策の更な

 中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を

上げた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 A 評定 Ａ 
【総論】 
・科研費の審査は、9 万件以上の膨大

な応募研究課題について、11 月から

3月の約 5ヶ月という短期間で 6,000
名以上にも及ぶ審査委員がピアレビ

ュー（専門家による審査）により優

れた研究課題を選定している。 
 
なお、米国国立科学財団（NSF）で

は申請書の提出から採否の決定通知

までを 6 ヶ月以内に実施した比率は

76 パーセントとなっており、米国国

立衛生研究所（NIH）では申請書提

出からプロジェクト開始までの期間

は短くても 10 ヶ月程度を要するこ

とがグローバル学術情報センターに

より確認されている。一方、科研費

では、新規応募課題のうち、約 98 パ

ーセントの研究課題について、４月

１日に交付内定を通知し（残りは特

別推進研究などヒアリング等の実施

が必要な研究課題）、研究者が継続的

に研究を実施できるよう、迅速な審

査を実施していることは高く評価で

きる。 
 
さらに、審査結果の応募者への開示、

審査委員の任期終了後に審査委員名

の公開、審査終了後に約 38 万件にも

及ぶ審査結果の検証等を行うなど、

公正で透明性の高い仕組みとなって

いる。 
 
このように、膨大な応募研究課題を

迅速に審査する公正かつ適切な、他

に類を見ない審査制度を構築してい

る。 

＜評定に至った理由＞ 
科学研究費助成事業（以下、「科研費」

という。）の公募・審査業務においては、

昨年度と比較して応募研究課題数が増

加（H27：約 93,000 件→H28：約 96,000
件。2％増）するなか、9 万件以上の研

究課題について、約 6,000 名の審査委員

を組織し、約 5 ヶ月という短期間(書面

審査 42 日、合議審査 50日)(１委員会あ

たり１～２日))で採択課題の約 98 パー

セント（別途ヒアリングが必要な課題等

を除いた 100％）に対し、平成 28 年 4 月
1 日の交付内定が可能となるよう審査

を行った。このような困難な状況の中、

審査業務を着実に遂行し、科研費の早期

配分・早期研究開始を待望する多くの研

究者の要請に的確に応えている。このこ

とは、NSF や NIH における審査業務と

の比較など国際的にみても極めて迅速

かつ円滑・適切な審査業務の実施である

と認められる。 
審査にあたって、審査委員候補者デー

タベースを充実させるとともに（H28：
約 86,300 名。対前年度比 6％増）、学術

システム研究センターの機能を活用し

て前年度の審査の検証を行った上で委

員を選考しており、適切な審査委員の選

考がなされていると認められる。 
また、平成 28 年度科研費の審査より、

審査の手引きの作成に加えて、審査委員

と応募者が審査に臨むに当たっての姿

勢を示した「科学研究費助成事業（科研

費）の審査について」を審査の手引及び

審査システム画面に表示することによ

り、科研費の審査がより健全に機能する

ための改善を図るなど、審査の公正性を

更に高めるための改善策が積極的に講



【27 年度評価】項目別-24 
 

②  学術研究の助成

は、科学研究費補助金

事業及び学術研究助

成基金事業により行

う。すなわち科学研究

費補助金事業として

国から交付される科

学研究費補助金を研

究者に交付すること

に加えて、研究助成の

一部に要する費用に

充てるために国から

別途交付される補助

金により「学術研究助

成基金」を設け、文部

科学大臣が財務大臣

と協議して定める基

金運用方針に基づき、

学術研究助成基金事

業を実施し、研究者

に、その研究の進捗に

応じ研究費の交付を

行う。 
これらの事業につ

いては、国の事業とし

ての一体性を確保し

つつ、適正かつ効果的

に、確実に実施する。

その際、助成対象とな

る研究者の側にとっ

てわかりやすいもの

となるよう、文部科学

省で行う科学研究費

補助金事業を含め一

体的に運用する必要

があるため「科学研究

費助成事業（科研費事

業）」として実施する。 
また、文部科学省が

直接業務を行ってい

る新学術領域研究、特

究助成基金事業（以下

「基金事業」という。）

により行う。これらの

事業については、助成

対象となる研究者の

側にとって分かりや

すいものとなるよう

一体的な運用が求め

られることから、科学

研究費助成事業（以下

「科研費事業」とい

う。）として実施する。 
科研費事業は、文部

科学省が定める事業

実施における基本的

考え方・役割分担に基

づき、以下により、滞

りなく確実に実施す

る。 
特に、学術研究助成

基金事業については、

学術研究助成基金を

設け、文部科学大臣が

財務大臣と協議して

定める基金運用方針

に従って実施する。そ

の際、科学研究費補助

金事業との整合性に

配慮しつつ、基金の特

性を活かし、研究資金

の多年度にわたる柔

軟な使用を可能とす

るなど、研究計画等の

進捗状況に応じて弾

力的に運用する。 
・ 科研費事業の配分

審査、研究評価等を行

うために、学術研究に

対する高い識見を有

する者で構成する科

学研究費委員会を置

学省が公募・審査業務

を行う新学術領域研

究、特別研究促進費、

特定奨励費を除く。）を

行う。 
科学研究費委員会に

おいて、科研費事業の

平成２８年度の審査方

針等を、文部科学省科

学技術・学術審議会が

示す審査の基本的考え

方を踏まえて決定す

る。 
① 審査・評価の充実 

前年度までの経験に

基づき、学術システム

研究センター等の機能

を有効に活用しながら

制度の改善を図り、公

正な審査委員の選考、

透明性の高い審査・評

価システムの構築を行

う。 
（ⅰ） 審査業務 
・ 科学研究費委員会

を開催して、文部科学

省科学技術・学術審議

会が示す「審査の基本

的考え方」を踏まえ、

必要に応じて「科学研

究費助成事業における

審査及び評価に関する

規程」を改正する。 
また、配分審査のた

めの小委員会を開催

し、応募された研究課

題の審査を行う。 
・ 審査委員の選考に

ついて、審査委員候補

者データベースを充実

しつつ、専門的見地か

る検討が求められる

【JSPS部会 25年度評

価（全体）】 

 

・学術システム研究セ

ンター等の機能を活

用して、人員及びコス

トの増大を極力抑制

しつつ、評価機能を充

実させるための方策

を検討する。【JSPS
部会 24 年度評価／勧

告の方向性】 
 
・事業遂行に関する文

部科学省との役割分

担の見直しや審査結

果・進ちょく評価結果

に関する他機関との

情報提供を通じた事

業の効率的な遂行を

実現しているか。ま

た、文部科学省の科学

技術・学術審議会の検

討状況を踏まえ、大括

り化の検討を含め、効

果的、効率的な研究助

成を実施する観点か

ら研究種目を継続的

に見直しているか。

【事務・事業の見直し

／勧告の方向性／

JSPS 部会 2 期評価】 

 
 
 
 
 
 
【審査・評価の充実】 
■ 審査業務 
 
（審査業務） 
・10 月 6 日に科学研究費委員会を開催し、文部科学

省科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日本学

術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的

考え方」を踏まえ、「科学研究費助成事業における審

査及び評価に関する規程」を改正した。また、配分審

査のための小委員会を延べ 112 回開催し、応募された

研究課題の審査を行った。 
 
・平成 28 年度の新規応募研究課題（基盤研究（A・B・

C）、挑戦的萌芽研究、若手研究（A・B）、奨励研究及

び研究成果公開促進費〔研究成果公開発表、学術図書、

データベース〕）約 96,000 件と平成 27 年度の国際共

同研究加速基金（帰国発展研究）の新規応募研究課題

45 件について、平成 27 年 11 月の応募締切後、平成 2
7 年 12 月上旬から平成 28 年 3 月中旬にかけて書面審

査（審査委員約 5,700 名）及び合議審査（審査委員約

770 名）の二段階によるピアレビューを実施し、約 2
6,000 件の採択を行った。なお、前年度から応募研究

課題が約 3,000 件増加する中においても、後述する特

設分野研究の審査と並行して行っているにもかかわ

らず、4 月当初から研究を開始することが可能となる

よう審査を行い、前年どおり平成 28 年 4 月 1 日に交

付内定通知を発出した。また、国際共同研究加速基金

（帰国発展研究）については平成 28 年 3 月 24 日に交

付内定通知を発出した。 
 
・合議審査において、書面審査の結果を大幅に覆す場

合には、審査グループから理由書を徴し、その判断が

妥当なものであるかを小委員会全体で議論の上、採否

を決定することとし、より公平で公正な審査の体制を

整えた。 

 
なお、近年応募研究課題数が増加（平

成 28 年度の科研費は平成 27 年度に

比べ約 3,000 件増加）しているが、

例年どおりに審査を実施している。 
 
平成 27 年度に創設された国際共同

研究加速基金のうち「国際共同研究

強化」について、新たに立ち上げた

国際科学研究費委員会において審査

要項を決定し、迅速に規程等を整備

し円滑に審査を実施していることは

高く評価できる。 
 
さらに、このような状況下において

も、審査・評価、それぞれについて

不断の見直し等を行っている。 
 
審査では、例えば、平成 28 年度科研

費の審査より、審査委員と応募者が

審査に臨むに当たっての姿勢を示し

た「科学研究費助成事業（科研費）

の審査について」を手引及び審査シ

ステム画面に表示することにより、

ピアレビューによる科研費の審査が

より健全に機能するよう改善を図る

など、より公平で公正な審査の体制

を積極的に整えている。 
 
また、評価業務についても、「研究成

果公開促進費（国際情報発信強化）」

についても、平成 27 年度から中間評

価を新たに導入し、ヒアリング等に

よる評価を実施している。 
 
以上のとおり、科研費の審査・評価

は、膨大な応募研究課題（応募件数

も対前年度約 3,000 件増加）を公正

に審査し迅速に行いつつ、新たな審

査方式の試行を並行して行うとい

う、難易度の高い業務を実施しつつ、

じられていると認められる。 
さらには、審査結果の総括を行い、ホ

ームページ上で公開することにより透

明性を確保したほか、延べ約 38 万件に

も及ぶ審査内容の検証（H27.4～5）を効

率的に行うため、審査委員ごとに評定や

審査コメントを整理して検証するなど

122 名の研究員で迅速に行っている。そ

の結果に基づいて有意義な審査意見を

付した審査委員の表彰（H27.11）や、審

査委員への検証結果の通知を行うなど、

次年度以降の審査委員の質の向上にも

積極的に取り組んでいると認められる。 
加えて、平成 27 年度に創設された「国

際共同研究加速基金」のうち「国際共同

研究強化」の適切な審査のため、科学研

究費委員会とは別に国際科学研究費委

員会を設置するとともに、「国際共同研

究加速基金（国際共同研究強化）審査要

領」を作成し、HP 上で公表した。また、

「基盤研究（B・C）特設分野研究」に

おいて、書面審査と合議審査を同じ審査

委員が実施し、書面審査における審査意

見の相互確認を充実・深化させ議論内容

の更なる高度化を図り採択課題を決定

する審査方式を昨年に引き続き試行す

るなど、審査の質の向上を目指す現下の

科研費改革に沿った先導的取組を進め

ている。 
審査の際には、審査員の要望に応じ

て、e-rad を活用し、他の研究費への応

募・採択状況を確認することに加え、科

研費の審査結果を 4 月下旬に他の配分

機関に提供するなど、研究費の不合理な

重複や過度な集中を排除するための取

組が積極的に行われていると認められ

る。 
評価業務については、中期計画におい

て大型の研究課題に関する追跡調査等

を行うこととされているところ、「特別

推進研究」、「基盤研究(S)」及び「若手研



【27 年度評価】項目別-25 
 

別研究促進費及び研

究成果公開促進費に

ついては、業務の効率

化、利便性の向上を図

る観点から、振興会へ

の一元化を進める。 
学術研究助成基金

事業について、独立行

政法人日本学術振興

会法（平成十四年十二

月十三日法律第百五

十九号）第 18 条第１

項の文部科学大臣が

財務大臣と協議して

定めるものは、基金運

用方針に定める研究

事業とする。 
なお、学術研究助成

基金の運用開始後 5
年以内に、同基金の執

行状況及び成果等に

ついて検討を加え、そ

の結果に基づいて必

要な見直しを行う。 
 

く。 
・ 科研費事業の交付

等の手続きに関する

業務は、文部科学省が

定めた規程、通知に従

って行う。 
・ 科学研究費委員会

において、科研費事業

の毎年度の審査方針

等を、文部科学省科学

技術・学術審議会が示

す審査の基本的考え

方を踏まえて決定す

る。 
・ 文部科学省が直接

業務を行っている新

学術領域研究、特別研

究促進費及び研究成

果公開促進費の振興

会への一元化の進展

に応じ、体制の整備を

図る。 
① 審査・評価の充実 

学術システム研究

センター等の機能を

活用し、研究者ニーズ

及び諸外国の状況等

を踏まえて、公正な審

査委員の選考、透明性

の高い審査・評価シス

テムの構築を行う。 
(i) 審査業務 

科学研究費委員会

を年３回程度開催す

るとともに、配分審査

のための小委員会を

必要に応じて開催す

る。 
審査の手引の作成や

審査の検証等を通じ、

審査の質的充実を図

ら、より適切な審査委

員を選考するため、学

術システム研究センタ

ーの研究員の幅広い参

画を得て実施する。 
・ 審査の手引の作成

や審査の検証を行うと

ともに、審査結果を総

括する。 
・ 研究費の不合理な

重複及び過度の集中を

排除するため、合議審

査において、研究計画

調書に記載された他の

研究費への応募・採択

状況を確認するととも

に、府省共通研究開発

管理システム（e-Rad）
を活用する。 

・ e-Rad を通じ、

審査結果を他の競争的

資金の配分機関に対し

て迅速に提供する。 

 
 
・基盤研究（B・C）（特設分野研究）（平成 27 年度 
応募 1,086 件、採択件数 155 件）において、書面審

査と合議審査を同じ審査委員が実施する審査方式の

試行的取組を進めた。 
 
・平成 27 年度に創設された国際共同研究加速基金の

うち「国際共同研究強化」については、新たに国際科

学研究費委員会を立ち上げ、文部科学省科学技術・学

術審議会が示す「独立行政法人日本学術振興会が行う

科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」を踏ま

え、当該委員会において 9 月 25 日に「科学研究費助

成事業「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」

審査要項」を決定後、9 月 25 日に即日公表し、平成 2
7 年度の新規応募研究課題 1,089 件について、平成 2
7 年 10 月下旬から平成 28 年 1 月中旬にかけて同じ審

査委員による書面審査及び合議審査（審査委員約 100
名。小委員会に設定した審査グループを 13 回開催）

を実施し、358 件の採択を行い、平成 28 年 1 月 29 日

に交付内定通知を発出した。 
 
（審査委員の選考） 
・審査委員の選考に当たっては、学術システム研究セ

ンター研究員が審査委員候補者データベース（平成 2
7 年度において約 5,200 名の新規登録者を加えること

により登録者数を約 86,300 名に充実）を活用し、専

門的見地から適切な審査委員を選考した。具体的に

は、学術システム研究センターの研究員によって、審

査に問題があった審査委員の特定や有意義な審査コ

メントを付した審査委員の選考を行うなど前年度の

審査を検証（※）した上で選考した。 
※平成２７年度科研費の審査の検証 
 実施時期：平成 27 年 4 月～5 月 
 実施件数：約３８万件 
 
（審査の手引の作成及び審査の検証） 
・審査を担当する審査委員の公平かつ公正な審査に資

するため、審査の手引を作成した。平成 28 年度科研

費の審査より、審査委員と応募者が審査に臨むに当た

っての姿勢を示した「科学研究費助成事業（科研費）

不断の見直しをしており、高く評価

できると考える。 
 
 
【各業務に対する個別の評価】 
 
・応募課題本来の目的をくみ取れる

ような審査方式等へのより一層の改

善として、若手研究（Ｂ）の複数細

目課題の合議審査において小委員会

全体の合議に比重を置く方式とする

など、「科学研究費助成事業における

審査及び評価に関する規程」の改正

がなされている。 
 
・配分審査のための小委員会を 112
回開催し、前年度から応募研究課題

が約 3,000 件増加している中でも着

実に実施し、前年度どおりのスケジ

ュールで交付内定通知を発出してい

る。 
 
・平成 28 年度科研費の審査より、審

査委員と応募者が審査に臨むに当た

っての姿勢を示した「科学研究費助

成事業（科研費）の審査について」

を手引及び審査システム画面に表示

することにより、ピアレビューによ

る科研費の審査がより健全に機能す

るよう改善を図るなど、より公平で

公正な審査の体制を積極的に整えて

いる。 
 
・審査委員候補者データベースの新

規登録者数を着実に充実するととも

に（登録者総数を 86,300 名（対前年

度 6.5%増））、前年度の審査を検証し

た上で、学術システム研究センター

研究員の参画を得て、適切な審査委

員を選考している。 
 

究(S)」について研究進捗評価及び研究成

果の検証を実施し、その結果を科学研究

費助成事業データベース「ＫＡＫＥＮ」

やホームページ上で広く公開するとと

もに、JST に情報提供している。 
また、科学技術・学術審議会の示した

「独立行政法人日本学術振興会が行う

科学研究費助成事業の審査の基本的考

え方」を踏まえ、「科学研究費助成事業

における審査及び評価に関する規程」を

改正するなど、文部科学省との適切な連

携の下、科研費の審査・評価に取り組ん

でいると認められる。 
以上、本項目は、困難な状況における

業務遂行の品質、公正性を高めるための

意欲的改善取組、審査の更なる高度化に

向けた先導的取組の状況などを勘案し、

中期計画における所期の目標を上回る

成果が得られていると認められるため、

評定を A とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
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るとともに、毎年度、

審査結果を総括する。 
の審査について」を手引及び審査システム画面に表示

することにより、ピアレビューによる科研費の審査が

より健全に機能するよう改善を図った。 
・学術システム研究センターにおいて行った審査の検

証（※）の結果に基づき、第二段審査（合議審査）に

とって有意義な審査意見を付した第一段審査（書面審

査）の審査委員（189 名）を選考し 11 月に表彰する

とともに、検証の結果の内容（利害関係にあると思わ

れる研究者の研究課題を審査していたケースや、具体

性がなく定型的、あるいは未記入（19 名）であるな

ど、総合評点を付した理由が分かりにくい審査意見の

記載も見受けられた旨）をすべての第一段審査委員に

対して通知し、該当者には次年度以降の審査の改善を

求めた。 
 また、審査に当たって第一段審査結果の評点が割れ

ている研究課題については、第二段審査において慎重

に審議するよう審査委員に依頼するなど、公正な審査

が行われるよう努めている。さらに、学術システム研

究センターで行う審査の検証時においても、同一の研

究課題の審査を行っている他の審査委員と大きく異

なる評価をしているケースなどについて、評点の適切

性についても検証しており、少数意見の妥当性に係る

目配りを行っている。 
なお、6 月及び 10 月に開催された科学研究費委員

会において平成 27 年度科研費の審査結果の総括を行

い、文部科学省の審議会においても報告した後、ホー

ムページで公表した。また、審査委員名簿についても、

審査終了後にホームページ上で公表し、透明性の高い

審査システムの構築を図った。 
 

●「審査に係る総括」 
 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_sh
insa/data/h27/h27_shinsa_soukatsu.pdf 
 
●審査委員名簿 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/14_kouho/meib
o.html 
 
（研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除する

ための取組） 
・研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除するた

・前年度の審査の検証を実施し、有

意義な審査意見を付した書面審査委

員の選考・表彰を行っている。また、

検証の結果見られた傾向を書面審査

委員に対して通知することは審査の

質や公正性の向上に役立っている。 
 
・6 月及び 10 月に開催された科学研

究費委員会において、平成 27 年度科

研費の審査結果の総括を計画通り行

っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究費の不合理な重複及び過度の

集中を排除するために、研究計画調

書に記載された他の研究費への応
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め、合議審査において、研究計画調書に記載された他

の研究費への応募・採択状況を審査委員が確認すると

ともに、審査委員からの要請に基づき、e-Rad を活用

し、応募している研究者の他の研究費への応募・採択

状況について審査委員に情報提供を行った。 
・科研費の審査結果について、4 月下旬に e-Rad に入

力した。これにより審査結果を他の競争的資金の配分

機関に対して迅速に提供した。 

募・採択状況を確認するとともに、

更に e-Rad を活用し、研究者の応

募・採択状況について確認を行って

いる。 
 
また、e-Rad を通じて、科研費の審

査結果を他の競争的資金の配分機関

に対して迅速に提供している。 
 

 ③ 審査・評価につい

ては、それぞれの研究

種目に応じて、長期的

観点や国際的な観点

も考慮して適切に行

う。研究経験を有する

者をプログラム管理

者として配置し、その

知見を活用しながら、

審査・評価の改善策の

検討、審査委員の公正

な選考、研究者への情

報提供等を行う。 
応募書類の受理か

ら採否決定までの審

査は迅速に行い、早期

交付に努めることと

し、府省共通研究開発

管理システムを活用

し、審査結果を他の競

争的資金の配分機関

に対し迅速に提供す

る。また、評価結果に

ついては、国民に分か

りやすい形で公表す

るとともに、学術研究

に関する理解増進活

動を行う。 
また、評価における客

観性の一層の向上を

図る観点から、評価業

務の効率化を図り、人

(ii) 評価業務 
評価については、人員

及びコストの増大を

極力抑制しつつ、それ

ぞれの研究種目に応

じて行うとともに、評

価機能を充実させる

ための方策を検討、実

施する。大型の研究課

題については、追跡調

査等により成果把握

に取り組む。その際、

適切な評価体制の整

備を図るとともに、そ

の結果については、ホ

ームページにおいて

広く公開する。 

(ii)評価業務 
・ 研究進捗評価の実

施 
特別推進研究、基盤研

究（Ｓ）及び若手研究

（Ｓ）について、当該

研究課題の研究の進捗

状況を把握し、当該研

究の今後の発展に資す

るため、現地調査・ヒ

アリング・書面・合議

により研究進捗評価及

び研究成果の検証を行

う。また、その評価結

果については、ホーム

ページにおいて広く公

開するとともに、JST
に情報を提供する。 
・ 追跡評価の実施  
特別推進研究につい

て、研究終了後一定期

間経た後に、その研究

成果から生み出された

効果・効用や波及効果

を検証するため、書

面・合議により追跡評

価を行う。また、その

評価結果については、

ホームページにおいて

広く公開するととも

に、JST に情報を提供

する。 

 
 

■ 評価業務 
（研究進捗評価の実施） 
・科学研究費委員会において、「特別推進研究」、「基

盤研究（S）」及び、「若手研究（S）」については、こ

れまでの研究成果、研究組織の適切性、研究費の使用、

研究目的の達成見込みといった当該研究課題の研究

の進捗状況を把握し、当該研究の今後の発展に資する

ため、現地調査・ヒアリング・書面・合議による研究

進捗評価（118 件）、及び研究成果の検証（100 件）を

行った。 
なお、研究進捗評価及び研究成果の検証結果について

は、平成 28 年 1 月 15 日にホームページに広く公開す

るとともに、他の競争的資金の配分機関（JST）に情

報を提供した。加えて、研究進捗評価結果を平成 28
年度科研費の配分審査に活用した。 
 
 
 
（追跡評価の実施） 
・特別推進研究について、科学研究費委員会において、

研究終了後5年間経た後にその研究成果から生み出さ

れた効果・効用や波及効果を検証するため、書面・合

議により追跡評価（18 件）を行った。また、追跡評

価の結果については、平成 28 年 1 月 15 日にホームペ

ージに広く公開するとともに、他の競争的資金の配分

機関（JST）に提供した。 
●研究進捗評価・追跡評価の実施状況 
部会名 研究種

目 
研究進捗評

価・追跡評価

の別の内容 

委員会

開催実

績 

実施

課題

数 
審査・

評価第

特別推

進研究 
研究進捗評価

（現地調査） 
H27年 6
～9 月 15 件 

研究進捗評価 H27年 8 18 件 

＜根拠＞ 
・「特別推進研究」、「基盤研究（S）」
及び、「若手研究（S）」、の研究進捗

評価及び研究成果の検証は適切に実

施されている。評価結果については

他の競争的資金配分機関（JST）に

提供するとともにホームページにお

いて広く公開されており、また、評

価を受けた研究者がその後に科研費

へ応募する際の配分審査においても

活用されている。 
 
 
 
 
・「特別推進研究」の追跡評価につい

ても、適切に実施されるとともに、

評価結果についても他の競争的資金

配分機関（JST）に提供するととも

にホームページにおいて広く公開さ

れている。 
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員及びコストの増大

を極力抑制しつつ、評

価機能を充実させる

ための具体的方策を

検討し、実施する。 

・ 研究成果公開促進

費（国際情報発信強化）

の中間評価の実施  
研究成果公開促進費

（国際情報発信強化）

の継続事業課題に係る

中間評価を行う。 
・ 評価方策の検討 

学術システム研究セ

ンター等の機能を活用

して、人員及びコスト

の増大を極力抑制しつ

つ、評価機能を充実さ

せるための方策を検討

する。 

一部会 ～9 月 
研究進捗評価

（検証） 
H27年 8
～9 月 13 件 

追跡評価 H27年 8
～9 月 15 件 

審査・

評価第

二部会 

基盤研

究（S） 
研究進捗評価 H27年 8

～9 月 85 件 

研究進捗評価

（検証） 
H27年 7
～9 月 84 件 

若手研

究（S） 
研究進捗評価

（検証） 
H27年 7
～9 月 3 件 

計 233 件 
・特別推進研究 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/25_tokusui/hyouk
a_27.html 
 
 
・基盤研究（S） 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/12_kiban/cg_hyouk
a27.html 
・若手研究（S） 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/23_startup_s/hyou
ka27/shinchoku_hyouka27.html 
 
（中間評価の実施） 
・研究成果公開促進費（国際情報発信強化）のうち、

5 年間の内約を行った継続事業課題について、3 年目

の課題について、平成 27 年度より新たに中間評価を

導入しヒアリング等による評価を実施した。 
 
（評価方策の検討） 
・科研費制度については、学術システム研究センター

の機能を活用し、月に 1 回開催される科研費ワーキン

ググループ等において評価制度に対する審査委員か

らの意見などを踏まえて次年度の評価方策を検討し

ている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「研究成果公開促進費（国際情報発

信強化）」についても、平成 27 年度

より新たに中間評価を導入しヒアリ

ング等による評価を実施した。 
 
 
・評価機能を充実させるために研究

種目によって異なる審査方法や書面

審査と合議審査を同一の審査委員が

実施する審査方式についても試行し

ている。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（２） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
② 助成業務の円滑な実施 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施策 8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。また、「科

学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦略的な基

礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらなる改革・

強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進め、挑戦

性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・学術政策

や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
難易度：「高」約 8 万件に及ぶ交付業務を行いつつ、それに加えて、平成 27 年度に創設された国際共同研究加速基金の交付においても研究者にとって柔軟な運用ができるよう

配慮した新たな仕組みの構築及び円滑な交付の実施を行う、という非常に難易度の高い業務に従事している。） 
参考 URL 科学研究費補助金事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

大学等の研究機関等

への事業説明会開催

数 

前年同以上 65 回 74 回 71 回 61 回   

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

「科学研究費助成事

業における研究費の

使いやすさ」に関す

る調査結果（指数） 

前年同以上 4.9 5.2 5.3 5.4   

「研究費の基金化は

研究開発を効果的・効

率的に実施するのに

役立っているか」とい

う質問に対する調査

結果（指数） 
 

前年同以上 7.2 7.3 7.3 7.4   

従事人員数 51 51 48 

  

注）決算額は支出額を記載。     

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさについて 6 段階評価で質問し、

それを 0.0～10.0 に指数化したもの。4.5 以上で「ほぼ問題はない」とされる。なお、当該

調査が開始された平成 23 年度以降、最も指数のプラス変化が大きい項目である。 

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさ等について 6 段階評価で質問

し、それを 0.0～10.0 に指数化したもの。5.5 以上で「状況に問題はない」とされる。なお、

当該調査が開始された平成 23 年度以降、常に一番指数が高い値の項目である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
    業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）と

共通＞ 
省略 

② 助成業務の円滑な

実施 
  
 
 
(i) 募集業務（公募） 
公募に関する情報

については、科研費事

業に関するホームペ

ージにより公表する

とともに、研究計画調

書の様式などの情報

を研究者等が迅速に

入手できるようにす

る。 
応募受付前に研究者

等が審査方針等の内

容を確認できるよう、

科学研究費委員会に

おいて審査方針等を

決定し、10 月上旬ま

でに公表する。 
 
 
 
 
(ii) 交付業務 
補助金事業及び基

金事業の特性に配慮

しつつ、科研費が有効

に活用されるよう早

期交付に努める。特

に、次の期限を明確に

定めることにより、迅

速かつ確実に行う。 
・採否に関する通知

は、4 月上旬までに行

う。 

② 助成業務の円滑な

実施 
 
 
 
 (i) 募集業務（公募） 
公募に関する情報

について、科研費事業

のホームページによ

り公表し、研究計画調

書の様式などを研究

者等が迅速に入手で

きるようにする（外国

人研究者の利便性向

上を図るための英語

版の公募要領等の作

成を含む）。 
また、応募受付前に

研究者等が審査方針

等の内容を確認でき

るよう、科学研究費委

員会において審査方

針等を決定後、速やか

に公表する。 
 
 

(ii) 交付業務 
科学研究費委員会

の審査結果及び文部

科学省からの通知に

基づき、平成２７年度

課題に係る交付業務

を迅速に行う。また、

平成２６年度に補助

事業期間が終了する

課題に係る実績報告

書の提出を受けて額

の確定を行う。平成２

＜主な定量的指標＞ 
・大学等の研究機関等

への事業説明会開催数 
・科研費の使いやすさ

に関する調査結果（指

数） 
・「研究費の基金化は研

究開発を効果的・効率

的に実施するのに役立

っているか」という質

問に対する調査結果

（指数） 
（※出典：「科学技術の

状況に係る総合的意識

調査」（定点調査）） 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 募集業務・交付業

務の円滑な実施 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）につい

て、中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の

実績を上げた。 
 
【助成業務の円滑な実施】 
■ 募集業務（公募） 
・平成 28 年度公募に関する情報について、9 月作成

の日本語版の公募要領等に加え、英語版の公募要領

等も同時に作成し、併せてホームページで公表する

ことにより、研究計画調書の様式などの情報を研究

者等が迅速に入手できるようにした。 
 
 
 
・11 月上旬の基盤研究等の応募受付期限前に研究者

等が審査方針等の内容を確認できるよう10月6日に

科学研究費委員会において審査方針等を決定後、10
月 13 日に速やかに公表した。 
 
 
 
 
■ 交付業務 
・平成 27 年度科学研究費助成事業について、科学研

究費委員会等の審査結果及び文部科学省からの通知

に基づき、下記の研究種目の交付業務を迅速に行っ

た。 
特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究、挑

戦的萌芽研究、若手研究、研究活動スタート支

援、奨励研究、研究成果公開促進費（研究成果

公開発表、国際情報発信強化、学術定期刊行物、

学術図書、データベース）、特別研究員奨励費、

特別研究促進費、特定奨励費、国際共同研究加

速基金（国際共同研究強化・国際活動支援班） 
 
 
 
 

評定 A 評定 Ａ 
＜根拠＞ 
【総論】 
・科学研究費助成事業は、継続課題

を含め、約 8 万件を支援しており、

これまでも、平成 23 年度から一部種

目に基金化を導入したほか、平成 24
年度には複数の科研費による共同利

用設備の購入も可能とするなど、常

に他の競争的資金制度に先がけて制

度改善を行い、多くの研究活動の活

性化や研究費の効率化、研究者の負

担軽減を図ってきた。 
 
その結果として、科学技術・学術政

策研究所の調査において、「科研費の

使いやすさ」が、調査が開始された

平成 23 年度以降、最も指数のプラス

変化が大きい項目となり、また、「研

究費の基金化」が、調査が開始され

た平成 23 年度以降、常に群を抜いて

一番指数が高い値の項目となってい

る。このような評価はこれまでの科

研費制度が競争的資金として弾力的

な運用を行っている証左であると言

える。 
 
以上のとおり、科研費は、現時点に

おいても、学術研究の特性を踏まえ

た、非常に効率的・効果的な助成制

度となっているが、学術研究の更な

る発展を図るべく不断の見直しを行

っており、高く評価できると考える。 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
科研費の募集事業においては、公募要

領等（英語版を含む。）をホームページ上

で公開することにより、研究者等が迅速

に情報を入手することを可能とするとと

もに、外国人研究者等の利便性を高める

取組も引き続き実施している。 
また、科学研究費委員会において決定

した審査方針等を、10 月 13 日にはホー

ムページ上で公表するなど、応募受付期

限（11 月上旬）までに、研究者等が審

査方針等を確認できるように取り組んで

いる。 
交付業務においては、中期計画におい

て 4 月上旬までに採否に関する通知を行

うこととされているところ、ヒアリング

の実施が必要な研究課題等を除いた、採

択課題の約 98 パーセントについて平成

27 年4 月1 日に交付内定を通知するな

ど、募集業務・交付業務の円滑な実施が

認められる。 
特に、昨年度と比較して応募研究課題

数が増加（H27：約 93,000 件→H28：約

96,000 件。2％増）しているにもかかわ

らず、昨年度と同数の従事人数によって、

計画通りの交付内定を通知したことは高

く評価できる。 
平成 27 年度に提出された科研費（補

助金分・基金分）の実績報告書について、

提出件数が約 35,000 件と平成 25 年度

（約 32,000 件）より 10％増加したもの

の、チェックマニュアルの改訂等により

報告書の確認業務を効率化し、例年と同

時期に実績報告書に基づく額の確定を行

っている。 
平成 25 年度から導入された「調整金」

制度 については、繰越事由に該当しない
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・ 応募者に対する審

査結果の開示は、4 月

下旬までに行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７年度に継続する基

金事業の課題につい

ては実施状況報告書

の提出を受けて状況

の確認を行う。国庫債

務負担行為が導入さ

れた特別推進研究に

ついて、平成２７年度

に継続する課題につ

いては実績報告書の

提出を受けて額の確

認を行う。 
・採否に関する通知

は、４月上旬までに行

う。 
・応募者に対する審査

結果の開示は、電子申

請システムにより、４

月下旬までに行う。 
・平成２７年度に継続

する基金事業の課題

に対しては４月中に

研究費を送金する。 
また、科研費事業の

中に設けられた調整

金の枠を活用した研

究費の前倒し使用や

次年度使用について

研究計画等の進捗状

況に応じた弾力的な

運用を行う。 
・平成２７年度課題に

係る交付申請書及び

平成２６年度に補助

事業が終了した課題

に係る実績報告書に

ついては、英文での提

出も受け付ける。 
 
 
 

●交付内定通知の日程 
研究種目 交付内定日 

・基盤研究（A・B・C）、挑戦的萌芽研

究、若手研究の新規研究課題及び継続

研究課題、新学術領域研究の継続の研

究領域に係る新規研究課題及び継続研

究課題 
・基盤研究（S）、研究活動スタート支

援及び特定奨励費の継続研究課題 
・研究成果公開促進費（研究成果公開

発表、学術定期刊行物、学術図書、デ

ータベース）の新規事業課題及び継続

事業課題 
・研究成果公開促進費（国際情報発信

強化）の継続事業課題 
・奨励研究の新規研究課題 

4 月 1 日 

・研究成果公開促進費（国際情報発信

強化）の新規事業課題 
 

4 月 15 日 
 

特別研究員奨励費の新規研究課題及び

継続研究課題 
 

4 月 24 日 

特別推進研究の新規研究課題 4 月 28 日 
基盤研究（S）の新規研究課題 5 月 29 日 
新学術領域研究の新規の研究領域 6 月 29 日 

基盤研究（Ｂ・Ｃ）「特設分野研究」の

新規研究課題 
7 月 10 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 7 月 29 日 
研究活動スタート支援の新規研究課題 8 月 28 日 
特別研究員奨励費の新規研究課題 10 月 9 日 
国際共同研究加速基金（国際活動支援

班） 
11 月 6 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 11 月 9 日 
国際共同研究加速基金（国際共同研究

強化） 
1 月 29 日 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 3 月 24 日 
※4 月上旬より後に交付内定通知を発している種目

は「ヒアリング審査等を行っている」「公募や応募の

時期が異なる」などの種目である。 
 
・ヒアリングを実施するなど研究種目にふさわしい

審査を実施している特別推進研究や基盤研究（S）、
新しい審査方式の試行的な取組を行っている基盤研

究（B・C）（特設分野研究）、公募・審査の時期を別

途設定している研究活動スタート支援等を除き、基

盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究の不採択となっ

【各業務に対する個別の評価】 
 
・日本語版の公募要領等に加え、英

語版の公募要領等も作成し公表して

おり、日本の研究機関に所属してい

る外国人研究者が応募する際の利便

性の向上を着実に図っている。 
 
・応募受付期限の約 1 ヶ月前に科学

研究費委員会を開催し、審査方針を

決定後、研究者等が確認できるよう

に速やかに公表しており、透明性を

確保している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・科学研究費委員会の審査結果に基

づき、大部分の研究種目について、

年度当初の 4 月 1 日付で交付内定通

知を発出している。書面審査だけで

なくヒアリング審査も行っている研

究種目についても、交付業務を迅速

に行っている。また、平成 27 年度に

継続した基金事業の課題について、

計画通り、年度当初から研究費を使

用できるように4月10日に送金を実

施している。 
 
・大部分の研究種目について、計画

課題についても研究者の研究計画等の進

捗状況に応じた弾力的な活用ができる仕

組みを構築し、積極的な改善に取り組ん

でいると認められる。 
「調整金」を活用した前倒し使用におい

て、変更申請が平成 27 年度では 149 件

と平成 25 年度（67 件）より 122％増加

したものの、申請処理の電子化による研

究機関の手続簡素化と制度の周知徹底を

進めたことなどにより円滑な助成業務を

実施している。 
 
学術研究助成基金を基に執行している

科研費（基金分）についても、前倒し使

用に係る申請が平成 27 年度では 820 件

と平成 25 年度（629 件）より 30％増加

したものの、チェックマニュアルの改訂

及び実務担当者向け全国説明会によりチ

ェックポイントを示すなどにより効率化

を図り、円滑な助成業務を実現している。 
 
加えて平成 27 年度科研費から創設さ

れた「国際共同研究加速基金」について、

国際共同研究を推進するという当該仕組

みの特色を十分に踏まえ、日本と海外と

の会計年度の違い等に配慮した交付申請

についての猶予期間の設定、事業期間延

長に係る特例の設定など研究者にとって

柔軟な運用ができるよう配慮した使用ル

ール等の整備を迅速に行うとともに、円

滑な交付を実施しており、高く評価でき

る。 
これらの点に関しては、公的研究機関

である科学技術・学術政策研究所が実施

している研究環境等の状況全般に関する

調査において、「科学研究費助成事業（科

研費）における研究費の使いやすさ」に

ついての質問で、「基金化により使い勝手

が改善した」、「年度間繰り越しが円滑に

行われるようになった」といった理由に

より指数が前期中期目標最終年度（H24）
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た応募者のうち希望者に対し、総合評点、おおよそ

の順位、評定要素毎の平均点、不十分と評価された

項目など第一段審査の結果について、平成 27 年 4 月

24 日に電子申請システムを活用して開示を行った。 
・平成 27 年度に継続した科研費（基金分）の課題に

ついては、前期分について、4 月 10 日に送金を行っ

た。 
 
・平成 27 年度課題に係る交付申請書及び平成 26 年

度に補助事業が終了した課題に係る実績報告書につ

いては、英文での提出も受け付けた。 
 
（実績報告書の提出、及び、額の確定及び状況の確

認） 
・平成 27 年度に提出された科学研究費助成事業に係

る実績報告書（約 35,000 件（うち基金分約 18,000
件））を 5 月 31 日までに提出を受け、8 月 28 日に額

の確定を行った。 
・平成 27 年度に継続した科研費（基金分）の課題に

ついては、5 月 31 日までに実施状況報告書の提出を

受け、約 38,000 件（平成 23 年度採択分約 500 件、

平成 24 年度採択分約 3,100 件、平成 25 年度採択分

約 14,600 件、平成 26 年度採択分約 19,800 件）につ

いて状況の確認を行った。 
 
・国庫債務負担行為が導入された特別推進研究の平

成 27 年度に継続する課題については、5 月 31 日ま

でに実績報告書の提出を受け、額の確認を行った。 
 
（制度改善による弾力的な運用） 
・平成 25 年度から科学研究費補助金に「調整金」の

枠を設け、補助金分の対象研究種目において前倒し

使用や繰越事由に該当しない研究課題について次年

度使用を可能とする制度改革を行い、平成 27 年度は

のべ 149 件の研究課題の前倒し使用、171 件の研究

課題の次年度使用の承認を行うなど、研究計画等の

進捗状況に応じて弾力的に運用した。 
 
・なお、科学技術・学術政策研究所が平成 23 年度か

ら毎年度実施している産学官の研究者・有識者を対

象に行っている定点調査（2015）において次のよう

通り、4 月 24 日に電子申請システム

を活用して速やかに審査結果を開示

している。 
 
 
 
 
 
・平成 27 年度に継続した科研費（基

金分）の課題について、計画通り、5
月 31 日までに実施状況報告書の提

出を受け、約 38,000 件について状況

の確認を行っている。 
 
 
 
 
 
・繰越事由に該当しない課題につい

ても研究者の研究計画等の進捗状況

に応じて弾力的に研究費を使用でき

る調整金の仕組みを構築、実施する

のみでなく、積極的な改善を行って

いる。 
 
・科学技術・学術政策研究所の調査

において、「科研費の使いやすさ」や

「研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるか」という質問に対する指数が

向上している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の 4.9 から 5.4 に向上しており、全項目

（自由記述の設問等を除いた 57 項目）

の中で指数の伸びが最も高い上に、全項

目中「研究費の基金化」の項目に次いで

二番目に高い数値を示しており、使い勝

手の向上について、研究者から非常に高

く評価されていることが明らかであり、

高く評価できる。 
中期計画にある科研費事業説明会に加

え、公募要領説明会及び実務担当者向け

説明会を着実に実施しており、制度の理

解促進に努めている 。 
以上、本項目は、中期計画における所

期の目標を上回る成果が得られていると

認められるため、評定をＡとする。 
 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
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な結果が出た。 
「科研費における研究費の使いやすさ（例えば入金

の時期、研究費の年度間繰越等）」についての質問で

は、指数が前期中期目標最終年度（平成 24 年度）の

4.9 から 5.4 に向上した。 
 
「研究費の基金化は研究開発を効果的・効率的に実

施するのに役立っているか」という質問については

7.2 から 7.4 に向上した。 
※学術研究助成基金を基に執行している科研費（基

金分）については、前倒し使用（平成 27 年度申請実

績約 1,000 件）や次年度使用（科研費（基金分）の

次年度使用率は全体の 78%以上）等の年度にとらわ

れない弾力的な運用を行った。 
 
 
■平成 27 年度科研費から制度創設された国際共同

研究加速基金（制度の趣旨は２（１）⑤で後述）の

交付 
 
国際共同研究等を促進するため、日本と海外との

会計年度の違い等に配慮し、柔軟な取扱が可能とな

るよう基金により交付することとし、使用ルールの

整備を行った。 
 例えば、「国際共同研究強化」においては、採択後、

渡航先や所属機関との調整がつくまで交付申請の猶

予期間（一年程度）を設けるとともに、補助事業が

完了したときに随時、実績報告書の提出を可能とし

た。 
 また、「帰国発展研究」においては、採択後、国内

の所属機関が決まるまで交付申請の猶予期間（一年

程度）を設けた。 
 
 
■ 科研費事業説明会の実施 
・大学等の研究機関等への事業説明について、文部

科学省との共同実施（8 回）、振興会の単独実施（8
回）、研究機関等からの要望に応じての実施（45 回）

により全国各地で実施し、基金化をはじめとする制

度の改善や公募の内容等に係る正しい理解の促進を

図った。その際、地域バランスに配慮するとともに、

 
 
 
平成 27 年度科研費から制度創設さ

れた国際共同研究加速基金につい

て、3 つの各プログラムの交付に係

る仕組みについても、研究者にとっ

て柔軟な運用ができるよう配慮した

使用ルールや様式等の整備を迅速に

行うとともに、円滑な交付を実施し

ていることは高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・文部科学省と共同し、参加者の利

便性も考慮し、大学等の研究機関等

に対する科研費の事業説明会を全国

で実施し、制度の正しい理解の促進
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(iii) 科研費事業説明

会の実施 
科研費事業に対す

る理解を促進し、その

支援効果を高めるた

め、大学等の研究機関

への事業説明を、文部

科学省との共同実施、

研究機関からの要望

に応じての実施など

により、全国各地で行

う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(iii) 科研費事業説明

会の実施 
大学等の研究機関

への事業説明を、文部

科学省との共同実施、

研究機関からの要望

に応じての実施など

により、全国各地で行

い、制度の改善等に係

る正しい理解の促進

を図る。その際、地域

バランスに配慮する。 
また、科研費に対す

る正しい理解の促進

を図るため、初めて科

研費に携わる研究機

関の事務職員や研究

活動をスタートさせ

たばかりの研究者を

対象として、全国各地

で初任者研修会を実

施する。 
 

過去に開催した際に寄せられた意見を踏まえ、事業

説明資料をより分かりやすいものに改善した。 
 
・平成 27 年度は科研費に対する正しい理解の促進を

図るため、初めて科研費に携わる研究機関の事務職

員や研究活動をスタートさせたばかりの研究者を対

象に全国8カ所で実務担当者向け説明会を開催した。 
 
【平成 27 年度実務担当者向け説明会開催実績】 
開催場所 日時 
北海道（北海道大学） 7 月 6 日 
東北（福島大学） 7 月 9 日 
関東甲信越（東京大学） 7 月 7 日 
関東甲信越（明治大学） 7 月 10 日 
東海・北陸（名古屋大学） 7 月 15 日 
近畿（大阪府立大学） 7 月 14 日 
中国・四国（香川大学） 7 月 8 日 
九州・沖縄（久留米大学） 7 月 3 日 

 

を図っている。 
 
 
・事業説明会や公募要領説明会のみ

に留まらず、科研費に携わる研究機

関の事務職員や研究活動をスタート

させたばかりの研究者を対象に、実

務担当者向け説明会を全国各地で開

催し、制度の正しい理解の促進を着

実に図っている。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（３） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
③研究成果の適切な把握及び社会還元・普及 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
こうした学術研究の推進に重要な役割を担っている科研費から生まれた成果を適切に把握・公開することは重要であり、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」においても

「科研費成果等を含むデータベースの構築等に取組、研究成果の一層の可視化と活用を図る」とされているところである。） 
難易度：「高」（毎年度分提出される研究実績・実施状況報告書が計 7 万件以上、最終年度分が提出される研究成果報告書が 2 万件以上という膨大な件数について、研究者から

確実に提出させることを実現しつつ、それに加えて科学研究費助成事業データベース（KAKEN）について公的助成機関の各事業成果を横断的に検索できる仕組みの構築に向

け新しいシステムに移行する作業を進めるという非常に難易度の高い業務に従事している。） 
参考 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

「KAKEN」へのア

クセス回数 
前年同以上 約 4,494 千回 約 5,027 千

回 
約 4,260 千

回 
約 4,835 千

回 
  

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

「KAKEN」におけ

る研究成果報告書

のダウンロード数 

前年同数以

上 
606,591 回 756,177 回 777,671 回 830,576 回   

従事人員数 51 51 48 
  

        

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）

と共通＞ 
 

③ 研究成果の適切

な把握 
科研費事業の研究課

題の研究成果につい

て適切に把握すると

ともに、産業界や他

の研究機関等におい

て活用できるようホ

ームページ等におい

て広く公開する。 

③ 研究成果の適切な

把握及び社会還元・普

及 
(i) 研究成果の把握・公

表 
 平成２６年度に終了

した研究課題の研究実

績の概要及び平成２６

年度に研究期間が終了

した研究課題の研究成

果報告書について、科

学研究費助成事業デー

タベース（KAKEN）

により広く公開する。 
また、振興会が示す

期限までに研究成果報

告書が提出されなかっ

た場合には、その理由

を確認し、特段の理由

がない場合は速やかな

提出を促す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
・「KAKEN」へのアク

セス回数 
・「KAKEN」における

研究成果報告書のダウ

ンロード数 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 広く国民に向けた

研究成果の情報発

信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
 
 
 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
 
【研究成果の適切な把握及び社会還元・普及】 
■ 研究成果の把握・公表 
科学研究費助成事業データベース（KAKEN）について、

NII 及び文部科学省と連携しつつ、公的助成機関の各事

業成果を横断的に検索できる仕組みの構築に向け、平成

28 年 4 月に新しいデータ入力機能を備えた新システム

に移行することとした。この際 NII 及び文部科学省と協

議し、科研費の成果を JST 戦略的創造研究推進事業に円

滑に繋ぎイノベーションの素を発掘し育てる仕組みを

強化することを視野に入れて新システムの設計を行う

とともに、検索性の向上や研究サイクルの可視化といっ

た改善点を検討するなど、新システムへの移行に必要な

検討を行った。 
また、速やかな移行作業の完了にも配慮した結果、平

成２６年度に終了した研究課題の研究実績の概要及び

平成２６年度に研究期間が終了した研究課題の研究成

果報告書については、新システムへの移行作業が完了し

た後速やかに公開することとした。 
 
平成 27 年度において、KAKEN において PDF ファイル

で公開している研究成果報告書のダウンロード数は、昨

年度よりも約 5 万件増加（約 7%増加）している。また、

KAKEN へのアクセス回数は、前中期目標期間最終年度

よりも、約 34 万件増加（約 8%増加）している。 
 
・「研究成果の発信」に関し、現在、学術雑誌等では、

近年の ＩＣＴ（情報通信技術）の発展に伴い、インタ

ーネットを通じて無料で自由に論文にアクセスできる

「オープンアクセス」化の流れが 世界的に拡大してい

ることを踏まえ、公募要領で推奨するとともにリーフレ

ットを作成、「実績報告書（研究実績報告書）」で報告す

る科研費論文については、オープンアクセス化の状況に

ついても併せて報告するよう研究機関を通じて依頼し

た。 

評定 A 評定 Ａ 
【総論】 
 
研究成果の適切な把握及び社会還

元・普及については、KAKEN につ

いて、公的助成機関の各事業成果を横

断的に検索できる仕組みの公共性の

高さに配慮し移行を進めたことや、検

索性の向上や研究サイクルの可視化

といった改善点を検討したことは評

価できる。 
研究成果報告書のダウンロード数が

前年度の約78万件から83万件と約5
万件増加（約 7％増加）しており、ま

た、KAKEN のアクセス回数も中期

目標期間最終年度（平成 24 年度）の

約 450 万件から平成 27 年度は約 483
万件と約 34 万件増加（約 8%増加）

していることから、KAKEN を通じ

た研究成果の社会還元・普及が着実に

行われていると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・世界的に進んでいる「オープンアク

セス」化の動向を踏まえ、科研費とし

ても公募要領で推奨するとともにリ

ーフレットを作成している。 
 
・「実績報告書（研究実績報告書）」に

おいては、 
オープンアクセス化の状況について

報告させるとともに、昨今我が国の課

＜評定に至った理由＞ 
 研究成果の把握においては、研究成果

報告書の提出が予定されている課題の

確認方法を研究機関に通知するなどに

より 、平成 26 年度に終了した研究課題

の研究成果報告書について、一部の例外

を除いて約 23,000 件全ての研究課題に

ついて提出を受けた。 
研究課題の概要や成果報告書等を公

開する科学研究費助成事業データベー

ス（KAKEN）について、公的助成機関

の各事業成果を横断的に検索できる仕

組みの構築に向けて、検索性の向上等の

機能を改善させた新システムが平成 28
年 4 月に運用開始され、成果の社会還元

に向けた取組が積極的に行われている。

なお、KAKEN での成果報告書のダウン

ロード数が前年度より約５万件（７%）

増加していることからも、KAKEN によ

る成果の普及が着実に行われていると

言える。 
世界的に拡大しているオープンアク

セス化の動向に対応するため、公募要領

で推奨するとともにリーフレットを作

成し、昨今我が国の課題として提言され

続けている「国際性」の重要性に鑑みて

「国際共同研究の実施状況」について実

績報告書で報告させるなど、社会的な要

請も踏まえながら適切に研究成果を広

く社会に対して還元・普及させるための

取組を講じていると認められる。 
また、研究者から提出を受ける研究成

果報告書に加え、「科研費 NEWS」、「私

と科研費」及び「我が国における学術研

究課題の最前線」などの広報誌を作成

し、情報発信・広報普及活動に努めるこ

とにより、研究成果の普及や科研費事業
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(ii) 広報誌等 

「科研費 NEWS」を
年４回発行し、科研費

による最近の研究成果

やトピックスを分かり

やすく紹介するととも

に、エッセイ「私と科

研費」により、これま

で科研費によって研究

を進められてきた方な

どの科研費に関する意

見や期待をホームペー

ジに掲載し、科研費の

情報発信・広報普及活

動を行う。 
 また、特別推進研

究、新学術領域研究、

基盤研究（Ｓ）の新規

採択課題等を紹介する

「我が国における学術

研究課題の最前線」を

作成し、JST をはじめ

大学等関係機関に配布

するとともに、ホーム

ページで公開する。 

※研究実績（実施状況）報告書で平成 27 年度中に報告

された科研費論文数に占めるオープンアクセス化した

（予定含む）論文数の割合 約 27.7%（約 4 万 6 千件） 
 
・昨今我が国の課題として提言され続けている国際性の

重要性に鑑みて、平成 27 年度分の実績報告書（平成 28
年度中に提出）より「国際共同研究の実施状況」につい

ても併せて報告させることとした。 
 
・平成 27 年 6 月末に各研究機関の研究成果報告書の提

出が予定されている課題の一覧を電子申請システムで

確認できる方法を通知するなどにより、適切な提出を求

め、平成 28 年 3 月末時点で、けがや病気等の真にやむ

を得ない理由がある課題を除き、約 23,000 件全てにつ

いて提出を受けた。 
 
■ 広報誌等 
・「科研費 NEWS」（四半期ごとに発行）について、学術

システム研究センターの専門調査班会議や主任研究員

会議において掲載候補者を選考した上で、科学コミュニ

ケーターを起用して作成した。また、配付先の拡大に努

めるとともに、紹介した研究成果については、科研費ホ

ームページのトップページに写真付きで目立つように

表示し、注目度を上げるよう取り組んだ。さらに、毎月

1 名、科研費による助成を受けた研究者に、科研費に関

する意見・期待等をエッセイ「私と科研費」として執筆

してもらい、科研費ホームページに掲載するなど、科研

費にかかる一層の情報発信・広報普及活動を行った。 
●科研費 NEWS 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/22_letter/index.ht
ml 
●私と科研費 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/29_essay/index.ht
ml 
 
・特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究（S）の新

規採択研究課題の研究概要を取りまとめた「我が国にお

ける学術研究課題の最前線」を平成 27 年 12 月に作成す

るとともに、科研費ホームページで公開するとともに、

ＪＳＴを含めた国内の主な研究機関に情報提供してい

る。 

題として提言され続けている国際性

の重要性に鑑みて「国際共同研究の実

施状況」についても併せて報告させる

こととするなど、研究成果の積極的な

社会還元・普及の啓発と積極的な把握

に取り組んでいることは高く評価で

きる。 
 
 
・平成 26 年度に終了した研究課題の

研究成果報告書について、国民へ研究

成果を還元するという観点から、報告

が可能な全ての研究課題について提

出させた。 
 
 
・「科研費 NEWS」については、学術

システム研究センターの機能の活用

や科学コミュニケーターの起用によ

り、研究成果を分かりやすく紹介する

とともに、ホームページにおける公開

方法を工夫している。また、エッセイ

「私と科研費」については、毎月 1
名、科研費による助成を受けた研究者

に執筆してもらいホームページで公

開するなど、科研費に関する継続的な

情報発信や広報普及活動のに積極的

に取り組んでいる。 

の理解促進に向けた取組を実施してい

る。 
以上、本項目は、研究成果検索システ

ムの機能向上に向けた取組を通じたサ

ービス向上により、成果普及に高い貢献

があったことなどを勘案し、中期計画に

おける所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められるため、評定を A と

する。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
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４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（４） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
④ 助成の在り方に関する検討 
⑤ 学術研究助成基金（国際共同研究加速基金）の仕組みの検討・構築・助成等 
⑥ 学術研究助成基金の管理及び運用 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
難易度：「高」（科学研究費助成事業は我が国の学術研究の発展等のために必要な事業であるが、 
・科研費の審査は 9 万件以上（前年度から約 3,000 件増）の膨大な応募研究課題について 11 月から 3 月の 5 ヶ月間という短期間で 6,000 名以上にも及ぶ審査委員がピアレビュ

ー（専門家による審査）により優れた研究課題を選定すること。 
・昭和 43 年（1968 年）に形作られた科研費制度の基本的な構造改革を進めており、平成 30 年度科研費（平成 29 年度に公募）から適用する審査システムについて学術の振興

という観点から適切な審査区分、審査方法についての検討を行い、新たな審査区分（小区分・中区分・大区分）の作成とそれに伴う新たな審査方法（総合審査及び２段階書面

審査）により行うこととする内容の「科学研究費助成事業（科研費）審査システム改革 2018（報告）」を日本学術振興会として取りまとめ文部科学省科学技術・学術審議会に

報告をすること。 
・平成 30 年度科研費から本格実施する総合審査方式について特設分野研究の審査により試行的に実施・検討を行うこと。 
・学術研究が「挑戦性、総合性、融合性、国際性」といった現代的要請に着目しつつ学術研究の本来的役割を最大限発揮することが求められている（平成 27 年 1 月学術分科会

報告）といった提言を受け速やかに科研費において国際共同研究加速基金の制度創設と同時に交付を開始すること。 
以上のことを平成 27 年度に同時並行で行うという非常に難易度の高い業務を実施する必要がある。） 

参考 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

「科学研究費助成事

業における研究費の

使いやすさ」に関す

る調査結果（指数） 

前年同以上 4.9 5.2 5.3 5.4   

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさについて 6 段階評価で質問し、

それを 0.0～10.0 に指数化したもの。4.5 以上で「ほぼ問題はない」とされる。なお、当該

調査が開始された平成 23 年度以降、最も指数のプラス変化が大きい項目である。 



【27 年度評価】項目別-40 
 

「研究費の基金化は

研究開発を効果的・効

率的に実施するのに

役立っているか」とい

う質問に対する調査

結果（指数） 
 

前年同以上 7.2 7.3 7.3 7.4   

        

従事人員数 51 51 48 
  

注）決算額は支出額を記載。 

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさ等について 6 段階評価で質問

し、それを 0.0～10.0 に指数化したもの。5.5 以上で「状況に問題はない」とされる。なお、

当該調査が開始された平成 23 年度以降、常に一番指数が高い値の項目である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）と

共通＞ 
省略 

④ 助成の在り方に

関する検討 
 
学術研究における

様々な特性・ニーズを

踏まえた助成の在り

方について、学術シス

テム研究センター等

の機能を活用しつつ

検討を行い、事業の改

善に反映させる。その

際、世界と我が国の学

術研究の動向を俯瞰

し、融合的な研究分野

や先端的・萌芽的な研

究分野など新たな分

野、及び我が国として

途絶えさせてはなら

ない学問分野に配慮

することにより、学術

研究の多様性を確保

する。 
また、基金事業の運用

開始後５年以内に、執

行状況及び成果等に

ついて検討を加え、そ

の結果に基づいて必

要な見直しを行う。 

④ 助成の在り方に

関する検討 
 
(i) 審査の検証 
科研費事業の審査に

ついて、学術システム

研究センター等の機

能を活用しつつ検証

を行い、事業の改善に

反映させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ii)特設分野研究の検

証・改善 
新たな学術の芽を掘

り起こすために平成

２６年度に創設した

「特設分野研究」につ

いて、学術システム研

究センター等の機能

を活用し、審査体制・

方法等を検証し改善

を図る。 
 
(iii)「系・分野・分科・

＜主な定量的指標＞ 
・科研費の使いやすさ

に関する調査結果（指

数） 
・「研究費の基金化は研

究開発を効果的・効率

的に実施するのに役立

っているか」という質

問に対する調査結果

（指数） 
（※出典：「科学技術の

状況に係る総合的意識

調査」（定点調査）） 
 
＜その他の指標＞ 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 国内外の学術研究

動向を把握し事業

に反映 
 融合的分野、萌芽

的分野など新しい

研究分野の創出支

援 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
研究者からの評価や要

望を基礎に、科研費全

体が基金化されるべき

である 。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 

【助成の在り方に関する検討】 
 
 
■ 審査の検証 
・学術システム研究センター等において、文部科

学省からの依頼に応じ、「系・分野・分科・細目

表」等の見直し等についてＨＰでの意見募集を通

じた方法などにより研究者等の意見を把握する

とともに検討・見直しを進め、文部科学省に報告

等を行い、事業の改善に反映させた。 
・学術システム研究センター等の意見を踏まえ、

合議審査において、書面審査の結果を大幅に覆す

場合には、審査グループから理由書を徴し、その

判断が妥当なものであるかを小委員会全体で議

論の上、採否を決定することとし、より公平で公

正な審査の体制を整えた。（平成 28 年度科研費の

審査における理由書：71 件） 
・学術システム研究センター等において、若手研

究（Ｂ）の複数細目課題の審査方式の見直しを行

い、応募課題本来の目的をくみ取れるよう合議審

査において小委員会全体の合議に比重を置く方

式とすることとし、規程を改正、事業の改善に反

映させた。 
 
 
■ 特設分野研究の検証・改善 
・融合的分野、萌芽的分野など、新たな学術の芽

を掘り起こすための新たな仕組みとして、平成 26
年度公募から設けられた基盤研究（B・C）（特設

分野研究）において、分野ごとの小委員会を設置

し書面審査と合議審査を同じ審査委員が実施し

て議論によって採択課題を決定する審査方式を

試行し、その実効性について検討を行い、１審査

分野において、適切な審査を行うことができる課

題数等を確認した。 
また、学術システム研究センターの専門調査班

会議や主任研究員会議において検討し、平成 26
年度、平成 27 年度に設定された 6 分野に加え、

評定 S 評定 Ｓ 
＜根拠＞ 
・科学研究費助成事業は、我が国の

競争的資金制度の 5 割以上の予算を

占め、また、科学技術・学術政策研

究所の調査によると、我が国の論文

数に占める科研費が関与した論文の

割合は量、質ともに増加（日本の論

文に占める科研費が関与する論文に

ついて、件数が 1996 年から 1998 年

と2006年から2008年を比較すると

約 1.5 倍（約 12,500 件増加）になり、

割合が、1996 年から 1998 年の平均

と2006年から2008年の平均を比較

すると 35.7 パーセントから 47.3 パ

ーセントに増加している。また、同

様に日本の TOP10％補正論文（被引

用回数が各年各分野で上位10%に入

る論文の抽出後、実数で論文数の

1/10となるように補正を加えた論文

数を指す）に占める科研費が関与す

る論文について、件数が約 1.4 倍（約

1,100 件増加）になるとともに、割

合が、53.1 パーセントから 62.4 パ

ーセントに増加。）しており、我が国

の学術研究に大きな役割を担い、そ

の重要性は極めて高い。このような

重要性に鑑み、助成の在り方に関す

る様々な検討を行い、改善を行って

いる（具体的には以下のとおり）。 
 
・学術システム研究センターの機能

を活用し、平成 25 年度公募から適

用した「系・分野・分科・細目表」

について、見直し等を行うなど、積

極的に審査の改善を行っている。 
 
・文部科学省から示された「基本的

＜評定に至った理由＞ 
 助成の在り方に関する検討について

は、学術システム研究センター等の学術

動向の調査分析機能を活用しつつ、

「系・分野・分科・細目表」の見直し及

び時限付き分科細目について積極的に

検討し改善を図っている。 
学術システム研究センターの分析、検

討を踏まえ、平成 26 年度公募から設け

られた「基盤研究（B・C）（特設分野研

究）」について、平成 28 年度公募におい

て新たに 3 分野を設定することにより、

融合的な研究分野等の振興に寄与する

とともに、書面審査と合議審査を同じ審

査委員が行う新しい審査方式を試行し

ている。 
平成 26 年度より導入された、「合議審

査において、書面審査の結果を大幅に覆

す場合には、審査グループから理由書を

徴し、その判断が妥当なものであるかを

小委員会全体で議論の上、採否を決定す

る仕組み」について、審査の検証にて当

該理由書を検証対象とすることにより、

本仕組みの妥当性を確認しており、平成

27 年度においても引き続き実施してい

る。 
定期的な「系・分野・分科・細目表」

の見直しとは別に、昭和 43 年（1968 年）

に形作られた科研費制度の基本的な構

造の改革として、平成 30 年度科研費の

公募から適用する新たな審査システム

に関し、細目の大括り化や、特設分野研

究での試行の結果も踏まえた審査方式

の在り方についての検討を行い、検討の

結果を「科学研究費助成事業（科研費）

審査システム改革 2018（報告）」として

取りまとめ、文部科学省科学技術・学術
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細目表」等の見直し及

び時限付き分科細目

等改正案の検討 
審査体制や審査方法

も含めた「系・分野・

分科・細目表」の見直

し及び平成２９年度

課題の公募において

設定する時限付き分

科細目並びに特設分

野の設定等について、

文部科学省から示さ

れる「基本的考え方」

を踏まえ、学術システ

ム研究センター等の

機能を活用しつつ検

討する。 
 
(iv)基金事業の見直し 
基金事業の執行状況

や成果等について検

証を加えその結果に

基づいて必要な見直

しを行うための検討

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・研究現場からの声を

踏まえ、研究成果を最

大化する観点から基金

化についての更なる検

討を進めることが期待

される。 
【文部科学大臣評価 

26 年度】 

 
・学術研究助成基金を

元に執行している科研

費（基金分）の運用は、

研究者から高く評価さ

れており、基金化され

ていない部分への「調

整金」枠活用による弾

力化も高く評価できる

が、基金化について、

更なる検討を進める。

【JSPS部会25年度評

価】 
 
・基金事業の執行状況

及び成果等の検討につ

いては研究者ばかりで

なく、基金分と補助金

分画混在している中で

管理を担当する事務担

当者も意見聴取が必要

であろう。こうしたデ

ータに基づいた有効性

を基礎に、他の研究種

目へも基金化を広げて

いくことが期待され

る。【外部評価 25 年度

評価】 
 
・事業遂行に関する文

部科学省との役割分担

の見直しや審査結果・

進ちょく評価結果に関

平成 28 年度公募において新たに 3 分野（グロー

バル・スタディーズ、人工物システムの強化、複

雑系疾病論）を設定（平成 27 年 4 月同分科会科

学研究費補助金審査部会で決定）した。 
 

 
■ 「系・分野・分科・細目表」等の見直し及び

時限付き分科細目等改正案の検討 
・文部科学省から依頼された「平成 29 年度科学

研究費助成事業において適用する「系・分野・分

科細目表」、「時限付き分科細目」及び「特設分野」

の改正案の作成について」に基づき、新たな「時

限付き分科細目」への提案等に係る対応について

学術システム研究センターの専門調査班・主任研

究員会議において検討した。その結果、キーワー

ドを一部追加するなどの変更を行った。 
 
・学術システム研究センターの主任研究員・専門

調査班会議、あるいはワーキンググループ等で議

論することにより、センターの研究員から寄せら

れる国内外の学術研究動向について、「特設分野

研究の分野の設定」や「審査方法の改善」等に反

映させるなど、センターの機能を活用した検討を

行っている。 
 

 
・文部科学省科学技術・学術審議会の「基本的考

え方」を受け、平成 30 年度科研費（平成 29 年 9
月に公募予定）から適用する分科細目表の抜本的

な見直しについて学術システム研究センターを

中心に検討を行った。平成 26 年度に引き続き、

細目の大括り化にとどまらず学術の振興という

観点から適切な審査方法についての検討を行い

（主任研究員会議：5 回、科研費ワーキンググル

ープ：3 回、細目見直しタスクフォース：8 回、

分野別専門調査班会議：84 回）、応募にあたって

は学術の基本である発想の自由を最大限尊重す

ることを前提とし、競争的環境下で優れた研究課

題を選定できるよう、新たな審査区分表（小区

分・中区分・大区分）を作成し、研究種目に応じ

て審査区分を設定するとともに、それに伴い審査

考え方」を踏まえ、学術システム研

究センター等の学術動向の調査分析

機能を活用しつつ、定期的な「系・

分野・分科・細目表」の見直し及び

平成 29 年度課題の公募において設

定する時限付き分科細目について積

極的に検討を行い改善を図ってい

る。 
 
・新たな学術の芽を掘り起こすため、

学術システム研究センターの自律的

な分析、検討を踏まえて、平成 26
年度公募から設けられた基盤研究

（B・C）（特設分野研究）において

は、平成 28 年度公募についても計

画通り新たに 3 分野を設定してお

り、また、新しい審査方式を試行し

適切な審査を行うことができる課題

数等を確認設定するなど積極的に検

討を行って改善を図っている。 
 
・昭和 43 年（1968 年）に形作られ

た科研費制度の基本的な構造改革と

して、平成 30 年度科研費の公募か

ら適用する新たな審査システムにつ

いての検討を、細目の大括り化にと

どまらず、学術の振興という観点か

ら適切な審査方式の在り方も含め

て、学術システム研究センターの各

会議において合計 100回に渡り検討

を行った。 
また、これらの検討に当たっては、

平成 26 年度より新たに設けられた

審査区分である「特設分野研究」の

審査において試行的な取組を行って

おり、その成果等も踏まえた検討を

行っている。 
これらを踏まえ、応募にあたっては

学術の基本である発想の自由を最大

限尊重することを前提とし、競争的

環境下で優れた研究課題を選定でき

審議会に報告している。 
平成 27 年度に創設された「国際共同

研究加速基金」のうち「国際共同研究強

化」について、国際科学研究費委員会に

おいて、日本と海外との会計年度の違い

等に配慮した使用ルールや様式等を定

め、審査要項についても公表するなど、

審査・交付業務に係る仕組みを新たに整

備し迅速に実施している。 
 
平成 23 年度より導入された学術研究助

成基金事業について、執行状況や成果等

の検証を行い、前倒し使用や次年度使用

の活用状況、成果の創出状況の分析を行

い、基金化によって大きなメリットがも

たらされていることを明らかにしてい

る。 
また、基金の管理及び運用にあたって

は、所要の取組により、流動性の確保、

収益性と安定性・安全性の確保を両立さ

せていると認められる。 
以上、本項目は、科研費制度の基本的

構造改革の最重要課題である「科研費審

査システム改革 2018」の検討・取りま

とめ、報告という大変重要な取組を実現

し、年間約 10 万件に及ぶ研究計画立案

に供するとともに、年間数万件に及ぶ今

後の科研費助成対象研究の品質向上に

大きく貢献するものである。また、国際

共同研究加速基金の使用ルール作成・公

表など、全体として高品質な業務実績と

判断できるところであり、これらを勘案

し、重要度及び難易度の高いものである

ことから、中期計画における所期の目標

を量的及び質的に上回る顕著な成果が

得られていると認められるため、評定を

S とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 科研費の使いやすさは研究者等から



【27 年度評価】項目別-43 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 学術研究助成基

金（国際共同研究加速

基金）の仕組みの検

討・構築・助成等 
  国際共同研究や

海外ネットワークの

形成を促進するため、

学術研究助成基金（国

際共同研究加速基金）

に 係 る 仕 組 み の 検

討・構築・助成に向け

た取組を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

する他機関との情報提

供を通じた事業の効率

的な遂行を実現してい

るか。また、文部科学

省の科学技術・学術審

議会の検討状況を踏ま

え、大括り化の検討を

含め、効果的、効率的

な研究助成を実施する

観点から研究種目を継

続的に見直している

か。【事務・事業の見直

し／勧告の方向性／

JSPS部会 2期評価（再

掲）】 
 

方法を見直し、総合審査、２段階書面審査を行う

こととする内容の「科学研究費助成事業（科研費）

審査システム改革２０１８（報告）」を日本学術

振興会として取りまとめ、平成 28 年 3 月 17 日に

文部科学省科学技術・学術審議会に報告をした。 
 
 
 
・文部科学省の科学技術・学術審議会学術分科会

の審議等において、随時、研究費部会や科学研究

費補助金審査部会に陪席するなど、適切な連携を

図った。 
 
■学術研究助成基金（国際共同研究加速基金）の

仕組みの検討・構築・助成等 
 
・平成２７年度科研費予算において国際共同研究

等を推進するために新たに創設された国際共同

研究加速基金について、文部科学省と連携しつ

つ、学術システム研究センターを中心に同基金に

係る仕組みの検討・構築・実施等を行った。（主

任研究員会議：５回、科研費ワーキンググルー

プ：３回） 
なお、同基金により実施されるプログラムは以

下のとおりであり、公募は文部科学省で行った。 
 
・「国際共同研究強化」 
既に科研費（基盤研究、若手研究）に採択された

研究者が、既存科研費の研究計画を発展させるた

め、一定期間海外研究機関において実施する国際

共同研究を支援するもの。 
 
・「国際活動支援班」 
新学術領域研究の各領域に国際活動支援班を設

置し、領域の特徴に合わせて主体的に行う研究者

の海外派遣や、海外研究者の招へいなど、領域と

しての国際研究活動を支援するもの。 
 
・「帰国発展研究」 
海外の研究機関に所属する日本人研究者が、帰国

後に日本国内の研究機関に所属した場合に、日本

るよう、既存の細目表の枠組みを抜

本的に再構築し、新たな審査区分表

（小区分・中区分・大区分）を作成

し、研究種目に応じて審査区分を設

定するとともに、それに伴い審査方

法を見直し、総合審査、２段階書面

審査を行うこととする内容の「科学

研究費助成事業（科研費）審査シス

テム改革 2018（報告）」を日本学術

振興会として取りまとめ、文部科学

省科学技術・学術審議会に報告した

ことは、中期 計画の所期の目標を上

回る成果が得られているものとして

高く評価できる。 
 
・平成 27 年度に創設された国際共

同研究加速基金のうち「国際共同研

究強化」について、学術システム研

究センターを中心として、審査方法

等の検討や、審査委員の選考を行い、

新たに立ち上げた国際科学研究費委

員会において、審査要項・基準を新

たに定め、平成 27 年度中に審査を

実施し採択課題を決定した。また、

研究者・機関使用ルールや様式等の

整備を行い、交付業務に係る仕組み

も新たに整備した。これらのことを

迅速に実施していることは高く評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 23 年度より導入された学術

高く評価されており、「調整金」制度の

改善等、研究計画等の進捗状況に応じた

弾力的な運用に関する不断の見直しに

ついては高く評価できる一方で、基金化

についての更なる検討を進めることが

期待される。 
 
＜その他事項＞ 
 
 



【27 年度評価】項目別-44 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を主たる拠点として行う研究を支援するもの。 
 
・審査等における取組 
「国際共同研究強化」の審査においては、新た

に国際科学研究費委員会を立ち上げ、文部科学省

科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日本

学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の

基本的考え方」を踏まえ、当該委員会において 9
月 25 日に「科学研究費助成事業「国際共同研究

加速基金（国際共同研究強化）」審査要項」を決

定後、9 月 25 日に即日公表し、平成 27 年度の新

規応募研究課題 1,089 件について、平成 27 年 10
月下旬から平成 28 年 1 月中旬にかけて書面審査

及び合議審査（いずれも同じ審査委員が行う。審

査委員約 100 名。小委員会に設置した審査グルー

プを 13 回開催）の二段階によるピアレビューを

実施し、358 件の採択を行い、平成 28 年 1 月 29
日に交付内定通知を発出した。 
なお、渡航先の外国機関と調整した上で、交付

申請を行える仕組みを構築した。 
 
「帰国発展研究」の審査においては、文部科学

省科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日

本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査

の基本的考え方」を踏まえ、10 月 6 日に科学研究

費委員会において「科学研究費助成事業における

審査及び評価に関する規程」を改正し、10 月 13
日に速やかに公表し、平成 27 年度の新規応募研

究課題 45 件について 、平成 27 年 12 月上旬から

平成 28 年 3 月中旬にかけて書面審査及び合議審

査の二段階によるピアレビューを実施し、14 件の

採択を行い、平成 28 年 3 月 24 日に交付内定通知

を発出した。 
 なお、日本の所属機関決定後に、交付申請を行

える仕組みを構築した。 
 
 
■ 基金化の検証 
・学術研究助成基金を基に執行している科研費

（基金分）については、前倒し使用（平成 27 年

度申請実績約 900 件）や次年度使用（科研費（基

研究助成基金事業の執行状況や成果

等の検証について、前倒し使用や次

年度使用の活用状況の分析及びグロ

ーバル学術情報センターと連携して

成果の創出状況の分析を行った。そ

の結果については文部科学省へ報告

するとともに、必要な見直しを行う

ための検討を行っている。 
 
・基金事業については、科学技術・

学術政策研究所の調査において、「研

究費の基金化」が、調査が開始され

た平成 23 年度以降、常に一番指数

が高い値の項目となっており、非常

に高い評価を受けている。 
 
・科学技術・学術政策研究所の調査

において、「科研費の使いやすさ」や

「研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるか」という質問に対する指数が

向上している。 
 
・学術研究助成基金を元にして執行

している科研費（基金分）について

は、研究計画の進捗状況に応じ、弾

力的に使用できる制度として運用し

ており、多くの研究者、有識者から

研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるとの認識が示されるなど、基金

化の効果も一層浸透していると考え

られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-45 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 学術研究助成基

金の管理及び運用 
基金管理委員会にお

いて定めた運用方針

に基づき、流動性の確

保と収益性の向上に

努めつつ、安全かつ安

定的な基金の運用を

行う。 
 

金分）の次年度使用率は全体の 78%以上）等の年

度にとらわれない弾力的な運用を行った。 
 
学術研究助成基金で行われる科研費（基金分）

の執行状況や成果等について検証を行った。検証

に当たっては、基金により可能となった前倒し使

用や次年度使用の活用状況について分析を行っ

た。また、グローバル学術情報センターと連携し、

研究代表者から提出された研究実績報告書（補助

金分）や研究実施状況報告書（基金分）に記載さ

れる、雑誌論文数、図書数等の各項目について、

１研究課題当たりの平均報告件数を抽出し分析

を行った。これらの分析結果等を踏まえると、科

研費事業の基金化により、柔軟な執行などにおい

て大きなメリットがもたらされており、学術研究

の振興にふさわしい仕組みの整備がなされてい

ると言える。なお、検証結果については、文部科

学省に報告した。 
 
・なお、文部科学省科学技術・学術政策研究所が

平成 23 年度から毎年度実施している産学官の研

究者・有識者を対象に行っている定点調査におい

て、「科学研究費助成事業（科研費）における研

究費の使いやすさ」についての質問では、指数が

前期中期目標最終年度（平成 24 年度）の 4.9 か

ら 5.4 に向上し、「研究費の基金化は研究開発を効

果的・効率的に実施するのに役立っているか」と

いう質問については 7.2 から 7.4 に向上した。 
 
■ 学術研究助成基金の管理及び運用 
・学術研究助成基金については、「独立行政法人

日本学術振興会における学術研究助成基金の運

用に関する取扱要項」（平成 21 年度制定、平成 26
年度改正）に基づき、安全性の確保を最優先とし

つつ、流動性の確保や収益性の向上に留意した管

理及び運用を行った。 
具体的には、助成金の交付時期及び交付額を考

慮した上で、運用期間、運用額及び金融商品を設

定して流動性を確保するとともに、金融庁の指定

する格付け機関のうち、2 社以上から高い格付け

を受けた金融機関を選定することにより、安全性

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・学術研究助成基金については、安

全性の確保を最優先としつつ、運用

期間、運用額及び金融商品を設定し

て流動性を確保するとともに、複数

の金融機関から引き合いを行い、収

益性の向上に留意し、管理及び運用

を行っている。 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-46 
 

   を確保した。また、これら複数の金融機関から引

合いを行い、運用利回りのより高い金融商品を選

ぶことにより、競争性の確保及び運用収益の向上

に努めた。 
 

  

 
 
 
４．その他参考情報 
○日本の論文に占める科研費が関与する論文の状況 

 （1996 年-1998 年） （2001 年-2003 年） （2006 年-2008 年） 
日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の件数 
24,057 31,349 36,529 

日本の TOP10％補正論文に占める科研費

が関与する論文（Wos-KAKEN 論文）の件

数 

2,798 3,351 3,922 

 
 （1996 年-1998 年平均） （2001 年-2003 年平均） （2006 年-2008 年平均） 
日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の割合 
35.7％ 

 
40.8％ 

 
47.3％ 

 
日本の TOP10％補正論文に占める科研費

が関与する論文（Wos-KAKEN 論文）の割

合 

53.1％ 56.8％ 62.4％ 

 
 
 
  

※出典：「論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造

の分析」（2015 年 4 月 文部科学省科学技術・学術政策研究所） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－２ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（２）学術の応用に関する研究の実施 
① 課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 
② 東日本大震災学術調査 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及

び研究の推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術の振興 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 
事前分析表（平成２７年度）８－１ 
行政事業レビューシート番号  
0176 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」①課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業（科学技術・学術審議会学術分科会報告「リスク社会の克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科

学の振興について」における「諸学の密接な連携と総合性」、「学術への要請と社会的貢献」、「グローバル化と国際学術空間」の 3 つの視点の達成に向け、本事業は本法人にお

ける主要な役割を果たしている。） 

重要度：「高」②東日本大震災学術調査（「東日本大震災復興構想会議決定」における、「大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者により科学的に分析し、その教訓を次世代

に伝承し、国内外に発信する（復興構想７原則の１）」の達成に向け、本事業は本法人における主要な役割を果たしている。） 

参考 URL 課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 http://www.jsps.go.jp/kadai/index.html 
東日本大震災学術調査 http://www.jsps.go.jp/j-gakujutsuchosa/index.html 

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

①課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業： 

実施プログラム数 

 － 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

  

決算額（千円） 383,093 325,277 257,317 

  

②東日本大震災学術調

査：調査研究班数（平成

24 年度～平成 26 年度） 

 8 班 8 班 8 班 － 
  

②東日本大震災学術調

査：シンポジウム実施数

（平成 25 年度～平成 26

年度） 

 － 1 回 1 回 － 

  

従事人員数 51 51 48 

  

②東日本大震災学術図

書：書籍刊行数     － － － 
 

7 冊 
  

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
様々な学術的・社会的

要請に応えるととも

に、我が国の学術及び

社会の発展や社会的

問題の解決につなが

るような学術研究を

行う。 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
様々な学術的・社会

的要請に応えるため

に、国の審議会等によ

る報告等を踏まえつ

つ、学術の発展や社会

問題の解決につなが

るような学術研究を

行う。 
① 課題設定による先

導的人文・社会科学研

究推進事業 
文部科学省科学技

術・学術審議会学術分

科会報告を踏まえ、先

導的な人文・社会科学

研究を推進する。 
事業の実施に当た

っては、委員会を設け

て課題を設定すると

ともに、研究の進捗状

況等について評価す

る。課題の設定に当た

っては、学術システム

研究センター等の機

能を活用する。また、

ホームページへの掲

載やセミナー・シンポ

ジウムの開催等によ

り、広く研究成果を発

信する。 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
① 課題設定による

先導的人文学・社会科

学研究推進事業 
平成２４年７月の

文部科学省科学技

術・学術審議会学術分

科会報告「リスク社会

の克服と知的社会の

成熟に向けた人文学

及び社会科学の振興

について」を踏まえ、

以下の先導的な人文

学・社会科学研究を推

進する。 
・「領域開拓」を目的

とした諸学の密接な

連携を目指す研究 
・「実社会対応」によ

り社会的貢献を目指

す研究 
・「グローバル展開」

を目指す研究 
平成２７年度は、平

成２５年度に採択さ

れた「実社会対応プロ

グラム」、「グローバル

展開プログラム」及び

平成２６年度に採択

された「領域開拓プロ

グラム」の研究テーマ

のフォローアップを

行う。また、平成２５

年度に採択された「実

社会対応プログラム」

の研究評価を行い、評

価結果に基づき研究

＜主な定量的指標＞ 
・①課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業：実施プ

ログラム数 
②東日本大震災学術

調査：調査研究班数

（平成 24 年度～平成

26 年度）・②東日本大

震災学術調査：シンポ

ジウム実施数（平成 25
年度～平成 26 年度） 
②東日本大震災学術

調査：書籍刊行数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」に

向けた取組は適切か。 
 外部評価におい

て 
 適切な課題設定

と研究の実施 
 広く国民に向け

た研究成果の情

報発信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
 

【課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事

業】 
以下の 3 つのプログラムを実施した。 
■実社会対応プログラム（平成 25～27 年、27～30 年） 
・平成 25 年度に採択し、既に開始している 13 件の研

究テーマについては、委託業務実績報告書により研究の

進捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、社会

的貢献に向けた共同研究を推進した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：11 件 

 

・また、上記 13 件の研究テーマの研究期間が最終年度

を迎えたことから研究評価を実施した。研究成果の状況

について、事業委員会および部会において有識者による

評価を行い、13 件中、Ａが 9 件、Ｂが 4 件と判断され

た。 
 
・さらに、上記 13 件中、公募型研究テーマ 8 件から研

究期間の延長申請があり、新規公募を並行して審査を行

った。延長については、単にこれまでの研究を継続する

だけでなく、延長することで一層の進展が期待できると

いう点を特に重視し、新規採択よりも厳しく判断するこ

ととし、十分な成果があり、かつ研究を継続する価値が

認められた 1 件について延長を認めた。 
 
・平成27 年度新規採択については、課題設定型2つ（「制

度、文化、公共心と経済社会の相互連関」、「疫病の文化

形態と現代的意義の分析－社会システムの構築の歴史

的考察を踏まえて－」）、公募型 2 つ（「制度、文化、公

共心と経済社会の相互連関」（課題設定型と共通）、「人

口減少地域社会における安心しうるケア・システムの構

築と生活基盤の整備」）の課題（研究領域）について、

「研究テーマ審査要項」に基づき、外部有識者よる公正

な審査を経て、平成 27 年 9 月の事業委員会で 11 件の

研究テーマを採択し、支援を開始した。さらに、透明性・

信頼性の確保を図るため、採択決定後にはホームページ

評定 A 評定 Ａ 
＜根拠＞ 
・科学技術・学術審議会学術分科会

報告を踏まえて平成 25 年度より開

始された事業である。平成 27 年度は

3 プログラムのフォローアップを行

うとともに、「実社会対応プログラ

ム」において、研究テーマの新規採

択審査に加え、初めて研究テーマの

評価を実施するとともに延長申請の

あった 8 件について円滑に延長審査

を実施したことは評価できる。 
  
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
①課題設定による先導的人文学・社会科

学研究推進事業 
まず、3 プログラム合計 30 件の継続

研究テーマについては、研究の進捗状況

を確認しつつ適切にプログラムを推進

できていると認められる。 
次に「実社会対応プログラム」におい

ては、最終年度を迎えた研究テーマ（13
件）の評価を初めて実施したことに加

え、延長申請のあった研究テーマ（8 件）

の延長審査を実施した。さらに新規採択

研究テーマの審査を実施しており、研究

評価、延長審査、新規採択を確実に実施

したと認められる。 
さらに、事業の透明性・信頼性の確保

のため、学術システム研究センター研究

員を委員に任命するなど公正な審査体

制を整備するとともに、事業全体や各プ

ログラムの研究テーマの概要及び審査

情報等の公開などの取組を適切に実施

したと認められる。 
 
②東日本大震災学術調査 
平成 27 年度は、昨年度までに実施し

た調査研究の成果をもとに、調査結果の

概要をホームページで公開したことの

みならず、8 つの分野ごとに成果をまと

め上げ、平成 27 年度はそのうち 7 つの

分野に係る書籍（各巻 300～400 ページ

程度）を出版した。これらの書籍は、各

巻平均して約110の大学図書館で購入さ

れ閲覧に供されるなどしており、東日本

大震災の記録とその分析を次世代に着

実に伝承・発信したことが認められる。 
また、本事業の成果を海外に向けて発
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期間の延長の可否を

決定するとともに、同

プログラムの新規課

題について検討・実施

する。プログラムの実

施に当たっては、専門

家による公正な審査

体制を整備し、透明

性・信頼性の確保及び

適切かつ円滑な運営

を図るとともに、情報

の公開に努める。な

お、課題設定に当たっ

ては、学術システム研

究センター等の機能

を活用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（人文学・社会科学系

を中心としたゆるや

かなトップダウン的

な事業について）振興

会としてもそれらを

積極的に位置づける

姿勢をさらに期待し

たい。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
（課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業につい

て）課題設定に当たっ

ては、例えば、学術シ

ステム研究センター

の機能を更に活用し

たり、外部の意見を参

考にしたりするなど、

より適切な課題の設

定に努め、一層実効性

のある事業とするこ

とが重要である。ま

た、今後は、積極的に

その事業成果を社会

に発信していくこと

も併せて求められる。 
【文部科学大臣評価 
26 年度】 
 
・得られた成果の中に

は、社会的な波及効果

を及ぼすにはまだ時

間を要するものや、一

つのマイルストーン

を実現したに過ぎな

いものも少なくない

ことから、その関係を

丁寧に説明していく

取り組みを粘り強く

に実社会対応部会委員名簿を掲載した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：9 件 
 
 

■ グローバル展開プログラム（平成 25～28 年） 
・平成 25 年度に採択し、既に開始している 5 件の研究

テーマについては、委託業務実績報告書により研究の進

捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、人文

学・社会科学の様々な分野を対象とした国際共同研究を

推進した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：3 件 
 

 
■ 領域開拓プログラム（平成 26～29 年） 

・平成 26 年度に採択し、既に開始している 12 件の

研究テーマについては、委託業務実績報告書により研究

の進捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、諸

学の密接な連携や総合性を視野に入れた共同研究を推

進した。－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：10 件 

 
 

また、3 つのプログラムに共通して、以下の取組を行

った。 
 
・各プログラムの実施に当たっては、専門家による公正

な審査を実施するため事業委員会及び各プログラム毎

に部会を設置し、透明性・信頼性の確保及び適切 
かつ円滑な運営を図るとともに、外部有識者に加え学術

システム研究センターの知見を活用するため、同センタ

ー研究員を委員に任命している。 
 
・公募要領等の審査に係る基本的な情報の他、各プログ

ラムの採択研究テーマの研究概要及び概要図について

もホームページで情報を公開した。 
 
・円滑な事業実施の観点から、複数年の委託契約を締結

し、研究費の年度間繰越を認め、研究の進捗状況に応じ

て研究費を執行できる弾力的な経費執行の促進に努め

た。 
 
 
 

信することを目指し、中期計画にはない

英文による研究成果報告書の書籍化を

年度計画に掲げ、ハーバード大学に所属

する外部有識者の見解を得ながら本調

査研究の成果の中から海外発信に最適

なものを選出し、編集等を行うととも

に、研究成果の英訳に取り組むなど必要

な準備を進め、翌年度の英文出版に道筋

をつけた。このことにより、中期計画を

超えた積極的な情報発信に取り組んだ

ことが認められる。 
以上のことから、本項目は、中期計画に

おける所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められるため、評定を A と

する。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
①課題設定による先導的人文学・社会科

学研究推進事業 
第Ⅰ期の「実社会対応プログラム」が終

了しことも踏まえ、本事業がより一層適

切かつ効果的な事業となるよう、例えば

レビューを行うなどして、今後の事業の

方向性を検討していくべきである。 
また、終了した研究テーマについては、

先導的な共同研究事例として積極的に

研究者等に成果発信していく必要があ

ることから、シンポジウムの開催など、

情報発信を行っていくことが必要であ

る。 
 
②東日本大震災学術調査 
本年度につけた道筋を途切れさせるこ

となく、引き続き英文出版に向けて努力

することを期待する。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜根拠＞ 
・平成 26 年度までに実施した調査研

究の成果の概要を「東日本大震災学
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② 東日本大震災学術

調査 
平成 23 年 6 月の東日

本大震災復興構想会

議決定「復興構想 7
原則」を踏まえ、東日

本大震災に関する国

内外の記録を学術関

係者により幅広く科

学的に分析し、その教

訓を次世代に伝承し、

発信するために、関係

機関の有機的連携に

配慮しつつ、人文・社

会科学を中心として

歴史の検証に耐えう

る学術調査を実施す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②東日本大震災学術

調査 
平成２６年度まで

に実施した東日本大

震災がもたらした社

会システムへの被

害・影響とその復旧過

程の記録・検証及び学

術的に貴重な資料の

収集を行った本事業

における調査研究の

成果を書籍化するこ

とにより社会に発信

する。併せて、研究成

果の国際的な情報発

信を目的として英文

による成果報告書の

書籍化に必要な準備

を行う。 

継続していく必要が

ある。【外部評価委員

指摘 25 年度評価】 
 
・課題設定による先導

的人文学・社会科学研

究推進事業は人文学、

社会科学の振興を図

る上で極めて重要な

取組であり、長期的な

視点に基づき、それぞ

れのプログラムを相

補的に発展させるこ

と が 期 待 さ れ る 。

【JSPS 部会 25 年度

評価（全体）】 
 
・東日本大震災学術調

査において、今後はい

かに研究成果をとり

まとめるかで事業の

真価が問われるであ

ろう。調査研究班のみ

ならず、総合調整班の

総力を結集し、総合的

な視点から研究成果

をとりまとめ、国民の

負託に応えてもらい

たい。また、大規模災

害からの復興・復旧

は、我が国だけの課題

ではなく、その成果は

諸外国にも大いに参

考となるため、研究成

果の国際的な情報発

信に関して何らかの

諸施策を講じられる

ことを期待したい。

【JSPS 部会 25 年度

評価】 

 
 
 
【東日本大震災学術調査】 
・平成 27 年度は平成 24 年度から平成 26 年度までに行

ってきた東日本大震災がもたらした社会システムへの

被害・影響とその復旧過程の記録・検証に関する調査研

究の成果を取りまとめ、国内外に広く発信するための取

り組みを行った。具体的には以下の通りである。 
 
・平成 26 年度までに実施した調査研究の成果をもとに、

総合調整班による調整を経て、東日本大震災学術調査委

員会において、本調査の成果の概要をまとめた「東日本

大震災学術調査報告書」を完成させた。さらに、当該報

告書については、本会のホームページで公開し、国民に

広くわかりやすい形で発信した。 
・東日本大震災に関する国内外の記録について、学術関

係者が調査項目ごとに幅広く科学的に調査・分析した成

果を、震災の教訓を次世代に伝承し社会に発信するた

め、8 つの分野（※）ごとに詳細にまとめ、シリーズ本

として刊行することとし、平成 27 年度は、原稿をすべ

て完成させ、そのうち 7 冊について刊行された。その結

果、各巻平均して約 110 の大学図書館が購入し、閲覧に

供しており、今後、学術研究機関での活発な震災に係る

研究教育により、国民の安心・安全という大きな波及効

果が期待される。さらに、実務で参考に資するために、

震災が起こった自治体等に配布した。 
 
※8 分野（①「行政・地方自治」、②「科学技術と政治・

行政」、③「マクロ経済」、④「環境経済・災害」、⑤「地

域と絆」、⑥「国際関係」、⑦「メディア・ネットワーク」、

⑧「政治・政策」 
・①「行政・地方自治」に関しては、10 名の研究者の

もと調査研究が行なわれ、書籍（338 ページ）にまとめ

た。 
・②「科学技術と政治・行政」に関しては、15 名の研

究者のもと調査研究が行われ、書籍（387 ページ）にま

とめた。 
・③「マクロ経済」に関しては、20 名の研究者のもと

調査研究が行われ、書籍（290 ページ）にまとめた。 
・④「環境経済・災害」に関しては、11 名の研究者の

術調査報告書」として取りまとめ、

ホームページで公開し、国民に広く

わかりやすく発信するとともに、東

日本大震災に関する国内外の記録に

ついて、学術関係者が科学的に調

査・分析した成果を、分野ごとに詳

細にまとめ、そのうち既に 7 冊を書

籍という形で、社会に発信したこと

は高く評価できる。また、各巻平均

して約 110 の大学図書館が購入し、

閲覧に供していることは高く評価で

きる。 
さらに、調査研究の成果の発信につ

いて、国内向けの発信にとどまらず、

中期計画にはない「英文による研究

成果報告書の書籍化」を年度計画に

加え英文編集委員とハーバード大学

に所属する外部有識者の見解を参考

にして、本調査研究の成果から海外

発信するのに最適なものを選出、編

集等を行い、英文出版に道筋を付け

たことは高く評価できる。 
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もと調査研究が行われ、書籍（310 ページ）にまとめた。 
・⑤「地域と絆」に関しては、13 名の研究者のもと調

査研究が行われ、書籍（326 ページ）にまとめた。 
・⑥「国際関係」に関しては、4 名の研究者のもと調査

研究が行われ、書籍（324 ページ）にまとめた。 
・⑦「メディア・ネットワーク」に関しては、6 名の研

究者のもと調査研究が行われ、書籍（304 ページ）にま

とめた。 
・⑧「政治・政策」に関しては、15 名の研究者のもと

調査研究が行われ、書籍化するための原稿をとりまとめ

た。 
分野 書籍名 編者 
①  震災後の自治体ガバナ

ンス 
小原隆治（早稲田大

学） 
稲継裕昭（早稲田大

学） 
②  
 

福島原発事故と複合リ

スク・ガバナンス 
城山英明（東京大学） 

③  震災と経済 齊藤誠（一橋大学） 
④  被害・費用の包括的把

握 
植田和弘（京都大学） 

⑤  
 

復旧・復興へ向かう地

域と学校 
青木栄一（東北大学） 

⑥  
 

大震災・原発危機下の

国際関係 
恒川惠一（政策研究

大学院大学） 
⑦  
 

震災から見える情報メ

ディアとネットワーク 
池田謙一（同志社大

学） 
・英文書籍を出版する出版社との事前調整にあたって

は、上記 7 冊の書籍が学術的・社会的意義が大きいと認

められたことによって、英文出版にかかる必要な準備を

進めることが可能となった。具体的には、英文編集委員

とハーバード大学に所属する外部有識者の見解も参考

にして本調査研究の成果の中から海外発信するのに最

適なものを選出、編集等を行った。その後、研究成果の

英訳にとりかかり、書籍化に必要な準備を行った。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－３ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（３）研究拠点の形成促進 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標７ 科学技術・学術政

策の総合的な推進 
施策目標７－３ 科学技術シス

テム改革の先導 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
「27 事前分析表」 
施策目標７－３ 科学技術システム

改革の先導 
「27 行政レビューシート」 
未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「第 4 期科学技術基本計画」、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」、「J－ファイル 2014」等における優れた研究環境、高い研究水準を維持する世界トップ

レベルの拠点の形成、国際的なネットワークの強化、世界の頭脳の獲得等、これら事項の達成のため、本法人における世界トップレベル研究拠点プログラム受託事業が主要な

役割を果たしている。） 
難易度：「高」（世界トップレベル研究拠点プログラム事業は我が国が科学技術分野において世界をリードしていくために不可欠な事業であり、毎年度各 9 拠点の進捗状況評価

のための現地視察、また大学の学長、学長経験者、ノーベル賞受賞者、産業界、そして著名外国人有識者を含む世界トップレベル研究拠点プログラム委員会においてのフォロ

ーアップ（進捗状況の評価）を英語により調整、開催するという運営業務とともに、それらの業務を通じて、本プログラムの在り方、問題点等に関する分析・考察等の調査を

行うという非常に困難な業務を実施する必要があるため。） 
参考 URL 世界トップレベル研究拠点プログラム http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/index.html 
 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

プログラム委員会 
外国委員／全委員 
※( )は割合 

 
6/18 人 

(33.3％) 
6/17 人 
(35.3%) 

6/16 人 
(37.5%) 

5/15 人 
(33.4%) 

  

決算額（千円） 142,693 153,498 136,971 

  

拠点作業部会 
外国委員／全委員 
※( )は割合 

 
18/45 人 
(40.0％) 

27/67 人 
(40.3%) 

26/65 人 
(40.3%) 

24/61 人 
(39.3%) 

  

従事人員数 51 51 48   

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(3) 研究拠点の形成促

進 
学術の中心である

大学に対し、それぞれ

の特徴とミッション

に対応した支援が適

切に行われ、大学の研

究力が向上するよう、

国が示す大学改革の

方向性を踏まえた取

り組みを行う。 

(3) 研究拠点の形成促

進 
国の助成事業のう

ち研究拠点の形成を

目的とするものにつ

いて、振興会の有する

審査・評価に関する知

見が活用できる場合

には、審査・評価実施

機関として選定され

るように努める。審

査・評価の実施に当た

っては国の定めた制

度・方針に従うととも

に、以下の取組を行

い、審査・評価の公正

さ、透明性、信頼性を

確保する。 
・審査・評価を担う委

員会の設置 
・審査に関する情報の

公表 
・利益相反に配慮した

審査の実施 
・審査・評価終了後の

委員名の公表 
・評価結果等の公表 

また、国の事業実施

期間に応じて審査・評

価業務を実施するこ

とにより継続性を確

保しつつ、実効性のあ

る審査・評価を行う。 

(3) 研究拠点の形成促

進 
高いレベルの研究者

を中核とした研究拠点

構想を集中的に支援

し、優れた研究環境と

高い研究水準を誇る

「目に見える拠点」の

形成を目的とした国の

助成事業である「世界

トップレベル研究拠点

プログラム（WPI）」に

ついて、委員会を開催

し、評価・管理業務を

行う。なお、業務の実

施に当たっては、国の

定めた制度・方針を踏

まえ、プログラムを担

当する PD 及び拠点ご

との PO を配置し、専

門的な観点からプログ

ラムの進捗状況を管理

する。 
平成 27 年度は、平成

19 年度に採択された５

拠点、平成 22 年度に採

択された 1 拠点及び平

成 24 年度に採択され

た 3 拠点のフォローア

ップを行い、その結果

はホームページで公表

する。なお、各拠点の

フォローアップは外国

人研究者の参画を得て

国際的な視点で実施す

る。 

＜主な定量的指標＞ 
・プログラム委員会の

外国委員の参画 
 
・拠点作業部会の外国

委員の参画 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 国の定めた制度・

方針に従った評価 
 評価の公正さ、透

明性、信頼性の確

保 
 積極的な情報発信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）に

ついて、中期計画通りに着実に推進した。特に、

以下の実績を上げた。 
【研究拠点の形成促進】 
・国の定めた制度・方針を踏まえ、プログラム

を担当する PD 及び拠点ごとの PO を配置し、

専門的な観点からプログラムの進捗状況を管

理するとともに、世界トップレベル研究拠点プ

ログラム委員会を 3 回開催し、評価・管理業務

を行った。 
・各拠点のフォローアップは、プログラム委員

会及び拠点作業部会において、いずれも構成メ

ンバーの 30％以上の外国委員の参画を得て、

国際的な視点で実施した。 
●世界トップレベル研究拠点プログラム委員

名簿（27 年 10 月現在） 
生駒 俊明 キヤノン株式会社特別顧問 
石田 寛人 金沢学院大学名誉学長 
井村 裕夫（委

員長） 
公益財団法人先端医療振興

財団名誉理事長 
大垣 眞一郎 公益財団法人水道技術研究

センター理事長 
木村 孟 独立行政法人 大学評価・学

位授与機構顧問 
黒川 清 政策研究大学院大学客員教

授 
小林 誠 独）日本学術振興会学術シス

テム研究センター所長 
永井 良三 自治医科大学学長 
中村 道治 国立研究開発法人 科学技

術振興機構顧問 特別主監 
野依 良治 国立研究開発法人 科学技

術振興機構 
研究開発戦略センター長 

ロバート・エイ

マー 
フランス原子力庁上級顧問 

リタ・コールウ

ェル 
メリーランド大学名誉教授 

リチャード・ダ

ッシャー 
スタンフォード大学特任教

授 
イアン・ハリデ

イ 
エディンバラ大学名誉教授 

チュアン・ポ

ー・リム 
シンガポール科学技術研究

庁長官 

評定 A 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 
・国の定めた制度・方針を踏まえた

PD・PO 体制により、進捗状況管理

及び審査・評価・管理業務を外国人

研究者の参画を得て国際的な視点で

着実に実施した。特に、ノーベル賞

受賞者を含む高いレベルのプログラ

ム委員会及び拠点作業部会のいずれ

も外国委員の構成比率を 30％以上で

実施したことは量的な観点からも高

く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
国の助成事業である「世界トップレベ

ル研究拠点プログラム（WPI）」について、

世界トップレベル研究拠点形成に係る調

査分析業務（事業の評価会の運営、拠点

の進捗状況管理、広報業務等）を受託し

ている振興会において、各拠点の現地視

察の実施及びプログラム委員会の開催を

着実に行った。加えて、本プログラムの

成果及び課題について評価を行うため、

各国の REI 政策の調査分析を行った上

で、各国の REI 政策の関係者の参画を得

て、REI 国際ワークショップを開催し、

プログラム委員会が事業の将来構想をと

りまとめるにあたっての有益な情報を提

供した。 
また、プログラム委員会の外国委員の

構成比率を高い水準 (平成 27 年度は

30％)で担保するなどし、また、アウトリ

ーチ活動においては、ＡＡＡＳへの出展

などを行った。 
以上より、本項目は、中期計画におけ

る所期の目標を達成していると認められ

るため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
評価・フォローアップや広報等に係る

一連の業務について、これまでの経験を

踏まえ、業務改善に向けた課題を抽出し、

改善方法を国へ提示することが期待され

る。 
 

＜その他事項＞ 
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プログラム委員名簿及び各拠点作業部会委員

名簿については、HP で公開している。 
 
 
 
＜フォローアップ＞ 
・「世界トップレベル研究拠点プログラム委員

会規程」に基づき、以下のとおり拠点構想進捗

状況の把握と適切な管理を実施した。また、フ

ォローアップにおいては、各委員の利益相反に

配慮した。 
▷平成 19 年度採択拠点 
PD・PO による現地視察を行い、進捗状況や

補助 
金による支援期間終了後の拠点構想につい

てヒアリングを行い、フォローアップ結果と

して、各拠点の改善すべき点等をとりまとめ

た。 
また、平成 28 年度で支援期間が終了し、最

終評価を実施する予定である 4 拠点につい

て、最終評価の評価基準、手順等の案を PD・

PO、文部科学省と協議の上、プログラム委

員会において決定した。これに基づき、報告

書様式（英語版、日本語版）を作成した。 
▷平成 22 年度採択拠点 
PD・PO による現地視察を行い、中間評価で

の指摘事項に対する対応を含む進捗状況に

加え、中間評価後の拠点構想、ホスト機関の

支援等についてヒアリングを行い、フォロー

アップ結果として、各拠点の改善すべき点等

をとりまとめた。 
▷平成 24 年度採択拠点 
PO を中心とした拠点作業部会による現地視

察、及びプログラム委員会等によるヒアリン

グを経て拠点の進捗状況等を確認し、フォロ

ーアップ結果として、各拠点の改善すべき点

等をとりまとめた。 
また、平成 28 年度に発足 5 年目を迎え、中

間評価を実施する予定である 3 拠点につい

ては、中間評価の評価基準、手順等案を PD・

PO、文部科学省と協議の上、プログラム委

 
 
 
 
 
 
 
・PD・PO による現地視察を行い、

進捗状況等を把握し、各拠点の改善

すべき点等をとりまとめ、提示した

ことは評価できる。また、次年度に

向けて最終評価及び中間評価の手順

等を決定する等、適切な管理を行っ

たことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-55 
 

員会において決定した。これに基づき、中間

評価用自己点検報告書様式（英語版・日本語

版）を作成した。 
▷ 改善すべき点等を各拠点に通知した。（対

応状況について次年度のフォローアップ時

に評価し、その結果を公表予定）。 

 
フォローアップ結果英文版（正本） 
https://www.jsps.go.jp/english/e-toplevel/dat
a/08_followup/FY2014Reports/2015_WPI_Re
port_E.pdf 
フォローアップ結果和文版（仮訳） 
https://www.jsps.go.jp/j-toplevel/data/08_foll
owup/H27Reports/2015_WPI_Report_J.pdf 
 
・WPI プログラムの将来構想をまとめるため、

本プログラムの検証作業を行った。平成 19 年

度採択拠点に関する基本的なデータをまとめ

るとともに、世界の REI(Research Excellenc
e Initiative)政策を調査分析し、プログラム委

員会の開催にあわせ、REI 国際ワークショップ

を開催することにより、補助金交付期間終了後

拠点のフォローアップ方針、新規の WPI 拠点

の採択の必要性について検討した。また、その

検討結果については、プログラム委員会におい

て、以下の結論を得た。 
１．WPI プログラムの継続 

 平成 19 年度採択拠点は”World Premier 
Institute”を樹立 
 WPI プログラムは、ミッションと支援ス

キームを再設定し、継続。 
 WPI プログラムは、拠点の”代謝“により、

さらに推進。 
 平成 29 年度に新規拠点公募 

２．補助金支援期間終了拠点への支援 
 ホスト機関長は、自助努力によって、各

WPI 拠点を維持することを約束。 
 WPI 拠点が達成した卓越性に鑑み、補助

金支援期間終了拠点に対し、何らかの支援

スキームを整備し、WPI ブランドを維持。 
 WPI 基準を満たした拠点によって構成さ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・WPI プログラムを適切に評価し、

将来計画を検討するにあたり、REI
政策を実施する国のデータを分析

し、さらに担当機関から直接聞き取

り調査を行った分析結果や REI 国際

ワークショップにおける議論をもと

に、プログラム委員会において、国

際的な観点からWPIプログラムの有

効性を高く評価する内容の将来計画

への提言を取りまとめたことは、評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-56 
 

れる”WPI Academy”または”WPI 
Association”システムの立ち上げ。 
 ”WPI Academy”または”WPI 

Association”システムは、定期的（例えば 3
年毎）に WPI 基準に沿った活動状況の評価

を受ける。 
（※WPI Academy”または”WPI Associ
ation”システムの詳細については、文部科

学省において現在検討中。） 
 

 
（アウトリーチ） 
・総合科学技術会議（現・総合科学技術・イノ

ベーション会議）の「『国民との科学・技術対

話』の推進について（基本的取組方針）」に基

づき、拠点の広報戦略を作成・実施する担当者

によるアウトリーチ担当者会議を、平成 27 年

度も 3 回の会合を開催して情報を共有すると

ともに、9 拠点合同でシンポジウムを開催する

など、アウトリーチ活動の強化に努めた。毎夏

開催されているスーパーサイエンスハイスク

ール（SSH）年次大会への出展を平成 27 年度

より合同行事化し、出展した。 
 
・また、アメリカ科学振興協会（AAAS）年次

大会でブースを出展し、アメリカはじめ各国の

研究者、ジャーナリスト、学術機関関係者、一

般市民等に向けて拠点の研究活動を国際的に

発信した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・9 拠点合同でのシンポジウムにおけ

る広報活動の状況や、アメリカで開

催された AAAS への出展など、積極

的なアウトリーチ活動を実施したこ

とにより、WPI プログラムの国内外

への広報に大きく寄与しており、高

く評価できる。 
 
 
 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 

  



【27 年度評価】項目別-57 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－４ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（４） 先端研究助成等 

・最先端研究基盤事業 
当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実

及び研究の推進のための環境

整備 
施策目標８－１ 学術の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
該当なし 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（先端的な研究を集中的に推進するために国から交付される補助金により造成された「先端研究助成基金」等を活用し、総合科学技術会議が決定した運用方針を

踏まえた文部科学大臣が定める運用方針に基づき、我が国の先端的な研究の総合的かつ計画的な振興のために必要な助成・執行管理等を行うものであるため。） 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

  

   

   
決算額（千円） 34,202,194 1,118,781 159 

  

従事人員数 51 51 48 
  

注）決算額は支出額を記載。    
  



【27 年度評価】項目別-58 
 

 ３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 (4) 先端研究助成等 
（平成 21 年度補正予

算（第 1 号）等に係る

業務） 
将来における我が国

の経済社会の発展の基

盤となる先端的な研究

を集中的に推進するた

め、国から交付される

補助金により造成され

た「先端研究助成基金」

を活用し、総合科学技

術会議が決定した運用

に係る方針を踏まえた

文部科学大臣が定める

基金運用方針に基づ

き、我が国の先端的な

研究の総合的かつ計画

的な振興のために必要

な助成・執行管理を行

う。 
その際、研究資金の

多年度にわたる柔軟な

使用を可能とする。ま

た、若手・女性研究者

の先端的な研究に関す

る進捗管理を適切に行

う。 
併せて、先端的研究

の内容を広く公開する

活動に対して必要な助

成を行うとともに、若

手・女性等研究者が活

躍しうる研究基盤・研

究環境の充実・強化に

係る必要な手続きを行

う。 
 

(4) 先端研究助成等 
（平成 21 年度補正予算

（第 1 号）等に係る業務） 
将来における我が国の

経済社会の発展の基盤と

なる先端的な研究を集中

的に推進するため、先端

研究助成基金を活用し、

我が国の先端的な研究の

総合的かつ計画的な振興

のために必要な助成・執

行管理を行う。 
その際、研究資金の多

年度にわたる柔軟な使用

を可能とするなど、研究

計画等の進捗状況に即応

して、機動的・弾力的な

経費の支出を行うととも

に、基金を廃止する場合

における、国庫への納付

等の手続きに関する業務

を法令の定めるところに

従い、確実に実施する。

また、若手・女性研究者

の先端的な研究に関する

進捗管理を適切に行う。 
併せて、先端研究助成

基金による研究の内容を

広く公開する活動に対し

て必要な助成を行うとと

もに、国内外の若手・女

性等研究者が活躍しうる

最先端の研究基盤・研究

環境を充実・強化するた

めに助成したものに係る

額の確定等を行う。 

(4) 先端研究助成等 
・最先端研究基盤事業 
取扱要領等関係規程

を踏まえ、補助事業者

から提出される実績報

告書の確認や、必要に

応じて行う現地調査等

により、額の確定を行

う。 
 

＜主な定量的指標＞ 
 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 

・ 先端研究助成業務

においては、確実

に額の確定を行

う。 
 先端研究助成基金

による研究の加

速・強化に関する

業務においては、

確実に額の確定を

行う。 
 最先端研究基盤事

業においては、実

地検査を経た額の

確定の実施と前年

度からの繰越があ

った場合の確実な

事務処理を行う。 
について質の高い成果

（内容）であるとの評

価を得る。 
 
 

中期計画の項目（達成すべき

成果を含む）について、中期計

画通りに着実に推進した。特

に、以下の実績を上げた。 
 
【最先端研究基盤事業】 
・取扱要領等関係規程に基づ

き、補助事業が完了した補助事

業者から提出された実績報告

書の内容確認及び現地調査を

行い、補助事業者の交付決定の

内容及び交付条件に適合する

かを確認し、交付した補助金の

額の確定を適切に行った。 
 

評定 B 評定      Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
（最先端研究基盤事業） 
・補助事業が完了した事業について、

提出された実績報告書の確認や現地

調査を通じて、補助金の額の確定業務

を実施しており着実な事業実施は評

価できる。 
 

＜評定に至った理由＞ 
 平成 27 年度は、前年度補助事業が完

了した最先端基盤事業において、取扱要

領等関係規程に基づき、補助事業者から

提出された実績報告書の確認や現地調

査等を通じて額の確定を行い、着実に事

業を実施したことが認められる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められるため、評定を B とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 



【27 年度評価】項目別-59 
 

４．その他参考情報 
特になし 

  



【27 年度評価】項目別-60 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－１ 
３ 強固な国際協働ネットワークの構築 
（１）国際的な共同研究等の促進 
① 諸外国との二国間交流の支援 
② 国際的な共同研究の推進 
③ 研究教育拠点の形成支援 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及

び研究の推進のための環境整

備 
施策目標８－１ 学術研究の振

興 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
政策評価：27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（政府の「科学技術イノベーション総合戦略 2015」においては「世界トップレベルの研究者を呼び込む優れた研究環境と高い研究水準を誇る研究拠点の整備」及

び「我が国の基礎研究の向上に資するような国際協力によるオープンイノベーション拠点の形成や戦略的な国際共同研究の促進等」が謳われている。振興会が実施する各種の

共同研究事業等は、人文・社会科学を含む全ての学問分野を対象に、学術・基礎研究を中心とした国際的な研究交流拠点の整備や国際共同研究の支援を行うものであり、上記

目標の達成に向けて主要な役割を果たすものであることから、その重要性は高い。） 

難易度：「高」（日本をハブとした国際研究ネットワークを強化し、質の高い国際共著論文を増加し、我が国の学術研究水準を向上させるため重要な事業である一方、その大部

分が実施に当たって世界各国の約 50 に上る学術振興機関との協定等に基づくマッチングファンド方式を採用していることから、募集件数の設定や採択課題の決定には、これら

相手国側の学術振興機関と継続的・定期的な協議が必要となる。また、新規に事業を開始する際にも、重視する研究分野や選考・評価方法の違いなどから、交流相手国と共通

の支援枠組みを構築するための調整が必要となる。これらの協議や調整には高度な国際交渉能力と経験が必要であり、実施に当たっての難易度は高い。） 

参考 URL 二国間交流事業 http://www.jsps.go.jp/j-bilat/bilat.html  日独共同大学院プログラム http://www.jsps.go.jp/j-jg_externship/index.html 
国際共同研究事業 http://www.jsps.go.jp/j-bottom/index.html 研究拠点形成事業 http://www.jsps.go.jp/j-c2c/index.html 
先端研究拠点事業 http://www.jsps.go.jp/j-core_to_core/index.html アジア研究教育拠点事業 http://www.jsps.go.jp/j-acore/index.html 

 
 
２．主要な経年データ 
 
 

①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標等（実績値） 達成

目標 
前中期目標期

間最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

諸外国の学術振興機関と

の覚書の新規締結、改訂数 
 

－ 3 件 3 件 6 件   

決算額（千円） 7,622,879 7,681,227 7,323,157 

  

協定等に基づく二国間交

流事業の交流国・機関数 
 

 41 か国・ 
58 機関 

40 ヶ国・ 
57 機関 

39 か国・ 
57 機関 

34 か国・ 
48 機関 

  

研究拠点形成

事業での交流

国数  

A 型  15 ヶ国 21 ヶ国 27 ヶ国 28 ヶ国   
B 型  24 ヶ国 32 ヶ国 37 ヶ国 36 ヶ国   

従事人員数 28 29 28 

  

先端研究拠点事業の事後

評価がB以上(※)の課題数 
 4/4 課題 4/4 課題 3/3 課題 3/3 課題   

アジア研究教育拠点事業

の事後評価が B 以上(※)
の課題数 

 
 2/3 課題 4/5 課題 4/4 課題 3/5 課題 

 
 

 
 
 

 (※)4 段階評価の上位二つ目まで                                                                                                                   注）決算額は支出額を記載。 



【27 年度評価】項目別-61 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

我が国の学術研究

活動のグローバル化

や研究者の国際流動

性を一層促進する観

点から、海外の学術振

興機関等と強固な国

際協働ネットワーク

を構築するとともに、

個々の大学における

様々な活動に留まら

ない我が国全体の学

術研究活動の発展に

向けた取組を行う。 
国際交流事業につ

いて、大学等研究現場

や海外協力機関のニ

ーズを踏まえながら

不断の見直しを行い、

大括り化・整理合理化

を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) 国際的な共同研

究等の促進 
海外の学術振興機

関等と強固な国際協

働ネットワークを構

築することにより、我

国際的な共同研究

を積極的に促進する

など、我が国の研究水

準、国際競争力の一層

の向上を目指し国内

外からの要請に応え

るべく、我が国を代表

する資金配分機関と

して戦略的に以下の

取組を行う。 
なお、公募事業につ

いては、学術システム

研究センターや国際

事業委員会の機能を

有効に活用し、審査の

透明性・公平性を確保

しつつ、競争環境の中

で厳正な審査を行う。 
国際共同研究等に

係る基本的な戦略に

ついて、学術システム

研究センター等の機

能を活用し、地域や分

野の特性を踏まえな

がら策定する。 
その戦略に基づき、

国際交流事業につい

ては、大学等研究機関

や諸外国の学術振興

機関のニーズを踏ま

えながら不断の見直

しを行い、大括り化・

整理合理化を進める。 
 

(1) 国際的な共同研

究等の促進 
我が国の研究水準

の向上、国際競争力の

我が国の研究水準、

国際競争力の一層の向

上を目指し、平成 25
年 5 月に策定した「日

本学術振興会の学術国

際活動に関する基本的

な戦略（JSPS 国際戦

略）」に基づき、学術に

おける国際交流を促進

させる事業を実施す

る。 
その際、公募事業に

ついては、学術システ

ム研究センターや国際

事業委員会の機能を有

効に活用し、審査の透

明性・公平性を確保し

つつ、競争的な環境の

下、厳正な審査を行う。 
また、事業の成果及

び効果の把握に努め、

報告書及び中間・終了

時・事後評価を行う事

業についてはその結果

を、ホームページ等を

通じ広く公開する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
・諸外国の学術振興機

関との覚書の新規締

結、改訂数 
 
・協定等に基づく二国

間交流事業の交流国・

機関数 
 
・「研究教育拠点の形

成支援」における交流

国数 
 
・「研究教育拠点の形

成支援」における事後

評価が B 以上の課題

数 
 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」に

向けた取組は適切か。 
 外部評価におい

て 
 振興会の支援す

る国際共同研究

等による成果の

状況 
 審査・評価の公正

さ、透明性、信頼

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を

上げた。 
 

（国際共同研究等に係る基本的な戦略） 
・JSPS 国際戦略を踏まえ、各種の共同研究事業にお

いて、新たな交流相手国と事業実施に向けた覚書を締

結する一方、研究者交流事業の見直しを行い、事業へ

のニーズが低下していると判断した国については交流

を廃止した。 
JSPS 国際戦略： 
http://www.jsps.go.jp/j-kokusai/data/JSPS_kokusais
enryaku.pdf 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【諸外国との二国間交流の支援】 
■ 二国間交流事業 
【協定等に基づく共同研究・セミナー・研究者交流】 

諸外国の学術振興機関との協定等に基づき実施され

る二国間交流事業においては、34 か国、48 機関との

協定等に基づき、下記のとおり実施した。 
なお、研究者交流については見直しを行い、対応機

関との協議を経て、ニーズに合わなくなっていた 10
か国との交流を廃止した。 

 共同研究：349 件・セミナー：36 件 
派遣交流総数：1415 人 
受入交流総人数：1191 人 

 研究者交流：36 人 
 
 

評定 A 評定 A 
＜根拠＞ 
 
・各種共同研究事業において新規の

覚書を締結し、交流相手国を拡充す

る一方で、ニーズが低下した研究者

交流事業について順次見直しを行っ

ていることは、25 年度外部評価での

指摘に的確に応えるものとして高く

評価すべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究者交流の廃止など、交流内容

を見直しつつ諸外国の学術振興機関

（34 か国、48 機関）との協定等に基

づき、349 件の共同研究、36 件のセ

ミナー、36 人の研究者交流を実施し、

学術の国際交流を促進したことは評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
国際競争力の強化を一層図るため、

二国間交流事業については、諸外国の

学術振興機関との協定等に基づく共

同研究 349 件、セミナー36 件、研究

者交流を 36 人実施している。また協

定等に基づく二国間交流を実施して

いる国以外との交流も 151 件実施し

ており、事業を着実に推進している。 
次に、先端分野における世界的水準

の研究拠点の形成やアジア・アフリカ

地域における諸課題解決に資する中

核的な研究拠点の形成を推進するた

め、研究拠点形成事業を実施している

が、先端拠点形成型は 14 機関 32 課

題を米英独仏等の 28 か国との間で

実施するとともに、アジア・アフリカ

学術基盤形成型はアジア・アフリカの

36 か国との間で実施しており、多国

間交流の枠組みの構築を着実に推進

している。また、先端研究拠点事業及

びアジア研究教育拠点事業の事後評

価において 8 課題中 6 課題がＢ以上

の評価となっており、中期計画の達成

に向けて順調に進捗している。 
さらに、二国間交流事業においてイ

スラエルと新たな覚書の締結、国際共

同研究事業においては、 ORA プログ

ラムのもと欧州との社会科学分野に

おける国際共同研究の開始、スイスと

の間で事業実施に向けた覚書を締結、

事業を開始し、交流相手国の拡充に努

めている一方、既存の覚書を見直し、

ニーズが低下した事業（10 の研究者

交流）の廃止をしており、高く評価で

きる。 
また、前年度に共同研究支援の覚書
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が国の研究水準、国際

競争力の一層の強化

を進めるため、共同研

究、研究者交流、セミ

ナー・シンポジウムの

開催等多様な国際交

流の支援を行う。 

強化を一層進めるた

め、諸外国の学術振興

機関との協定等に基

づく、国際共同研究、

セミナー開催などの

事業を実施する。ま

た、世界の学術研究動

向の変化等を踏まえ

つつ、新興国等との新

たな国際共同研究等

のニーズに対応する。 
先端研究分野にお

ける世界的水準の研

究教育拠点の形成や

アジア・アフリカ地域

における諸課題解決

に資する中核的な研

究教育拠点の形成を

推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 国際的な共同研究

等の促進 

性 
について質の高い

成果（内容）である

との評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・書面審査結果の分

析・検証においては、

少数意見の妥当性に

係る目配りが重要で

ある。【JSPS 部会 25
年度評価】 
 
・大学等研究現場や海

外協力機関のニーズ

等を踏まえながら国

際交流事業の見直し

に着手する。【勧告の

方向性】 
 
・国際交流事業等の成

果を客観的に評価す

る手法の開発に引き

続き努力する必要が

ある。【外部評価 25 年

度評価】 
 
・振興会と諸外国の当

該機関との間での学

術交流協定の締結は、

国際共同研究推進の

ための最も強力な支

援であり、その新規締

結と見直しは常に行

っていくことが求め

られる。【外部評価 25

年度評価】 
 
・我が国の国益に留意

しながら、振興会が諸

外国の学術振興機関

●申請・採択状況（平成 27 年度募集分） 
 申請 

件数 
採択数（予定数

含む） 採択率 

共同研究・セ

ミナー 
880 件 180 件 20.5％ 

研究者交流

派遣 
42
件 

23 人 54.76％ 

●平成 27 年度諸外国の学術振興機関との覚書の新規

締結、改訂実績 

協定名 
新規・ 
改訂 

協定の 
内容 

イスラエル科学財団（ISF）と

の覚書 
新規 

 
共同研究

の開始 
欧州委員会(EC)・欧州研究会

議(ERC)との実施取決め 新規 
若手研究

者派遣 
フランス(CNRS)との覚書・実

施細目 改訂 共同研究 

フランス(Inria)との覚書・実

施細目 改訂 共同研究 

ドイツ(DAAD)との実施細目 
改訂 共同研究 

インド(DST)との Letter of I
ntent 新規 

若手研究

者の相互

派遣 
 
【オープンパートナーシップ共同研究・セミナー】 

協定等に基づく二国間交流事業を実施している国以

外との交流に対するニーズにも幅広く応えるため、我

が国と国交のある全ての国（台湾及びパレスチナにつ

いてはこれに準じて取り扱う）を対象に、下記のとお

り実施した。 
 共同研究・セミナー：151 件（51 か国・地域）

（派遣交流総数：564 人） 
●オープンパートナーシップ申請・採択実績（平成 2
7 年度募集分） 

 申請件

数 
採択数 採択率 

共同研究・セ

ミナー 
375 件 58 件 15.5％ 

上記採択数のうち、協定等に基づく交流を平成 27
年度実施していない国との交流は 27 か国（前年度よ

り 3 か国増）・44 件（下表参照）であり、多様な国と

の交流ニーズに幅広く対応出来た。 
 

 
 
 
 
 
 
・長年にわたり交流が中断していた

イスラエルと新たに覚書を締結する

など、諸外国の学術振興機関との間

で、研究ニーズや外交的観点に配慮

して、覚書の新規締結や改訂を行っ

たことは、諸外国との学術国際交流

を、我が国の国益に配慮しつつ、継

続的な見直しを行いながら進めるも

のであり、25 年度及び 26 年度の外

部評価における指摘に的確に応える

取組として高く評価できる。 
 
 
 
 
・我が国と国交のある全ての国を対

象としたオープンパートナーシップ

において、協定等に基づく交流を実

施していない国との交流を前年度よ

り 3 か国増やし、より多様な国との

共同研究・セミナーを支援したこと

は、幅広い交流ニーズに応え、諸外

国の学術振興機関とのネットワーク

の構築、発展に寄与するという観点

から高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を締結したインドとのキックオフシ

ンポジウムや、ロシアとの交流 10 周

年を記念するシンポジウムの開催な

ど、今後更なる交流の発展が期待され

る国々との交流においても計画を上

回る取組が認められ高く評価できる。 
協定等に基づく交流以外にも、オー

プンパートナーシップ共同研究・セミ

ナーによる交流国数の増加や、リトア

ニアとの間における既存事業を活用

した共同研究支援の開始など、多様な

交流ニーズに対応する取組の成果が

認められ高く評価できる。 
書面審査及びヒアリングを含む合

議審査による重層的な審査を行うと

ともに、審査員名簿の公開や書面審査

結果の分析・検証によって、計画に定

めた透明・公正な審査を着実に実施し

ている。 
 以上より、本項目は、自己評価のと

おり、中期計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認めら

れるため、評定を A とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
戦略的に重要な諸外国との覚書に

基づく交流を、引き続き着実に実施し

ていくこと。 
 
＜その他事項＞ 
・特になし。 
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① 諸外国との二国間

交流の支援 
諸外国の学術振興機

関との協定等に基づ

き、共同研究やセミナ

ーの開催、研究者交流

を支援する。加えて、

多様な国との交流ニー

ズに応えるため、国交

のある全ての国・地域

を対象としたオープン

パートナーシップ共同

研究・セミナーを着実

に実施する。その際、

各国の研究水準・研究

ニーズや外交的観点

等、学術に関する国際

交流の必要性に配慮し

つつ、円滑に実施する。 
また、大学院教育の国

際化及び博士課程にお

ける若手研究者の育成

のため、ドイツ研究振

興協会（DFG）と協力

し、日独の大学が大学

院における教育研究を

共同で行う日独共同大

学院プログラムを実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と連携して、更なる学

術交流の進展に努力

することを期待する。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

●オープンパートナーシップ採択内訳（交流相手国・

地域） 
 共同研究 セミナー 
協定等に基づ

く交流を平成

27 年度実施

していない国

(27 か国・44
件） 

バングラデシュ、フィ

リピン、マレーシア、

ミャンマー、モンゴ

ル、台湾、ガーナ、ザ

ンビア、スーダン、オ

ーストラリア、イタリ

ア、ジョージア、スイ

ス、スペイン、チェコ、

デンマーク、ノルウェ

ー、フィンランド、ラ

トビア、リトアニア、

英国、イスラエル、ア

ルゼンチン、チリ、カ

ナダ、米国 

モンゴル、カ

メルーン、英

国、米国 

協定等に基づ

く交流を平成

27 年度実施

している国(9
か国・14 件） 

インドネシア、タイ、

ベトナム、中国、スウ

ェーデン、ドイツ、フ

ランス 

韓国、中国、

ニュージーラ

ンド、ドイツ 

 
■ インドとの協力 
・ICHR（インド歴史学研究協議会）及び ICSSR（イ

ンド社会科学研究協議会）と前年度に締結した覚書に

基づき、人文学及び社会科学分野における平成 28 年

度分二国間交流事業（共同研究・セミナー）を共同公

募した。 
 
・振興会と ICHR との覚書締結を記念して、経済史を

テーマとしたキックオフフォーラムを開催した。 
○日本－インド シンポジウム開催概要 
（International Symposium on Economic history） 
日程 平成 28 年 1 月 5 日～6

日 
開催場所 India International Ce

ntre（デリー・インド） 
参加者数 約 100 名 

 
■日露 10 周年シンポジウム 
平成 27 年 10 月に、振興会・ロシア基礎科学交流財団

(RFBR)、モスクワ大学、在ロシア日本大使館と共催で

「JSPS-RFBR 交流 10 周年記念シンポジウム」（於 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日印の覚書締結を記念したキック

オフフォーラムや日露10周年シンポ

ジウムの開催、リトアニアとの交流

拡大など、海外の学術振興機関との

ネットワークを更に発展・深化させ

たことは、当該国との国際共同研究

の推進に寄与し、我が国の国益にも

資するものであり、26 年度外部評価

における指摘に的確に応えるものと

して、高く評価できる。 
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② 国際的な共同研究

の推進 
 学術研究活動のグロ

ーバルな展開に対応す

るために、海外の学術

振興機関との連携のも

と、我が国の大学等の

優れた研究者が海外の

モスクワ大学）を開催した。過去に支援した多様な分

野ののべ 180 件の課題のうち、高い評価を得た課題を

率いた約 20 名の日露の研究代表者が、交流成果及び

二国間交流を成功に導いた要因を披露した。振興会か

らは安西理事長が出席した。 
○日露 10 周年記念シンポジウム開催概要 
日程 平成 27 年 10 月 21 日 
開催場所 モスクワ大学（モスク

ワ・ロシア） 
参加者数 約 50 名 

 
■リトアニアとの交流拡大 
平成 27 年 10 月に、振興会・東京大学・リトアニア研

究評議会・駐日リトアニア大使館との共催で「日本-
リトアニア生命科学シンポジウム」（於 東京大学）を

実施したほか、振興会とリトアニア研究評議会は、既

存の事業を活用して共同研究の支援を開始した。 
○日本-リトアニア生命科学シンポジウム開催概要 
日程 平成 27 年 10 月 7 日 
開催場所 東京大学（東京） 
参加者数 約 50 名 

 
■ 日独共同大学院プログラム 
・平成 27 年度実施件数：3 件 
・採用 3 年目のプロジェクト 1 件に対する中間評価を

実施した。支援期間終了後には、事後評価を実施する

予定である。 
・5 年間の事業が終了したプロジェクト 1 件について

事後評価を実施し、「当初の目標は想定通り達成され

た」との評価結果を得た。 
 
 
【国際的な共同研究の推進】 
■欧州との社会科学分野における国際共同研究プログ

ラム（ORA プログラム） 
・欧州４か国の主要な学術振興機関である、フランス

国立研究機構（ANR）、ドイツ研究振興協会（DFG）、

英国社会科学研究会議（ESRC）、オランダ科学研究機

構（NWO）が共同で実施する、社会科学分野におけ

る多国間国際共同研究事業に新たに参画。30 件の申請

を受け付け、振興会において書面審査・合議審査を行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日独共同大学院プログラムについ

ては、ドイツ研究振興協会と連携し

て行うため、両国の安定した支援の

もとに質の高い大学院教育研究プロ

ジェクトを実施することが可能とな

っており、組織的な国際交流の促進

及び若手研究者の育成に貢献してい

る。 
 
 
・多国間国際研究協力事業を始め、

現在採択している国際共同研究事業

を滞りなく支援するのみならず、新

たに欧州との社会科学分野における

国際共同研究プログラム（ORA プロ

グラム）の公募を開始し、社会科学

分野における国際共同研究の支援を

開始したことは、同分野における国

際共同研究の促進に大きく貢献する

取り組みとして、高く評価できる。



【27 年度評価】項目別-65 
 

研究者と協力して行う

共同研究を推進すると

ともに、若手研究者の

育成を目的とした国際

共同研究事業を実施す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

った上で、欧州側と協議し、新たに 2 課題を採択した。

（平成 27 年度支援件数：2 件） 
 
■国際共同研究教育パートナーシッププログラム（PI
RE プログラム） 
・米国国立科学財団 NSF と連携して行う国際共同研

究事業。予備申請 28 件、本申請 7 件を受け付け、振

興会において書面審査・合議審査を行った上で NSF
と協議し、新たに 2 課題を採択した。（平成 27 年度支

援件数：3 件） 
 
■スイスとの国際共同研究プログラム（JRPs） 
・スイス科学財団（SNSF）と新たに国際共同研究事

業を開始することを合意した。 
・SNSF と協議の上、課題の採択に向けた新たな審査

方法について合意に至り、平成 28 年度採択公募を開

始した。（平成 28 年度採択予定） 
 
 
■ 国際化学研究協力事業（ICC プログラム）】 
・NSF と連携して行う化学分野を対象とした国際共同

研究事業を実施した。（平成 27 年度支援件数：4 件） 
・平成 23 年度採択課題の終了を受けて、平成 27 年度

に事後評価を実施した。 
●事後評価の実施･公表実績 

実施課題数 評価結果 
1 C: 当初設定された研究計

画はある程度達成された。 
 

 
■ 多国間国際研究協力事業（G8 Research Councils 
Initiative）】 
・カナダ自然科学工学研究会議（NSERC）、フランス

国立研究機構（ANR）、ドイツ研究振興協会（DFG）、

ロシア基礎科学財団（RFBR）、英国研究会議（RCUK）、

米国国立科学財団（NSF）と、優れた多国間共同研究

を支援することを目的とする多国間国際研究協力事業

を実施した。（平成 27 年度支援件数：9 件） 
 

■ 災害からの回復力強化等に関する領域横断的研究

協力事業 
 

特に、一分野で 30 件という多くの申

請を受け付けたことからも、我が国

では数少ない社会科学分野の国際共

同研究を支援する本事業に対する高

い注目度が窺え、研究者のニーズに

的確に応える施策であると言える。 
また、国際共同研究教育パートナー

シッププログラム（PIRE プログラ

ム）において、アメリカ NSF とのパ

ートナーシップに基づき新規課題を

採択するなど、主要国学術振興機関

と密に協力して共同研究のさらなる

推進を図っている。さらに、新たに

スイスと国際共同研究事業を開始す

るなど、本事業を一層充実させるた

めの不断の努力を行っており、学術

研究活動のグローバルな展開に対応

するとともに、共同研究支援のネッ

トワークを一層推進するものとし

て、高く評価できる。 
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③ 研究教育拠点の形

成支援 
先端的又は地域共通

課題の解決に資する研

究分野において、世界

的水準又は地域におけ

る中核的な研究交流拠

点の構築とともに若手

研究者の育成を図る研

究拠点形成事業及び先

端研究拠点事業（継続

分）、アジア研究教育拠

点事業（継続分）を実

施する。 

・NSF と連携して行う国際共同研究事業を実施した。

（平成 27 年度支援件数：2 件）  
 
 

【研究教育拠点の形成支援】 
※研究拠点形成事業は、「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）

での指摘を受け、先端研究拠点事業、アジア研究教育

拠点事業、アジア・アフリカ学術基盤形成事業を統合・

メニュー化し、平成 24 年度から開始している。 
 
■ 研究拠点形成事業 
（A. 先端拠点形成型） 
・14 機関 32 課題を米英独仏等の 28 か国との間で実

施し、日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組

みで共同研究・セミナー・研究者交流を行った。 
・採用 3 年目の課題に対する中間評価を実施した。支

援期間終了後には、事後評価を実施する予定である。 
 実施課題数 評価結果 
中間評価 8 A：想定以上の成

果をあげつつあ

り、当初の目標

の達成が大いに

期待できる／ 
1 課題 
 
B：想定どおりの

成果をあげつつ

あり、現行の努

力を継続するこ

とによって目標

の達成が概ね期

待できる／7 課

題 
評価結果： 
http://www.jsps.go.jp/j-c2c/hyouka_a.html 
●交流国数：28 か国（26 年度：27 か国） 

アメリカ、イギリス、イタリア、インド、インドネシ

ア、オーストラリア、オランダ、カナダ、韓国、シン

ガポール、スイス、スウェーデン、スペイン、タイ、

台湾、中国、チリ、デンマーク、ドイツ、フィンラン

ド、フランス、ブラジル、ベトナム、ベルギー、マレ

ーシア、ノルウェー、ラオス、ロシア 
（B. アジア・アフリカ学術基盤形成型） 
 

 
 
 
・研究拠点形成事業「A.先端拠点形

成型」が対象とする国際的に競争の

激しい先端研究分野において、米英

独仏等の先進諸国28か国との間で交

流を実施し、日本と複数の先進諸国

との多国間交流の枠組みによる共同

研究・セミナー・研究者交流につい

て交流国数を前年度より増加して行

っており、先端研究分野における研

究交流拠点の構築や若手研究者の育

成を図る観点から評価できる。 
・当事業の中間評価で概ね想定どお

りの成果をあげつつある旨の評価を

受けており、中期計画の達成に向け

て順調に進捗している。 
 
・研究拠点形成事業「B.アジア・ア

フリカ学術基盤形成型」では、当該

地域共通課題の解決に資する研究分

野においてアジア・アフリカの 36 か

国と交流を実施し、多国間交流の枠

組みで共同研究・セミナー・研究者

交流について行っており、アジア・

アフリカ諸国の研究交流拠点形成の

推進や若手研究者の育成等に寄与す

るものと考えられ評価できる。 
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・18 機関 31 課題をアジア・アフリカの 36 か国との

間で実施し、日本と複数の交流相手国との多国間交流

の枠組みで共同研究・セミナー・研究者交流を行った。 
・本事業に採択された研究交流課題については支援期

間終了後にアンケートを実施した結果、拠点機関から

申請時の目標を達成でき、今後も相手国研究者との交

流を継続・発展するとの回答を得る等、我が国及び相

手国の拠点形成に寄与したことを確認した。 
●交流国数： 36 か国（26 年度：37 か国） 

インド、インドネシア、韓国、カンボジア、シンガポ

ール、スリランカ、タイ、台湾、中国、東ティモール、

フィリピン、ベトナム、マレーシア、ミャンマー、モ

ンゴル、ラオス、アラブ首長国連邦、イエメン、レバ

ノン、アルジェリア、ウガンダ、エジプト、エチオピ

ア、ガーナ、カメルーン、ギニア、ケニア、コートジ

ボワール、コンゴ、ザンビア、スーダン、タンザニア、

ナイジェリア、ブルキナファソ、マラウイ、南アフリ

カ 
 
 
■ 先端研究拠点事業 
・3 機関 3 課題を米英独仏等の 7 か国との間で実施し、

日本と複数の交流相手国との多国間交流の枠組みで共

同研究・セミナー・研究者交流を行った。 
・本事業に採択された研究交流課題については、採用

期間終了時に事後評価を行った。 
●事後評価の実施･公表実績 

 実施課題数 評価結果 
国際戦略型 3 A：当初の目標は

想定以上に達成

された／2 課題 
 
B：当初の目標は

想定どおり達成

された／1 課題 
※ 評価は A～D の 4 段階で実施 
評価結果： 
国際戦略型 
（http://www.jsps.go.jp/j-core_to_core/kokusai_kyoten_
shuryo.html） 
●交流国数：7 か国（26 年度：9 か国） 

アメリカ、イタリア、オランダ、スイス、スウェーデ

ン、ドイツ、フランス 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・先端研究拠点事業、アジア研究教

育拠点事業についても、それぞれ 3
機関による 3 課題（米英独仏等の先

進諸国 7 か国）、4 機関 6 課題（アジ

アの 10 か国）と継続課題を着実に実

施している。 
・当事業の事後評価で概ね当初の目

的は想定どおり達成されている旨の

評価を受けており、中期計画の達成

に向けて順調に進捗している。 
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■ アジア研究教育拠点事業 
・4 機関 6 課題をアジア 10 か国との間で実施した。 
・採用期間を終了した課題について事後評価を実施し

た。 
●中間･事後評価の実施・公表実績 

 実施課題数 評価結果 
事後評価 5 B：想定どおりの成

果をあげており、当

初の目標は達成さ

れた／3 課題 
 
C：ある程度成果が

あがり、当初の目標

もある程度達成さ

れた／2 課題 
※ 評価は A～D の 4 段階で実施 
評価結果： 
http://www.jsps.go.jp/j-acore/13_hyoka_acore_h18.html 
●交流国数： 10 か国（26 年度：10 か国） 

インド、インドネシア、韓国、シンガポール、タイ、

台湾、中国、フィリピン、ベトナム、マレーシア 
 
【審査・評価業務】 
（審査業務） 
・公募事業は国際事業委員会等において利害関係者の

取扱いに厳正を期しつつ、書面審査及び合議審査（ヒ

アリング審査を含む）を競争的な環境の下で行った。 
 審査委員に審査の手引等を配布して、審査基準及

び評価方法等を明確に示し、併せて利害関係者の

取り扱いについても周知し、公平で公正な審査体

制を維持した。 
 書面審査員の名簿は任期終了後に、合議審査を行

う国際事業委員会委員の名簿は任期中にホームペ

ージで公開するとともに、審査方針や審査方法も

公開し、審査の透明性確保に努めた。 
 研究課題の審査に当たり第一段審査結果の評点が

割れている研究課題については、第二段審査にお

いて慎重な審議を審査委員に依頼するなど、公正

な審査が行われるよう努めた。 
 審査の公正性の向上を一層図るべく、学術システ

ム研究センターを活用して書面審査結果の分析・

検証を行った。評点分布において他の審査委員と

乖離の見られる審査委員については、審査意見の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・書面審査及びヒアリングを含む合

議審査による重層的な審査を行うと

ともに、審査員名簿の公開や書面審

査結果の分析・検証によって、計画

に定めた透明・公正な審査を着実に

実施している。書面審査結果の分

析・検証においては評点分布の乖離

を着眼点とし、少数意見の妥当性に

も配慮している。 
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妥当性を慎重に検討すると共に、有意義な審査意

見を付した審査委員は顕彰するなどして、その結

果を翌年度の書面審査員選考に反映させた。 
 従来は科学研究費助成事業と特別研究員事業のみ

で用いられてきた審査員選考システムに国際交流

事業の審査員選考メニューを追加することで、前

年度まで学術システム研究センター研究員が紙の

記入用紙に手書きで行っていた選考作業を電子化

した。これにより、選考を行う研究員の作業負担

が軽減したほか、審査員候補者の所属機関の偏り

等のチェックが自動化されることで、人為的な作

業ミス・確認漏れの発生防止が可能になり、作業

効率が向上した結果、作業完了までに要した期間

は前年度の 41 日から 33 日へと短縮された。 
 

（評価業務） 
・上述のとおり、「日独共同大学院プログラム」、「先端

研究拠点事業」、「アジア研究教育拠点事業」、「日中韓

フォーサイト事業」、「国際化学研究協力事業（ICC プ

ログラム）」の 5 事業において、事業の成果及び効果を

把握するため、採用を終了した課題に対する事後評価

を実施したほか、「日独共同大学院プログラム」、「研究

拠点形成事業（A.先端拠点形成型）」及び「日中韓フォ

ーサイト事業」においては採用 3 年目の課題に対して、

事業の進捗状況等を確認し、適切な助言を行うととも

に、その課題を継続すべきかどうかを判断するため中

間評価を実施した。事後評価、中間評価いずれの結果

も報告書とともにホームページに公開した。 
 
 
【事業説明会の実施】 
大学等研究機関からの要望に応えて事業説明会に赴

き、国際交流事業の制度や募集の内容等に係る認知度

の向上と理解の促進に努めた。 
○平成 27 年度事業説明会対応実績 
開催場所 日時 
EU 代表部（東京都） 平成 27 年 4 月 22 日 
早稲田大学（東京都） 平成 27 年 7 月 17 日 
横浜国立大学（神奈川県） 平成 27 年 7 月 22 日 
岩手大学（岩手県） 平成 27 年 7 月 24 日 
EU 代表部（東京都） 平成 27 年 10 月 14 日 

 
 
 
・審査員選考を電子的に行えるよう

にすることで、選考に係る作業負担

を軽減すると共に、作業の正確性・

効率性を高めたことは、着実かつ効

率的な運営により業務の質を向上さ

せるための取組として高く評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
・中間･事後評価を実施し、結果をホ

ームページに公開することで、事業

の成果及び効果の把握と発信に努め

ていることは、評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大学等研究機関からの要望に応え、

国際交流事業に関する説明会を全国

で実施し、認知度の向上と理解の促

進に努めている。 
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４．その他参考情報 
特になし 

  

農林水産技術会議事務局 
（茨城県） 

平成 27 年 11 月 25 日 

インド大使館（東京都） 平成 27 年 12 月 4 日 
EU 代表部（東京都） 平成 27 年 12 月 11 日 
名古屋大学（愛知県） 平成 28 年 2 月 22 日 
関西学院大学（兵庫県） 平成 28 年 3 月 15 日 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－２ 
３ 強固な国際協働ネットワークの構築 
（２）国際研究支援ネットワークの形成 
① 諸外国の学術振興機関との連携 
② 研究者ネットワークの強化 
③ 海外研究連絡センターの戦略的展開 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第15条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及び研

究の推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
政策評価：27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（政府の「科学技術イノベーション総合戦略 2015」においては「世界トップレベルの研究者を呼び込む優れた研究環境と高い研究水準を誇る研究拠点の整備」及び「我

が国の基礎研究の向上に資するような国際協力によるオープンイノベーション拠点の形成や戦略的な国際共同研究の促進等」が謳われている。振興会が進める国際研究支援ネットワー

クの形成は、諸外国の学術振興機関との連携を構築・強化して国際研究協力に向けた共通原則を形成・確認すると共に、我が国に関心を有する外国人研究者や、海外で活躍する日本人

研究者のネットワーク構築等を通じて、優れた研究者を海外から我が国へ呼び込み、我が国をハブとした国際共同研究の促進に貢献するものであり、上記目標の達成に向けて主要な役

割を果たすことから、その重要性は極めて高い。） 

難易度：「高」（諸外国の学術振興機関との連携は、国際研究ネットワークの強化を我が国主導で進める上で重要であるが、諸外国の学術振興機関とのネットワークを形成するための国

際会議を開催し、国際研究協力体制の構築に向けた参加機関間での討議に我が国の意見を反映させつつ合意を形成するためには非常に高度な国際交渉能力と調整能力が必要であり、そ

の難易度は極めて高い。また我が国での研究滞在経験を有する外国人研究者や、海外で活躍する日本人研究者の間にネットワークを形成するためには、データベース等のインフラを整

備すると共に、振興会本部と海外研究連絡センターが緊密に連携しつつ、世界各地でネットワーキング会合を開催することに加え、ニューズレター等の発行を通じた情報発信など、き

め細かなフォローアップも行っていく必要があり、実施に当たっての難易度は高い。） 
参考 URL アジア学術振興機関長会議共同シンポジウム  

http://www.jsps.go.jp/english/asiahorcs/7th_asiahorcs.html  
アジア学術振興機関長会議 http://www.jsps.go.jp/english/asiahorcs/meetings/9th/index.html 

日中韓フォーサイト事業 http://www.jsps.go.jp/j-foresight/index.html 招へい研究者への交流支援、研究者ネットワークの強化 http://www.jsps.go.jp/english/e-plaza/index.html 
外国人研究者再招へい事業（BRIDGE Fellowship Program） 
http://www.jsps.go.jp/j-plaza/bridge/index.html 

Life in Japan for Foreign Researchers 2016-2017 来日外国人研究者のための生活ガイドブック 

https://www.jsps.go.jp/english/e-plaza/51_lifeInJapan.html  
留日経験研究者データベース 
http://www.jsps.go.jp/j-affiliated/index.html 

海外研究連絡センターにおける調査・情報収集 http://www.jsps.go.jp/j-kaigai_center/overseas_news.html 

グロ－バルリサーチカウンシル(GRC) 
http://www.jsps.go.jp/j-grc/index.html 

科学上のブレークスルーに関するグローバルシンポジウム 

http://www.jsps.go.jp/j-grc/grc2015tokyo/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

ASIAHORCs 共同シ

ン ポ ジウ ム参 加国

数・参加者数 

 
9 ヶ国 30 名 8ヶ国 56名 8ヶ国 50名 8 ヶ国 49 名   

決算額（千円） 7,622,879 7,681,227 7,323,157 

  

北東アジアシンポジ

ウム参加者数 
 

26 名 37 名 58 名 
同上 

（合同開催） 
  

日中韓フォーサイト  1/2 課題 2/2 課題 1/2 課題 1/1 課題   



【27 年度評価】項目別-72 
 

事業の事後評価が B
以上(※)の課題数 

従事人員数 28 29 28 

  

JSPS 同窓会会員数  3,997 名 4,635 名 5,825 名 6,595 名   
海外研究連絡センタ

ーによるシンポジウ

ム等の開催数 

 
80 件 58 件 71 件 81 件   

 (※)4 段階評価の上位二つ目まで                                                                            注）決算額は支出額を記載。 



【27 年度評価】項目別-73 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(2) 国際研究支援ネ

ットワークの形成 
多国間の学術振

興機関ネットワー

クの強化・発展、振

興会事業経験者の

活動への支援、海外

研究連絡センター

の活動を通して、国

際研究支援ネット

ワークを充実させ

る。 

(2) 国際研究支援ネ

ットワークの形成 
地球規模課題や

世界各国の学術振

興上の共通の課題

の解決に向けて議

論を行うための、多

国間の学術振興機

関ネットワークを

強化・発展させる。 
また、我が国での

研究滞在を終え、母

国に帰国した外国

人研究者のネット

ワーク強化を図る

ため、振興会事業を

経験した研究者コ

ミュニティの活動

の支援を行う。 
海外研究連絡セ

ンターにおいては、

学術研究ネットワ

ーク形成支援や我

が国の大学等の研

究教育環境のグロ

ーバル化のための

拠点としての機能

を果たす観点から、

世界の学術振興機

関との関係構築、大

学の海外展開の支

援、セミナー、シン

ポジウムの開催等

を実施する。 

(2) 国際研究支援ネット

ワークの形成 
① 諸外国の学術振興機

関との連携 
諸外国の学術振興機

関とのネットワークを

強化・発展させるべく、

第４回グローバルリサ

ーチカウンシル（GRC）

年次会合を東京で開催

し、世界各国の学術振興

機関と各国共通の課題

に係る認識を共有する

とともに、その課題解決

に向けた取組を進める。 
また、G8 メンバー国

の代表的な学術振興機

関の長が全地球的諸問

題や科学技術政策等の

共通の関心事について

自由に討論する先進８

か国学術振興機関長会

議（G8-HORCs）、アジ

ア１０か国の学術振興

機関長がアジア地域共

通の課題解決やネット

ワーク構築に向けた学

術振興と若手研究者育

成のために広く意見交

換を行うアジア学術振

興 機 関 長 会 議

（ASIAHORCs）、及び

日中韓を中核としたハ

イレベルな研究活動促

進に向けた議論を行う

日中韓学術振興機関長

会議（A-HORCs）を実

施する。 

＜主な定量的指標＞ 
・ASIAHORCs 共同シ

ンポジウム参加国数・

参加者数 
 
・北東アジアシンポジ

ウム参加者数 
 
・日中韓フォーサイト

事業終了時評価、中間

評価、事後評価が B 以

上の課題数 
 
・JSPS 同窓会会員数 
 
・海外研究連絡センタ

ーによるシンポジウム

等の開催数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 諸外国の学術振興

機関との連携・協

力強化の状況 
 振興会事業経験

者、海外研究連絡

センターの活動を

通じた国際研究ネ

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）につい

て、中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の

実績を上げた。 
【諸外国の学術振興機関との連携】 
■ グローバルリサーチカウンシル（Global Researc
h Council: GRC） 
（年次会合） 
（第 4 回 GRC 東京年次会合） 
・平成 27 年 5 月に振興会主催で第 4 回 GRC 東京年

次会合を開催した（共催：南アフリカ国立研究財団

（NRF）、協力機関：科学技術振興機構（JST）及び

南アフリカ科学技術省（DST））。 
当会合は、世界の学術振興機関関係者を招き我が国

で行われた会合としては過去最大級のものであり、

会議冒頭では安倍総理大臣からのビデオ・メッセー

ジが寄せられた。ビデオ・メッセージはイノベーシ

ョンが社会にもたらすインパクトについて触れ、科

学の分野では研究者独自の自由な発想に基づく、独

創的で多様な研究がイノベーションを生み出すこと

と、基礎研究をしっかり支援し、未来へ投資するこ

とへの重要性を強調するとともに、研究者交流や共

同研究を通じて日-アフリカ間の科学の絆を深めてい

きたいという今後の展望が示された。 
会議では、「科学上のブレークスルーに向けた研究

費支援」と「研究・教育における能力構築」という 2
 つの議題に沿って、47 か国から集まった 56 の学術

振興機関長等が、研究支援を取り巻く課題を共有し、

学術振興機関が果たしていくべき役割について議論

を交わした。議論の成果として、「科学上のブレーク

スルーの支援のための原則に関する宣言」及び「研

究・教育の能力構築のためのアプローチに関する宣

言」と題する 2 つの成果文書が採択された。 
振興会は開催国として討議用資料や成果文書案の

作成から会議での議論、取りまとめに至る全ての過

程において積極的にリーダーシップを発揮し、世界

各国の学術振興政策に多大な影響を及ぼす成果文書

に日本の意見を広く反映させることに成功した。 
なお、年次会合のプログラムや成果文書、総理大

評定 S 評定 Ｓ 
＜評定と根拠＞ 
・グローバルリサーチカウンシル第 4
回年次会合を東京において主催し、各

国共通の課題解決に向けて世界の学

術振興機関の議論をリードしつつ会

合を成功に導いたことは、日本を代表

する学術振興機関として、世界におけ

る我が国のプレゼンスを大いに高め

るものとして非常に高く評価できる。 
特に、世界各国における今後の学術振

興に関する議論・政策・プログラムの

決定に大きな影響を及ぼすGRC年次

会合の成果文書を振興会主導のもと

で取りまとめたことの意義は大きい。 
また、年次会合開会に際し、総理大臣

からのビデオ・メッセージにおいて、

基礎研究支援の重要性を内外に発信

し、我が国の学術振興方策を関係者に

広く発信・共有できたことは、極めて

有意義であったと評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
振興会が築いた世界各国の学術振

興機関からの信頼と協力のもと、学術

の国際連携において、世界各国を代表

する多数の学術振興機関の長が一堂

に会する国際会議としては我が国に

おいて史上初めてとなるグローバル

リサーチカウンシル（GRC）第 4 回

年次会合を東京において主催し、事務

局による正確かつ迅速な事務処理に

より円滑に運営され、各国共通の課題

解決に向けて世界の学術振興機関の

議論をリードしつつ会合を成功に導

いたこと、また、第 4 回年次会合に

おいて総理のビデオ・メッセージによ

りライフサイエンス分野を含めた研

究及びイノベーション政策の重要性

を国内外へ強く発信し、その結果、ア

フリカの感染症対策の国際共同研究

の新設につながったこと、また、GRC
における活動が評価されて振興会理

事長が GRC 理事会の議長に GRC と

して初めて 2 期連続で選出されたこ

とは、中期計画の所期の目標を量的及

び質的に上回る顕著な成果が得られ

ていると認められ非常に高く評価で

きる。 
なお、GRC 第 4 回年次会合の開催

に際しては、中期計画で想定された目

標を上回る次の成果が達成されてい

る。 
①  本会合では世界各国の学術振

興政策にも影響力のある GRC 年

次会合の成果文書の採択に成功

した。成果文書の作成過程におい

て、我が国の主張を成果文書に反

映させ、学術研究振興の重要性を



【27 年度評価】項目別-74 
 

ま た 、 ASIAHORCs
の共同事業として開催

される若手研究者育成

を目的としたシンポジ

ウム、A-HORCs 参加機

関間で実施される北東

アジアシンポジウム及

び日中韓フォーサイト

事業を実施する。 
加えて、我が国とアフ

リカ地域諸国との学術

交流コミュニティを形

成するため、同地域の学

術振興機関間のネット

ワーク化の取組を実施

するとともに、大学間、

研究者間のネットワー

ク化を図る。 

ットワークの拡

大・強化の状況 
 積極的な情報発信

の状況 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・学術振興機関長会議

で取り上げられた課題

の解決に向けて近い将

来、新たな国際共同研

究プログラムが立案さ

れることを期待した

い。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
・我が国の国益に留意

しながら、振興会が諸

外国の学術振興機関と

連携して、更なる学術

交流の進展に努力する

ことを期待する。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価（再掲）】 
 
・我が国の大学・研究

機関のグローバル化の

促進に資するために、

日本の学術研究成果に

魅せられて日本の大学

や研究機関での研究を

希望する有能な外国人

研究者を発掘や、諸外

国の大学・研究機関で

活躍している日本人研

究者等のネットワーク

を形成する努力も期待

したい。 

臣のビデオ・メッセージ等は振興会のウェブサイト

で閲覧・視聴可能とすることで、成果の公開に努め

ている。（https://www.jsps.go.jp/j-grc/index.html） 
 
○第 4 回 GRC 回年次会合開催概要 
開催期間 平成 27 年 5 月 27～28 日 
開催場所 ホテルオークラ東京（東京） 
参加国・機関数 47 ヶ国・56 機関 
参加者総数 156 名 

 
（科学上のブレークスルーのためのグローバルシン

ポジウム） 

・GRC 年次会合に先立ち、サイドイベントとして科

学上のブレークスルーのためのグローバルシンポジ

ウムを開催した。文部科学大臣による特別講演のほ

か、ノーベル賞受賞者や各国の学術研究支援機関の

代表者、科学・学術研究に造詣の深い識者による講

演・パネルディスカッションが行われた。科学上の

ブレークスルーにつながる基礎研究支援のあり方

や、グローバル研究ネットワークの促進にむけた共

通理解が図られ、国内外の科学技術政策関係者を中

心とした約 500 名が参加した。 

開催に当たっては社会からの関心を高めるため報

道発表等を通じて事前の広報に努めたほか、専用ウ

ェブサイトを制作して講演者・プログラムの案内や

参加申込み、更には議論の模様をライブ配信するな

ど、より多くの一般市民が参加・視聴の機会を得ら

れるように配慮した。（https://www.jsps.go.jp/j-g

rc/grc2015tokyo/index.html） 

また、シンポジウムの議論の内容をリーフレット

にまとめ、関係各所に配布、振興会ウェブサイトに

電子版を公開し、広報に努めた。 

○科学上のブレークスルーに関するグローバルシン

ポジウム開催概要 

開催期間 平成 27 年 5 月 26 日 
開催場所 ホテルオークラ東京（東京） 
講演者（パネリス

ト含む） 
フランス・コルドバ、 
ポール・ボイル、根岸 英一、 
アーリング・ノルビー、 
ペーター・ シュトローシュナ

イダー、ジャン・ピエール・ 

 
 
 
 
 
年次会合のサイドイベントである

「科学上のブレークスルーのための

グローバルシンポジウム」では、約

500 名の参加があり、市民、学術研究

支援機関、政策関係者間の対話の機会

をもたらし、多くの関係者の関心を高

めたことは評価できる。さらに平成

27 年 5 月から理事長が GRC の理事

会議長として運営をリードするとと

もに、アジア太平洋地域会合に出席

し、国際研究支援ネットワークの構

築・強化に積極的に取り組んでおり評

価できる。 
 
 
・振興会、南アフリカ国立研究財団

（NRF）及び国連大学サステイナビ

リティ高等研究所との共催でアフリ

カの研究教育の能力構築に関するラ

ウンドテーブルを開催し、アフリカ地

域の若手研究者、学術振興機関間及び

我が国とアフリカ地域の研究者間の

ネットワーク化に取り組んだことは

評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国際的な共通認識として確立す

ることに成功した。さらに、審議

会において GRC 成果文書でとり

まとめた議論をフィードバック

し、成果文書のエッセンスである

学術研究振興の重要性が、政府の

第5期科学技術基本計画において

初めて盛り込まれるとの成果を

挙げている。 
 また、海外の機関においても同

会合の成果文書を受けた国際会

議が複数実施、計画されているな

ど、同会合の成果は波及効果を生

んでいる。 
②  GRC 第 4 回年次会合において

振興会理事長がGRCを代表する

理事会の議長に選出されたこと

は、学術の世界における我が国の

プレゼンスを大きく高めた。これ

により、例えば、スイス等の学術

振興機関からの要請を受け新た

に全ての研究分野を対象とした

国際共同研究事業が開始される

など我が国の国際共同研究の推

進・強化に好影響を与えた。さら

に、GRC における平成 27 年ま

での活動が評価され、振興会理事

長は、平成 28 年 5 月の GRC 第

5 回年次総会において GRC 理事

会の議長に GRC として初めて 2
期連続で選出された。 

③  第 4 回年次会合開会に際し、

総理のビデオ・メッセージにおい

て、基礎研究支援の重要性、我が

国の学術振興方策及びアフリカ

との科学技術協力の強化を内外

に発信したことが、各国の参加者

からも高く評価されていること、

また、同ビデオ・メッセージで述

べられたアフリカの感染症対策

の国際共同研究事業が新たに平
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【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
・多くの国々が参加す

る学術振興機関長会議

で取り上げられる地球

的諸問題の解決に向け

ての学術研究の役割に

係る議論において、特

にアジア・アフリカに

おける課題に関連し

て、振興会には強いリ

ーダーシップを発揮

し、課題の克服に向け

ての我が国の姿勢を示

してもらいたい。【外部

評価委員指摘 25 年度

評価】 
 
・世界各国で本務を持

つ日本人研究者のデー

タベース構築のより一

層の加速化を図り、こ

れらの人材を活用した

国際共同研究事業の推

進を誘導するなど、世

界レベルの研究開発へ

の関心を喚起すること

は、進学率が著しく減

少している我が国の博

士後期課程への進学率

向上のための一つの手

段として有効である。

このような取り組みの

強化について、振興会

において検討の上で早

急に実施してもらいた

い。【外部評価委員指摘

25 年度評価】 
 

ブルギニョン、中村 道治 
参加国数 56 か国 
参加者総数 489 名 

 
（アフリカの研究教育の能力構築に関するラウンド

テーブル） 
・GRC 年次会合に先駆けたもう一つのサイドイベン

トとして、アフリカの研究教育の能力構築に関する

ラウンドテーブルを主催した（共催：南アフリカ国

立研究財団（NRF）、国連大学サステイナビリティ高

等研究所、後援：在京南アフリカ大使館）。アフリカ

諸国の若手研究者や学術振興機関から 75名の参加を

得て、アフリカを中心とした新興国における若手研

究者の研究能力構築について活発な議論を行い、そ

の結果はＧＲＣ年次会合に報告された。また、ラウ

ンドテーブルの開催に併せ、アフリカ諸国での研究

や人材育成等に取り組んでいる国内外の機関による

ポスターセッションを行った。ポスターセッション

には国内の大学・研究機関に加え、在京南アフリカ

大使館をはじめとする外国の機関も複数出展し、互

いの活動を紹介し合うなどして交流を深めた。 
○アフリカの研究教育の能力構築に関するラウンド

テーブル開催概要 
開催期間 平成 27 年 5 月 26 日 
開催場所 ホテルオークラ東京（東京） 
参加者総数 75 名 
ポスターセッシ

ョン参加機関数 
19 機関 

 
（アジア・太平洋地域会合） 
・平成 27 年 12 月 3～4 日にオーストラリア研究会議

（ARC）主催の GRC アジア・太平洋地域会合がオー

ストラリア（キャンベラ）に参加し、「学際研究」及

び「研究における女性の地位と平等」をテーマに議

論した。振興会は「学際研究」のディスカッション

リーダーとして各国の議論の取りまとめに貢献し

た。 
 
（GRC 運営委員会） 
・振興会は GRC 運営委員会（Executive Support 
Group）のアジア・太平洋地域代表メンバーに選出さ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成 27 年度から開始したこと、ま

た、同メッセージで述べられた日

本の研究費支援の改革について

は、その後の科研費改革として具

体化された。 
④  さらに、振興会が GRC 年次会

合のサイドイベントとして、一般

に公開して開催した「科学上のブ

レークスルーのためのグローバ

ルシンポジウム」では、下村文部

科学大臣（当時）が学術研究・基

礎研究の重要性について、強いメ

ッセージを打ち出した。同シンポ

ジウムは、489 名の参加を集め、

市民、学術研究支援機関、政策関

係者間の対話の機会をもたらす

とともに、インターネット中継に

より会場参加者以外にも広く議

論の様子を発信し、学術振興のあ

り方について多くの関係者の関

心を高めた。また、アフリカの協

力機関と共催でラウンドテーブ

ルを開催し、若手研究者に焦点を

当てたアフリカ諸国との研究ネ

ットワーク強化に取り組んだ。 
①～④の取組とその成果は、中期計

画における目標を超えて顕著な成果

を得られていると言え非常に高く評

価できる。 
ASIAHORCs 及び第 7 回共同シン

ポジウム、A-HORCs を振興会が日本

（沖縄）で主催し、8 か国から 49 名

の参加者を集めて我が国の取組を発

信したことは、アジア地域における学

術振興機関とのネットワークを強化

するとともに、日本が両会合を主導す

ることで当該地域における日本のリ

ーダーシップや学術研究の水準の高

さを対外的に示し、我が国のプレゼン

スを高めるものと捉えられ高く評価

できる。 
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れ、GRC 全体の運営に貢献した。 
 
 
■ 先進 8 か国学術振興機関長会議 
・平成 27 年度は、政治情勢の悪化のため、G8HOR
Cs 自体の開催は見送られたが、GRC 年次会合時に、

G8HORCs メンバーと個別に交流を図った。 
 
■ アジア学術振興機関長会議（ASIAHORCs） 
・平成 27 年度は、11 月 10～11 日にかけて、振興会

の主催により、日本（沖縄）で日中韓学術振興機関

長会議（A-HORCs）と合同開催した。アジア 8 ヶ国

（日本、中国、インド、インドネシア、韓国、フィリピ

ン、タイ、ベトナム）が参加し、振興会からは安西理

事長が出席した。「アジア諸国における科学技術政策

の動向」をテーマに、プレゼン及び質疑応答、意見

交換を行い、関係諸国との連携・協力強化に努めた。

  
・ASIAHORCs の協同事業として、アジア地域の共

通課題となっている研究分野での若手研究者の参加

に重点を置き、相互ネットワークを深めることを目

的とする共同シンポジウムを、平成 27 年度は北東ア

ジアシンポジウムと合同で沖縄にて開催し、8 ヶ国か

ら 49 名が参加した。第 7 回となる今回は「ケミカル

バイオロジー」に関する各テーマについての報告と

活発な議論が行われた。 
 
■ 日中韓学術振興機関長会議（A-HORCs） 
・平成 27 年度は、振興会の主催により、日本（沖縄）

でアジア学術振興機関長会議（ASIAHORCs）と合

同で開催し、振興会からは安西理事長が出席した。「ブ

レークスルーを促す研究助成」をテーマとし、プレゼ

ン及び質疑応答、意見交換を行い、日中韓 3 カ国の

連携・協力強化に努めた。 
・A-HORCs において重要とされた研究テーマに基づ

き、翌年には当該テーマにおける日中韓の研究者が

一同に会し、国際共同研究開始につながるネットワ

ーク構築を目的とする「北東アジアシンポジウム」

を開催するとともに、そのさらに翌年には、当該テ

ーマに基づき、日中韓３カ国を中核としたアジア地

域における世界的水準の研究拠点構築等を支援する

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ASIAHORCs 及び第 7 回共同シン

ポジウム、A-HORCs を振興会が日本

（沖縄）で主催し、我が国の取組を発

信したことは、アジア地域における学

術振興機関とのネットワークを強化

するとともに、当該地域における日本

のリーダーシップを対外的に示し、我

が国のプレゼンスを高めるものと捉

えられ高く評価できる。 
 
・ASIAHORCs の協同事業として開

催された若手研究者育成を目的とす

るシンポジウムを、関係諸国との協力

のもと成功裏に開催した。 
 
・平成 17 年度の日中韓フォーサイト

の開始より（A-HORCs は平成 15 年

度、北東アジアシンポジウムは平成

16 年度に開始）、これまで 12 のテー

マに基づきシンポジウムを開催（平成

27 年の開催テーマは「ケミカルバイ

オロジー」）、11 のテーマに基づき日

中韓 3 カ国による世界的水準の研究

拠点の構築等を支援（平成 27 年の募

集テーマは「オートファジー」）する

など、日中韓 3 カ国における重要な

課題について、ネットワークの構築及

び国際共同研究の深化につながって

いる。 
 
・A-HORCs において重要と認められ

た課題について、北東アジアシンポジ

JSPS 同窓会の会員数が前年度よ

り 770 名増加し、平成 28 年 3 月末現

在で 6,595 名に達し、平成 24 年度時

点会員数と比較して約 1.6 倍となっ

たこと及び 2 つの同窓会が新たに設

立されたことは、日本に関心を有する

海外研究者ネットワークが大きく強

化されたと言え、実績として高く評価

できる。 
ブラジル・サンパウロに「サンパウ

ロ海外アドバイザー」を新設し、体系

的に情報収集を行う範囲を拡大し、ま

た海外研究連絡センターと海外アド

バイザーが収集した情報を提供する

ために新たに立ち上げたポータルサ

イトは、データベース形式にて情報の

キーワード検索が行える等利便性を

備えたものとなっており、国内大学関

係者らへの情報収集・発信力を強化し

たことは評価できる。 
以上に加え、本項目は、重要度及び

難易度が高いものである点を考慮す

ると、中期計画における所期の目標を

量的及び質的に上回る顕著な成果が

得られていると認められるため、評定

を S とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 会議の議論、取りまとめ等におい

て、我が国のプレゼンスを高めるよう

引き続き戦略性を持って参加するよ

う努めること。 
 
＜その他事項＞ 
特になし。 
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「日中韓フォーサイト事業」を実施。このように、A
-HORCs において日中韓３カ国にとって重要とされ

たテーマを、研究者のネットワーク構築及びその後

の国際交流推進による研究水準の構築につなげるな

ど、学術振興機関長会議の決定内容を研究者の取組

に反映させる仕組を設けている。 
・A-HORCs において重要と認められた課題に関して

開催する北東アジアシンポジウムでは、平成 27 年 1
1 月 9 日～10 日に日本（沖縄）において ASIAHOR
Cs 共同シンポジウムと合同で第 17 回シンポジウム

を開催し、「ケミカルバイオロジー」をテーマに 8 か

国から 49 名の研究者が参加し、ネットワークの構築

が図られた。 
 
■ 日中韓フォーサイト事業 
・北東アジアシンポジウムの実施分野において公募

を行い、新規採択 2 件を含む 6 機関 11 課題を実施し、

日中韓の枠組みで共同研究・セミナー・研究者交流

を行った。 
・採用 3 年目の課題について中間評価を行った。ま

た、5 年間の採用期間を終了した課題について事後評

価を実施した。 
●終了時･中間・事後評価の実施・公表実績 

 実施課題数 評価結果 
中間評価 2 B：想定どおりの成

果をあげつつあり、

現行の努力を継続

することによって

目標の達成が概ね

期待できる／1 課

題 
C：ある程度の成果

をあげつつあるが、

目標達成のために

は一層の努力が必

要である／1 課題 
 

事後評価 1 B：想定どおりの成

果をあげており、当

初の目標は達成さ

れた／1 課題 
 

※ 評価は A～D の 4 段階で実施 
評価結果： 

ウムを ASIAHORCs 共同シンポジウ

ムと合同で沖縄にて開催し、8 か国か

ら 49 名の参加者を集めて着実に実施

したことで、日中韓フォーサイト事業

につながる研究者ネットワーク形成

の機会を提供したことは評価できる。

とくに日本の沖縄科学技術大学院大

学（OIST）の協力を得て開催したこ

とにより、日本の科学技術研究のレベ

ルの高さを示すことが出来たことは、

高く評価できる。さらに前年度からシ

ンポジウムの対象を若手研究者にも

広げ、若手研究者の育成・ネットワー

ク構築にも貢献した。 
 
・日中韓フォーサイト事業について

は、北東アジアシンポジウムの実施分

野において公募を行い、新規採択 2
件を含む 11 件の交流支援を行うこと

により、日中韓 3 か国を中核とした

アジアにおける研究拠点の構築に寄

与したことは評価できる。 
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http://www.jsps.go.jp/j-foresight/11_hyouka.html  
 

   ② 研究者ネットワーク

の強化 
振興会事業を終えて

帰国した研究者のネッ

トワーク強化を図るた

め、世界１４か国におい

て形成された研究者コ

ミュニティによる活動

を支援する。また、海外

研究連絡センター等の

協力を得ながら、新たに

体制が整った研究者コ

ミュニティの活動を支

援する。 
また、日本への滞在経

験を持つ諸外国の研究

者や、諸外国との研究協

力に関心を持つ海外在

住者を含む日本人研究

者等の情報を集めたデ

ータベースを運用し、登

録者間のネットワーク

強化を図る。 

 【研究者ネットワークの強化】 
・振興会事業経験者による研究者コミュニティ（JSPS
同窓会）については、既存の 14 か国のコミュニティ

が行う諸活動（シンポジウム・年次総会の開催、Web
やニューズレターを通じた広報など）の支援を行っ

た。また、デンマーク及びネパールにて新規の同窓

会が設立され、16 か国となった。同窓会会員数は平

成 28 年 3 月末現在で 6,595 名（前年度 3 月末 5,825
名）へと 1 年間で 770 名増加しており、会員に対し

ては振興会の英文ニューズレター（JSPS Quarterly）
を送付して情報提供に努めている。 
 また、ドイツ語圏同窓会の 20 周年シンポジウムを

平成 27 年 10 月 6 日に明治大学（東京）で開催した。

振興会とドイツ語圏同窓会の共催で実施した本シン

ポジウムには、同窓会員をはじめ、117 名の参加があ

り、日本人研究者との交流強化に寄与した。タイ同

窓会では、定例のシンポジウムに加え、国際学術セ

ミナーを開催した。タイ・バングラデシュ・フィリ

ピン同窓会長が一堂に会する初のセミナーとなり、

同窓会の連携を強め、JSPS 事業経験者同士の交流を

推進する契機となった。 
 
・海外研究連絡センター等の協力を得ながら、各国

の研究者コミュニティに所属する研究者に対し、再

度来日して日本人研究者との研究協力関係を形成・

維持・強化する機会を提供することを目的に、外国

人研究者再招へい事業（BRIDGE Fellowship 
Program）を実施し、37 名の研究者を招へいした。 
 
・日本への留学・滞在経験を有する海外の研究者と

の国際的な研究協力に関心を持つ日本人研究者が情

報を登録する留日経験研究者データベース

（Japan-Affiliated Research Community Network: 
JARC-Net）において約 1,961 名（平成 28 年 3 月末

現在、前年度 3 月末 1,793 名）の登録を得るととも

に、登録者に対して各種国際交流事業や会議開催案

内などの情報提供を行い、交流機会の拡大に努めた。 
 

・JSPS 同窓会の積極的な広報活動を

通じて会員数が昨年より 700 名以上

も増加したことは、日本に関心を有す

る海外研究者ネットワークを強化す

るものであり、高く評価できる。 
・既存の 14 か国の研究者コミュニテ

ィが行うシンポジウム等の諸活動を

支援するのみならず、デンマーク・ネ

パールの 2 か国において新規同窓会

を設立したことは、研究者ネットワー

クを強化するものであり、非常に高く

評価できる。また、顕著に増加してい

る同窓会会員に対して継続的に情報

提供を行うことで、帰国した研究者の

ネットワークを維持・強化しているこ

とも、高く評価できる。 
・ドイツ語圏同窓会の 20 周年シンポ

ジウム及びタイにおける国際学術セ

ミナーの開催は、同窓会継続の大きな

成果であり、国を超えた同窓会の結び

つきを強めるとともに、日本人研究者

を含む研究者同士の交流を推進する

ものとして、高く評価できる。 
 
・外国人研究者再招へい事業におい

て、37 名の研究者の再招へいを実施

し、振興会事業を終えて帰国した研究

者及び日本人研究者のネットワーク

の維持・強化に資する取組を計画通り

遂行しており、評価できる。 
 
・JARC-Net において、前年度に比べ

168 名増の 1,961 名の登録者を得て

おり、過去の交流により培われたネッ

トワークの維持・強化が順調に進んで

いる。さらに、登録者に対して各種国

際交流事業や会議開催案内等の情報

提供を行うことにより、新たな交流に

結びつけ、ネットワーク強化を図る環
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境の整備を進めていることは評価で

きる。また、研究者ネットワークの強

化は、研究者が国際共同学術研究を進

める上で有益な支援環境となりつつ

あるという点でも評価できる。 
 

   ③ 海外研究連絡センタ

ーの戦略的展開 
我が国の研究者や大

学等研究機関の国際的

なネットワーク形成を

支援する拠点としての

機能を果たす観点から、

学術振興機関との関係

構築、セミナー・シンポ

ジウムの開催、我が国の

大学の海外展開の支援

を行う。海外の学術動向

や高等教育に関する情

報収集・調査について

は、センター所在国・地

域に加え、現行のセンタ

ーではカバーすること

が困難な国・地域におけ

る体系的な情報収集及

び国内への情報発信の

充実を図る。 
我が国の大学の海外

展開支援においては、海

外の学術動向や高等教

育に係る情報を大学関

係者に提供することに

加え、将来的な大学の国

際交流を担当する職員

の育成を目的として若

手職員を対象に「国際協

力員」として海外実地研

修を行う機会を提供す

る。 

 【海外研究連絡センターの戦略的展開】 
・諸外国の学術振興機関や内外の大学等との共催で

年間を通じて 81 回の学術シンポジウム等を開催し、

日本の優れた研究者による最先端の研究成果等を世

界に向けて発信した。現地において関係機関との強

固な協力関係を構築し、積極的な広報に努め、これ

らのイベントには延べ約 6,400 名を集めた。 
・中でもカイロセンターでは、平成 28 年 1 月、カイ

ロ大学（エジプト）に、センター開設 30 周年を記念

したシンポジウムを開催した。シンポジウムは「日

本とエジプトの学術研究交流」をテーマに、日エジ

プトの研究者や学術関係者等、150 名を超える参加を

得て、エジプトと日本の学術交流の歴史を振り返る

とともに、今後の展望についても活発な議論が交わ

された。 
●シンポジウム等開催件数 

海外センター名 
開催件数 

参加者 50 名

以上 
参加者 50 名

未満 
合計 

ワシントン 2 0 2
サンフランシスコ 5 0 5
ボン 1 1 2
ロンドン 5 2 7
ストックホルム 12 7 19
ストラスブール 2 13 15
バンコク 6 0 6
北京 2 0 2
カイロ 3 10 13
ナイロビ 2 8 10

計 40 41 81
 
 
 
・各国において現地在住の日本人研究者の会合・勉

強会の開催、データベースの整備など、海外での研

究者ネットワーク構築のための活動を積極的に展開

した。 

・海外研究連絡センターにおいて現地

の学術振興機関や大学等と共催でシ

ンポジウム等を開催し、日本の最新の

学術情報を発信することで、センター

設置国を中心に新たな研究者ネット

ワークの構築を着実に促進している。

特に、カイロ研究連絡センターの設立

30 周年の節目を活用して大規模なシ

ンポジウムを開催し、日本とエジプト

の学術交流の活性化に貢献したこと

は高く評価できる。 
 
 
・大学等海外活動展開協力・支援事業

として、計 9 の大学に 4 箇所の海外

研究連絡センターの利用機会を提供

し、海外展開を支援していることは評

価できる。 
・海外の学術動向や高等教育に関する

情報収集・調査を、センター所在国に

留まらず、我が国との学術交流の相手

先となり得る周辺国までも対象とし

て着実に活動している。さらに、平成

27 年度にはブラジル・サンパウロに

「サンパウロ海外アドバイザー」を新

設し、体系的に情報収集を行う範囲を

拡大したことは高く評価できる。海外

研究連絡センターと海外アドバイザ

ーが収集した情報を提供するために

新たに立ち上げたポータルサイトは、

データベース形式にて情報のキーワ

ード検索が行える等利便性を備えた

ものとなっており、国内大学関係者ら

への情報発信力を確実に強化したこ

とは評価できる。 
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・大学等の海外活動展開協力・支援事業として、9 大

学が 4 研究連絡センター（ワシントン、ロンドン、

北京及びカイロ）を海外事務所として利用し海外拠

点活動を展開した。 
 
・各国において、振興会事業説明会を 80 回開催する

など、積極的な広報活動に努めた。 
・各海外研究連絡センターでは、平成 26 年度とりま

とめた「カントリーレポート」のフォローアップ調

査をはじめ、引き続き所在国及び周辺国の学術動向

や高等教育に関する情報収集・調査を行った。平成

27 年 5 月には、海外研究連絡センターに加え新たに

ブラジル・サンパウロに「サンパウロ海外アドバイ

ザー」を設置し、同アドバイザーを通じて、中南米

諸国の学術動向の情報収集、ブラジルの研究支援機

関や研究者とのネットワーク形成への取組を開始し

た。 
 
・平成 27 年 6 月には、各海外研究連絡センター及び

海外アドバイザーが収集した情報をデータベース化

し、情報のキーワード検索や新着通知といった利便

的な機能を備えた「海外学術動向ポータルサイト」

を新設し、同サイトにて国内の大学関係者等に広く

情報提供した。 
http://www-overseas-news.jsps.go.jp/ 
・「国際学術交流研修」として、振興会本部での 1 年

間の研修を経た国公私立大学の職員 14名を海外研究

連絡センターで 1 年間受け入れ、センター業務に従

事させることにより、国際交流に関する幅広い見識

と高度な実務能力を有する事務系職員の養成を図っ

た。また、同研修についてのパンフレットを新たに

作成して大学に配布するなど周知活動にも努めた。 
 

 
・各センターにおいて「国際学術交流

研修」として将来大学の国際交流を担

う若手大学等職員に実地研修を行い、

大学の海外展開を着実に支援してい

る。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３－３ 
３ 強固な国際協働ネットワークの構築 
（３）世界的頭脳循環の推進とグローバルに活躍する若手研究者の育成 
① ノーベル賞受賞者と若手研究者との対話の場の提供 
② 若手研究者への国際的な研鑽機会の提供 
③ 諸外国の優秀な研究者の招へい 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及

び研究の推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術研究の振

興 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
政策評価：27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（政府の「日本再興戦略 改訂 2015」における「優秀な外国人材を我が国に積極的に呼び込む」及び「科学技術イノベーション総合戦略 2015」における「若手研

究者が海外に挑戦する機会の拡大等によりグローバルな視野を持った人材の育成」の達成に向けて、本法人における当該国際交流事業が主要な役割を果たすものであるため） 
参考 URL HOPE ミーティング  http://www.jsps.go.jp/hope/gaiyou7.html ノーベル・プライズ・ダイアログ http://www.nobelprizedialogue.org/tokyo2015/jp/ 

リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業 http://www.jsps.go.jp/j-lindau/index.html 先端科学シンポジウム http://www.jsps.go.jp/j-bilat/fos/index.html 
若手研究者のための学術セミナー・ワークショップ 
http://www.jsps.go.jp/j-asia_seminar/index.html 

外国人特別研究員事業 http://www.jsps.go.jp/j-fellow/index.html 

外国人招へい研究者事業 http://www.jsps.go.jp/j-inv/index.html 論文博士号取得希望者に対する支援事業 http://www.jsps.go.jp/j-ronpaku/index.html 
サイエンス・ダイアログ http://www.jsps.go.jp/j-sdialogue/index.html  

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成

目標 
前中期目標期間

最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

HOPE ミーティング参加者に

よる満足度調査による肯定的

な回答割合 

 
100％ 98.9％ 100％ 99％   

決算額（千円） 7,622,879 7,681,227 7,323,157 

  

リンダウ会議に対する満足度

調査による肯定的な回答割合 
 

100％ 100％  100％ 100％   

先端科学シンポジウム事業に

対する満足度調査による肯定

的な回答割合 

 

94％ 91％ 93％ 94％   

従事人員数 28 29 28 

  

サイエンス・ダイアログ実施回

数（延べ数） 
 

125 回 160 回 196 回 201 回   

外国人特別研究員事業（一般）

招へい人数（延べ数） 
 

907 854 824 781   

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(3) 世界的な頭脳循

環の推進とグローバ

ルに活躍する若手研

究者の育成 
世界的な頭脳循環

の推進とグローバル

に活躍する人材を育

成するため、若手研

究者の海外派遣など

国際的な研鑽を積む

機会の提供や様々な

キャリアステージに

ある優秀な外国人研

究者の招へいなどの

取組を行う。 
外国人研究者の招

へいを目的とする、

外国人著名研究者招

へい事業、外国人招

へい研究者事業（長

期・短期）、外国人

特別研究員事業

（一般、欧米短期、

サマー・プログラ

ム）については、

業務の効率化を図

る観点から統合・

メニュー化する。 

(2) 世界的な頭脳循

環の推進とグローバ

ルに活躍する若手研

究者の育成 
頭脳循環により国

際研究ネットワーク

の核となる優れた研

究者の育成を図るた

め、若手研究者が海

外において世界水準

の国際共同研究に携

わるなどの国際的な

研鑽機会を提供する

大学等研究機関を支

援する。 
また、我が国と先

進諸国やアジア・ア

フリカ諸国等の幅広

い若手研究者の育成

及び相互のネットワ

ーク形成を促すた

め、若手研究者の集

中的な討議の機会を

提供するためのシン

ポジウム・セミナー

等の取組を実施す

る。 
さらに、内外の研

究者が我が国の大学

等研究機関で切磋琢

磨する研究環境を創

出し、若手研究者の

育成等に資するた

め、優秀な若手研究

者や世界的研究業績

を有する著名研究者

等、様々なキャリア

ステージにある優れ

(3) 世界的頭脳循環

の推進とグローバル

に活躍する若手研究

者の育成 
①  ノーベル賞受賞

者と若手研究者との

対話の場の提供 
(i) HOPE ミーティ

ング 
ノーベル賞受賞者

等の著名研究者とア

ジア太平洋アフリカ

地域の大学院博士課

程学生等が参加する

合宿形式の会議を開

催し、若手研究者に

国際的環境でのリー

ダーシップを身につ

けさせることを目的

として、将来の研究

リーダー同士のネッ

トワークを作る機会

を提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
・HOPE ミーティン

グ参加国・地域数、

参加者数 
 
・HOPE ミーティン

グに対する満足度調

査による肯定的な回

答割合 
 
 
・リンダウ会議に対

する満足度調査によ

る肯定的な回答割合 
 
・先端科学シンポジ

ウム事業に対する満

足度調査による肯定

的な回答割合 
 
・オリエンテーショ

ン参加人数（延べ数） 
 
・サイエンス・ダイ

アログ実施回数（延

べ数） 
 
・外国人特別研究員

事業（一般）招へい

人数 
 
・外国人特別研究員

事業（一般）におけ

る満足度調査による

肯定的な回答及び採

用期間終了後の共同

研究の継続に対する

意欲的な回答の割合 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、中期計

画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上げた。 
【ノーベル賞受賞者と若手研究者との対話の場の提供】 
■ HOPE ミーティング 
・第 8 回 HOPE ミーティングは、物理学、化学、生理学・医学

及び関連分野を対象分野に開催した。小林誠運営委員長を始め

とする 6 名のノーベル賞受賞者及び 2 名の著名研究者と、107
名の参加者による講演・討議、参加者によるポスター発表やチ

ームごとの発表等が行われ、活発な質疑応答・意見交換がなさ

れた。また、サイドイベントとして高校生（6 校 44 名）を対象

に「HOPE ダイアログ」を開催した。 
・日本側参加者は公募により選考し、HOPE ミーティング運営

委員会にて書面審査及び最終的な参加者を決定した。 
・会議後に行った参加者へのアンケート調査では、回答者ほぼ

全員が HOPE ミーティングを「すばらしい」あるいは「良い」

と評価した。 
●第 8 回 HOPE ミーティング 
期間 平成 28 年 3 月 7 日～11 日 
開催場所 茨城県つくば市 

講演者 
小林誠、セルジュ・アロシュ、中村修二、ジャン

マリー・レーン、アダ・ヨナット、バリー・マー

シャル、グンナー・エクイスト、松沢哲郎 

参加国・地

域数 

日本、オーストラリア、バングラデシュ、中国、

エジプト、インド、インドネシア、イスラエル、

韓国、マレーシア、ニュージーランド、フィリピ

ン、シンガポール、南アフリカ、台湾、タイ、ベ

トナム、ミャンマー 
（18 か国・地域から 107 名参加）  

 
 
 
■ノーベル・プライズ・ダイアログ 
・平成 27 年 3 月 1 日、2012 年よりスウェーデンにおいて毎年

ノーベル賞授賞式の時期に開催している一般向け公開シンポジ

ウム Nobel Week Dialogue を、ノーベル・メディア AB（ノー

ベル財団広報部門）との共催により「ノーベル・プライズ・ダ

イアログ東京 2015」としてスウェーデン国外では世界で初めて

開催した件について、講演内容を含む報告書を作成し、内容の

周知に努めた。 

・ノーベル・プライズ・ダイアログ東京 2015 の成功を受け、ノ

ーベル・メディア AB との間で、第 2 回目となる「ノーベル・

評定 B 評定 Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
・HOPE ミーティングでは、6 名の

ノーベル賞受賞者及び 2 名の著名研

究者の参加を実現するとともに、初参

加のミャンマー2 名を含むアジア・太

平洋・アフリカ地域の 18 か国・地域

から 107 名の若手研究者の参加を得

て、我が国において、同地域の若手研

究者の育成・交流の深化を図ったこと

は、学振の持つネットワークならでは

のものと考えられ、高く評価できる。 
 
 
・HOPE ダイアログ の開催により、

高校生にも科学に対する関心を高め

させる機会を提供したことは、高く評

価できる。 
・HOPE ミーティング参加者は、第 1
回で 13 か国・地域から 81 名であっ

たのが、第 8 回では、18 か国・地域

から 107 名に、HOPE ミーティング

への参加実績のある国・地域はのべ

21 か国・地域に拡大したことで、よ

り広い国・地域の参加者と交流し、ネ

ットワークを構築できるようになり、

高く評価できる。また、会議後のアン

ケート調査においても回答者ほぼ全

員が HOPE ミーティングを「すばら

しい」あるいは「良い」と回答してい

ることから、参加者の高い満足度がう

かがえる。 
 
・ノーベル・プライズ・ダイアログ東

京 2015 の成功を受け、次回開催を合

意したことについては、ノーベル・メ

ディア AB、ひいてはノーベル財団と

の密接、良好な関係の証左といえ、評

＜評定に至った理由＞ 
第８回 HOPE ミーティングでは、

ノーべル賞受賞者である小林誠運営

委員長を始めとして 6 名のノーベル

賞受賞者及び 2 名の著名研究者を招

き、アジア・太平洋・アフリカ地域の

18 か国・地域から参加した 107 名の

若手研究者にレベルの高い研鑽機会

を提供し会議後のアンケート調査に

おいても回答者ほぼ全員が HOPE ミ

ーティングを「すばらしい」あるいは

「良い」と回答しており、事業を着実

に推進している。 
さらに、外国人特別研究員事業にお

いて、74 ヶ国から、1,950 人の外国

人研究者を我が国の 141 の大学等に

招へいしており、また、外国人特別研

究員（一般）の採用終了者を対象とし

たアンケート調査において、約 85％
が日本の受入研究者との共同研究継

続を希望している。以上より、取組は

着実に実施されており、評価できる。 
以上より、本項目は、自己評価のと

おり、中期計画における所期の目標を

達成していると認められるため、評定

を B とする。 
 
 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 
若手研究者の国際的な研鑽機会の

提供や、優秀な外国人研究者の招聘

を、引き続き着実に実施していくこ

と。 
 
＜その他事項＞ 
・特になし。 
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た外国人研究者招へ

いのための取組を推

進する。また、外国

人著名研究者招へい

事業、外国人招へい

研究者事業（長期・

短期）、外国人特別研

究員事業（一般、欧

米短期、サマー・プ

ログラム）について

は、業務の効率化を

図る観点から統合・

メニュー化を行う。 
加えて、招へいし

た外国人研究者の協

力を得て、我が国の

将来を担う高校生に

科学や国際社会への

関心を深める機会を

提供する。 

 
 
 
 
 
(ii)国際的な会議等

への若手研究者の参

加支援  
国際経験を培うべ

く、ノーベル賞受賞

者との討議等を行う

リンダウ・ノーベル

賞受賞者会議など、

国際的な会議等への

若手研究者の参加を

支援する。 

 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な

運営により、中期計

画の項目（達成すべ

き成果を除く）に係

る業務の実績が得ら

れているか。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」

に向けた取組は適切

か。 
 外部評価におい

て 
 若手研究者に対

する国際的な研

鑽機会の提供の

状況 
 外国人研究者の

招へいのための

事業の統合・メ

ニュー化の状況 
 審査・評価の公

正さ、透明性、

信頼性 
について質の高い

成果（内容）である

との評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・特に外国人研究者

招へい事業の外国人

特別研究員（定着促

進）は、日本の大学

や研究機関のグロー

バル化と世界に認め

られる研究拠点への

脱皮のドライビング

フォース（推進力）

プライズ・ダイアログ東京 2017」を平成 29 年 2 月 26 日に東

京で開催する旨の覚書を締結した。 
 
■ 国際的な会議等への若手研究者の参加支援  

 リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業 
・日本人参加者候補の選考については、国際事業委員会で審査

を行った。日本人若手研究者 13 名に対し、同会議に参加する経

費支援を行った。会議後に行ったアンケートでは、参加者 13 名

全員が「学術的な視野が広がった」と回答した。 
・これまでに JSPS 推薦によるリンダウ・ノーベル賞受賞者会

議への日本からの参加者は計 96 名（平成 21 年度～27 年度）に

のぼる。実派遣された参加者からは、「世界最高峰の科学者たち

との交流では専門分野、あるいは科学の枠組みを超えた広い視

野、深い思想に触れることができる」といった声が寄せられて

いる。 
 
○リンダウ・ノーベル賞受賞者会議（第 65 回物理学、化学、生

理学・医学関連分野（3 分野合同）） 
開催期間：平成 27 年 6 月 28 日～7 月 3 日 

価できる。 

 
 
・リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派

遣事業について、アンケート調査にお

いて参加者 13 名全員が学術的な視野

が広がったとアンケートに回答し、こ

れまでの参加者からも高い満足度を

得られたとの評価があったことから、

国際経験に富み学術の将来を担う優

秀な若手研究者の育成に一定の貢献

をしていると考えられ評価できる。 
 

 ②  若手研究者への

国際的な研鑽機会の

提供 
(i) 先端科学シンポ

ジウム事業  
次世代を担う研究者

の育成等のため、諸

外国の学術振興機関

と連携し、学際的な

観点から先端的な研

究課題について集中

的に議論を行う先端

科学シンポジウム事

業を実施する。 
(ii) 国際ワークショ

ップ及びセミナーの

実施 
若手研究者のため

の国際ワークショッ

プ及びセミナーを開

催し、専門性の向上

とネットワーク形成

【若手研究者への国際的な研鑽機会の提供】 
■ 先端科学シンポジウム事業  
・AvH（ドイツ）との共催で、自然科学から人文学・社会科学

にわたる異分野間で先端科学について討議を行うシンポジウム

を 1 件実施し、59 名の若手研究者が参加した。 
・シンポジウム実施にあたり、セッショントピックやスピーカ

ー等の選定を含むセッションの構成を参加者である企画委員

（PGM）が自ら企画するなど、主体的に運営に携わった。 
・先端科学シンポジウム事業委員会を 4 回開催し、事業の運営

についての検討や公募による候補者も含めた参加者の選考等を

行うとともに、平成 28 年度以降のシンポジウムの枠組みについ

て、相手国の追加も含め、検討を行った。 
・平成 28 年度には、英国 Royal Society と、また、平成 29 年

度には日米独の 3 カ国での枠組みでシンポジウムを行うことが

決定された。先端科学シンポジウム事業委員会にて両シンポジ

ウムの企画委員（PGM）が選定され、PGM によりトピック案

等の検討が開始された。 
 
 
 
 
 

・アンケート調査における満足度の高

さは、参加者自身がシンポジウムを作

り上げ、多様な分野の研究者と議論す

るという、他のプログラムには見られ

ない実施形態の工夫の成果と考えら

れる。また、若手研究者が、自身の専

門領域に留まらず、学術研究全体を俯

瞰する視野の広さを得る機会を提供

し、参加者間のより広いネットワーク

形成にも貢献しているものと捉えら

れ高く評価できる。 
 
・シンポジウムの今後のあり方を検討

し、平成 28 年度以降に新たな枠組み

でのシンポジウム実施が決定された

ことは、ネットワーク形成の深化と事

業の発展につながるものと考えられ、

高く評価できる。 
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の機会を提供する。 と期待できる。本事

業の強化・拡大を期

待したい。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

 
・振興会の国際交流

事業は、国際的なレ

ベルの若手研究者を

養成する点において

も、極めて有意義で

ある。ただ、どうし

ても非常に限られた

件数しか採択されな

いため、効果が限定

的で、採択された分

野全体で持続的な発

展につながるかどう

か若干心許ない。学

術の国際競争力をい

かに高めていくかは

難しい課題だが、戦

略的な考察が重要で

あるように思われ

る。 
【JSPS 部会 25 年度

評価】 

27 年度参加者アンケート（抜粋） 回答率 
学術的な視野が広がった 98% 
今後の研究につながる新たなアイデアを得

た 
92% 

今後の研究推進に資する新たな出会いがあ

った 
94% 

同種のシンポジウムにもう一度参加したい 94% 
 
○日独先端科学（JGFoS）シンポジウム 
日程：平成 27 年 10 月 2 日～4 日 
開催場所：京都 
参加者数：日本 30 名、ドイツ 29 名（計 59 名） 

 
 
■ 国際ワークショップ及びセミナーの実施  
・平成 27 年度は相手国側の事情等により実施されなかった。 
 

   ③  諸外国の優秀な

研究者の招へい 
(i) 外国人特別研究

員事業、外国人招へ

い研究者事業 
様々なキャリアス

テージにある優れた

外国人研究者を招へ

いするための事業を

実施する。 
外国人特別研究員

事業と外国人招へい

研究者事業について

は、外国人研究者招

・（諸外国の優秀な研

究者の招へい）今後

は、受け入れ大学等

に対しさらなる活用

を促進するなど本事

業の需要を喚起する

よう努めてほしい。

【JSPS 部会 25 年度

評価】 
 
・（諸外国の優秀な研

究者の招へい）我が

国の大学等における

国際的な研究環境の

【諸外国の優秀な研究者の招へい】 
■ 外国人特別研究員事業、外国人招へい研究者事業 
（審査・評価業務等） 
・国内公募分の選考にあたっては、外国人特別研究員事業（一

般）では、各研究分野から高い見識をもつ研究者で構成される

特別研究員等審査会において、専門的見地から書面審査及び合

議審査による二段階審査を行った。また、欧米短期、定着促進

では、特別研究員等審査会による書面審査の結果をもとに、国

際事業委員会にて採用者を決定した。 
・審査員に対し、審査基準、審査方針等の他、利害関係者の排

除、秘密保持と研究者倫理の遵守等について、明記した審査手

引等を配布した。また、書面審査で評定が分かれた申請につい

ては、合議審査において書面審査の妥当性について確認するこ

とを合議審査の指針に取り入れた。 

・国内公募分の選考にあたっては、特

別研究員等審査会において適正、公正

な審査に努め、採用結果の情報をホー

ムページにて公開したことは、透明

性・信頼性の確保に資するものと考え

られ評価できる。 
 
・外国人特別研究員事業において、多

様な国（74 ヶ国）から、様々なキャ

リアステージの外国人研究者を我が

国の多様な受入機関（141 の大学等）

に招へいする事業として、外国人特別

研究員事業を実施し、多様な招へい方

法により、大学等のニーズに即した効
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へい事業として統

合・メニュー化を行

い、効率化を図る。 
「外国人特別研究

員」では、多様な国

からの研究者の招へ

いを着実に図る。と

りわけ、戦略的に重

要な国からの若手研

究者の招へいについ

ては、対象国を拡大

するとともに、招へ

い期間を柔軟に設定

し、海外対応機関と

の連携並びに海外研

究連絡センターを通

じた積極的な広報活

動等を通じて、優秀

な若手研究者の確保

に努める。また、外

国人研究者を我が国

の大学等で常勤職と

して採用することを

促す取組を実施す

る。 
「外国人招へい研究

者」では、優れた研

究業績を有する外国

人研究者を招へい

し、討議や意見交換、

講演等の機会を与え

る。 
 
(ii) 論文博士号取得

希望者への支援事業  
論文提出により我

が国の博士号取得を

希望するアジア・ア

フリカ諸国等の若手

研究者を支援する事

業を実施する。 

創出、また、申請者

へのインセンティブ

の付与の観点から、

採択率の向上が望ま

れる。【JSPS 部会 25
年度評価】 
 

・審査基準、特別研究員等審査会委員及び任期を終了した専門

委員名簿について、ホームページ上で公開した

（https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_houhou.html）。 
なお、採用者一覧もホームページ上で公開している

（http://www.jsps.go.jp/j-fellow/saiyo/index.html）。 
・事業の改善を目的とし、事業終了後、採用者に対してアンケ

ート調査や研究報告書の提出により実績等の把握に努めてい

る。平成 27 年度中に採用終了した外国人特別研究員（一般）採

用者のアンケート調査においては、約 85％が日本の受入研究者

との共同研究を続けたいと回答している。 
 
●平成 27 年度外国人研究者招致採用実績（単位：人） 

 

申請・採用状況 受入実績 
国内公募 

海

外 
推

薦 

新

規

来

日

実

績

数 

総

滞

在

者

数*1 

申請

数 
採用

数 
採用率 

外国人特別

研究員（一

般） 
2,349 240 10.2% 90 287 781 

外国人特別

研究員（定着

促進） 
24 10 41.7% - 8 38 

外国人特別

研究員（欧米

短期） 
220 54 25.0% 82 123 204 

外国人特別

研究員（戦略

的ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 
- - - 11 10 17 

外国人特別

研究員（ｻﾏｰ･

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ） 
- - - 115 115 115 

外国人招へ

い研究者（長

期） 
235 70 31.0% 11 70 98 

外国人招へ

い研究者（短

期） 
592 190 32.1% 59 240 263 

外国人招へ

い研究者（短

期 S） 
2 1 50.0% - 0 0 

       
*1 総滞在者数：前年度からの継続滞在者を含む。 

果的な研究者養成を図っていること

は評価できる。また、採用終了者を対

象としたアンケート調査において、約

85％が日本の受入研究者との共同研

究を続けたいと回答したことから、事

業の効果が窺え、評価に値する。 
 
 
 
・外国人特別研究員事業（定着促進）

については、平成 25 年度に採用した

18 名のうち 10 名が我が国の大学等

研究機関に常勤職で就職したことは

大いに評価できる。 
 
・外国人特別研究員事業（サマー・プ

ログラム）において、平成 25 年度以

前の米国、英国、フランス、ドイツ、

カナダに加え平成 26年度から加わっ

たスウェーデンからも引き続き推薦

を受け付け、115 名の招へいを実施し

たことは評価できる。 
 
・多様な国・地域から優れた研究業績

を有する外国人研究者を招へいし、国

内大学との交流機会を提供している

ことは我が国の学術研究の推進及び

国際化に寄与したものと考えられ評

価できる。 
 
・外国人研究者の招へいを目的とする

事業の統合・メニューの取組の一環と

して、諸手続の手引の構成・運用ルー

ル・提出書式の統一・簡素化を進めた

ことは、採用者や受入機関の事務担当

者にとっての利便性向上につながる

ものとして評価できる。 
 
・アジア・アフリカ諸国等の論文博士

号取得希望者 90 人に対して学位取

得のための研究に必要な支援を着実
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(iii) 招へい研究者へ

の交流支援 
長期に来日する研

究員に対しては、研

究者国際交流センタ

ーにおいて、我が国

での研究生活を円滑

に開始するためのオ

リエンテーションを

来日直後に実施し、

日本語研修支援等を

行い、日常生活面に

おいても支援する。 
さらに、我が国の

将来を担う高校生等

を対象に、科学や国

際社会への関心を深

めさせることを目的

とし、外国人研究者

が高等学校等におい

て、自身の研究活動

や母国について英語

で講義を行うサイエ

ンス・ダイアログ事

業を実施する。 

 
（外国人特別研究員事業（一般／定着促進／欧米短期／戦略的

プログラム／サマー・プログラム）） 
・計 74 の国・地域から、計 1,150 名の外国人研究者を招へいし

た。 
●地域別受入実績 

地域 受入実績（人） 割合（％） 
アジア 464 40 
オセアニア 33 3 
アフリカ 31 3 
ヨーロッパ 449 39 
ロシア＆NIS 11 1 
北米 142 12 
中南米 20 2 

合  計 1,150 100 
・海外対応機関との連携のもと、戦略的に重要な特定の欧米諸

国から優秀な若手研究者を招へいする外国人特別研究員事業

（戦略的プログラム）を開始し、欧米諸国からの若手研究者確

保により一層努めた。 
・外国人研究員・教員の我が国の大学等への定着を促す外国人

特別研究員事業（定着促進）については、平成 25 年度から開始

した 18 名のうち 10 名が我が国の大学等研究機関に常勤職とし

て就職した。 
 
（外国人招へい研究者事業） 
・優れた研究業績を有する外国人研究者を計 50 の国・地域から

361 人招へいし、我が国の大学等研究機関に対し、討議や意見

交換、講演等の機会を提供した。 
 
（統合・メニュー化等による事業の改善） 
・外国人特別研究員（一般、欧米短期、定着促進、戦略的プロ

グラム）と外国人招へい研究者（長期、短期、短期 S）及び外

国人研究者再招へい事業の諸手続の手引きを見直し、構成を統

一するとともに、滞在ルール等の統一、提出書類の書式の統一・

簡略化を進め、外国人研究者、受入研究者、受入研究機関事務

局にとって事業実施に際する利便性を高め、より運用しやすい

体制を確立した。 
 
■ 論文博士号取得希望者への支援事業 
・アジア・アフリカ諸国等の論文博士号取得希望者 90 人に対

して学位取得のための研究に必要な支援を着実に実施した。 
 

に実施していることは評価できる。 
 
・来日直後の外国人研究者に対する日

本語及び日本文化研修を含むオリエ

ンテーションの複数回実施や、学術情

報を充実させた生活ガイドブックの

作成・配布は、日本での円滑な研究生

活の開始に資するものであり評価で

きる。 
 
・招へいした外国人研究者が、高等学

校等において、研究活動や母国につい

て英語で講義を行うサイエンス・ダイ

アログを、88 校（対前年度 12 校増加）

において、延べ 201 回（対前年度 5
回増加）実施したことは、次世代を担

う生徒 8,477 名に対して科学や国際

社会への関心を深めることに貢献す

るものと考えられ高く評価できる。 
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４．その他参考情報 
特になし 

 
  

 
申請者数 87 人 
新規採用者数 24 人  

計 90 人 継続者数 66 人 

学位取得状況 
5 年前（平成 23 年度）に新規採択された

者のうち、70％以上が平成 27 年度まで

に博士号を取得。 
 
【招へい研究者への交流支援】 
・研究者国際交流センターにおいて、来日直後の研究者に対し、

年 5 回にわたりオリエンテーションを実施し、日本語及び日本

文化研修を行った。生活ガイドブックについては、日常生活で

必要となる情報に加え、学術関連情報を充実させ、日本での円

滑な研究生活を支援した。 
●オリエンテーションの実施日と参加人数実績 

実施日 参加人数 
H27 年 7 月 27 日～29 日 32 人 
H 27 年 9 月 28 日～30 日 26 人 
H 27 年 11 月 17 日～19 日 26 人 
H 28 年 1 月 12 日～14 日 31 人 
H 28 年 2 月 29 日～3 月 2 日 29 人 

延べ参加者数 144 人 
 
 
■ サイエンス・ダイアログ 
・招へいした外国人研究者が、高等学校等において、研究活動

や母国について英語で講義を行うサイエンス・ダイアログを、

平成 27 年度は 88 校、延べ 201 回実施し、8,477 名の生徒が参

加した。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４－１ 
４ 次世代の人材育成と大学の教育研究機能の向上 
（１）研究者の養成 
① 大学院博士（後期）課程学生や博士の学位を有する者等への支援 
② 優れた若手研究者の顕彰 

当該事業実施に係る

根拠（個別法条文な

ど） 

独立行政法人日本学術振興会法

第 15 条、独立行政法人日本学術

振興会業務方法書第 4 条 

業務に関連する政策・施策 政策目標８ 基礎研究の充実及び研究の

推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業レビュー 政策評価：27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、

難易度 
重要度：「高」（政府の第 4期科学技術基本計画において「国は、若手研究者が研究能力を高め、その能力と意欲を最大限発揮できるための研究費支援等の取組を推進する」とされ

ている。また、「国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。これにより、「博士課程（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できるこ

とを目指す」との第 3 期及び第 4 期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。」とされており、これらの達成に向けて、本法人における当該人材育成事業が主要な役割

を果たすものであるため） 
参照 URL 特別研究員事業 http://www.jsps.go.jp/j-pd/index.html 

日本学術振興会賞 http://www.jsps.go.jp/jsps-prize/index.html 
日本学術振興会 育志賞 http://www.jsps.go.jp/j-ikushi-prize/index.html 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

特別研究員新規採用

者数 
 2,525 人 2,605 人 2,460 人 2,364 人   

決算額（千円） 21,452,840 20,760,316 20,000,131 

  

採 用 終 了

後 の 常 勤

の 研 究 職

就職率 
上段：PD 
下段：DC 

1 年経過

後（DC は

ﾎﾟｽﾄﾞｸﾌｪﾛｰ

を含む） 

 
77.1% 

－ 
74.3% 
80.1% 

76.8％ 
75.9％ 

77.4％ 
75.2％ 

  

5 年経過

後 
 

92.5% 
－ 

88.7% 
82.9% 

89.8％ 
80.0％ 

90.0％ 
80.5％ 

 
 

10 年経

過後  
96.0% 

－ 
94.0% 
89.1% 

90.8％ 
88.9％ 

92.6％ 
92.6％ 

 
 

従事人員数 32 34 34 

  
PD、SPD の研究室移

動の割合 
 99.8% 99.8% 100.0％ 98.9%   

出産・育

児に伴う

対応 

中断・延長

者数 
 74 人 84 人 97 人 93 人   

研究再開準

備支援取得

者数 
 15 人 22 人 37 人 26 人   

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

我が国の学術

研究を担う優秀

な人材を育成す

るため、そのキャ

リアパスの確保

に留意しつつ、若

手研究者に対す

る支援を充実す

る。 
また、我が国の

大学の改革への

取組を支援し、そ

の教育研究機能

の向上やグロー

バル化に積極的

に取り組む。 
(1) 研究者の養成 

次世代の人材

の育成のため、自

立して研究を行

い得る段階に達

し、研究能力が高

まる時期にある

若手研究者に対

して、目的や対象

者層等に応じた

多様な方法によ

り、研究を奨励す

るための資金を

支給する支援事

業を実施するこ

とにより、優秀な

学術の研究者を

養成する。 
各種事業の実

施に当たっては、

研究者の自立性

向上を図るとと

我が国の学術研

究を担う優秀な人

材を育成するた

め、優れた若手研

究者に対する経済

的支援や海外で研

鑽を積むことがで

きる環境の整備等

に取り組む。 
また、我が国の

大学の改革への取

組を支援し、その

教育研究機能の向

上やグローバル化

に積極的に取り組

む。 
これらの事業を

実施するに当たっ

ては、第一線で活

躍する若手研究者

も含む人材育成企

画委員会（仮称）

を置き、人材育成

に係る諸課題につ

いて検討を行う。 
(1) 研究者の養成 
大学院博士課程

（後期）学生や博

士の学位を有する

者等のうち優れた

研究能力を有する

若手研究者に一定

期間資金を支給

し、自由な発想の

もとに主体的に研

究課題等を選びな

がら生活の不安な

く研究に専念でき

我が国の学術研

究を担う優秀な人

材を育成するた

め、優れた若手研

究者に対する経済

的支援や海外で研

鑽を積むことがで

きる環境の整備を

行うとともに、我

が国の大学の改革

への取組を支援

し、その教育研究

機能の向上やグロ

ーバル化に積極的

に取り組む諸事業

を実施する。実施

に当たっては、第

一線で活躍する若

手研究者も含む人

材育成企画委員会

における人材育成

に係る諸課題につ

いての検討を踏ま

え、より効果的・

効率的な実施に努

める。 
 

(1) 研究者の養成 
大学院博士課程

（後期）学生や博

士の学位を有する

者等のうち優れた

研究能力を有する

若手研究者に一定

期間研究奨励金を

支給し、自由な発

想の下に主体的に

研究課題等を選び

＜主な定量的指標

＞ 
・出産・育児に伴う

中断及び延長の取

扱数 
 
・採用終了後の常勤

の研究職への就職

率 
 
・審査委員表彰数 
 
・PD、SPD の研究

室移動の割合 
 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な

運営により、中期計

画の項目（達成すべ

き成果を除く）に係

る業務の実績が得

られているか。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」

に向けた取組は適

切か。 
 外部評価にお

いて 
 審査・評価の公

正さ、透明性、

信頼性 
 特別研究員の

進路状況 
 博士課程在学

時以外の場所

で研究する特

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、中期計

画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上げた。 
 
・平成 27 年度においては、人材育成企画委員会を 3 回開催し、

人材育成事業の今後の在り方について検討を行った。具体的に

は、人材育成に関する厳しい状況の中、大型競争的研究費によ

るポストドクターなどの任期付き研究職のポストが増える一

方テニュアポストが減るなど、優秀な若手が将来の研究キャリ

アパスに対して自信を持つことが難しくなっているとともに、

大学院博士課程に進学する上での経済支援の待遇も良くない

こともあり、大学院博士課程に進学を希望する者が大幅に減少

しているなども踏まえ、①特別研究員事業の充実による優れた

若手研究者の養成・確保②若手研究者の海外派遣の充実③大学

教育再生の戦略的推進に係る事業の在り方④女性研究者の活

躍促進について、日本学術振興会の業務範囲にとらわれること

なく、人材育成に係る諸課題及びキャリアパスの形成全体を俯

瞰した議論に基づいて検討を行った。 
 
 
 
【研究者の養成（特別研究員事業）】 
■ 大学院博士（後期）課程学生や博士の学位を有する者等へ

の支援 
・下表のとおり特別研究員を採用し、若手研究者の育成・支援

を行った。また、出産・育児により研究を中断した研究者に対

して、研究復帰を支援するため、RPD として採用し、研究奨

励金を支給した。 
●特別研究員の採用状況（単位：人） 

資格 

平成26
年度か

らの継

続者数 

平成27
年度新

規採用

者数 

中途

辞退

者数 

資格

変更

者数 

採用期

間満了

者数 

次年度

への継

続者数 

SPD 21 14 6 － 5 24 
PD 1,001 356 255 112 619 595 

DC1 1,496 752 86 ▲

34 650 1,478 

DC2 804 1,175 195 ▲

78 708 998 

RPD 102 67 22 － 24 123 

合計 3,424 2,364 564 112
※ 2,006 3,218 

評定 B 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 
・人材育成企画委員会において、特別

研究員事業の充実による優れた若手

研究者の養成・確保、若手研究者の海

外派遣の充実、大学教育再生の戦略的

推進に係る事業の在り方、女性研究者

の活躍促進について、日本学術振興会

の業務範囲にとらわれることなく、人

材育成に係る諸課題及びキャリアパ

スの形成全体を俯瞰した議論に基づ

いて検討を行ったことは評価できる。 
 
・優秀な研究者を養成するため、

11,971 人（対前年度 2.5％減）の申請

に対する選考・審査業務とともに、新

規採用と継続採用を合わせて 5,788
人（対前年度 2.0％減）の支援対象者

に対する資金支給業務を計画的・継続

的に実施していることは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 優れた若手研究者が自由な発想の下

に主体的かつ生活の不安なく研究に専

念できる環境の整備のため、特別研究員

事業の選考・審査業務、資金支援業務等

について、計画的、継続的に実施するこ

とにより、DC 及び PD の採用期間終了

後における常勤の研究職への就職率が、

10 年経過後に９割を越えるなど成果が

上がっており評価できる。 
 さらに、学術研究分野における男女共

同参画を進めるため、RPD の着実な実

施や、特別研究員事業全体において出

産・育児に伴う採用の中断及び延長の取

扱が可能であることの周知に努めるな

どの取組を行っており評価できる。  
上記に加え、日本学術振興会賞及び日

本学術振興会育志賞の審査・授賞式を計

画通りに実施した。 
以上のような点から、本項目は、自己

評価のとおり、中期目標の達成に向け、

中期計画に沿って着実に事業を実施し

ていると認められるため、評定をＢとす

る。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 SPD については、「特別研究員-SPD
の在り方検討タスクフォース」におい

て、現状や課題を踏まえつつ、事業の在

り方について検討し、適切に対応する必

要がある。 
 特別研究員事業について、「男女共同

参画推進委員会」における議論も踏まえ

つつ、引き続き、女性研究者の申請状況

を確認しながら、女性研究者からの申請

を促進するための取組を進める必要が
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もに、一定の競争

環境を維持しつ

つ、分野の特性を

踏まえ、計画的・

継続的に優れた

研究者を養成・確

保し、研究者とし

てのキャリアパ

スの確立に努め

る。その際、研究

者養成の重要な

時期である大学

院博士課程（後

期）へ優秀な人材

が経済的不安な

く進学できるよ

うにするための

博士課程（後期）

学生への支援、女

性研究者が研究

と出産・育児を両

立するための支

援、若手研究者の

海外での長期研

究の奨励、研鑽の

機会の充実に配

慮する。 
また、各種事業

における支援対

象者の選考審査

に関し、審査の独

立性、透明性、公

正性を確保し、目

的や対象者層等

に応じた優れた

研究者等を的確

に見極め、厳正に

選考を行う。 

る環境を整備する

ため、特別研究員

事業を計画的・継

続的に実施する。 
また、研究者養

成の観点から、創

造性に富み優れた

研究能力を有する

若手研究者や大学

院博士課程学生に

対する顕彰事業を

計画的・継続的に

実施する。 
なお、学術研究

分野における男女

共同参画を進める

ため、出産・育児

に配慮した取組を

推進する。 
 

① 大学院博士（後

期）課程学生や博

士の学位を有する

者等への支援 
我が国の大学等

の研究機関で研究

に専念する優れた

若手研究者を支援

する特別研究員事

業を円滑に実施す

る。 
大学院博士課程

（後期）学生及び

博士の学位を有す

る者等で優れた研

究能力を有し、我

が国の大学その他

の研究機関で研究

に専念する若手研

究者を「特別研究

員-DC」「特別研究

ながら生活の不安

なく研究に専念で

きる環境を整備す

るため、特別研究

員事業を、計画

的・継続的に実施

する。 
また、研究者養

成の観点から、創

造性に富み優れた

研究能力を有する

若手研究者や大学

院博士課程学生に

対する顕彰事業を

計画的・継続的に

実施する。 
なお、学術研究

分野における男女

共同参画を進める

ため、出産・育児

に配慮した取組を

推進する。 
 
 

① 大学院博士（後

期）課程学生や博

士の学位を有する

者等への支援 
我が国の大学等

の研究機関で研究

に専念する優れた

若手研究者を支援

する特別研究員事

業を円滑に実施す

る。 
大学院博士課程

（後期）学生及び

博士の学位を有す

る者等で優れた研

究能力を有し、我

が国の大学その他

別研究員の状

況 
について質の高

い成果（内容）で

あるとの評価を

得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・文部科学省や科学

技術・学術政策研究

所が実施している

全国レベルの大学

院修了者の進路調

査の結果を参考に

して、特別研究員事

業の目的・意義の再

検討を行い、PD、

RPD の採用人数の

拡大を図ることを

検討すべきである。

他方、課題を抽出し

たうえ、DC につい

ても早急な取り組

みが望まれる。 
【外部評価委員指

摘 26 年度評価】 

 
・研究者の養成につ

いて、女性研究者の

比率を将来的に高

められるよう、引き

続き積極的に女性

研究者からの申請

を促進していくこ

とが必要である。 
【文部科学大臣評

価 26 年度】 
・進路調査について

は、現在の大学等の

雇用形態が複雑化

してきており、常勤

－SPD：PD 申請者のうち、特に優れた者 
－PD：博士の学位取得者等 
－DC1：博士課程（後期）第 1 年次に在籍する者等 
－DC2：博士課程（後期）第 2 年次以上に在籍する者等 
－RPD：出産・育児により研究活動を中断した者 
－資格変更者数欄は、DC から PD への資格変更者数 
（※合計欄は実変更者数） 

－中途辞退者数は、平成 28 年 3 月 31 日現在の数 
－PD には育志賞受賞による採用者を含む 
 
 
●特別研究員の平成 28 年度採用分申請者数（単位：人） 
 PD DC1 DC2 RPD 合計 
申請者

数 
2,976 3,341 5,399 255 11,971 

 
（男女共同参画を進めるための取組） 
・特別研究員事業において、出産・育児の際に採用を中断しそ

の期間分延長できる制度や、研究再開準備支援として採用中断

期間中に短時間の研究を継続できるよう、研究奨励金の半額を

支給する制度を実施した。これらの取組により、女性研究者の

活躍促進を図った。 
●出産・育児に伴う中断及び延長の取扱数 

資格等 中断・延長者数 うち研究再開準備支援
※取得者数 

SPD,PD,DC 67 人 17 人 
RPD 26 人 9 人 
合計 93 人 26 人 

※中断期間中に研究奨励金の半額を支給 
・平成 27 年度を含む過去 5 年間の特別研究員の申請・採用状

況について、男女別の人数をホームページで公表し、女性研究

者の申請・採用実績を領域別に明確に示すことにより、女性研

究者が積極的に申請できるようにした。 
・女性研究者（特に自然科学系）の比率を将来的に高められる

よう、大学等で開催し申請希望者向け説明会において、学術研

究分野における男女共同参画を進める観点から、女性研究者の

申請を奨励している旨を説明し、RPD の趣旨や実施状況を周

知するとともに、PD、DC も含む各資格・領域別の女性研究

者の申請・採用状況、特別研究員採用中の出産･育児に伴う中

断･延長の取扱等について紹介した。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・出産・育児に伴う中断及び延長を

93 人、うち研究再開準備支援を 26 人

に対して実施しており、男女共同参画

に資する取組であり高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある。 
 
＜その他事項＞ 



【27 年度評価】項目別-91 
 

員-PD」として採

用し、研究奨励金

を支給する。また、

世界最高水準の研

究能力を有する若

手研究者を養成・

確保するため、PD
採用者のうち、特

に優れた者を「特

別研究員-SPD」と

して採用し、研究

奨励金を支給す

る。 
学術研究分野に

おける男女共同参

画を推進する観点

も踏まえ、出産・

育児により研究を

中断し、研究現場

復帰を希望する優

れた若手研究者を

「 特 別 研 究 員

-RPD」として採用

し、研究奨励金を

支給する。 
特別研究員の出

産・育児に伴う採

用の中断及び延長

の取扱いを実施す

る。また、出産育

児による中断期間

中も短時間の研究

を行うことで、中

断後の研究の再開

が円滑に図れるよ

う、中断期間中に

研究奨励金の半額

を支給する取扱い

を実施する。 
 
 

の研究機関で研究

に専念する若手研

究者を「特別研究

員-DC」「特別研究

員-PD」として採用

し、研究奨励金を

支給する。また、

世界最高水準の研

究能力を有する若

手研究者を養成・

確保するため、PD
採用者のうち、特

に優れた者を「特

別研究員-SPD」と

して採用し、研究

奨励金を支給す

る。 
学術研究分野に

おける男女共同参

画を推進する観点

も踏まえ、出産・

育児により研究を

中断し、研究現場

復帰を希望する優

れた若手研究者を

「 特 別 研 究 員

-RPD」として採用

し、研究奨励金を

支給する。 
特別研究員の出

産・育児に伴う採

用の中断及び延長

の取扱いを実施す

る。また、出産育

児による中断期間

中も短時間の研究

を行うことで、中

断後の研究の再開

が円滑に図れるよ

う、中断期間中に

研究奨励金の半額

／非常勤という分

類では正確な評価

ができないものと

思われるため工夫

が必要である。【外

部評価委員指摘 25
年度評価】 
 
・予算の確保に努

め、少なくとも、年

度毎の新規採用数

が大きく変わらな

いよう、採用数につ

いて長期計画に基

づく制度設計がな

されることを期待

したい。【外部評価

委員指摘 25年度評

価】 
 
・大学で常勤の教授

や准教授に昇進す

る女性研究者の増

加につながる女性

研究者育成の取り

組みが実施される

ことを期待したい。

【外部評価委員指

摘 25 年度評価】 
 
・特に自然科学系の

女性研究者の比率

を将来的に高くす

るため、更なる女性

研究者の申請者の

増加を促すような

取組等について検

討したか。【JSPS
部会 24 年度／第 2
期評価】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-92 
 

 
 
 
 
 
(i) 審査の適切な

実施 
特別研究員の選

考に当たっては、

我が国の第一線の

研究者を審査委員

とする特別研究員

等審査会を設置

し、公正に審査を

実施する。 
若手研究者の主

体性を重視し、目

的や対象者層に応

じた審査方針を整

備するとともに審

査方針等をホーム

ページ等で公開す

る。 
審査委員は、学

術システム研究セ

ンターからの推薦

に基づき、特別研

究員等審査会委員

等選考会において

選考する。 
審査結果を申請

者に適切に開示す

る。 
(ii) 事業の評価と

改善 
採用期間終了後

の進路状況調査や

学術システム研究

センター等の機能

を活用しつつ、事

業の実施状況や支

を支給する取扱い

を実施する。 
 
 
 
(i) 審査の適切な

実施 
審査の独立性を

確保する観点か

ら、我が国の第一

線の研究者を審査

委員とする「特別

研究員等審査会」

を設置し、審査方

針に基づき、書面

審査に加え面接審

査を効果的に活用

して審査を実施す

る。 
公平で公正な審

査体制を維持する

ため、書面審査の

基準及び評価方法

の書面審査委員へ

の周知、面接終了

後の合議審査によ

り、精度の高い審

査を実施する。 
学術システム研

究センターの機能

を活用し、若手研

究者の主体性を重

視し、目的や対象

者層に応じた審査

方針等を検討する

とともに、審査の

透明性を確保する

観点から、審査方

針等をホームペー

ジ等で公開する。 
審査委員の選考

  
 
 
 
 
■ 審査の適切な実施 
・平成 28 年度採用分の特別研究員等の選考については、「特別

研究員等審査会」を 3 回（計 14 日間）開催し、審査の独立性

を確保した。また、審査方針に基づき、書面審査、合議審査及

び面接審査を効果的に活用して審査を行った。 
・学術システム研究センターに設置したワーキンググループに

おける審議を踏まえ、各事業の対象者層に対応した審査におけ

る評価の考え方をより明確化して分かりやすく審査の手引に

記述した。 
 
 
・審査委員に対して、審査の手引等を配布して書面審査の基準

や利害関係者の取扱いについて明記して周知した。また、研究

機関移動要件（後述）に係る審査方法を明確化し分かりやすく

審査の手引に記述し、精度の高い審査を実施した。 
 
 
・平成 28 年度採用分 PD の選考に際しては、研究者の流動性

の向上のため、採用後の所属研究機関は博士課程在学時から移

動することを申請資格（特例措置有り）とし、審査委員にもそ

の確認を慎重に行うように周知し、資格審査を実施した（平成

27 年度採用分までは研究室移動）。 
●博士の学位を取得した研究室以外の場で研究する者（平成

27 年度採用分） 

資格 新規採用者数 
博士の学位を取得した所属研究

室以外の場で研究する者の数 割合 

SPD 14 人 14 人 100.0％ 
PD 356 人 352 人 98.9％ 
合計 370 人 366 人 98.9％ 

 
 
・学術システム研究センターに設置したワーキンググループに

おいて、特別研究員の募集要項や審査方針等について検討を行

った。また、審査方針や審査方法、書面審査セット等をホーム

ページ上で公開した。

（https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_sinsa-set.html） 

 
 
 
 
 
・「特別研究員等審査会」の審査にお

いては、学術システム研究センターに

設置したワーキンググループにおけ

る審議を踏まえ、各事業の対象者層に

対応した審査における評価の考え方

をより明確化して分かりやすく審査

の手引に記述するなど着実に改善を

行っている。 
また、研究機関移動に係る審査方法

を明確化し、分かりやすく審査の手引

に記述するなど、公平で公正な審査体

制維持を図っており評価できる。 
 
平成27年度のPD採用者については、

博士の学位を取得した所属研究室以

外の場で研究する割合が 98.9％とな

っており、研究者の流動性向上を図っ

ており着実に事業を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・審査方針等のホームページ上での公

開や、書面審査で不採用となった申請

者本人への順位等の開示など、情報の

開示に努めており評価できる。 
 
 



【27 年度評価】項目別-93 
 

給の効果等につい

て評価・検証を行

う。 
また、人材育成

企画委員会（仮称）

等の検討を踏ま

え、特別研究員事

業に関し、事業趣

旨に留意しなが

ら、必要に応じて

事業内容の検討・

見直しを行う。 
(iii) 募集・採用業

務の円滑な実施 
研究奨励金につ

いては、独立行政

法人日本学生支援

機構の奨学金との

重複受給を防止す

るための取組を引

き続き行う。 
 
 

について、専門的

見地から、より適

切な審査委員を選

考するため、学術

システム研究セン

ターが作成した候

補者名簿案に基づ

き、「特別研究員等

審査会委員等選考

会」において選考

する。その際、女

性の登用に配慮す

る。 
書面審査の不採択

者に対し、その詳

細な評価結果を開

示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ii) 事業の評価と

改善 
特別研究員採用

期間終了後の進路

状況調査を行い、

研究奨励金支給の

効果等について確

認する。また、調

査結果をホームペ

ージ等で国民に判

りやすい形で公表

する。 
特別研究員等審

査会の審査結果に

 
 
・審査方針や審査方法をホームページ上で公開

（https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_houhou.html）し、審査の透

明性の確保に努めた。選考結果については、第一次選考（書類

選考）の不採択者に、特別研究員等審査会における各審査項目

の評価及び当該領域におけるおおよその順位を通知している。

なお、採用者については振興会のホームページ上で氏名を公開

している。 
 
 
・「特別研究員等審査会」の委員（55 名）、専門委員（約 1,800
名）については、学術システム研究センター研究員が審査委員

候補者データベースを活用して作成した候補者名簿案を踏ま

え、「特別研究員等審査会委員等選考会」において選考した。 
なお、センターの推薦の段階から、選考基準にあるとおり、

選考の過程においては、各分野の申請状況や候補者の所属機関

のバランスに配慮し、適切な人材を選定すること等を前提とし

ながら、女性研究者の登用にも配慮した。その結果、前年度に

比べ平成 27 年度の女性委員比率が高くなった。（平成 26 年度

審査委員女性比率：19.8％、平成 27 年度審査委員女性比率：

23.5%） 
・第１次選考（書類選考）で不採択となった申請者に対して、

個別審査項目の評価、総合評価の T スコアや不採用者の中のお

およその順位を開示した。 
 
 
■ 事業の評価と改善 
（進路状況調査等） 
・採用期間終了後の進路状況調査を実施し、事業の効果を確認

した。PD 採用終了 1 年経過後で 8 割の者が、DC 採用終了 5
年経過後で 8 割の者が常勤の研究職に就職した。また、進路状

況調査の結果は、ホームページ等で国民に判りやすい形で公表

した。（http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_syusyoku.html） 
●PD、DC の常勤の研究職への就職状況 

 PD DC 
1 年経過後 （平成 25 年度終了

者） 
77.4％ 75.2％

※ 
5 年経過後 （平成 21 年度終了

者） 
90.0％ 80.5％ 

10 年経過後（平成 16 年終了者） 92.6％ 92.6％ 
※ポスドクフェローを含む 

 
 
・「特別研究員等審査会」の審査委員

については、女性研究者の登用にも配

慮した選考を行っており評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・採用期間終了後の進路状況調査の結

果として、PD 採用終了 1 年経過後で

8 割の者が、DC 採用終了 5 年経過後

で 8 割の者が常勤の研究職に就いて

おり、一定の支援の効果があったこと

が認められる。また、進路状況調査の

結果については、ホームページで分か

りやすく公表しており高く評価でき

る。 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-94 
 

ついて、学術シス

テム研究センター

の機能を活用しつ

つ検証を行い、審

査委員の選考や審

査体制等の改善に

反映させる。 
「 特 別 研 究 員

-SPD」について

は、研究の進捗状

況等について評価

を行い、その結果

を本人に通知す

る。 
事業趣旨に留意し

ながら、必要に応

じて事業内容の検

討・見直しを行う。

改善・見直し内容

については十分な

周知期間、経過措

置を講じた上で、

募集要項等に反映

させ、ホームペー

ジへの掲載、説明

会の開催等を行

い、広く周知する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・平成 27 年度若手研究者を対象とした賞に以下のとおり特別

研究員採用経験者が受賞した。 
●特別研究員採用経験者の受賞実績 

賞の名称 
特別研究員採用経験者の受賞者

数（全受賞者数） 
平成 27 年度文部科学大臣表彰若手

科学者賞 
55 人（97 人） 

第 12 回日本学士院学術奨励賞 4 人（6 人） 
第 12 回日本学術振興会賞 18 人（25 人） 
第 6 回日本学術振興会育志賞 15 人（18 人） 

※育志賞受賞者のうち、15 人は平成 27 年度特別研究員採用中の

者 
 
（審査結果の検証） 
・特別研究員等審査会の審査結果について、学術システム研究

センターにおいて評点分布や審査意見の適切性等について分

析・検証、合議を行い、問題のあった審査委員は翌年度に継続

して委嘱しない等、翌年度の審査委員候補者の選考に反映させ

た。 
また、分科細目毎の申請数の状況を確認し、審査委員の配置

や審査委員数の調整を行う等の審査体制の改善を行うととも

に、有意義な審査コメントを残した審査委員 114 名を選考し表

彰した。 
 
（特別研究員 SPD の評価） 
・特別研究員-SPD については、学術システム研究センターに

おいて、中間評価（1 年目終了後：研究発表会を開催し、評価

を担当するセンター研究員との質疑応答を踏まえて研究状況

等を検証、2 年目終了後：SPD 本人の自己評価及び受入研究

者が作成した評価書を基に研究状況等を検証）、事後評価（採

用終了後：SPD 本人の自己評価及び受入研究者が作成した評

価書を基に採用期間全体の研究状況等を検証）を行い、その評

価結果について、本人に対して通知した。 
 

 
（事業内容の検討・見直し） 
・学術システム研究センターに設置したワーキンググループに

おいて、特別研究員事業の趣旨に留意しながら、募集要項や審

査方法等について検討・見直しを行った。また、申請資格の変

更等の改善事項については十分な周知期間、経過措置を講じた

 
 
 
・平成 27 年度文部科学大臣表彰若手

科学者賞を特別研究員採用経験者 55
人が受賞するとの実績が認められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・審査体制等の改善に審査結果の分

析・検証結果を反映しており評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・SPD の研究の進捗状況等について、

学術システム研究センターにおいて、

評価を行い、その結果を本人に通知し

たことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
・学識経験者等により構成される学術

システム研究センターに設置したワ

ーキンググループにおいて、若手研究

者の主体性を重視する本事業の趣旨
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上で募集要項に反映させた。 
具体的な対応は下記のとおりである。 
➤ワーキンググループに「特別研究員-SPD の在り方検討タ

スクフォース」を設置して、SPD 制度の在り方について

検討を行うこととした。 
➤平成 29 年度採用分 RPD 選考から、面接を免除して採用

内定者とする場合があることを募集要項に記載。 
●特別研究員等審査システム改善のためのワーキンググルー

プの開催実績 
開催日 議事内容 

H27 年 5
月 15 日 

・平成 27 年度の検討事項について 
・特別研究員等書面審査の手引について 
・特別研究員等合議審査の手引について 
・平成 26 年度に実施した審査に係る検証結果の周

知について 
 

H27 年 6
月 19 日 

・平成 28 年度採用分特別研究員等の申請状況につ

いて 
・海外特別研究員の滞在費・研究活動費について 
・特別研究員の処遇について 

H27 年 7
月 17 日 

・平成 27 年度特別研究員等審査会について 
・特別研究員等面接審査の手引について 
・特別研究員の処遇について 

H27 年 9
月 18 日 

・平成 27 年度特別研究員等審査の検証及び平成

28 年度審査委員の選考について 
・特別研究員-RPD 制度の改善について 
・海外特別研究員-PRD（仮称）事業について 

H27 年 11
月 20 日 

・特別研究員 平成 29 年度採用分募集要項につい

て 
・海外特別研究員 平成 29 年度採用分募集要項に

ついて 
・海外特別研究員-RPD（仮称）平成 28・29 年度

採用分募集要項について 
H27 年 12
月 18 日 

・特別研究員 平成 29 年度採用分募集要項につい

て 
・海外特別研究員 平成 29 年度採用分募集要項に

ついて 
・海外特別研究員-RPD（仮称）平成 28・29 年度

採用分募集要項について 
・特別研究員等審査会の意見について 
・特別研究員-SPD の在り方検討タスクフォース

の設置について 
H28 年 1
月 15 日 

・平成 28 年度特別研究員事業等予算案の概要 
・特別研究員 平成 29 年度採用分募集要項につい

て 
・特別研究員-SPD 評価について 
・病気を理由とする特別研究員の採用の中断及び

を踏まえて検討・見直しを行い、ワー

キンググループにタスクフォースを

設置して SPD 制度の在り方について

検討を行うこととするなど、制度の改

善・充実に積極的に取組むとともに、

申請資格の変更等の改善事項につい

ては十分な周知期間、経過措置を講じ

ることとして募集要項に反映し、ホー

ムページに掲載しており透明性･公平

性の観点から評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特別研究員に支給する研究奨励金に

ついては、（独）日本学生支援機構の

奨学金との重複受給を防止するため、

引き続き平成 27 年度においても適切

にチェックを行っており評価できる。 
 
・特別研究員事業等についての説明会

を平成 27 年度は 12 回、各地で開催

し、事業内容等の周知や申請書作成に

ついての説明を行い、女性研究者から

の申請の促進に留意して出産・育児に

関する制度の周知に努めており評価

できる。 
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(iii) 募集・採用業

務の円滑な実施 
応募受付、審査

業務を電子的に実

施できるシステム

を導入する。 
研究奨励金につ

いては、独立行政

法人日本学生支援

機構の奨学金との

重複受給を防止す

るため、募集要項

等に重複受給を禁

ずる旨を掲載する

とともに、採用内

定者情報を同機構

延長について 
・特別研究員等の英語肩書き名の整理について 

H28 年 2
月 19 日 

・平成 27 年度 特別研究員等の審査の検証につい

て 
・障害のある特別研究員-PD への対応について 
・病気を理由とする特別研究員の採用の中断及び

延長について 
・平成 27 年度人材育成企画委員会（第 1 回）に

ついて 
H28 年 3
月 4 日 

・特別研究員等審査会委員・専門委員/国際事業書

面審査員選考会について 
・海外特別研究員及び海外特別研究員-RRA 書面

審査の手引について 
・海外特別研究員-RRA 合議審査方法について 
・特別研究員-DC における特研奨励費以外の研究

費の受給について 
・病気を理由とする特別研究員の採用の中断及び

延長について 
・平成 27 年度のまとめと次年度検討事項について 
・卓越研究員事業について 

 
●特別研究員-SPD の在り方検討タスクフォースの開催実績 

開催日 議事内容 
H28年 2月

19 日 
・特別研究員-SPD 制度の在り方について 

 
 
■ 募集・採用業務の円滑な実施 
・特別研究員に支給する研究奨励金については、「独立行政法

人日本学術振興会の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告

の方向性」における指摘事項を踏まえた見直し案（平成 18 年

12 月 15 日文部科学省）に基づき、日本学生支援機構の奨学金

との重複受給を防止するため、平成 19 年度に整えた同機構と

のチェック体制に従い、平成 20 年度から採用内定者情報を同

機構に提供し重複チェックを行っている。本取組は平成 27 年

度においても引き続き実施した。 
 
・制度について広く周知を図るための説明会や、平成 28 年度

採用分および平成 29 年度採用分の募集に係る申請書作成につ

いて各機関の事務担当者に注意点を広く周知するための説明

会を実施した。なお、説明会においては、女性研究者からの申

請を促進するため、特別研究員の出産・育児による採用期間中

の「中断」及び「研究再開準備支援」の取扱についての説明や、

出産・育児による研究中断後に、円滑に研究現場に復帰するこ

＜課題と対応＞ 
・昨年度の業務実績評価を踏まえ、女

性研究者からの申請を促進するため

の取組を着実に実施しているが、引き

続き、女性研究者の申請状況を確認し

ながら、取組を進める必要がある。 
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に提供し、重複チ

ェック等を行う。 
特別研究員事業

等についての説明

会を開催し、事業

内容等の周知を図

る。 
② 優れた若手研

究者の顕彰 
(i) 日本学術振興

会賞 
我が国の学術研

とを支援する RPD 制度の周知に努めた。 
 
●平成 27 年度の説明会開催実績：12 回 

開催大学等 
平成 28 年度採用分 
関西大学、関西学院大学、筑波大学、茨城大学、埼玉

大学、東京農業大学、名古屋大学 
 
平成 29 年度採用分 
上智大学、関西大学、関西学院大学、神戸大学、徳島

大学 
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  ② 優れた若手研

究者の顕彰 
我が国の学術研

究の発展への寄与

が期待される研究

者の養成に資する

ため、優れた若手

研究者を顕彰する

「日本学術振興会

賞」及び大学院博

士課程学生を顕彰

する「日本学術振

興会育志賞」を実

施する。 

究の水準を世界の

トップレベルにお

いて発展させるた

め、創造性豊かな

優れた研究を進め

ている若手研究者

を見いだし、早い

段階から顕彰して

その研究意欲を高

め、独創的、先駆

的な研究を支援す

る日本学術振興会

賞の募集、選考、

授賞に係る業務を

円滑に実施する。 
(ii) 日本学術振興

会育志賞 
我が国の学術研

究の発展への寄与

が期待される若手

研究者の養成に資

するため、優秀な

大学院博士課程学

生を顕彰する育志

賞の募集、選考、

授賞に係る業務を

円滑に実施する。 

 【優れた若手研究者の顕彰】 
■日本学術振興会賞 
・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、45 歳未

満で博士又は博士と同等以上の学術研究能力を有する者のう

ち、論文等の研究業績により学術上特に優れた成果をあげてい

る研究者を対象に第 12 回日本学術振興会賞受賞候補者の推薦

について、我が国の学術研究機関及び学協会に対し依頼した。 
・被推薦者について、学術システム研究センターにおける予備

審査を経て、平成 27 年 10 月 29 日開催の本賞審査会（委員長：

野依良治 科学技術振興機構研究開発戦略センター長、他 12
名で構成）における選考結果に基づき、受賞者を決定した。 
・授賞式を平成 28 年 2 月 24 日に秋篠宮同妃両殿下にご臨席

いただき、日本学士院において行った。 
●第 12 回 日本学術振興会賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 
3,603 機関 370 人 25 人 6.8％ 

 
■日本学術振興会育志賞 
・人文学、社会科学及び自然科学の全分野において、34 歳未

満で大学院における学業成績が優秀であり、豊かな人間性を備

え、意欲的かつ主体的に勉学及び研究活動に取り組んでいる大

学院博士後期課程学生を対象に第 6 回日本学術振興会育志賞

候補者の推薦について、我が国の大学及び学協会に対し候補者

の推薦を依頼した。 
・被推薦者について、学術システム研究センターにおける予備

選考を経て、平成 28 年 1 月 6 日開催の本賞選考委員会（委員

長：佐々木 毅 国土緑化推進機構理事長、他 8 名で構成）にお

ける選考結果に基づき、受賞者を決定した。 
・授賞式を平成 28 年 3 月 2 日に秋篠宮同妃両殿下にご臨席い

ただき、日本学士院において行った。 
 
●第 6 回 日本学術振興会 育志賞の推薦・受賞状況 

推薦要項発送数 候補者数 受賞者数 割合 
2,716 機関 150 人 18 人 12％ 

 

＜根拠＞ 
・第 12 回日本学術振興会賞及び第 6
回日本学術振興会育志賞の募集、選

考、授賞に係る業務を通して、創造性

に富み優れた若手研究者の顕彰を円

滑に実施しており評価できる。 

 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４－２ 
４ 次世代の人材育成と大学の教育研究機能の向上 
（２）若手研究者の海外派遣 
① 若手研究者の海外派遣（個人支援） 
② 若手研究者の組織的な海外派遣（組織支援） 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15
条、独立行政法人日本学術振興会業務

方法書第 4 条 

業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及び研

究の推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
政策評価：27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難

易度 
重要度：「高」（政府の「科学技術イノベーション総合戦略 2015」等に謳われている学生、若手研究者が海外に挑戦する機会の拡大等によりグローバルな視野を持った人材の育

成に取り組み、国際的な頭脳循環を促進する事及びワークライフバランスの実現のための支援及び環境整備を行い、女性が継続的に知的プロフェッショナルとして活躍できる環

境整備に取り組む事、また、「第 4 期科学技術基本計画」に謳われている優れた資質を持つ若手研究者や学生が海外で積極的に研鑽を積むことができるよう、海外の派遣や留学

促進のための支援を充実する事に向けて、本法人における当該人材育成事業が重要な役割を果たすものであるため。） 

難易度：「高」（上記課題を解決するため必要な事業であるが、事業の信頼性確保の観点から、公正かつ透明性が高く、信頼性ある選考・審査体制を構築し、継続して行うことが

重要であり、海外特別研究員事業については、新規事業として海外特別研究員-RRA 事業を立ち上げたことは、初めての取り組みであることから、困難を伴うため。「頭脳循環を

加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム」についても、事業趣旨に沿った、適正かつ公正・厳正な審査を限られた期間内に迅速に実施しており、困難を伴うため。） 

参照 URL 海外特別研究員事業 http://www.jsps.go.jp/j-ab/index.html 
頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム http://www.jsps.go.jp/j-zunoujunkan3/index.html 
若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム http://www.jsps.go.jp/j-itp/index.html 
組織的な若手研究者等海外派遣プログラム http://www.jsps.go.jp/j-daikokai/ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度  H25 H26 H27 H28 H29 

海外特別研究員新

規採用者数 
 178 人 192 人 204 人 170 人   

決算額（千円） 21,452,840 20,760,316 20,000,131 

  

採用終

了後の

常勤の

研究職

就職率 

終了直後  56％ 63.8％ 49.7％ 57. 9％   

１年経過後  － － 83.2％ 80.0％   

従事人員数 32 34 34 

  

５年経過後            － － 96.2％ 97.2%   

「頭脳循環事業」の

事後評価において

総合評価が 3 以上 

  
60／68 

課題 
20/28 
課題 

25/28 
課題 

  

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(2) 若手研究者の海

外派遣 
国際舞台で活躍で

きる世界レベルの研

究者を育成するため、

若手研究者個人の海

外派遣とともに、研究

機関の国際研究戦略

に沿った組織的な研

究者海外派遣など、若

手研究者を海外に派

遣する取組を計画

的・継続的に実施す

る。 
また、各種事業にお

ける支援対象の選考

審査に関し、審査の独

立性、透明性、公正性

を確保し、目的や対象

者層等に応じた優れ

た研究者等を的確に

見極め、厳正に選考を

行う。 

(2) 若手研究者の海

外派遣 
国際舞台で活躍で

きる世界レベルの研

究者を育成するため、

若手研究者個人の海

外派遣とともに、研究

機関の国際研究戦略

に沿った組織的な研

究者海外派遣など、若

手研究者を海外に派

遣する取組を計画

的・継続的に実施す

る。 
各種事業における

選考審査は、特別研究

員等審査会及び国際

事業委員会において

厳正に実施する。 
 
① 若手研究者の海外

派遣（個人支援） 
我が国の大学等学

術研究機関に所属す

る常勤の研究者や博

士の学位を有する者

等の中から優れた若

手研究者を「海外特別

研究員」として採用

し、海外の特定の大学

等研究機関において

長期間研究に専念さ

せるため、滞在費等を

支給する。 
その際、第 4 期科学技

術基本計画等におけ

る世界レベルの若手

研究者養成のための

(2) 若手研究者の海

外派遣 
国際舞台で活躍で

きる世界レベルの研

究者を育成するため、

若手研究者個人の海

外派遣とともに、研究

機関の国際研究戦略

に沿った組織的な研

究者海外派遣など、若

手研究者を海外に派

遣する取組を計画

的・継続的に実施す

る。 
各種事業における選

考審査は、特別研究員

等審査会及び国際事

業委員会において厳

正に実施する。 
 
① 若手研究者の海外

派遣（個人支援） 
海外の大学等研究

機関に優れた若手研

究者を派遣する海外

特別研究員事業に係

る募集・審査・採用業

務を円滑に実施する。 
審査は、特別研究員

事業とともに「特別研

究員等審査会」にて行

う。 
募集に関する情報

をホームページにお

いて分かりやすく公

表するとともに、申請

書の様式等を申請者

が迅速に入手できる

＜主な定量的指標＞ 
・海外特別研究員新規

採用者数 
 
・「海外特別研究員事

業」の採用終了後の常

勤の研究職就職率 
 
・「頭脳循環事業」の事

後評価において総合評

価が 3 以上 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 審査・評価の公正

さ、透明性、信頼

性 
 海外特別研究員の

進路状況 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・海外特別研究員等の

海外派遣事業は、人材

育成の観点もさること

ながら、学術の国際交

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画を上回って推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
【若手研究者の海外派遣（個人支援）】 
■ 海外特別研究員事業 
・平成 27 年度は、新規採用の選考・審査業務を行い、

継続採用と合わせて合計 433 名に対する資金支給業

務を適切かつ効率的に実施した。 
 平成 26 年度 平成 27 年度 

申請者数 974 人 977 人 
採用数 456 人 433 人 

うち新規 204 人 170 人 
 
 
・希望者に対して、出産・育児に伴う採用の中断及び

延長の取扱いの手続きを行った。（平成 27 年度実績 

5 名） 
 
 
・振興会が支給する滞在費の中から保険料を差し引

き、まとめて海外旅行傷害保険に加入することによ

り、海外特別研究員が安価で保険に加入できる手続き

を引き続き行った。 
 
・採用者に対しては、円安の影響に対して他からの資

金援助受給の緩和措置を執ったほか、有事における安

否確認及び注意喚起を行うなど、迅速かつ的確な対応

を臨機応変に実施した。そのほか、採用者に対してよ

り厳密な措置が適用できるよう規程の改正を行うな

ど、適切な事業運営を図った。 
 
 
（審査業務） 
・特別研究員等審査会（委員 55 名、専門委員約 1,800
名）を設け、専門的見地から書面審査、合議審査及び

面接審査により選考を行った。 
 
 

評定 A 評定 Ａ 
・海外特別研究員に対して、新規採

用、継続採用合わせて 433 名の支援

対象者への資金供給を適切かつ効率

的に実施し、国際舞台で活躍できる

世界レベルの研究者の育成に寄与し

ていると考えられ、近年若手研究者

の長期海外渡航がピーク時の 7 割以

下にまで減少している中、優れた若

手研究者が積極的に海外で研鑽する

機会を推進する取組と評価できる。 
・希望者に対する出産・育児に伴う

採用の中断及び延長の取扱いの手続

き等、採用者の円滑な派遣のための

取組を着実に実施している。 
・まとめて海外旅行傷害保険に加入

することにより、海外特別研究員が

安価で保険に加入できるように手続

きを引き続き行ったことは、海外特

別研究員が安心して長期間研究に専

念できる環境を整備する取組として

評価できる。加えて、採用者に対す

る臨機応変な対応を迅速かつ的確に

行っていることは、高く評価できる。 
 
 
 
・特別研究員等審査会の下に設置さ

れた領域別の審査部会により公正か

つ透明性が高く、信頼性ある選考・

審査体制を構築し、審査を行ってい

るといえ評価できる。 
 
・学術システム研究センターが審査

員候補者データベース等を活用し、

各分野の申請状況、候補者の所属機

関バランス、及び女性研究者の登用

＜評定に至った理由＞ 
海外特別研究員に対して、新規採用、

継続採用合わせて 433 名の支援対象者

への資金供給を適切かつ効率的に実施

しており、事業を着実に実施している 
なお、採用期間終了後 1 年及び 5 年経

過した者を対象として実施した進路状

況等の追跡調査において、1 年経過後に

は 80.0％、5 年経過後では 97.2％の者が

常勤の研究職に就いており、人材育成の

観点からも事業の効果として高く評価

できる。 
平成 28 年度採用分より、新規事業と

して海外特別研究員－RRA 事業を開始

したことは、出産、介護などのため、研

究を中断せざるを得なかった若手研究

者が、研究等とライフイベントとの両立

を図るための支援として高く評価でき

る。 
特別研究員の海外渡航の一層の促進

のため、ERC との協力により新たな海

外渡航推進のための事業を開始したこ

とは高く評価できる。 
また、頭脳循環を加速する戦略的国際

研究ネットワーク推進プログラムにお

いて 64 件を計画的・継続的に支援して

おり、着実に事業を実施している。 
以上より、本項目は、自己評価のとお

り、中期目標における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるた

め、評定を A とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
若手研究者育成のための海外派遣に

ついて、引き続き着実に実施していくこ
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国際研鑽機会の充実

に十分配慮した上で、

本事業を推進する。 
また、採用期間終了

後の進路状況調査や

学術システム研究セ

ンター等の機能を活

用しつつ、事業の実施

状況や支給の効果等

について評価・検証を

行う。 

ようにする。 
海外特別研究員採

用期間終了後の進路

状況調査を行い、支給

の効果等について確

認する。また、調査結

果をホームページ等

で国民に判りやすい

形で公表する。 

流拠点構築のためにも

極めて重要であるの

で、国公私大との連携

なども含めて長期にわ

たる事業展開が望まれ

る。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

 
・海外特別研究員終了

後の進路についても、

特別研究員と同様、5
年後、10 年後の状況を

フォローアップしてい

くと、本制度の有効性

をより一層性格に検証

できるのではないだろ

うか。【外部評価委員

指摘 25 年度評価】 
 
・事業の見直しは必要

であるが、総事業費の

拡 大 が 望 ま れ る 。

【JSPS部会25年度評

価】 

 
・審査の公正性・透明性を確保するため、審査会委員

の選考については、学術システム研究センターが作成

する審査員候補者データベース等を活用して、各分野

の申請状況、候補者の所属機関のバランス及び女性研

究者の登用等に配慮しつつ適切に行った。 
（平成 26 年度審査委員女性比率：19.8％、平成 27
年度審査委員女性比率：23.5%） 
 
また、書面審査、面接審査における審査の基準や、

利害関係者の取扱いについて明記した手引きを委員

に対して配布し、厳格を期した。 
 
なお、学術システム研究センターに設置されたワー

キンググループでの検討を踏まえ、募集要項や書面、

合議、面接の各段階での審査方法の見直し等を図るこ

とにより、公正で透明性の高い選考・審査体制の整備

に継続的に取り組んだ。 
 
 
 

 
 
 選考結果については、第一次選考の不合格者に、特

別研究員等審査会における各審査項目の評価及び当

該領域におけるおおよその順位を通知した。なお、採

用者については、振興会のホームページ上で氏名等を

公開した。 
 
採用者一覧 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 
 
・特別研究員等審査会の審査結果について、学術シス

テム研究センターの研究員が分析・検証を行い、翌年

度の審査委員候補者の選考に反映させた。また、書面

合議審査に役立つ審査コメントの例を書面審査の手

引に掲載するとともに、書面合議審査に役立つ有意義

な審査コメントを残した審査員を選考し表彰した。 
 
 
 

等、公正性、信頼性に配慮し審査委

員の選考を行っており評価できる。 
 
・審査基準・手順を明確化するなど

公正な審査体制維持を着実に図って

おり評価できる。 
 
・学術システム研究センターに設置

されたワーキンググループでの検討

を踏まえ、募集要項や書面、合議、

面接の各段階での審査方法の見直し

等を図ることにより、公正で透明性

の高い選考・審査体制の整備に継続

的に取り組んでいることは評価でき

る。 
 
・選考結果については、不合格者へ

の通知、採用者のホームページ上で

の公表を行っており、審査の透明性

確保の取組として評価できる。 
 
 
 
 
・適切な審査コメントの例を書面審

査の手引に掲載するなど、審査体制

等の改善に分析・検証結果を反映し

ており評価できる。 
 
 
 
 
・平成 28 年度採用分より、新規事業

として海外特別研究員－RRA 事業

を開始したことは、出産、介護など

のため、研究を中断せざるを得なか

った若手研究者が、研究等とライフ

イベントとの両立を図るための支援

として高く評価できる。 
 
 

と。 
 
＜その他事項＞ 
・特になし。 
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（募集業務） 
・学術研究分野における男女共同参画を推進する観点

を踏まえ、優れた若手研究者が結婚・出産・育児・看

護・介護のライフイベントによる研究中断等の後に、

海外の特定の大学等研究機関において長期間研究に

専念できるよう支援する事業として、新たに平成 28
年度採用分より海外特別研究員-RRA 事業の募集を開

始した。平成 27 年度は、平成 28 年度採用分及び 29
年度採用分の募集を同時に行った。 
 
・募集要項、申請書、審査方針、書面審査セット、申

請・採用状況、採用者一覧及び特別研究員等審査会委

員の氏名・所属等について、振興会ホームページを通

じて、広く一般に公開し、申請者が迅速に入手できる

ようにしている。 
 
・平成 25 年度に申請書の作成から提出まで完結させ

る電子申請システムを運用に移し、平成 27 年度にお

いては、さらに、申請者及び事務担当者の利便性を考

慮し、使いやすいよう改修を行った。 
 
・併せて、電子申請システムの体験版や簡易版操作手

引を新たに整備したほか、専用のコールセンターを引

き続き設置し、申請者が円滑に申請できるよう図っ

た。 
 
募集要項（海外特別研究員事業） 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sin.html 
募集要項（海外特別研究員－RRA 事業） 
http://www.jsps.go.jp/j-ab/rra_sin.html 
選考方法（審査方針等）・審査会委員の氏名等 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_houhou.html 
申請・採択状況 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_shinsei.html 
採用者一覧 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_list.html 
書面審査セット 
https://www.jsps.go.jp/j-ab/ab_sinsa-set.html 
 
・特別研究員事業と併せて海外特別研究員事業の制度

について広く周知を図るための説明や平成 29 年度採

・申請に必要な項目について、振興

会ホームページから確認できるよう

広く一般に公開し、必要な書類はダ

ウンロードできることから申請者が

迅速に入手できるようにしており評

価できる。 
 
・申請者の利便性向上のため、電子

的に申請書類を受け付けるシステム

の充実化を図るとともに、コールセ

ンターの設置等円滑な実施に取り組

んでおり評価できる。 
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用分の募集に係る申請書作成について各機関の事務

担当者に注意点を広く周知するための説明会を実施

した。また、新規事業として募集を開始した海外特別

研究員－RRA 事業についても併せて周知を図った。 
 
●特別研究員事業等説明会実績：12 回（平成 27 年度） 

開催大学等 
 
平成 28 年度採用分 
関西大学、関西学院大学、筑波大学、茨城大学、埼

玉大学、東京農業大学、名古屋大学 
 
平成 29 年度採用分 
上智大学、関西大学、関西学院大学、神戸大学、徳

島大学 
 
（進路状況調査） 
・平成 27 年度に海外特別研究員（平成 24 年度採用

者）の採用終了後の進路状況調査を実施した。調査結

果は、ホームページで公表している。 
●平成 24 年度採用者の採用期間終了後の就職状況 

区分 人数 割合 
常勤の研究職 99 人 55.6％ 

非常勤の研究職 3 人 1.7％ 
ポストドクター

（海外） 
45 人 25.3 

ポストドクター

（国内） 
18 人 10.1％ 

その他 13 人 7.3％ 
計 178 人 － 

 
・採用期間終了後 1 年及び 5 年経過した者を対象とし

た進路状況等の追跡調査を実施し、事業の効果を確認

した。また、調査結果をホームページ上で公表する準

備を行った。 
●海外特別研究員の常勤の研究職への就職状況 

区分 割合 
1 年経過後（平成 23 年度採用者） 80.0％ 
5 年経過後（平成 19 年度採用者） 97.2％ 

 
 
（海外渡航を促進するための取組） 
・スイス政府と協力して、特別研究員を対象としてス

イスの大学等研究機関の研究者と共同研究する機会

 
 
 
 
 
・特別研究員事業等についての説明

会を各地で開催し、事業内容等の周

知や申請書作成についての説明を実

施していることは、制度の普及、申

請者及び事務担当者の理解を深める

取組として評価できる。 
 
 
 
・採用終了後の就職状況調査では約

55.6％が「常勤の研究職」に、92.7％
が非常勤も含めた研究職に従事して

いることは人材育成の観点から評価

できる。なお、この調査結果はホー

ムページに国民に分かりやすい形で

公表しており評価できる。 
 
・採用期間終了後 1 年及び 5 年経過

した者を対象として実施した進路状

況等の追跡調査において、常勤の研

究職への就職率が、採用終了後は

57.9％であったのに対し、1 年経過後

には 80.0％、5 年経過後では 97.2％
に上がっており、本事業採用者の常

勤の研究職への就職率が着実に増え

ていることが分かり、人材育成の観

点から本事業の効果は高く評価でき

る。 
 
 
 
 
 
・スイス政府と特別研究員の海外渡

航促進のための協力枠組みを設け、

選考を経て 10 名の特別研究員がス
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を提供する「日本－スイス若手研究者交流事業」を実

施した。平成 27 年度は国際事業委員会による選考を

経て、10 名の特別研究員がスイスに渡航した。（本事

業は、平成 26 年が日本－スイス国交樹立 150 周年に

あたることに伴い、その記念の一環として平成 26 年

度から平成 28 年度までの実施を予定している。） 
・平成 27 年 5 月 29 日に ERC（European Research 
Council（欧州研究会議））と締結した MOU に基づき、

「ERC との協力による特別研究員の海外渡航支援事

業」を新たに開始した。平成 27 年度は、本事業の立

ち上げに伴う検討を行った上で、特別研究員の受入れ

を希望する ERC 研究費支援を受けている研究者の

情報を提供するとともに平成 28 年度分の申込をオン

ラインシステムにて受け付け、海外渡航者を決定し

た。 
 

イスの大学等学術研究機関の研究者

と共同研究のため渡航したことは若

手研究者の海外での研鑽機会充実の

観点から評価できる。 
・特別研究員の海外渡航の一層の促

進のため、ERC との協力により新た

な海外渡航推進のための事業を開始

したことは高く評価できる。 

  ② 若手研究者の組織

的な海外派遣（組織支

援） 
頭脳循環により国

際研究ネットワーク

の核となる優れた研

究者の育成を図るた

め、研究機関の国際研

究戦略に沿って、若手

研究者を海外へ派遣

し、派遣先の研究機関

と行う世界水準の国

際共同研究に携わり、

様々な課題に挑戦す

る機会を提供する大

学等研究機関の支援

等を行う。 
 

② 若手研究者の

組織的な海外派遣（組

織支援） 
・頭脳循環を加速する

戦略的国際研究ネッ

トワーク推進プログ

ラム 
平成２５年度まで

の採択事業について

は、頭脳循環により国

際研究ネットワーク

の核となる優れた研

究者の育成を図るた

め、研究機関の国際研

究戦略に沿って、若手

研究者を海外へ派遣

し、派遣先の研究機関

と行う世界水準の国

際共同研究に携わり、

様々な課題に挑戦す

る機会を提供する大

学等研究機関を支援

する。また、終了した

事業について事後評

価を行う。 

 【若手研究者の組織的な海外派遣（組織支援）】 
■ 頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク

推進プログラム 
（審査・評価業務） 
・平成 27 年度採択分について、プログラムの趣旨に

合致した公平性・透明性の高い審査とするべく、研究

面についてのレビューを実施した。レビューにあたっ

ては、事前に候補者全員に対し事前連絡を行い、平成

26 年度の国際事業委員会書面審査員（約 1800 名）の

検証結果を反映するなど、より公平・公正に進められ

るよう見直しを行い、公募受付後に、学術システム研

究センターにおいて国際事業委員会書面審査員の中

から、応募のあった課題の細目ごとに、レビューアー

計 208 名を迅速に選定した。その上で、レビュー結果

を一つの指標として国際事業委員会の下に設置した

領域別の審査・評価部会（人社系、理工系、生物系、

総合系（計約 70 名））において、公募要領に記載した

審査方針に則して書面審査、面接審査による選考を行

った。書面審査においては、研究ネットワークの形成

を更に重視した審査ができるよう、書面審査の手引

（評点の重み付け、審査の観点）を見直し、面接審査

においては、質疑応答及び審査員間での議論をより厳

密にできるよう、面接時間の延長を行った。その結果、

各部会で採択候補となった事業について、国際事業委

員会において 12 件の事業を採択し、継続課題とあわ

＜根拠＞ 
（頭脳循環を加速する戦略的国際研

究ネットワーク推進プログラム） 
・64 件を計画的・継続的に支援する

ことにより、将来性のある多様な研

究人材の育成・確保に努め、若手研

究者の海外派遣を促進しているほ

か、相手側からの研究者招へいも併

せて支援することで双方向の人的交

流を促進していることは評価でき

る。 
 
・新規事業の審査については、レビ

ューの実施方法を見直し、公募受付

後からの限られた期間内で、レビュ

ーアーの選定を迅速に行い、滞りな

くレビューを実施できているほか、

国際事業委員会の下に設置した領域

別の審査・評価部会において、書面

審査の手引の見直し、面接時間の延

長を行うなど、事業趣旨に沿った、

適切かつ公正・厳正な審査を実施で

きていることは高く評価できる。終

了した事業に対する事後評価につい

ても、評価の方法、手順等を整え、
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平成２６年度以降

の採択事業について

は、高いポテンシャル

を有する我が国の研

究グループが、頭脳循

環により国際研究ネ

ットワークを戦略的

に形成し、その中核と

なることを図るため、

専門家による公正な

審査体制を整備し、海

外のトップクラスの

研究機関と世界水準

の国際共同研究を行

うことを通じて、相手

側への若手研究者の

長期派遣と相手側か

らの研究者招へいの

双方向の人的交流を

展開する取組を行う

大学等研究機関を支

援する。 
前年度に交付した

補助金について、補助

事業者から提出され

る実績報告書の確認

や、必要に応じて行う

現地調査等により、額

の確定を行う。 
また、他機関の国際

研究ネットワークの

形成に資するよう、事

業を通じて得られる

有益な情報を的確に

把握・共有できるシス

テムを運用する。 
 
 
 
 
 

せて計 64 件に対して、円滑に補助金を交付した。 
●応募、採択等の状況 

 
応募 
件数 

採択 
件数 採択率 

平成 27 年度 
（平成 27 年度事業開始） 91 12 13.2％ 

平成 26 年度 
（平成 26 年度事業開始） 

91 24 26.4％ 

平成 25 年度 
（平成 25 年度事業開始） 

103 28 27.2％ 

平成 24 年度 
（平成 24 年度事業開始） 

99 28 28.3％ 

平成 23 年度 
（平成 23 年度事業開始） 95 28 29.5％ 

平成 22 年度 
（平成 22 年度事業開始） 212 68 32.1％ 

※平成 22、23、24 年度事業開始分についてはそれぞれ

24、25、26 年度にて事業終了。 
 
・上記部会において、平成 24 年度に「頭脳循環を加

速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」で採択

された 28 事業についての事後評価を実施した。若手

研究者の人材育成が国際共同研究と有機的に連携し

て実施され、事業終了後も、海外の研究機関等との研

究ネットワークの継続が見込まれることが確認でき

たことにより、総合評価として 4 段階評価で 7 事業が

「4」（高く評価できる）、18 事業が「3」（概ね高く評

価できる）を得た。 
・平成 28 年度の公募に向けては、東京にて公募説明

会（2 回）を開催し、事業の趣旨等について周知した。 
 
・継続課題に対しては、有事における安否確認及び注

意喚起を行うなど、迅速かつ的確な対応を臨機応変に

実施した。そのほか、採択後の運用をより円滑なもの

とするべく、大学等研究機関からの意見等を踏まえ、

Q&A の改訂を行った。 
 
（額の確定） 
・平成 24～26 年度に採択された各課題（計 80 件）

について、実績報告書等の内容を踏まえ、必要に応じ

て大学等研究機関への現地調査を行い、実施状況や助

成金の執行状況を確認することにより、交付した助成

金の額の確定を実施した。 
  

審査と同様に評価を実施し、採択事

業、事後評価結果、審査・評価部会

委員名簿の公表、また、事後評価に

ついての意見申し立ての機会を設け

ることにより、透明性、信頼性確保

を図っており評価できる。 
 
・終了した 28 事業の事後評価では、

若手研究者の人材育成が国際共同研

究と有機的に連携して実施され、事

業終了後も、海外の研究機関等との

研究ネットワークの継続が見込まれ

ることが確認できたことにより、総

合評価が 4 段階評価で 3 以上を付け

られた課題が 25 課題あったことは

高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・必要に応じて現地調査を行う等、

額の確定を適切に行っている。 
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（情報共有システム） 
・情報共有システムについては、継続課題の大学等研

究機関の協力を得ながら、引き続き運用している。 
・26 年度採択課題からは、事業趣旨等が改められた

ことに伴い、ホームページ上で事業概要、実績報告書、

事後評価結果等を逐次公開しており、滞りなく事業概

要及び実績報告書等を公開した。これにより、情報公

開までの期間を事業概要については採択後半年程度

かかっていたところを１ヶ月程度まで短縮し、実績報

告書についてはその内容を一律かつ統一的に公開す

ることができた。 
 
 

 
 
・情報共有システムについて、継続

課題の大学等研究機関の協力も得な

がら継続的な運用を行っている。ま

た、26 年度採択課題からは、事業趣

旨等の変更に伴い、情報公開までの

期間を短縮等することにより、適切

かつ迅速に情報を公開できたことは

評価できる。 
 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４－３ 
４ 次世代の人材育成と大学の教育研究機能の向上 
（３）大学の教育研究機能の向上やグローバル化支援 
① 博士課程教育リーディングプログラム 
② 大学教育再生加速プログラム 
③ 大学間連携共同教育推進事業 
④ 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 
⑤ 大学の世界展開力強化事業 
⑥ スーパーグローバル大学等事業 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15
条、独立行政法人日本学術振興会業務方

法書第 11 条 

業務に関連する政策・施

策 
政策目標４ 個性が輝く高等教

育の振興 
施策目標４－１ 大学などにお

ける教育研究の質の向上 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
文部科学省 27-4-1 
行政事業レビュー（未確定） 0144（大

学教育再生加速プログラム）、0138（大学

間連携共同教育推進事業）、新 27-0018（地

（知）の拠点大学による地方創生推進事

業）事業番号 0131 
博士課程教育リーディングプログラム 
132（大学の世界展開力強化事業） 
145（スーパーグローバル大学等事業） 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（政府の「教育再生実行会議」提言、日本再興戦略、中央教育審議会の答申等で提言されている大学の教育研究機能の向上やグローバル化に資する文部科学省所

管事業を実施するに当たっての審査・評価の公正さ、透明性、信頼性を確保するものであるため） 

難易度：「高」（文部科学省所管事業を実施するために必要な業務であり、国が定めた制度・方針に従うとともに、審査・評価の公正さ、透明性、信頼性を確保する必要がある

ことから、そのための外部有識者による委員会の設置・運営・フォローアップにおいては、委員、文部科学省及び各採択大学・プログラム間との調整に困難を伴うため。特に、

新規事業及び新たに中間評価・事後評価を行う事業については、文部科学省の施策の意図を踏まえた委員会を設置あるいは整備するとともに、各委員及び各大学に対し、その

意図を正確に周知し、適切な対応を求めることになる。） 
参照 URL 博士課程教育リーディングプログラム http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/index.html 

大学教育再生加速プログラム http://www.jsps.go.jp/j-ap/index.html 
大学間連携共同教育推進事業 http://www.jsps.go.jp/j-ppiuce/index.html 
地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 http://www.jsps.go.jp/j-coc/index.html 
大学の世界展開力強化事業 http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html 
スーパーグローバル大学等事業 http://www.jsps.go.jp/j-sgu_ggj/index.html 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

委員会等開催実績  57 44 69 65   

決算額（千円） 21,452,840 20,760,316 20,000,131 

  
申請件数  347 136 390 128   
採択・選定件数  80 29 92 65   
中間評価・事後評価

実施件数 
 

98 93 98 80   
従事人員数 32 34 34   
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フォローアップ実

施件数 
 

33 113 94 189   

注）決算額は支出額を記載。   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(4) 大学の教育研

究機能の向上やグ

ローバル化の支援 
次世代の人材育

成のため、大学に

おいて行われる教

育研究機能の向上

やグローバル化へ

の取組を国が示す

大学改革の方向性

を踏まえ、学術振

興の観点から支援

する。 

(4) 大学の教育研

究機能の向上やグ

ローバル化の支援 
大学の教育研究

機能の向上やグロ

ーバル化に関わる

助成事業につい

て、審査・評価業

務を実施する。ま

た、審査・評価実

施機関の公募が行

われ、振興会の有

する審査・評価に

関する知見が活用

できる場合には、

当該事業への応募

及び実施機関とし

て選定されるよう

努める。審査・評

価の実施に当たっ

ては国の定めた制

度・方針に従うと

ともに、以下の取

組を行い、審査・

評価の公正さ、透

明性、信頼性を確

保する。 
・審査・評価を担

う委員会の設置 
・審査要項、審査

基準等、審査に

関する情報の公

表 
・利益相反に配慮

した審査の実施 
・審査・評価終了

後の委員名の公

表 

(3) 大学の教育研

究機能の向上やグ

ローバル化支援 
大学改革、人材育

成など、国の助成事

業について、その審

査・評価業務を実施

する。事業実施に当

たっては、国の定め

た制度・方針を踏ま

え、専門家による公

正な評価体制を整

備し、透明性、信頼

性、継続性を確保

し、適切かつ円滑な

運営を図りつつ、情

報公開に努める。 
平成 27 年度は、以

下の事業に係る審

査・評価を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 博士課程教育リ

ーディングプログ

ラム 
俯瞰力と独創力

を備え、広く産学官

にわたりグローバ

ルに活躍するリー

ダーを養成するた

＜主な定量的指標

＞ 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な

運営により、中期計

画の項目（達成すべ

き成果を除く）に係

る業務の実績が得

られているか。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」

に向けた取組は適

切か。 
 外部評価にお

いて 
 国の定めた制

度・方針に従っ

た審査・評価 
 審査・評価の公

正さ、透明性、

信頼性の確保 
 積極的な情報

発信 
について質の高い

成果（内容）であ

るとの評価を得

る。 
 
＜評価の視点＞ 
・振興会が有する優

れた評価手法を活

用して、これらのプ

ログラムの長所と

短所を洗い出し、若

手研究者の育成の

鍵となる事項を明

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、中期計画

通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上げた。 
・事業ごとに振興会において定めた委員会規程に基づき、大学の

学長・教員並びに学識経験を有する者などからなる委員会等を組

織し審査・評価業務を実施。 
●委員会等開催実績 
博士課程教育リーディングプログラム委員会  1 回 

同 類型別審査・評価部会 37 回 
 同 PO 会議 2 回 
大学教育再生加速プログラム委員会 4 回 
大学間連携共同教育推進事業評価委員会 3 回 
地（知）の拠点大学による地方創生推進事業選定委員

会 
6 回 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会 2 回 
同 審査部会 3 回 
同 評価部会 4 回 

スーパーグローバル大学創成支援プログラム委員会 1 回 
経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援

プログラム委員会 
2 回 

・上記審査・評価にあたっては、国の定めた制度・方針等を踏ま

え、事業ごとに専門家によるプログラム委員会等の公正な審査・

評価体制を整備している。 
・継続的・効果的なプログラムとなるように補助期間終了後の継

続性や発展性についての評価項目を設けた審査・評価をするとと

もに、プログラムオフィサーの関わりの強化や、アンケート内容

を追加して分析の強化を図るなど、フォローアップに重点を置い

て審査・評価方法の改善を行うこととしたほか、審議・評価結果

の速やかなホームページ掲載など、広報戦略の検討を行って積極

的な情報公開に努めた。 
 
 
 
■ 博士課程教育リーディングプログラム 
・平成 27 年 3 月の博士課程教育リーディングプログラム委員会

（以下「委員会」という）において決定された評価要項等に基づ

き、平成 24 年度に採択された 24 件のプログラムについて中間評

価を実施した。 
・類型別審査・評価部会（以下「部会」という）を計 37 回（う

ち、1 回はメール審議）実施し、全 24 採択プログラムに対して書

面評価、現地調査、ヒアリングを実施し、中間評価結果案を取り

評定 A 評定 A 
＜根拠＞ 
・大学改革や人材育成などの国の助成

事業について、事業ごとに委員会や部

会等を合計 65 回開催し、審査・評価

業務に従事している。事業の実施に当

たっては、事業ごとにそれぞれ国の定

めた制度・方針等を踏まえて、専門家

による公正な審査・評価体制を整備

し、事業の透明性、信頼性、継続性を

確保しているとともに、審査・評価結

果等の速やかなホームページ掲載、事

業内容を紹介するパンフレットの作

成など、広報戦略について検討を行い

積極的な情報公開を着実に実施して

いる。 
・平成 27 年度においては、新たに「地

（知）の拠点大学による地方創生推進

事業」について審査業務を行った。 
・委員会等において、委員の事業全般

に係る意見や中間評価アンケート調

査結果の概要の文部科学省への提供

や、文部科学省も交えた議論を行って

おり、今後の政策に活かせるものと高

く評価できる。 
 
 
 
 
 
（博士課程教育リーディングプログ

ラム） 
・委員会における評価要項に基づき、

類型別審査・評価部会において公正な

評価、その後の委員会における決定な

ど、迅速かつ適切な評価を行ってい

る。また、全学生やプログラム担当者

を対象としたアンケートを実施し評

＜評定に至った理由＞ 
大学改革、大学の国際化などの国の

助成事業について、平成 27 年度新た

に１事業が追加された結果、事業ごと

の委員会や部会等を合計 65 回開催

し、審査・評価業務に従事しており、

７つの多岐にわたる事業について、円

滑に業務を実施していると認められ

る。 
なお、事業の実施に当たっては、事

業ごとにそれぞれ国の定めた制度・方

針等を踏まえて、専門家による公正な

審査・評価体制を整備するとともに、

審査・評価の要項・基準、結果等の速

やかなホームページ掲載など積極的

な情報公開を行っていることは、事業

の透明性、信頼性、継続性の確保に貢

献するものとして認められる。 
次に、博士課程教育リーディングプ

ログラムにおいては、平成 24 年度採

択の全 24プログラムの中間評価及び

平成 23 年度～25 年度に採択された

全 62プログラムのフォローアップを

適切に行ったものと認められる。ま

た、昨年度新たに英文パンフレットを

作成したことについては、国外への積

極的な取組の情報発信、優秀な外国人

留学生獲得の観点から高く評価でき

る。 
また、地（知）の拠点大学による地

方創生推進事業においては、平成 27
年度当初の予定にはなかったものの

年度途中に年度計画を変更した上で

審査体制を迅速に整え、新規事業選定

業務を円滑に実施し、選定を速やかに

行ったと高く評価できる。 
さらに、スーパーグローバル大学創
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・評価結果等の公

表 
また、国の事業

実施期間に応じて

審査・評価業務を

実施することによ

り継続性を確保し

つつ、実効性のあ

る審査・評価を行

う。 

め、国内外の第一級

の教員・学生を結集

し、産学官の参画を

得つつ、専門分野の

枠を超えて博士課

程前期・後期一貫し

た学位プログラム

を構築・展開する大

学院教育の抜本的

改革を支援するこ

とを目的とした国

の助成事業である

「博士課程教育リ

ーディングプログ

ラム」について、委

員会を開催し、評価

業務を行う。 
平成 27 年度は、

平成 24 年度に採択

された 24 件のプロ

グラムの中間評価

を行うとともに、平

成 23 年度から平成

25 年度に採択され

た 62 件のプログラ

ムのフォローアッ

プを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

らかにし、真に効果

的かつ継続性のあ

る組織支援型人材

育成プログラムの

制度設計がなされ

ることを期待した

い 。 
【外部評価委員指

摘 26 年度評価】 

 
・制度の対象となる

現場の教員などの

意見を、学術システ

ム研究センターな

どを通じてまとめ、

振興会の意見や考

え方が反映される

仕組みがあれば、大

学などの現場の意

見をより良く反映

することが可能と

なるのではないか。

そのためには、振興

会の企画力を一層

高める必要がある。 
【外部評価委員指

摘 26 年度評価】 

 
・大学への支援制度

について審査・評価

機関として一定の

議論をした上で、そ

の議論を政策に活

かせるよう努力す

ることが重要であ

る。【外部評価委員

指摘 25 年度評価】 

まとめた。なお、書面評価の参考とするため、対象プログラムの

全学生 975 名（平成 26 年度末までに入学し、平成 27 年度現在在

籍している学生）、およびプログラム担当者 362 名（無作為に抽

出した約 3 割の担当者）に対してウェブサイトによりアンケート

調査を実施したほか、各採択プログラムに配置されているプログ

ラムオフィサー（PO）が、現地訪問の際に評価項目を踏まえて

確認した取組状況を各部会へ報告した。部会はそれらの結果や報

告を評価に活用した。 
・とりまとめた中間評価結果案は平成 28 年 2 月の委員会におい

て報告され、中間評価結果を決定した。評価結果は、24 件のうち

3 件が 5 段階評価で「S」（計画を超えた取組であり、現行の努力

を継続することによって本事業の目的を十分に達成することが

期待できる）、12 件が「A」（計画どおりの取組であり、現行の努

力を継続することによって本事業の目的を達成することが期待

できる。）、8 件が「B」（一部で計画と同等又はそれ以上の取組も

みられるものの、計画を下回る取組であり、本事業の目的を達成

するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要である。）、1 件が

「C」（取組に遅れが見られる等、総じて計画を下回る取組であり、

本事業の目的を達成するために当初計画の縮小等の抜本的な見

直しを行い、見直し後の計画に応じて財政支援を縮小することが

必要である。）であった。 
・62.5％が目的を達成することが期待できるとの評価結果となる

一方、37.5％がより一層の努力、改善が求められるプログラムで

あり、中間評価における結果（成果や課題点）についての改善・

充実の方策として、本事業の目的が十分達成できるように適切な

助言を行うこととした。 
・中間評価結果は、大学院教育振興施策の今後の参考として中間

評価結果報告（冊子）を作成するとともに、ホームページを通じ

て、プログラムの概要、中間評価結果、優れた取組や課題の概要、

アンケート調査結果の概要、委員名簿等を含め、積極的な関係情

報の提供を行った。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/chukan_hyoka_kekka.html 
（プログラムの概要、中間評価結果、優れた取組や課題の概要、

委員名簿、アンケート調査結果の概要、各プログラムの概要及び

各中間評価結果） 
・平成 28 年 2 月の委員会において、平成 25 年度採択プログラム

の中間評価に係る評価要項やアンケート調査票等について決定

した。 
・平成 23 年～25 年度採択の全 62 プログラムについてフォロー

アップを行った。 

価に活用していることは多様な視点

からの評価を可能とし、事業へのフィ

ードバックに活用できる取組として

高く評価できる。さらに、評価終了後

はホームページを通じて中間評価結

果や、優れた取組や課題等、関係情報

の提供について積極的に実施してお

り、評価の透明性、信頼性の確保が認

められる。 
・プログラムの着実な実施に向けて専

門的な観点からプログラムの進捗状

況を管理するため、延べ 82 件のフォ

ローアップ担当委員による現地視察

及びプログラムオフィサーによる現

地訪問を着実に実施している。さらに

プログラムオフィサー会議の開催な

どによるプログラムオフィサーへの

積極的な情報提供など、フォローアッ

プ体制の充実・強化に努めたことは高

く評価できる。 
・文部科学省における審議会におい

て、プログラムの中間評価結果概要並

びに成果に関する情報提供を行い、同

省における今後の大学院教育振興施

策検討に当たっての参考情報を提供

したことは高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成支援においては、振興会が海外向け

に 発 行 し て い る 情 報 誌 「 JSPS 
Quarterly」を活用して、平成 27 年

12 月に開催したシンポジウムや事業

担当者へのインタビュー内容を特集

記事として掲載するなど取組を紹介

し、国際広報を展開することで海外で

の認知度向上に寄与していると高く

評価できる。 
他の事業においても、振興会の本来

業務の審査・評価及び情報公開に加

え、事業内容を紹介するパンフレット

等の作成による事業の広報・普及活

動、フォローアップ体制の充実による

事業の進捗管理、今後の政策検討に活

かせる取組などを実施しており、波及

的な効果も大きいことから高く評価

できる。 
以上より、本項目は、中期計画にお

ける所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められるため、評定を A
とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
特になし。 

 
＜その他事項＞ 
博士課程教育リーディングプログ

ラムについて、今後プログラムをより

良いものとしていくためには、PO と

大学、PO と評価委員の意思疎通が非

常に重要である。振興会においては、

PO・大学・評価委員との緊密な連絡・

調整に、より一層期待する。 
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②大学教育再生加

速プログラム 
 これまでの大学

教育改革の成果を

ベースとして、教育

再生実行会議等で

示された新たな方

向性（アクティブ・

ラーニング、学修成

・平成 23 年度採択の 20 プログラムに対するフォローアップ担当

委員による現地視察及び計 44 名の PO による現地訪問の実施に

より採択プログラムのフォローアップを実施した。フォローアッ

プにおいては各採択プログラムの進捗状況及び審査意見・評価意

見として付した留意事項等への対応状況を確認するとともに、部

会において現地視察報告書及び PO フォローアップ報告書を決定

し、各大学に通知することにより、同報告書に記載されている改

善を要する点等への対応を求めた。 
・ホームページを通じて、各プログラムから提出された実施状況

報告書及び現地視察報告書について公開した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/followup.html（フォローア

ップ） 
 フォローアップ実施件数：延べ 82 件（平成 23 年度採択 20
×2 回、平成 24 年度採択 24×1 回、平成 25 年度採択 18 回） 

・中間評価及びフォローアップに先立ち、平成 27 年 4 月にプロ

グラムオフィサー会議（PO 会議）を開催し、文部科学省や委員

会からの情報提供や意見交換を行った。 
・平成 26 年度に実施した平成 23 年度採択プログラム中間評価結

果の概要並びにこれまでの成果をとりまとめて文部科学省にお

ける審議会で発表を行い、今後の同省の施策の参考情報とした。 
・委員等からの要望も踏まえ、本プログラムを海外に向けて広く

わかりやすく周知するため、プログラムの概要や Q&A などを平

易に説明した英文パンフレットを作成した。 
・文部科学省における今後の施策の参考となるよう、各部会にお

ける事業全般に係る意見や中間評価アンケート調査結果の概要

を同省へ提供したほか、同省が実施した実施状況調査の集計・分

析作業を行い同省へ提供した。さらに、PO 会議や委員会・部会

においては、文部科学省も交えて事業全体について議論を行っ

た。 
 
■ 大学教育再生加速プログラム 
・平成 27 年 5 月に国公私立大学より 38 件の申請を受け付け、ペ

ーパーレフェリーによる書面審査、委員会委員による面接審査を

実施し、平成 27 年 7 月に開催した委員会において選定候補を決

定し文部科学省に報告した（その後、同省において 12 件の選定

を決定・発表）。 
・平成 27 年 5 月に 2 日間にわたって、ペーパーレフェリー（35
名）を対象とした書面審査に係る説明会を開催した。 
・審査終了後は、ホームページを通じて、選定結果、委員長所見、

選定取組概要、委員名簿、ペーパーレフェリー名簿について積極

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（大学教育再生加速プログラム） 
・委員会における審査要項に基づき

38 件の申請に係るペーパーレフェリ

ー（35 名）による書面審査及び委員

会委員による面接審査、その後の委員

会における選定候補の決定など迅速

かつ適切な審査を行ったことは高く

評価できる。 
・文部科学省の政策評価における活動
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果の可視化、入試改

革・高大接続、長期

学外学修プログラ

ム 等）に合致した

先進的な取組を実

施する大学等を支

援することを目的

とした国の助成事

業である「大学教育

再生加速プログラ

ム」について、委員

会を開催し、審査・

評価業務を行う。 
平成 27 年度は、

新たに公募するプ

ログラムの審査を

行う。 
 

 
③ 大学間連携共同

教育推進事業 
国公私立の設置

形態を超え、地域や

分野に応じて大学

間が相互に連携し、

社会の要請に応え

る共同の教育・質保

証システムの構築

を行う取組の中か

ら、優れた取組を選

定し、重点的な財政

支援を行うことに

より、教育の質の保

証と向上、強みを活

かした機能別分化

を推進することを

目的とした国の助

成事業である「大学

間連携共同教育推

進事業」について、

委員会を開催し、評

的な関係情報の提供を行い、審査の透明性に配慮した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-ap/data/ap-sentei-kekka.pdf  
（選定結果、委員長所見） 
http://www.jsps.go.jp/j-ap/iinkai.html  
（委員名簿、ペーパーレフェリー名簿） 
・本プログラムを社会にわかりやすく周知すること及び大学教育

に関する施策の検討の参考とするため、各プログラムの取組内容

や成果等を平易に説明したパンフレットを作成し、広く配布する

とともに、ホームページにおいて公開した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-ap/data/h26AP-program.pdf 
（パンフレット） 
・平成 28 年 3 月に委員会を開催し、平成 28 年度の公募要領、審

査要項等を決定した。 
 
 
 
■ 大学間連携共同教育推進事業 
・平成 27 年 6 月に平成 24 年度に選定された 49 件（参加大学等

は 291 校）について、平成 27 年 4 月に面接審査を行った上で、

文部科学省と連携しながら、平成 27 年 6 月に開催した大学間連

携共同教育推進事業評価委員会において中間評価結果を決定す

るとともに、本事業の今後の課題についての検討を行った。評価

結果については、49 件のうち、7 件が 5 段階評価で「Ｓ」（計画

を超えた取組であり、現行の努力を維持することによって本事業

の目的を十分に達成することができる。）、31 件が「Ａ」（計画ど

おりの取組であり、現行の努力を継続することによって本事業の

目的を達成することが期待できる）、７件が「Ｂ」（一部で計画と

同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画を下回る取組で

あり、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努

力が必要である）、4 件が「Ｃ」（取組に遅れが見られる等、総じ

て計画を下回る取組であり、本事業の目的を達成するためには当

初計画の縮小等の抜本的な見直しが必要である）であった。大学

間及びステークホルダーとの連携による成果が見られた取組を

高く評価した一方、計画を下回るとされた取組に対しては、支援

期間終了後の体制や連携校間の取組の偏りなどの課題を明らか

にした上で、事業の改善となるよう適切な助言を行うこととし

た。 
・中間評価結果は、中間評価結果報告（冊子）を作成するととも

に、ホームページを通じて、評価要項、面接評価実施要領、委員

指標（アウトプット）として、本事業

の選定数が実績値として取り上げら

れたこと、委員会における意見が、公

募時に予定のなかった、「フォローア

ップ」の実施の検討につながったこと

など、委員会による審査がプログラム

の設計や立案の参考になっているこ

とは高く評価できる。 
・取組の実施状況や今後の目標値等を

取りまとめたパンフレットは、文部科

学省における教育改革の状況把握や、

大学教育に関する施策の検討の参考

となるものであり、高く評価できる。 
・ホームページ等を通じて、当該選定

結果関係情報の積極的な提供に努め、

公正さ、透明性、信頼性の確保が認め

られる。 
 
 
（大学間連携共同教育推進事業） 
・本事業における初めての評価の実施

に当たり、文部科学省との調整や委員

会運営等を円滑に行ったことは高く

評価できる。 
・委員会における意見が、公募時に予

定のなかった、「フォローアップ」の

実施の検討につながったことなど、委

員会による評価がプログラムの設計

や立案の参考になっていることは高

く評価できる。 
・取組の実施状況や今後の目標値等を

とりまとめたパンフレットは、文部科

学省における教育改革の状況把握や、

大学教育に関する施策の検討の参考

となるものであり、高く評価できる。 
・中間評価結果及び委員名簿をホーム

ページで公開することにより、積極的

な情報発信に努めており、公正さ、透

明性、信頼性の確保が認められる。 
 
 



【27 年度評価】項目別-113 
 

価業務を行う。 
平成 27 年度は、

平成 24 年度に採択

された事業の中間

評価を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 地（知）の拠点

大学による地方創

生推進事業 
地方公共団体や企

業等と協働して、学

生にとって魅力あ

る就職先の創出を

するとともに、その

地域が求める人材

を養成するために

必要な教育カリキ

ュラムの改革を断

行する大学の取組

を支援することを

目的とした国の助

成事業である「地

（知）の拠点大学に

よる地方創生推進

事業（COC＋）」に

ついて、委員会を開

催し、審査・評価業

務を行う。 

名簿等を含め、積極的な関係情報の提供を行い、評価の透明性に

配慮した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-ppiuce/hyoka_kekka.html 
（中間評価結果） 
http://www.jsps.go.jp/j-ppiuce/hyoka_yousiki.html 
（評価要項、面接審査実施要領） 
http://www.jsps.go.jp/j-ppiuce/iinmeibo.html 
（委員名簿） 
・本プログラムを社会にわかりやすく周知すること及び大学教育

に関する施策の検討の参考とするため、各プログラムの取組内容

や成果等を平易に説明したパンフレットを作成し、広く配布する

とともに、ホームページにおいて公開した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-ppiuce/data/h27daigakukan-program.p
dff 
（パンフレット） 
 
■ 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 
・平成 27 年 7 月に地（知）の拠点大学による地方創生推進事業

選定委員会（以下、「委員会」）を開催し、地域が求める人材を養

成できるように、地方公共団体や企業等と協働する大学の取組を

支援するため、審査要項等を決定の上、国公私立大学からの申請

56 件（参画する大学 293 校）についてペーパーレフェリー（28
名）による書面審査、委員会委員による面接審査を迅速に行い、

平成 27 年 9 月に開催された委員会において、選定候補事業を決

定し、文部科学省に報告した。（その後同省において 42 件の選定

を決定・発表） 
・審査終了後はホームページを通じて、選定結果、選定取組概要

及び委員氏名等を含め積極的な関係情報の提供を行い、審査の透

明性に配慮した。 
ＵＲＬ 
http://www.jsps.go.jp/j-coc/sentei_kekka.html 
（選定結果） 
http://www.jsps.go.jp/j-coc/sentei_torikumi.html 
（選定取組概要） 
http://www.jsps.go.jp/j-coc/iinkai.html 
（委員氏名） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（地（知）の拠点大学による地方創生

推進事業） 
・平成 27 年度新規の本事業を実施す

るにあたり、委員会での審査要項の決

定、56 件（参画する大学 293 校）の

申請に係るペーパーレフェリーによ

る書面審査及び委員会委員による面

接審査、その後の委員会における選定

候補の決定などに対応するため、迅速

に事務体制を整えるとともに、適切な

審査を行ったことは高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-114 
 

平成２７年度は、新

たに公募する事業

の審査を行う。 
 
⑤ 大学の世界展

開力強化事業 
大学教育のグロー

バル展開力の強化

を図るため、我が国

にとって戦略的に

重要な国・地域との

間で、質保証を伴っ

た学生交流等を推

進する国際教育連

携やネットワーク

の形成の取組の支

援を目的とした国

の助成事業である

「大学の世界展開

力強化事業」につい

て、委員会を開催

し、審査・評価業務

を行う。 
平成２７年度は、新

たに公募するプロ

グラムの審査を行

う。また、平成２５

年度に採択された

７件のプログラム

の中間評価を行う

とともに、平成２３

年度に採択された

２５件、平成２４年

度に採択された１

４件及び平成２６

年度に採択された

９件のプログラム

のフォローアップ

を行う。 
 
 

 
 
 
■ 大学の世界展開力強化事業 
・平成 27 年 3 月に大学の世界展開力強化事業プログラム委員会

（以下「委員会」）を開催し、審査要項等を決定の上、平成 27 年
5 月に国公私立大学から、32 大学 34 件の申請を受け付け、審

査部会による客観的で公正な審査を書面審査、面接審査により行

い、平成 27 年 9 月に開催した委員会において、10 大学 11 件の

事業を選定した。 
・採択結果は、審査結果報告（冊子）を作成するとともに、ホー

ムページを通じて、構想調書及び審査部会委員名簿を含め積極的

な関係情報の提供を行い、審査の透明性に配慮した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/kekka.html 
（採択結果、構想調書） 
http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/iinkai.html 
（委員名簿） 
・本事業として新たに平成 25 年度に採択された 7 件の事業につ

いて、平成 27 年 3 月に委員会を開催し、中間評価要項等を決定

の上評価部会による客観的で公正な評価を書面評価、面接調査、

また、必要に応じて現地調査により行い、平成 28 年 3 月に開催

した委員会において、中間評価結果を決定した。評価結果は、7
件のうち 1 件が 5 段階評価で「S」（優れた取組状況であり、事業

目的の達成が見込まれる）、6 件が「A」（これまでの取り組みを

継続することによって、事業目的を達成することが可能と判断さ

れる）であり、日本と ASEAN 諸国の相互の強みに立脚した臨床

実習等、質の保証を伴った付加価値の高い魅力的な教育プログラ

ムが開発・実施され、事業全体として、当初の計画どおり順調に

進んでいることを確認した。 
・中間評価結果は、中間評価結果報告（冊子）を作成するととも

に、ホームページを通じて、評価部会委員名簿を含め積極的な関

係情報の提供を行い、評価の透明性に配慮した。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/chukan_hyoka_kekka.htm
l 
（中間評価結果） 
http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/iinkai.html 
（委員名簿） 
・平成 23 年度採択の 25 件、平成 24 年度採択の 14 件及び平成

26 年度採択の 9 件の事業についてフォローアップを行った。具体

 
 
 
 
（大学の世界展開力強化事業） 
・国の定めた公募要領と審査要項に従

って審査基準等を策定し、審査を行っ

ている。審査に当たっては、第三者に

よる書面審査及び面接審査を行うと

ともに、採択結果、構想調書及び審査

部会委員名簿をホームページで公開

することにより、積極的な情報発信に

努めており、公正さ、透明性、信頼性

の確保が認められる。 
・国の定めた中間評価要項に従って、

評価の進め方を策定し、評価を実施し

ている。評価に当たっては、第三者に

よる書面評価、面接調査及び必要に応

じて現地調査を行うとともに、中間評

価結果及び評価部会委員名簿をホー

ムページで公開することにより、積極

的な情報発信に努めており、公正さ、

透明性、信頼性の確保が認められる。 
・フォローアップの結果をホームペー

ジに掲載し公開することで、採択大学

以外の国内大学等に対しても、事業全

体の進捗状況及び各採択プログラム

の優れた取組、特筆すべき成果及び課

題等の情報発信を積極的に行ってお

り高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-115 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ スーパーグロ

ーバル大学等事業 
世界トップレベル

の大学との交流・連

携を実現、加速する

ための人事・教務シ

ステムの改革など

国際化を徹底して

進める大学や、学生

のグローバル対応

力育成のための体

制強化を進める大

学を支援し、我が国

の高等教育の国際

競争力の向上及び

グローバル人材の

育成を目的とした

国の助成事業であ

る「スーパーグロー

バル大学等事業」に

ついて、委員会を開

催し、評価業務を行

う。 
平成２７年度は、

平成２４年度に採

択された「経済社会

の発展を牽引する

的には、「交流プログラムの内容」、「質の保証を伴った魅力的な

大学間交流の枠組み形成」、「外国人学生の受入及び日本人学生の

派遣のための環境整備」、「構想の実施に伴う大学の国際化と情報

の公開、成果の普及」の観点から、各事業の取組内容や達成目標

の進捗について調査を行い、とりまとめた結果を平成 27 年 9 月

開催の委員会に報告した。 
・フォローアップ結果は、我が国の大学のグローバル展開力強化

のための参考として活用するとともに、事業成果の還元のため、

ホームページで公開し、社会に向けた情報発信を行った。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/followup.html 
（フォローアップ） 
 
■ スーパーグローバル大学等事業 
【スーパーグローバル大学創成支援】 
・平成 26 年度採択の 37 大学についてフォローアップを行った。

具体的には、「共通の成果指標と達成目標（国際化、ガバナンス

改革、教育改革）」、「大学独自の成果指標と達成目標」、「国際的

評価の向上につながる取組」、「大学の特性を踏まえた特徴ある取

組」の観点から、各大学の取組内容や達成目標の進捗について調

査を行い、とりまとめた結果を平成 28 年 3 月開催の委員会に報

告した。 
・フォローアップ結果は、我が国の高等教育の国際競争力の向上

のための参考として活用するとともに、事業成果の還元のため、

ホームページで公開し、社会に向けた情報発信を行った。 
URL 
https://www.jsps.go.jp/j-sgu/follow-up.html 
（フォローアップ） 
http://www.jsps.go.jp/j-sgu/iinkai.html 
（委員名簿） 
 
【経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援】 
・平成 24 年度採択の 42 大学についてフォローアップを行った。

具体的には、「教育課程の国際通用性の向上」、「グローバル人材

として求められる能力の育成」、「語学力を向上させるための入学

時から卒業時までの一体的な取組」、「教員のグローバル教育力の

向上」、「日本人学生の留学を促進するための環境整備」の観点か

ら、各大学の取組内容や達成目標の進捗について調査を行い、と

りまとめた結果を平成 27 年 9 月開催の委員会に報告した。 
・フォローアップ結果は、学生のグローバル対応力を強化・推進

するための参考として活用するとともに、事業成果の還元のた

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（スーパーグローバル大学等事業） 
【スーパーグローバル大学創成支援】 
・フォローアップ結果をホームページ

に掲載し公開することで、採択大学以

外の国内大学等に対しても、各大学の

取組内容や進捗状況の情報を積極的

に発信しており高く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【経済社会の発展を牽引するグロー

バル人材育成支援】 
・フォローアップ結果をホームページ

に掲載し公開することで、採択大学以

外の国内大学等に対しても、各大学の

取組内容や進捗状況の情報を積極的

に発信しており高く評価できる。 
 
 



【27 年度評価】項目別-116 
 

グローバル人材育

成支援」の４２件及

び平成２６年度に

採択された「スーパ

ーグローバル大学

創成支援」の３７件

のプログラムのフ

ォローアップを行

う。 

め、ホームページで公開し、社会に向けた情報発信を行った。 
URL 
http://www.jsps.go.jp/j-gjinzai/follow-up.html 
（フォローアップ） 
http://www.jsps.go.jp/j-gjinzai/iinkai.html 
（委員名簿） 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-117 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－１ 
５ エビデンスに基づいた学術振興体制の構築と社会との連携の推進 
（１）調査・研究の実施 
① 学術システム研究センター 
② グローバル学術情報センター 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15
条、独立行政法人日本学術振興会業務方

法書第 9 条 

業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の

推進のための環境整備 
8－1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート 
事業番号 0176 
 

参考 URL 学術システム研究センター（調査報告等） http://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html 
グローバル学術情報センター http://www.jsps.go.jp/j-cgsi/index.html 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

グローバル学術情

報センターのデー

タベースのレコー

ド数 

 ― 0 件 約 576万件 約 616万件   

決算額（千円） 802,174 1,176,783 1,180,627 

  

グローバル学術情

報センターにおけ

る CGSI レポート

作成数 

 ― 0 報 2 報 2 報   

グローバル学術情

報センター分析・

調査レポート（検

討資料）作成数 

 ― 2 報 2 報 2 報   従事人員数 36 38 38 

  

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
 業務実績 自己点検評価 
 世界的に学術研究

の進展が速まってい

る傾向のもとで、情

報が学術研究を制す

るという世界の動向

に対応し、学術研究

や人材育成に関わる

情報を収集・蓄積・

分析し、それらのエ

ビデンスに基づいた

事業を展開するため

の体制を構築する。 
また、広く国民に向

け情報発信を強化す

るとともに、大学等

関係団体や経済界等

とのコミュニケーシ

ョンを強化し、社会

との連携を一層推進

する。 
 
(1) 調査・研究の実施 

学術の振興を図る

ための各種事業を長

期的観点に立って効

果的に展開するた

め、研究経歴を有す

る職員等により、振

興会諸事業に関する

分析を行うととも

に、国内外における

学術振興施策の現状

や学術研究の動向等

の調査・研究を行い、

公表する。 
また、その結果に

ついては、事業実施

や新たな事業の企

世界的に学術研究

の進展が速まってい

る傾向のもとで、情

報が学術研究を制す

るという世界の動向

に対応し、学術研究

や人材育成に関わる

情報を収集・蓄積・

分析し、それらのエ

ビデンスに基づいた

事業を展開するため

の体制を構築する。 
また、広く国民に

向け情報発信を強化

するとともに、大学

等関係団体や経済界

等とのコミュニケー

ションを強化し、社

会との連携を一層推

進する。 
 

(1) 調査・研究の実施 
①学術システム研究

センター 
学術システム研究

センターは、学問領

域の専門的な知見に

基づき、諸外国にお

ける学術振興施策の

状況、国内外の学術

研究の動向等、振興

会の業務運営に関し

て必要な調査・研究

を実施する。諸外国

の学術振興施策につ

いては、欧米主要国

等における学術振興

に関する基本的政

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (1) 調査・研究の実

施 
①学術システム研究

センター 
学術システム研究

センターにおいて

は、海外研究連絡セ

ンターとの連携によ

る諸 外国における

学術振興施策の状況

調査及び国内外の学

術研究動向、研究者

動向等の調査・研究

を実施し、結果を取

りまとめ、今後の振

興会事業に反映させ

ることとする。 

＜主な定量的指標＞ 
・グローバル学術情報

センターのデータベー

スのレコード数 
 
・グローバル学術情報

セ ン タ ー に お け る

CGSI レポート作成数 
 
・グローバル学術情報

センター分析・調査レ

ポート（検討資料）作

成数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 調査・研究が事業

に活かされたとの

評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・（TOP10％補正論文

に占める科研費が関与

しない論文の数が減少

傾向にあるというデー

タについて）現象が起

こっている要因と対策

について、振興会とし

 
中期計画の項目（達成すべき成果を含む）に

ついて、中期計画通りに着実に推進した。特に、

以下の実績を上げた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【学術システム研究センター】 
・海外研究連絡センターのサポートにより、セ

ンター研究員が海外の学術研究機関でセミナ

ーを開催することができ、専門分野ならびに日

本学術振興会の事業などについて意見交換を

行った。 
・海外研究連絡センターが取りまとめた海外の

学術動向等をセンター研究員にも情報提供し、

国内外の学術研究動向や研究者動向等の調査･

研究に活用した。 
http://www.jsps.go.jp/j-kaigai_center/oversea
s _ n e w s . h t m l 
 
・センター研究員を研究担当者として振興会と

研究員が所属する研究機関（平成 27 年度は 50
研究機関（123 課題））が委託契約を締結し、

各分野等における学術動向等に関する調査研

評定 B 評定 Ｂ 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（根拠） 
・海外での調査に当たっては、必要に

応じ海外研究連絡センターと連携し、

学術動向について調査等を実施、さら

には、海外研究連絡センター協力して

シンポジウムを開催したことは積極

的な活動であるので高く評価できる。 
 
・研究員を研究担当者として、振興会

とセンター研究員が所属する研究機

関との間で、「学術動向等の調査研究」

のための委託契約を締結し、各研究員

の専門領域にとどまらない、全般的な

学術の振興を見据えた学術動向等に

関する調査研究を行っている。これら

の成果は、科学研究費助成事業の分科

細目表の見直しのほか、審査員選考方

法をはじめとする審査システム、評定

＜評定に至った理由＞ 
 学術システム研究センターが実施し

た調査・研究成果は、科研費の特設分野

研究の設定や「系・分野・分科・細目・

キーワード表」の見直しに活用されるな

ど、研究者の視点に立った制度運営が機

能しており、外部評価においても、調

査・分析の成果が振興会の各種事業に適

切に活かされたとの評価を得ている。 
 グローバル学術情報センターについ

ては、学術システム研究センターとの緊

密な連携体制のもと、データベースのレ

コード数を着実に拡充するとともに、科

研費の基金化に係る検証に必要な分析

の実施や、諸外国の学術研究動向等に関

する情報収集の対象国を拡大し、振興会

業務や我が国の学術振興に資するレポ

ートを着実に作成するなど、積極的な取

組が評価できる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められるため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 
 ＜その他事項＞ 
 特になし。 
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画・立案に活かす。 
なお、振興会諸事業

に関する情報の収

集・蓄積を行う体制

を構築し、分析機能

の強化を図る。 

策、研究助成システ

ム、研究者養成に対

する考え方、国際交

流の戦略等につい

て、関係機関のホー

ムページや文献、現

地調査、海外研究連

絡センターにおける

収集情報などによ

り、調査を適宜実施

し、情報の収集、分

析を継続的に行う。 
学術研究の動向に

ついては、研究者の

動向を含め、各種報

告書、学術ジャーナ

ル、国内外のシンポ

ジウムへの出席、関

連研究者との意見交

換等により、調査を

適宜実施し、情報の

収集、分析を継続的

に行う。特に、学術

システム研究センタ

ーの研究員全員に専

門分野についての学

術動向研究を依頼

し、毎年度報告を受

けるとともに、結果

をとりまとめ、事業

に活かす。また、最

新の学術動向等の調

査・研究を通じて、

我が国が今後国際的

に先導していくべき

研究を発掘し、事業

の企画・立案に反映

させる。これらの成

果については、必要

に応じ報告書等にと

りまとめホームペー

学術研究動向につ

いては、学術システ

ム研究センター研究

員全員が専門分野に

係る最新の学術の動

向を調査し、その成

果をより適切な審査

委員の選考や評価シ

ステムの整備等に反

映させ、振興会が行

う審査・評価業務等

の向上に役立てる。 
特に、異分野の融

合、境界領域や揺籃

期にある学術研究の

動向調査に留意し、

科研費「特設分野研

究」の分野設定等に

活かす。 
また、これらの成

果については、報告

書に取りまとめホー

ムページ等において

公表する。 

ても何らかの検討が必

要であろう。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

 

・「どのような指標をも

って事業の成果を示す

か」は必ずしも明確で

はない。「事業の成果」

の示し方について更な

る検討を期待したい。 

【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

 
（学術システム研究セ

ンター） 
・調査・研究の実施に

当たり、研究員がカバ

ーできる学術分野には

自ずと限りがあり、特

に異分野の融合、境界

領域や揺籃期にある学

術研究の動向に留意し

たか。【JSPS 部会（24
年度／第 2 期評価】 
 
（グローバル学術情報

センター） 
・今後データベースの

拡充のほか解析・評価

機能の強化が求められ

ているところである

が、現状の人員数では

全く不十分である。一

層の充実を図るため、

早急な整備が強く望ま

れる。【外部評価委員指

摘 25 年度評価】 
 
・事業によっては、研

究成果が得られるまで

究を実施した。 
・平成 25 年度の委託契約に基づく調査研究成

果が『調査研究実績報告書』として提出され、

それらを取りまとめ、未発表の研究情報や個人

情報が含まれる場合には公開について個別に

検討を行い、ホームページで公開した。 
http://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkok
u.html 
・学術動向等に関する調査研究は、揺籃期にあ

る学術分野または横断的学問分野等の派生し

た分野等の最新動向、さらにはこれまでの学術

分野の動向（その分野が抱える課題）も含む学

問全般に係る学術の動向調査であり、下記のよ

うな振興会の審査･評価業務の向上や、事業全

般に対する提案・助言等に活用した。 
 基盤研究（B.C）における特設分野研究の応

募分野の設定については、平成 26 年度、平

成 27 年度に設定された 6 分野（「ネオ･ジェ

ロントロジー」「連携探索型数理科学」「食料

循環研究」「紛争研究」「遷移状態制御」「構

成的システム生物学」）に加え、平成 28 年度

公募において新たに 3 分野（グローバル・ス

タディーズ、人工物システムの強化、複雑系

疾病論）を設定（平成 27 年 4 月同分科会科

学研究費補助金審査部会で決定）した。 
 また、新たに平成 29 年度公募向けた応募分

野おいても領域を超えた分野設定を検討し

ている。 
 科研費における「系・分野・分科・細目・キ

ーワード表」の見直し：学術動向を踏まえつ

つ公募の応募動向をキーワード毎に分析し、

キーワード分割について見直しを行うとと

もに、複数細目にまたがっているものや細目

表以外のキーワードについての動向分析を

実施。また、見直しの進め方についても検討

し、時限付き分科細目だけでなく、毎年度の

キーワード見直しや細目表の改正作業にあ

たっても外部からの意見を受け付けること

とし、受付窓口を設置。 
 科研費における審査システム業務改善：学術

動向を踏まえつつ、審査委員の選考や公募要

基準・評価方法などの様々な面での業

務の改善等に活用しており評価でき

る。 
 
・学術動向を踏まえつつ、研究者の視

点に立った制度運営の実現に向けて

積極的に活動しており高く評価でき

る。 
 
・『調査研究実績報告書』が報告のみ

にとどまらず、新たな事業である特設

分野研究の検討に活用されているこ

とは評価できる。 
 
・学術研究動向調査研究の実施計画や

予算の審議、及び、 
前年度の報告書の確認については、外

部有識者で構成される運営委員会で

も行っており、評価できる。 
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ジ等において公表す

る。 
にタイムラグがあった

り、因果関係が複雑な

内容もあることから、

検証を継続的に行うこ

とは重要である。特に、

振興会の主たる使命で

ある基盤研究領域にお

いては、具体的な成果

の指標として何が適当

なのか、長期的にその

指標がどのように推移

しているのかを示す取

組みを検討されたい。

【外部評価委員指摘

25 年度評価】 

領、審査の手引き等の見直しを実施。国際情

報発信強化では審査に必要な情報を検証し

た上で、国際情報発信の現状や必要情報項目

の記載欄を追加するなど計画調書を改訂。 
 特別研究員事業における審査システム業

務：学術動向を踏まえつつ、審査委員の選考

や分野毎の書面審査セットの見直しを行う

ととともに、審査の手引、募集要項、審査方

針等の見直し、応募数の多い細目の分割審査

における T スコアの妥当性の検証などを実

施。 
 審査委員等の候補者案の作成及び審査結果

の検証 
 日本学術振興会賞及び日本学術振興会 育志

賞の予備的審査 
 
・学術研究動向調査等研究に係る経費について

は、経費の使途を明確にし、実施計画書を精査

した上で、研究費を委託することとしている。

さらに運営委員会での議論を踏まえ、研究費を

委託することとしている。平成 25 年度契約分

からは、総額を抑制しながら、間接経費を 10％
から 30％に変更することで、所属機関に対して

研究員を輩出する負担への理解を示すと共に、

研究員の研究活動維持及び研究員業務と本務

業務との両立等への支援を促した。 
 

  ②  グローバル学術

情報センター 
グローバル学術情

報センターは、振興

会の諸事業に関する

情報の収集・蓄積、

国内外の学術振興機

関の事業の実施状況

に関する情報の収

集・蓄積を行う。 
また、これら収

集・蓄積した情報を

分析し、その結果を

学術システム研究セ

②  グローバル学術

情報センター 
 グローバル学術情

報センターにおいて

は、科学研究費助成

事業、研究者養成事

業、学術国際交流事

業等の各種データの

一元管理（収集・蓄

積・管理）を行う。

また、収集・蓄積し

た情報を分析し、そ

の結果を学術システ

ム研究センターに提

 
 
 

【グローバル学術情報センター】 
・前年度に引き続き、大学教授として長年の研

究経験を有する者を所長とし、データ解析に優

れた分析研究員 3名とデータ分析の経験のある

分析調査員 2 名の体制で業務を実施した（分析

研究員はいずれも大学等の学術研究機関にお

いて教授職を前職とするか、現職の准教授職に

ある者で、うち 2 名は非常勤）。 
 
 
・振興会諸事業のデータの一元管理（収集・蓄

積・管理）にかかる業務の一環として、前年度

に構築したデータベースに、科研費の応募、審

査、採択課題、報告書に関する諸データを追加

 
・センターの業務を遂行するために十

分な研究経験のある所長、分析研究員

と、専門性に優れた分析調査員を配置

するとともに、各種データの一元管理

（収集・蓄積・管理）を行うために必

要なシステムを構築している。 
 
・収集・蓄積したデータにより、デー

タベースが拡充され、分析を行うため

に必要な基盤が着実に整備された。 
 
・学術システム研究センター及び振興

会の各事業の担当との間で緊密に連
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ンターに提供すると

ともに、振興会の諸

事業へ提案し、事業

改善に活用する。 

供するとともに、振

興会の諸事業へ提案

し、事業改善に活用

する。 

格納することにより、レコード数を計約 576 万

件から計約 616 万件に拡充させるとともに、テ

キスト化されていないデータをテキスト化す

るなどにより、分析業務の環境を向上させた。 
 
・前年度に利用を開始した Elsevier 社が提供す

る文献データベース Scopus 及び分析ツール

SciVal を利用し、振興会が実施した事業の支援

の成果の分析を試行するとともに、説明会を開

催するなどにより、振興会内の各部署でのこれ

らの利用を促進させた。 
 
・収集、蓄積した情報を分析し、その結果を振

興会事業の改善に活用するため、センター所長

が学術システム研究センター副所長を兼務す

る体制とし、両センター間の連携を高めてい

る。その連携の一環として、主任研究員会議に

おいて平成 27 年度に行った以下の調査・分析

活動について報告した。これらの内容について

は、科研費の審査業務等の改善への貢献が期待

されるものとして、両センターの間で検討を続

けることが確認された。 
主成分分析による科研費審査結果データの

分析 
科研費申請内容の潜在意味解析と可視化 
審査員の選定および査読割り当ての自動化

に関する調査 
項目反応理論(IRT)に基づく評点の標準化に

関する検討 
諸外国の学術研究動向等の調査分析 
文献データベースを利用した学振の事業に

よる支援の効果の分析 
 
・データベースを利用し、平成 23 年度に導入

された学術研究助成基金の検証に必要な分析

を行い、その結果を研究事業部に提供した。こ

の分析は、研究代表者から提出された研究実績

報告書（補助金分）や研究実施状況報告書（基

金分）に記載された雑誌論文数、図書数等を対

象として行われたもので、その結果は研究事業

部のとりまとめにおいて、科研費事業の基金化

携するなど、収集・蓄積した情報を分

析し、その結果を同センターに提供

し、また、振興会の諸事業の改善に活

用する体制が整えられている。 
 
・平成 27 年度に行った調査・分析活

動の成果は、学術システム研究センタ

ーにおける科研費等の業務の改善に

向けた検討に大きく役立つと考えら

れることから、十分に評価できる。 
 
・CGSI レポートの継続的な刊行は、

センターの成果が、広く大学等学術研

究機関においても有効に利用される

ようになるものとして評価できる。 
 
・分析・調査レポート（検討資料）の

作成は、振興会の諸事業実施の参考と

して十分に活用されている。 
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によりもたらされたメリットのエビデンスの

ひとつとされた。 
 
・センターで収集した情報や分析の結果を大学

等学術研究機関へ提供することを目的として、

CGSI レポート（「CGSI」はグローバル学術情

報センターの英文名称「Center for Global 
Science Information」の略称）を 2 報刊行した。 

号 発行日 名称 
第3号 平成 28 年 3 月

28 日 
中国及び韓国の

ファンディング

エージェンシー

の事業の概要と

審査システム 
第4号 平成 28 年 3 月

28 日 
平成 27 年度の調

査・分析活動報告 

 
・振興会の業務の改善に役立てることを目的と

して、諸外国の学術研究の動向及び学術振興機

関の事業の実施状況に関する情報を収集した。

対象国に、前年度の欧米諸国にアジア大洋州諸

国（中国、韓国、オーストラリア）を加え、各

国の最新の動向について情報収集を行った。そ

の成果は、CGSI レポートとして刊行した他、

以下の分析・調査レポート（検討資料）として

学術システム研究センター及び各部局に提供

した。 
分析・調査レポート（検討資料）の名称 

「海外のファンディングエージェンシーの審

査システム（EU（ERC）、英国（MRC）、中国

（NSFC）、韓国（NRF）、オーストラリア

（ARC））」報告書 
「米欧の主要国における学術・科学技術に関す

る主要文書（平成 27 年度版）」要旨集及びライ

ブラリ 
 
 
・振興会の諸事業への提案の一環として、科研

費による成果物の情報の収集と改善のため、研

究者から提出される実績報告書の記載項目の

改訂等について、継続的に提案を行うととも

に、担当の部局との間で具体的な書式等の検討
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を行った。 
 
・振興会事業全体にかかる「基礎データ集」を

作成し、科研費以外の事業についても基礎的な

データの収集・蓄積を行うとともに、振興会内

で情報を共有した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５－２ 
５ エビデンスに基づいた学術振興体制の構築と社会との連携の推進 
（２）広報と情報発信の強化及び成果の普及・活用 
① 広報と情報発信の強化 
② 成果の社会還元・普及・活用 

（３）学術の社会的連携・協力の推進 
当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15
条、独立行政法人日本学術振興会業務方

法書第 10 条 

業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推

進のための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 
 

参照 URL 振興会ホームページ 和：http://www.jsps.go.jp/index.html、英：http://www.jsps.go.jp/english/index.html 
メールマガジン（バックナンバー） http://www.jsps.go.jp/j-mailmagazine/backnumber/15_back.html 
ひらめき☆ときめきサイエンス事業 http://www.jsps.go.jp/hirameki/index.html 
卓越研究成果公開事業 http://www.jsps.go.jp/j-takuetsu/index.html 
学術の社会的連携･協力の推進事業 http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index.html 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

メールマガジン登

録者数 
 

 16,593 件 18,255 件 19,916 件   

決算額（千円） 802,174 1,176,783 1,180,627 

  

ひらめき☆ときめ

きサイエンス開催

数 

 
205 プログラム 

（120 機関） 
243プログラム 

（136機関） 
267プログラム 

（145機関） 
297プログラム 

（153機関） 
  

卓越研究成果公開

事業：参画学協会数 
 

8 学協会 8 学協会 11 学協会 21 学協会   

( 学術の社会的連

携・協力の推進：産

学協力総合研究連

絡会議開催数 

 

2 回 2 回 2 回 2 回   従事人員数 36 38 38 

  

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(2) 広報と情報発信

の強化及び成果の普

及・活用 
振興会の活動状況

及び調査・研究の成

果を積極的に情報発

信することによっ

て、国内外の研究者、

国民との相互理解を

図り、社会との効果

的な関係を構築する

ため、広報の体制を

強化する。 
また、調査・研究

の成果については、

事業の企画立案等に

的確に活かすととも

に、ホームページへ

の掲載や出版等によ

り、研究者をはじめ

社会に積極的に提供

し、広く普及させる。 
 
 
 

 

(2) 広報と情報発信の

強化及び成果の普及・

活用 
①  広報と情報発信の

強化 
振興会の活動内容や

調査・研究の成果を、

より広く内外の研究

者、関係機関や国民に

理解してもらうため、

魅力ある広報誌等出版

物やホームページの内

容充実に努めるなど、

効果的な情報提供が実

施できるよう、広報体

制を整備し、その充実

を図る。 
また、振興会の業務

内容に関する最新情報

をホームページで迅速

に提供する。掲載に当

たっては閲覧者側から

の視点を重視し、見や

すさ・分かりやすさの

確保に努める。 

(2) 広報と情報発信の

強化及び成果の普及・

活用 
①  広報と情報発信の

強化 
国民及び研究者等に

向けた広報の在り方、

実施方法についての協

議を行い、その検討結

果を踏まえた適切な広

報に努める。 
また、各事業の実施

状況等、学術研究に関

わる情報について、以

下の方法により公開

し、普及に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(i) ホームページの活

用 
公募情報を中心とし

て、振興会の業務内容

に関する最新情報をホ

ームページで迅速に提

供し、一般国民や研究

者のニーズに応える的

確かつ見やすい情報提

供に努める。 
 
 
(ii) ブローシャー等の

＜主な定量的指標＞ 
・メールマガジン登録

者数 
 
・ひらめき☆ときめき

サイエンス開催数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 調査研究の成果の

研究者を始め社会

への積極的な提供 
 「発見と発明のデ

ジタル博物館（卓

越研究データベー

ス）」の充実 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 

・振興会の事業の成果

に対する広報に関して

はあまり重視されてい

ないように見受けられ

る。しかし、振興会の

事業の評価という観点

から、事業の成果を振

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
【広報と情報発信の強化】 
・現在の振興会の広報に関して以下のような課題を整理

し、効果的な広報媒体について検討を行った。 
 各事業の概要や助成した研究の成果は冊子やデ

ジタル等様々な媒体により従来情報発信してき

ているが、受け手のニーズを踏まえ、かつより分

かりやすく伝えるための工夫 
 学術（研究）の重要性に関する振興会としての明

確なメッセージの発信 
 学術研究に対する国費投入の必要性についてよ

り広く国民に訴求するための方策 
・平成 27 年度は、振興会が入居している麹町ビジネス

センターの 1 階ロビーや、各説明会の開始前や休憩時な

どに広報映像を流したり、ブローシャー（法人概要）を

全国の国公私立大学等に配付したりすること、新たに

「私と科研費 80 人の研究者の軌跡」を作成すること

で、振興会の活動の普及に努めた。また、平成 27 年度

科学研究費助成事業実務担当者向け説明会（全国 8 か

所）において、メールマガジン「学振便り（JSPS Mo
nthly）」などの広報活動の宣伝のための講演を行った。 
 
■ ホームページの活用 
・公募情報を中心に、最新の情報を速やかにホームペー

ジにて告知し、内外の研究者や一般向けに広く迅速な情

報発信を行った。 
・既存の事業については、公募が終了した後の採択に関

する情報や事業報告についてもホームページでの公開

を積極的に行い、広く国民等へ情報発信を行った。 
 
■ ブローシャー等の発行 
・ブローシャー（法人概要）のほか、科学研究費助成事

業、各種国際交流事業、HOPE ミーティング等の事業

ごとにパンフレット等を分かりやすく作成・編集し国内

外の関係者に広く周知した。また、英文ニューズレター

（JSPS Quarterly）を年 4 回（各回 14,400 部）発行し、

評定 B 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 
・振興会の広報について課題を整理し

た上で新たな実施方法の検討を行う

とともに、法人としての視覚表現を整

備しており評価できる。 
 
・広く一般国民に分かりやすいよう、

アニメーションを用いて学術研究等

の重要性や振興会との関係を示した

新たな試みは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究者や国民から広く理解が得られ

るよう、事業の実施状況や学術研究に

関わる情報について、ホームページへ

の掲載を積極的に進めている。 
 
 
 
 
・ブローシャーのほか、科学研究費助

成事業、各種国際交流事業、HOPE
ミーティング等の事業ごとにパンフ

レット等を分かりやすく作成・編集し

国内外の関係者に着実に周知できて

いる。 

＜評定に至った理由＞ 
 振興会の活動状況及び調査・研究

の成果を情報発信するにあたり、ホ

ームページの活用のみならず、

Facebook による公募、イベント等

の情報発信など、多様なツールを活

用し、国民目線で迅速な情報発信に

取り組んで、その効果はメールマガ

ジン登録件数の着実な増加(前年度

比 1,661 件増)にも示されている。 
 また、新たに「私と科研費 80 人

の研究者の軌跡」を作成し、振興会

の活動の更なる普及に努めている

点も評価できる。 
 児童生徒等に対する科研費の成

果を説明することにより、学術研究

に対する理解を促進する「ひらめき

☆ときめきサイエンス事業」につい

ては、その実施件数を昨年度より増

加させており（H26：267 件→

H27：297 件）、積極的な取組が認

められる。 
 学術の社会的連携・協力の推進に

ついては、サイバーセキュリティに

関する産学協力研究委員会等の6委
員会が新たに設置されるなど、社会

の変化に適切に対応した活動が行

われているものと認められる。 
 なお、これらの活動を通じた成果

については、外部評価においても質

の高い内容であるとの評価が得ら

れている。 
 以上のことから、本項目は、中期

計画における所期の目標を達成し

ていると認められるため、評定をＢ

とする。 
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発行 
振興会の事業内容に

ついて分かりやすく編

集したブローシャーを

作成し、学術機関、行

政機関、海外の諸機関

に配布するほか、必要

に応じて事業ごとにリ

ーフレット等を発行・

配布する。また、英語

版ニューズレターを年

４回発行し、振興会の

事業により来日経験の

ある外国人研究者、海

外の学術振興機関、在

日大使館等に配布す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

興会自身が示していく

努力が必要になろう。 

【外部評価委員指摘

26 年度評価】 

 

 

・多種多様な出版物の

発行や極めて充実し内

容の豊富なホームペー

ジ等において、熱心か

つ丁寧な広報活動が行

われていることに間違

いは無いが、結果とし

て、広報活動が効果的

に行われているか否か

という点に関しては、

まだ改善の余地がある

ように思われる。例え

ばホームページを国民

目線で見て分かりやす

いようにするなど、有

効な広報の方法を工夫

する必要がある。【外部

評価委員指摘 25 年度

評価】 

 
・研究成果の公表や社

会還元については、学

術研究の有効性や重要

性を示すためにも、ま

た、社会に理解される

ためにも重要である

が、社会での「見える

化」についてはまだ十

分とはいえない。振興

会の活動が広く国民か

ら指示されるように、

積極的な広報活動が期

待される。【外部評価委

員指摘 25 年度評価】 

国内外の外国人研究者や大学等研究機関、海外の学術振

興機関、在日大使館等に配布し、国内外の研究者、国民

への情報発信に努めた。作成したパンフレット等は以下

の振興会ホームページで電子媒体でも公開した。 
日本語版： 
http://www.jsps.go.jp/publications/index.html 
英語版： 
http://www.jsps.go.jp/english/publications/index.html 
●パンフレット等作成実績 

標題または内容 発行時期 発行部数 
JSPS 2015-16（日本語版ブ

ローシャー） 
H27 年 10
月 

4,000 部 

JSPS 2015-16（英語版ブロ

ーシャー） 
H27 年 11
月 7,000 部 

科研費パンフレット 2015（和

文） H27 年 8 月 2,000 部 

科研費パンフレット 2015（英

文） H28 年 3 月 1,000 部 

科研費 NEWS Vol.1 H27 年 6 月 17,000 部 
科研費 NEWS Vol.2 H27 年 9 月 16,600 部 

科研費 NEWS Vol.3 H27 年 12
月 

17,300 部 

科研費 NEWS Vol.4 H28 年 3 月 16,900 部 
私と科研費 ８０人の研究者

の軌跡 H27 年 9 月 900 部 

学術研究フォーラム 第 7 回

学術シンポジウム 科学研究

のよりよき発展と倫理の確立

を目指して 報告書 

H28 年 3 月 450 部 

科研費論文のｵｰﾌﾟﾝｱｸｾｽにか

かるﾘｰﾌﾚｯﾄ 
H27 年 6 月 43,000 部 

ひらめき☆ときめきサイエン

ス事業リーフレット（A4 版） 
H27 年 6 月 18,900 部 

世界トップレベル研究拠点プ

ログラムパンフレット 

H27 年 7 月 
H27 年 12
月 

1,500 部 
600 部 

世界トップレベル研究拠点プ

ログラム成果集 H27 年 7 月 2,450 部 

JSPS Quarterly No. 52 H27 年 6 月 14,400 部 
JSPS Quarterly No. 53 H27 年 9 月 14,400 部 

JSPS Quarterly No. 54 H27 年 12
月 

14,400 部 

JSPS Quarterly No. 55 H28 年 3 月 14,400 部 
Life in Japan for Foreign 
Researchers 2016-2017 来
日外国人研究者のための生活

ガイドブック 

H27 年 12
月 

5,000 部 

 
・英文ニューズレターを年 4 回（各

回 14,400 部）発行し、国内外の外国

人研究者や大学等研究機関、海外の学

術振興機関、在日大使館等に配布した

ことは、国内外の研究者、国民への情

報発信に大きく資するものと考えら

れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 
 学術の社会的連携・協力の推進の

成果として、民間事業に転化したケ

ースの把握と分析が期待される。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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学術の国際交流 2015-16（和

文リーフレット） 
H27 年 9 月 5,000 部 

International Collaboration
s 2015-16（英文リーフレッ

ト） 

H27 年 9
月 9,500 部 

二国間交流事業 共同研究・セ

ミナー オープンパートナー

シップ共同研究・セミナー（チ

ラシ） 

H27 年 6 月 －※1 

JSPS Bilateral Joint Rese
arch Projects/Seminars 
Open Partnership Joint Pr
ojects/Seminars（チラシ） 

H27 年 6 月 －※1 

JSPS Core-to-Core Progra
m （英文チラシ） H27 年 5 月 200 部 

第8回HOPEミーティング広

報チラシ 
H27 年 7 月 1,600 部 

ノーベル・プライズ・ダイア

ログ東京 2015 報告書（和

文） 

H27 年 12
月 

500 部 

ノーベル・プライズ・ダイア

ログ東京 2015 報告書（英

文） 

H27 年 12
月 

200 部 

Fellowships for Research i
n Japan 2016（和文） H28 年 2 月 10,000 部 

Fellowships for Research i
n Japan 2016（英文） H28 年 2 月 26,000 部 

JSPS Summer Program 20
16（ちらし A4 版） H27 年 8 月 8,000 部 

JSPS Science Dialogue Pr
ogram '16-'17 

H28 年 1 月 5,500 部 

平成 27 年度特別研究員-RPD
研究交流会パンフレット 

H27 年 8 月 150 部 

第 12 回日本学術振興会賞パ

ンフレット 
H28 年 2 月 400 部 

第 6 回日本学術振興会 育志

賞リーフレット H28 年 2 月 500 部 

平成 26 年度大学教育再生加

速プログラム（AP）パンフレ

ット 
H28 年 2 月 1,650 部 

大学間連携共同教育推進事業

パンフレット H28 年 3 月 500 部 

産学協力（和文）パンフレッ

ト 2015-16 
H27 年 7 月 2,000 部 

産学協力（英文）パンフレッ

ト（University-Industry Re
search Cooperation） 2015-
16 

H27 年 7 月 500 部 
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第 31 回国際生物学賞授賞式

パンフレット 
H27 年 11
月 

250 部 

第 31 回国際生物学賞授賞式

記録 
H28 年 2 月 700 部 

第 32 回国際生物学賞推薦募

集リーフレット H28 年 1 月 1,500 部 

国際生物学賞パンフレット

（和文） H28 年 3 月 1,000 部 

国際生物学賞パンフレット

（英文） H28 年 3 月 1,000 部 

科学上のブレークスルーに関

するグローバルシンポジウム

（Global Symposium on Sc
ientific Breakthroughs）議

論の概要 パンフレット（和

文） 

H27 年 8 月 500 部 

国際学術交流研修 リーフレ

ット 
H27 年 10
月 

2,000 部 

学術システム研究センター20
15 リーフレット 

H27 年 9 月 500 部 

 
※1 電子媒体にて作成・配布 
 
●ポスター作成実績 

標題または内容 作成時期 作成部数 
ひらめき☆ときめきサイエ

ンス事業ポスター H27 年 6 月 700 部 

第8回HOPEミーティング

ポスター H27 年 7 月 6,300 部 

平成 28 年度先端科学シン

ポジウム参加者募集ポスタ

ー 
H28 年 1 月 2,850 部 

JSPS Summer Program 
2016 ポスター（A1 版） 

H27 年 8 月 70 部 

Fellowship for Research 
in Japan 2016 ポスター 

H28 年 1 月 7,000 部 

平成 29 年度分特別研究員

募集ポスター 
H28 年 2 月 －※2 

平成 29 年度分特別研究員

－RPD 募集ポスター H28 年 2 月 －※2 

平成 29 年度分海外特別研

究員募集ポスター  H28 年 2 月 －※2 

平成 28・29 年度分海外特

別研究員-RRA 募集ポスタ

ー 
H28 年 2 月 －※2 
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(iii) メールマガジンの

発信 
 インターネットを活

用したメールマガジン

により、公募案内や行

事予定等の情報提供を

行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(iv) ソーシャルメディ

アの活用 
 公募や行事の情報を

迅速に発信するため、

第 13 回日本学術振興会賞

受賞候補者の推薦募集ポス

ター 
H28 年 2 月 8,400 部 

第 7 回日本学術振興会 育
志賞受賞候補者の推薦募集

ポスター 
H28 年 3 月 3,800 部 

※2 平成 26 年度分募集より各機関へのポスター郵送は廃

止し、作成したポスター電子データをホームページに掲載

（JSPS Summer Program ポスター、Fellowship for Re
search in Japan ポスターは、引き続き各関係機関へ配

送）。 
 
 
■ メールマガジンの発信 
・毎月およそ 19,000 名の登録者にメールマガジン「学

振便り（JSPS Monthly）」を配信し、公募情報や行事

予定の紹介に加え、科研費関連ニュース等、事業内容の

周知に努め、情報発信の強化を図った。 
●月別登録件数実績 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 
18,480

件 
18,545

件 
18,682

件 
18,556

件 
18,705

件 
18,764

件 
10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

18,692
件 

18,865
件 

19,745
件 

19,750
件 

19,769
件 

19,916
件 

●月別記事数 
月 ﾄﾋﾟ

ｯｸｽ 
公募

案内 
科研費

関連ニ

ュース 

海外

動向 
行事

予定 
お知

らせ 

4 月 5 13 2 5 1 3 
5 月 2 11 2 7 1 1 
6 月 3 7 2 10 1 2 
7 月 2 8 2 6 1 5 
8 月 2 9 2 8 2 1 
9 月 2 8 2 8 3 2 
10 月 2 5 2 7 4 4 
11 月 2 3 2 9 3 1 
12 月 3 4 2 9 2 2 
1 月 4 4 2 6 1 2 
2 月 4 4 2 7 2 2 
3 月 1 6 2 7 1 1 

 
■ ソーシャルメディアの活用 
・個別事業の紹介のみならず、振興会全体を視覚的に幅

広いターゲット層にアピールするためにアニメーショ

ンによる広報映像を作成し YouTube で公開するほか、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・毎月メールマガジンを配信し、公募

情報や行事予定の紹介、科研費関連ニ

ュース等、事業内容の周知に努め、情

報発信の強化を行っており、登録者数

が着実に伸びている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ソーシャルメディアを活用し、

HOPE ミーティング事業や先端科学

シンポジウム事業等 
について、公募やイベントの情報を一
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必要に応じてソーシャ

ル・ネットワーキング･

サービスを活用する。 

HOPE ミーティング事業や先端科学（FoS）シンポジウ

ム事業では、公募やイベントの情報を一元的かつ迅速に

発信するため、フェイスブック等を活用している。 
https://www.facebook.com/jspskenkyo2 
https://www.facebook.com/pages/HOPE-Meetings/137
055209682898?v=wall 
 
 

元的かつ迅速に発信したことは、評価

できる。 
 
＜課題と対応＞ 
・情報が分かりやすく迅速に提供でき

るよう、さらなる検討と改善をしてい

きたい。 

  ② 成果の社会還元・普

及・活用 
(i) 我が国の将来を担

う児童・生徒を主な対

象として、研究者が科

研費事業による研究成

果を分かりやすく説明

することなどを通じ

て、学術と日常生活と

の関わりや学術がもつ

意味に対する理解を深

める機会を提供する

「ひらめき☆ときめき

サイエンス～ようこそ

大 学 の 研 究 室 へ ～

KAKENHI」を全国各

地の大学で幅広く実施

する。 
 
 
 
 
 
(ii) 学術システム研究

センター等の調査・研

究の成果、海外研究連

絡センターの収集情

報、及び科研費事業を

はじめ振興会が実施す

る各事業において支援

対象者から提出された

実績報告書等について

は、知的所有権等に配

② 成果の社会還元・普

及・活用 
(i) ひらめき☆ときめ

きサイエンス事業 
我が国の将来を担う

児童・生徒を主な対象

として、研究者が科研

費による研究につい

て、その中に含まれる

科学の興味深さや面白

さを分かりやすく発信

することを通じて、学

術が持つ意義や学術と

日常生活との関わりに

対する理解を深める機

会を社会に提供する

「ひらめき☆ときめき

サイエンス～ようこそ

大 学 の 研 究 室 へ ～

KAKENHI」を全国各

地の大学等で幅広く実

施する。 
 
(ii) 学術システム研究

センターの調査・研究

の成果については、報

告書に取りまとめホー

ムページ等において公

表するとともに、事業

の企画・立案等に活用

する。 
 
 

 【成果の社会還元・普及・活用】 
■ ひらめき☆ときめきサイエンス事業 
・「ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ大学の研

究室へ～KAKENHI」を全国各地の 153 機関で 297 プ

ログラムを実施した。平成 25 年度実施分より、一機関

からの応募件数の制限（一機関当たり 10 件）を撤廃し

ていることで、応募件数の大幅な増加を維持している。

（平成 27 年度：331 件（157 機関）、平成 26 年度：29
5 件（145 機関）、平成 25 年度：298 件（152 機関）、平

成 24 年度：252 件（131 機関）） 
 
・平成 25 年度より、科研費による研究成果を積極的に

社会･国民に発信することを奨励するため、当事業にお

いて継続的にプログラムを実施し、子ども達の科学する

心を育み知的好奇心の向上に大きく貢献した研究者を

讃える「ひらめき☆ときめきサイエンス推進賞」を創設

した。平成 27 年度は平成 26 年度までに実施代表者と

してプログラムを 5 回以上実施した研究者の中から委

員会による選定の上 25 名が受賞した。 
 
■ 学術システム研究センターの調査・研究 
・平成 26 年度の委託契約に基づく調査研究成果が各研

究員から『調査研究実績報告書』として提出され、それ

らを取りまとめ、未発表の研究情報や個人情報が含まれ

る場合には公開について個別に検討を行い、ホームペー

ジで公開した。 
https://www.jsps.go.jp/j-center/chousa_houkoku.html 
 
 
 
 
 
 

＜根拠＞ 
・全国 153 機関で 297 プログラムが

実施されており、研究者が科学研究費

助成事業の研究成果を分かりやすく

説明することなどを通じて、学術と日

常生活との関わり等に対する理解を

深める機会を積極的に提供するため

の取組を行っており、応募件数の増加

を着実に維持していることは評価で

きる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・学術システム研究センターにおける

調査研究成果について、『調査研究実

績報告書』をもとに、審査システム、

評定基準・評価方法などの業務の改善

等に役立てており評価できる。 
 
・平成 22年度の委託研究契約分より、

各報告書の概要を公開するなど改善

を図ったことは評価できる。 
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慮した上で、事業の企

画立案等に活用すると

ともに、ホームページ

への掲載や出版等によ

り、研究者をはじめ社

会に積極的に提供し、

広く社会還元を目指す

とともに普及を図る。 
 
(iii) 学術研究の進展に

より生じた卓越した研

究成果を広く一般に公

開することにより、学

術研究の成果・普及及

びその重要性について

の理解促進に努める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(iii) 学術の進展により

生じた卓越した研究成

果をデータベースによ

り広く一般に公開する

ことを目的とする「卓

越研究成果公開事業」

を実施する。 
平成２７年度は、委

員会を開催し、「発見と

発明のデジタル博物館

（卓越研究データベー

ス）」の充実方策につい

て検討し、実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 卓越研究成果公開事業 
・事業委員会及び企画小委員会を開催し、新規参画学会

の拡充及びデータベース公開ページの改修等、発見と発

明のデジタル博物館（卓越研究データベース）の充実方

策について検討し、学協会との調整、データベース公開

ページの改修を実施した。また、新たに 10 学会が加わ

り、参画学協会を 21 とした。また、新規参画により本

事業の対象とする分野を新たに開拓するとともに、本事

業に参画している学協会において新たに 263 件の卓越

した研究成果をデータベースに入力を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・卓越研究成果公開事業において、事

業委員会及び企画小委員会を開催し、

新規参画学会の拡充及びトップペー

ジの改修等、卓越研究データベースの

充実方策について検討を行ったのち、

学協会との調整、データベース公開ペ

ージの改修、参画学会の拡充とともに

新規分野の開拓、既存の参画学会につ

いては新たなデータベースの入力を

行うなど着実に事業を実施したこと

は評価できる。 
 
＜課題と対応＞ 
・学術システム研究センターの調査・

研究について、今後さらなる調査研究

成果の活用を検討する。 
 

 (3) 学術の社会的連

携・協力の推進 
大学等の研究者と

産業界の研究者等が

それぞれの発意に基

づいた相互のインタ

ーフェイス機能の充

実を図るため、情報

交換など研究交流を

促進する。 

(3) 学術の社会的連

携・協力の推進 
大学等の研究のシー

ズ及び産業界の研究の

ニーズに応じた情報交

換、交流促進を図るた

めの場、また学界と産

業界の連携による若手

研究者の人材育成の場

としての産学協力研究

委員会等を、研究者の

発意に基づいて設置す

る。委員会等の設置に

当たっては、学術の社

会的連携・協力の立場

(3) 学術の社会的連

携・協力の推進 
学界と産業界の第一

線の研究者等からのボ

トムアップによる発意

に基づき、自由な研究

発表、情報交換を行う

場を提供し、産学協力

の橋渡しを行う。 
平成２７年度は、以下

の会議等を開催すると

ともに、産学協力研究

委員会等の活動につい

ての情報発信、及び産

学協力総合研究連絡会

＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 産学協力研究委員

会の活発な活動と

一層の活性化の推

【学術の社会的連携・協力の推進】 
■ 産学協力総合研究連絡会議 
産学協力総合研究連絡会議を 2 回実施した。 
・以下の通り産学協力研究委員会等諸事業の充実強化を

図った。 
（設置継続審査に関する審議） 

 全 68 委員会を対象に 5 年以内に実施するもので

あり、平成 27 年度は 13 件の設置継続審査を行

い、継続が認められた。 
 活動の方向性や委員会メンバーの強化といった

各委員会の組織強化等につながる指摘を行った。 
（新規委員会設置に関する審議） 

 学界と産業界との学術の社会的協力によって発

展が期待される分野やその推進方策について検

討を行い、平成 27 年度は「産学協力研究委員会」

＜根拠＞ 
・学術の社会的連携・協力の推進を図

るため、「産学協力研究委員会」を設

置しており、前年度より 4 委員会増

となり全 68委員会が精力的に活動し

ているといえ、評価できる。 
 
・産学協力総合研究連絡会議におい

て、産学協力研究委員会の設置継続等

に関する審議を行い、産学協力研究委

員会等諸事業の充実強化を図ってい

る。フィジビリティスタディ制度の活

用が、委員会の立ち上げに繋がってお

り、加えて、学界と産業界との学術の

社会的協力によって発展が期待され
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から、学界と産業界と

の連携によって発展が

期待される研究のシー

ズや分野及びその推進

の方法・体制等につい

て検討する総合研究連

絡会議を開催し、審議

結果を積極的に外部に

情報発信する。また、

国内外の研究者を集め

てのセミナー、シンポ

ジウムを開催するとと

もに研究成果の刊行を

通じて、これら研究委

員会の研究成果を発信

する。 

議の審議結果について

の情報発信に努める。 
・産学協力総合研究連

絡会議 
産学協力研究委員会

等諸事業の充実強化を

図るとともに、学界と

産業界との学術の社会

的協力によって発展が

期待される分野やその

推進方策を検討する。 
 
・産学協力研究委員会 
産学の研究者の要請

や研究動向に関し幅広

い角度から自由に情

報・意見交換を行うと

ともに、蓄積された成

果発信の場として国際

シンポジウム等の開

催、活動成果の刊行を

行う。 
 
・研究開発専門委員会 
将来発展が期待され

る分野及び解決すべき

課題について、専門的

な調査審議を行う。 

進 
 産業界のニーズを

踏まえた事業展開 
 セミナー・シンポ

ジウムの開催と研

究活動及び成果に

かかる情報発信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 

及び「研究開発専門委員会」に新たに下記の 6 委

員会を設置した。 
日本におけるケミカルバイオロジーの新展開第 189
委員会 
当該分野における日本の国際的優位性を維持、増強す

るとともに、将来の新規産業創出に結びつけることを

目指す。 
材料中の水素機能解析技術第 190 委員会 
材料中の水素機能の本質的解明を目指した計測・計算

両面での最先端の解析技術の構築を目指す。 
 
接合界面創成技術第 191 委員会 
常温接合技術の国際的な研究開発において日本がフ

ラッグシップを掲げ続け、先進的な製造技術を通して

日本の産業の発展を目的とする。 
サイバーセキュリティ第 192 委員会 
世界規模かつ将来型のインフラストラクチャにおけ

るシステムセキュリティおよび情報セキュリティ対

策のあり方について、技術的視点およびグローバルな

ガバナンスの観点から検証を行い、必要な対策に向け

た研究開発戦略／中長期的な人材育成方策を策定し、

それらを推進する産官学連携体制を確立することを

目的とする。 
有機分子触媒による高度分子変換技術 
「有機分子触媒」の実践に向けた力量を飛躍的に向上

させることで、高付加価値の新機能性材料や医薬品な

どの製造プロセスにイノベーションをもたらす未来

型技術の開拓を目的とする。 
放射線の生体影響の分野横断的研究 
純粋に科学的な議論に基づく分野横断的な研究を支

援し、産業界と学界からなる委員会での活発な意見交

換を通して、放射線の影響に関する統合的研究を推進

するための共通プラットフォームの構築を目指す。 
（国際シンポジウム開催の支援） 

 産学協力によるシンポジウムを計 5 件支援した。 
 
■ 産学協力研究委員会 
・大学、企業等の研究者・技術者が学界・産業界のそれ

ぞれの要請や研究動向について情報交換等を行い、学術

の社会的連携・協力の推進を図る場を設けるなど、産学

協力の橋渡しを行った。なお、平成 28 年 3 月末現在、

68 委員会が活動しており、計 417 回の会議を開催した。 
・当委員会で蓄積された成果を、出版物の刊行（計 2 件）

や産学協力によるシンポジウムを開催（計 15 件）する

ことにより情報発信した。 
・ワイドギャップ半導体光・電子デバイス第 162 委員会

る分野やその推進方策の検討を行っ

た結果、「産学協力研究委員会」及び

「研究開発専門委員会」を新たに設置

するなど着実に事業を運営しており

評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・産学協力研究委員会で蓄積された成

果発信として、出版物の刊行や産学協

力によるシンポジウムを開催するな

ど情報発信を着実に行っており評価

できる。 
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において、所属の赤﨑勇委員、天野浩委員がノーベル物

理学賞を受賞したことから、平成 27 年 4 月に開催する

ノーベル物理学賞レクチャーを実施した。 
 
■ 研究開発専門委員会 
・産学協力研究による研究開発を促進するため、将来の

発展が期待される分野から選定した課題について専門

的に調査審議を行い、3 委員会により計 6 回の会議を開

催した。 
また、設置期間終了に伴う新旧委員会の入れ替えを実施

し、新たな研究課題や産業界のニーズに対応したテーマ

を発信した。 
 
 
■ 情報発信 
事業の概要 
http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index.html 
委員名簿 
http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_1.html 
産学研究協力委員会一覧 
http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_2.html 
研究開発専門委員会・先導的研究開発委員会一覧 
http://www.jsps.go.jp/renkei_suishin/index2_3.html 

 
 
 
 
・研究開発専門委員会において流動的

な社会情勢に対応すべく、今後の発展

を促すべき適切な研究課題やニーズ

の高まりが予想される先導的な研究

課題をについて専門的な調査審議を

行うなど、着実に事業を運営しており

評価できる 
 
 
 
・インターネットを利用し、随時更新

した情報を発信していることは評価

できる。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６－１ 
６ 前各号に附帯する業務 
（１）国際生物学賞にかかる事務 
（２）学術関係国際会議開催にかかる募金事務 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15
条、独立行政法人日本学術振興会業務方

法書第 12 条 

業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の

推進のための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート 
事業番号 0176 

参照 URL 国際生物学賞 http://www.jsps.go.jp/j-biol/index.html 
学術関係国際会議開催にかかる募金事務 http://www.jsps.go.jp/j-donation/oversea.html 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

学術関係国際会議

の開催 

 

1 件 2 件 0 件 0 件   
決算額（千円） 1,017,022 761,741 696,421 

  

学術関係国際会議

募金事務の受託 

 

1 件 1 件 2 件 1 件   
従事人員数 18 19 18 

  

注）決算額は支出額を記載。    
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

学術研究を行う研

究者に対する各種の

支援など、前各号に附

帯する業務を適切に

実施する。 
 

 

学術研究の推進に

資する事業として以

下のとおり前各号に

附帯する業務を毎年

度着実に実施する。 
 

① 国際生物学賞委員

会により運営される

生物学研究に顕著な

業績を挙げた研究者

を顕彰する国際生物

学賞にかかる事務を

担当する。 
 
② 野口英世博士記念

ア フ リ カ の 医 学 研

究・医療活動分野にお

ける卓越した業績に

対する賞（野口英世ア

フリカ賞）に係る医学

研究分野の審査業務

を担当する。 
 
 
③ 学術関係国際会議

の開催のため、免税措

置を受けられない主

催者に代わり、特定公

益増進法人としての

募金の事務を行う。 

学術研究の推進に資

する事業として以下の

とおり前各号に附帯す

る業務を毎年度着実に

実施する。 
 

(1) 国際生物学賞に係

る事務 
国際生物学賞委員会

により運営され、生物

学研究に顕著な業績を

挙げた研究者を顕彰す

ることにより国際的に

も高い評価を受けてい

る国際生物学賞の第

31 回顕彰に係る事務

を行うとともに、第 32
回顕彰に向けた準備・

支援の事務を積極的に

実施する。また、募金

趣意書を配布するな

ど、国際生物学賞基金

への募金活動に努め

る。 
 

(2) 学術関係国際会議

開催に係る募金事務 
学術関係国際会議の

開催のため、指定寄付

金による募金、並びに

特定公益増進法人とし

ての募金の事務を行

う。 

＜主な定量的指標＞ 
・国際生物学賞に係る

寄附金の収集状況 
 
・学術関係国際会議の

開催 
 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目に係る業務の実績

が得られているか。 
 

中期計画の項目について、中期計画通りに着実

に推進した。特に、以下の実績を上げた。 
【国際生物学賞に係る事務】 
・計 4 回の審査委員会（委員長：藤吉好則）を開

催し、最終審査では 4 名の著名な外国人審査委員

を含めて審議した。その結果、第 31 回国際生物

学賞は、63 の推薦状の中から選考された東京工

業大学栄誉教授の大隅良典博士に授与した。 
・授賞式は、平成 27 年 12 月 7 日に日本学士院

において天皇皇后両陛下の御臨席を賜り挙行し

た。 
・12 月 5 日、6 日には、振興会と大阪大学、東

京工業大学との共催による国際生物学賞記念シ

ンポジウムを開催し、その中で受賞者による特別

講演会を実施し、約 300 名が参加した。 
・新たに国際生物学賞パンフレットを作成し、

1,300 件を超える関係機関、研究者に配布し広報

を行った。 
・国際生物学賞基金の募金趣意書を作成し、寄付

金の拡大に努め、3,350,000 円（6 件）の寄付を

収集した。 
・基金の管理・運用については、銀行預金のほか、

利付国債（2 億円）により適切に運用した。 
・第 32 回国際生物学賞の審議は、平成 27 年 11
月 4 日に基本方針を決定し、同日、第 1 回の審

査委員会を開催（授賞式は平成 28 年 11 月頃に

実施予定）した。 
●第 31 回及び 32 回顕彰に係る事務 
開催日 内容 

H27年 5
月 22 日 

第 31 回国際生物学賞審査委員会（第

3 回会議）（受賞候補者を 10 名程度に

絞込） 
H27年 6
月 26 日 

第 31 回国際生物学賞審査委員会（第

4 回会議）（受賞候補者の選定） 
H27年 7
月 29 日 

第 32 回授賞分野に関する会議 

H27年 7
月 29 日 

第 62 回国際生物学賞委員会（第 31
回国際生物学賞受賞者の決定） 

H27 年

11 月 4
第 63 回国際生物学賞委員会（審査委

員長の選出等） 

評定 B 評定 B 
＜根拠＞ 
・有識者による国際生物学賞審査委員

会を複数回開催し、最終審査には 4
名の著名な外国人審査委員を含めて

審議するなど、世界的に優れた業績を

挙げ、世界の学術の進歩に大きな貢献

をした研究者を授賞者として選考す

る事務を着実に実施しており評価で

きる。 
 
・受賞者の決定及び天皇皇后両陛下に

御臨席賜る授賞式を滞りなく開催す

ると共に、振興会と大阪大学、東京工

業大学との共催による国際生物学賞

記念シンポジウムを開催し、受賞者に

よる特別講演会を実施したことは、国

際生物学賞が国際的に著名な賞であ

ることを国内外にアピールするもの

と捉えられ評価できる。 
 
 
・第 32 回国際生物学賞の実施に向け

た準備・支援の事務を着実に実施して

いる。また、国際生物学賞パンフレッ

トを作成し、1300 件を超える関係者

に配布したことは、賞の広報につなが

る取り組みとして評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 国際生物学賞については、審査委員

会の開催から授賞式の挙行に至る事務

を着実に実施している。また、授賞式

後には受賞者による特別講演会を開催

するなど、本賞の意義を広めるための

積極的な活動も評価できる。 
 また、特定公益増進法人としての募

金事務については、学術関係国際会議

の円滑な開催に向け、業務を着実に実

施した。 
 以上のことから、本項目は、中期計

画における所期の目標を達成している

と認められるため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
特になし。 
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日 第 32 回国際生物学賞審査委員会（第

1 回会議）（審査委員の補充、幹事の

選出等） 
H27 年

12 月 7
日 

第 31 回国際生物学賞授賞式 

H28年 1
月 18 日 

第 32 回国際生物学賞審査委員会（第

2 回会議）（審査委員会の日程、審査

手順の確認、受賞候補者推薦依頼状

等） 
 
【学術関係国際会議開催に係る募金事務】 
・特定公益増進法人として平成 27 年度中に以下

の 1 件の募金事務を受託した。（指定寄付金によ

る募金事務の実績はない。）平成 26 年度以前に

受託した以下の 2 件と併せて、引き続き寄附金の

受入事務を行っており、銀行預金により適切に管

理を行っている。 
・3 件の国際会議について、平成 27 年度中の寄

附金受入実績は 75 件、55,378 千円であり、平成

26 年度中の寄附金も含めると、寄附金受入実績

は 104 件、61,292 千円となっている。 
・また、ホームページでの募金事務の受託基準、

依頼方法、申請書類、ＦＡＱ等を掲載して、周知

に努めている。 
・平成 27 年度には国際会議の開催実績はない。 
 
●平成 27 年度に募金事務を受託した国際会議 

会議名 主催者 会期 会場 

第 73 回国

際 財 政 学

会 年 次 大

会  

第 73回国

際財政学

会年次大

会組織委

員 会 / 日

本財政学

会 

平成 29年

8 月 18 日

～8 月 20
日 

東京大学、

国際ファ

ッション

センター 

 
●平成 26 年度以前に受託し今後開催予定の国際

会議 
会議名 主催者 会期 会場 

第 40 回国

際 外 科 学

会 世 界 総

会  

国際外科

学 会 / 第

40 回国際

外科学会

組織委員

平成 28年

10 月 23
日～10 月

26 日 

国立京都

国際会館 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特定公益増進法人として募金事務を

行い、国際会議の円滑な開催に寄与し

ており評価できる。 
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会 

2016 年国

際 ゴ ム 技

術会議 

一般社団

法 人  日

本ゴム協

会 

平成 28年

10 月 24
日～10 月

28 日 

北九州国

際会議場/
西日本総

合展示場 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 組織の編成及び運営 
２ 一般管理費等の効率化 
３ 人件費の効率化 
４ 業務・システムの合理化・効率化 
（１）外部委託の促進 
（２）随意契約の見直し 
（３）情報インフラの整備 
（４）業務運営の配慮事項 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
一般管理

費等の削

減状況 

一般管理

費 
 

3.6％ 3.1% 3.5% 3.0% 
   

その他事

業費 
 

2.1％ 1.1% 1.0% 1.2% 
   

ラスパイレス指数  110.6 109.8 109.2 107.5    
随意契約見直し状況  24 19 27 37    

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 国の定めた法令等を

遵守し、事業に対する

研究者及び国民の信頼

性を維持しつつ実施し

得る機能的・効率的な

体制整備や業務運営の

見直しを図り、経費の

効率的執行を推進す

る。 
法人の行う業務につ

いては、既存事業の徹

底した見直し等によ

1 組織の編成及び運

営 
理事長のリーダーシ

ップにより、中期目標

を達成するため、組織

編成と資源配分につい

て機動的・弾力的に運

営を行い、業務の効率

化を推進する。 
適切な業務運営を図

るため、管理会計の活

用、コンプライアンス

1 組織の編成及び

運営 
理事長のリーダー

シップにより、組織

編成と資源配分につ

いて機動的・弾力的

に運営を行い、業務

の効率化を推進す

る。また、独立行政

法人通則法の一部を

改正する法律（平成

２６年法律第６６

＜主な定量的指標＞ 
・一般管理費の削減状況 
・ラスパイレス指数 
・随意契約見直し状況 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運営

により、中期計画の項目

に係る業務の実績が得

られているか。 
 
＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 
【法人の長のマネジメント体制】 
■役員会の設置 
・理事長及び理事で構成し、監事も出席。 
・理事長の職務の遂行を補佐するため、予算、

事業計画、規程の制定等、重要事項について審

議。 
 
■評議員会の設置（3 頁-4 頁参照） 
・学術界、産業界、大学等を代表する学識経験

者 15 人により組織。 
・振興会の業務運営に関する重要事項について

評定 B 評定 Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
・理事長の職務の適正かつ円滑な

執行を図るため、役員会、評議員

会を設置し、重要事項について審

議している。また、監事は、独立

行政法人通則法で振興会の業務を

監査し、理事長に意見を提出でき

るとされているところ、それに加

えて「役員会」に出席し必要な意

見を述べることもでき、より適切

に業務の監査を行える体制となっ

＜評定に至った理由＞ 
 振興会の業務の効率化の推進につい

て、組織運営に関する基本規程をはじ

めとする関連規程を整備・改正すると

ともに、効率的かつ公正な業務遂行の

ための体制整備を実施し、「監査・評価

室」の設置等の組織改編を行ったこと

は、内部統制の強化やリスクマネジメ

ント等の観点から、適正な組織運営の

強化に向けた取組として評価できる。 
 一般管理費及び人件費の効率化につ
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り、効率化を進める。

その際、「独立行政法人

における調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成２７年５月２

５日総務大臣決定）に

基づく取組を着実に実

施し、国の基準を踏ま

えた随意契約の見直し

や業務委託の積極的な

取組を行う。 
また、適切な業務運

営を図るため、内部統

制を充実・強化させる。 
なお、効率化に際し

ては、長期的視点に立

って推進すべき学術研

究を担う振興会の事業

の特性に鑑み事業の継

続性に十分留意する。 
一般管理費（人件費

を含む。）に関しては、

中期目標期間中の初年

度と比して年率３％以

上の効率化に努めるこ

ととし、その他の事業

費（競争的資金等を除

く。）については、中期

目標期間中、毎事業年

度、対前年度比１％以

上の業務の効率化を図

る。また、寄付金事業

等についても業務の効

率化を図る。 
総人件費について

は、政府の方針を踏ま

え、厳しく見直しをす

るものとする。給与水

準については、国家公

務員の給与水準を十分

考慮し、当該給与水準

及びリスクマネジメン

ト体制の整備、分かり

やすい情報開示等の不

断の見直しを行い、内

部統制の充実・強化を

図る。 
また、会計監査人によ

る法定監査のほか、監

事による監査を受ける

ことにより、法人業務

全般について厳格なチ

ェックを受ける。その

際、国民の理解と信頼

が得られるよう、監査

の結果をホームページ

等で公開する。 
 
 
 
 
 
 
 

 

号）の趣旨に基づき、

全体の統括機能を強

化することで、ガバ

ナンス体制を整備す

る。 
適切な業務運営の

観点から、職員のコ

ンプライアンスに対

する意識の向上に資

するための研修を実

施する。また、リス

クマネジメント委員

会を開催し、リスク

の分析や対応につい

て検討を行う。 
平成 26年度の決算

については、事業報

告書（会計に関する

部分のみに限る）、財

務諸表及び決算報告

書について、監事の

監査及び会計監査人

の法定監査を受け

る。また、監事監査

については、一般的

な業務・会計監査の

ほか重点項目を引き

続き設ける。 
なお、監事及び会

計監査人による監査

の結果をホームペー

ジ等で公開する。 
 

 

内部統制システムの整

備及び監事機能の強化

に係る取組が更に実行

に移されることが期待

される。 
【文部科学大臣評価 26
年度】 
 
・組織全体で優先的に対

応すべき重要な課題（リ

スク）を把握したか。ま

た、そのリスクにどのよ

うに対応したか。（二次

評価） 
 
 

長期的な視点から幅広く審議し、理事長へ助言。 
・年 2 回開催。 
（平成 27 年 10 月 29 日、平成 28 年 3 月 16

日） 
 
■機動的・弾力的な運営、業務の効率化の推進 
・「独立行政法人日本学術振興会の組織運営に

関する基本規程」を制定し、組織運営の基本と

なる事項を規定し、幅広い研究者との協働を重

視しつつ、理事長の意思決定のもとに能率的で

公正・公平な業務遂行のための体制を明確化し

た。 

・また、業務の適性を確保するための体制を整

備するため、規程を整備し、平成28年度に以下

の様な組織改編を行うこととした。 

―理事長に直属する「監査・評価室」の設置 

―総務企画部主計課と経理課を統合し、「会計

課」を設置 

―研究事業部企画調査課を廃止し、「研究助成

企画課」を設置。 

 
■その他 
・人事交流により文部科学省から 31 名、国立大

学法人等から 68 名の人材を確保した。 
 
【適切な業務運営】 
■法令等の遵守 
・年度初め、年末・年始など、理事長による定

期的な訓辞を実施。また、その内容を組織内 web
ページに掲載。 
・理事長を始めとした役員が職員と定期的にコ

ミュニケーションの場を持つことによる意識の

共有。 
・「独立行政法人日本学術振興会行動規範」（平

成 22 年 11 月策定）の遵守について職員に周知。 
・コンプライアンス研修の実施（平成 27 年 4 月

14 日）。 
 
■リスク管理 
・組織全体として機動的に対応することができ

る環境を整備した下記の内部統制システムが効

ている。 
 
・学識経験者の意見や助言により、

研究者のニーズが理事長のマネジ

メントに活かされるような方策が

とられており、法人ガバナンスと

して有効に機能しているといえ

る。 
 
・内部統制を強化するための監

査・評価室の設置、予算業務や執

行業務を効率的に行うための主計

課と経理課を廃止した上での会計

課の設置、「国際共同研究加速基

金」などの実施により複雑化した

科学研究費助成事業の体制を整え

るための研究助成企画課の設置な

ど、効率的な業務運営のための

H28 年度以降の体制整備の準備を

業務分担の見直しを行いつつ効果

的に行っている。 
 
・理事長は、定期的に全役職員に

訓辞を行うとともにその内容を組

織内 web ページに掲載し、振興会

の使命と社会的役割を会内に周知

している。また、法令や規程の遵

守、情報セキュリティ確保、健全

な職場環境の形成等に、全役職員

が取り組むよう指示している。 
 
・コンプライアンス研修を適切に

実施している。役職員が遵守すべ

き事項をまとめた「行動規範」を

ホームページに掲載し、振興会内

外に対して周知を図り、遵守して

いる。さらに理事長ら役員と職員

とが定期的にコミュニケーション

の場を持つことにより、業務改善

に向けた意見を把握すると共に、

問題の早期発見を可能とするよう

いて、前者は 3.0％の削減が図られ、後

者は対前年度からラスパイレス指数

1.7 ポイントの改善が図られており、着

実に効率化が進捗しているものと認め

られる。 
 調達等合理化計画の取組について、

「平成 27 年度独立行政法人日本学術

振興会調達等合理化計画」を策定し、

公正な入札が行われるよう、競争参加

要件を見直すなど一者応札防止に向け

た取組や、契約に関わる全職員に対し

研修を行い、職員の資質向上を図る取

組を推進するなど、適切な契約執行へ

の体制整備が図られた。その結果、平

成 26年度に比して一者応札の件数を 2
件減少させ、1.4 億円削減させるなど、

適正かつ合理的な契約が達成できてい

る。 
 情報セキュリティの確保について

は、全職員を対象にした自己点検や外

部専門業者によるセキュリティ監査を

実施するなど、情報セキュリティ対策

を着実に実施している。 以上のこと

から、本項目は、中期計画における所

期の目標を達成していると認められる

ため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 引き続き、「独立行政法人における調

達等合理化計画の取組の推進」(平成 27
年 5 月 25 日総務大臣決定)などの趣旨

を踏まえ、調達に関するガバナンスが

徹底されることを期待する。 
 
＜その他事項＞ 
特になし。 
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について検証を行い、

適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や

取組状況を公表する。 
また、職員の能力と

実績を適正かつ厳格に

評価し、その結果を処

遇に反映させるととも

に、適材適所の人事配

置とし、職員の能力の

向上を図る。 

果を発揮しており、組織全体で優先的に対応す

べき重要な課題は認められなかった。 
・理事長はじめ役員、部課長全員が出席してい

る月 2 回開催の役員会及び毎週月曜日開催の連

絡会議において、常時業務に係る情報共有及び

意見交換を行い、リスクの発生を事前に防ぐ体

制を整えている。 
・平成 25 年度から部長以上による連絡会議を月

1 回開催し、各部所掌業務における中期目標・計

画の達成状況、リスク生起の可能性やその防止

に向けた取組等について情報を共有し、相互に

確認する体制を整備した。 
・リスクが生じた場合には、「独立行政法人日本

学術振興会リスクマネジメントに関する要項」

に基づき、対応すべきリスクの選定、対応方策

の策定等を直ちに行える体制にある。また、緊

急時に備え、夜間休日等の勤務時間外を含め、

管理職以上及び海外研究連絡センターで共有す

る緊急連絡網並びに課ごとに職員で共有する連

絡網を作成しており、迅速にリスクに対応でき

る体制を整えている。更に、本要項を改正し、

リスクマネジメント委員会の審議事項や緊急時

の体制について明確化した。 
・震度 5 強以上の地震その他の大災害発生時に

おいては、「防災マニュアル」（平成 24 年 3 月 5
日）に基づき組織全体として対応できる体制に

ある。 
・「情報システム運用継続計画」（平成 26 年 3 月

31 日）を策定し、非常時に備え情報システム復

旧のための計画と手段を整備した。 
 
■事業の実施等 
・各事業の実施に当たっては、適切・公正かつ

効率的に事業を実施できるよう、事業実施の手

順・方法を取扱要領等に規定している。 
 
■内部統制の推進 
・「独立行政法人通則法」の改正に基づき(最終改

正平成 26 年 6 月 13 日、平成 27 年 4 月 1 日施

行)、平成 27 年 4 月に業務方法書を改正し、内

部統制に関する基本方針、内部統制の推進に関

に努めている。 
 
・月 2 回開催の役員会及び毎週月

曜日開催の連絡会議に、理事長は

じめ役員、部課長が全員出席する

体制がとられていること、部長以

上による連絡会議を月 1 回開催し

ていることから、リスクの発生を

防ぐと共に、リスクが生じた場合

には組織全体として直ちに把握・

対応できる体制にある。 
 
・「独立行政法人日本学術振興会リ

スクマネジメントに関する要項」

が整えられ、リスクの選定、リス

クの発生時の要因分析や対応の検

討を可能とする体制が適切に整備

されている。更に本要項を改正し、

リスクマネジメント委員会の体制

整備もなされている。また、緊急

時、大災害発生時に備えた体制も

整えられている。 
 
・内部統制を効果的に推進するた

めの体制整備を積極的に行ってい

る。 
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する事項や内部監査に関する事項を定めた。 
・これに基づき、「独立行政法人日本学術振興会

内部統制の推進に関する規程」を改正し、内部

統制に関するモニタリングや研修等の取組を明

確化した。 
・「独立行政法人日本学術振興会内部通報及び外

部通報に関する規程」を制定し、通報窓口を設

置すると共に、通報の受理、調査、処分等及び

通報者の保護について明確化した。 
・監査・評価室を平成 28 年度に設置するための

組織規程を整備した。 
 
【監事及び会計監査人による監査】 
■監事監査における改善点等の法人の長、関係

役員に対する報告状況 
・監事から理事長へ平成 26 年度の監事監査結果

について報告を行った（平成 27 年 6 月 26 日）。 
 
■監事監査における改善事項への対応状況 
・平成 26 年度監事監査結果報告（平成 27 年 6
月 26 日）について対応を検討し、改善すべき事

項については措置を講じるなどの取り組みを行

った。 
・長期的な検討が必要な事項や振興会独自で対

応できない事項等についても自己点検評価報告

書に対応状況等を明記した。  
 
■監事監査に関する規程の整備 
・「独立行政法人通則法」の改正に基づき(最終改

正平成 26 年 6 月 13 日、平成 27 年 4 月 1 日施

行)、平成 27 年 4 月に業務方法書を改正し、監

事及び監事監査に関する規程の整備を行うよう

明記した。 
これに従い、「独立行政法人日本学術振興会監事

職務規程」を定め、監事の権限等を明確化し、

業務執行の意思決定や財産の状況に対する監事

の調査やこれに対する役職員の協力義務等を明

確化した。また、「独立行政法人日本学術振興会

監事監査規程」を定め、法令に基づく監事監査

の実施について必要な事項を規定した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 26 年度の監事監査について

は、監事より理事長へ報告（平成

27 年 6 月 26 日）を行い、改善す

べき事項について対応を検討し、

措置を講じるなどの取組を行って

いる。 
 
・監事監査においては、振興会の

運営全体の監査に加え、重点項目

として、「振興会の情報セキュリテ

ィ対策の実施状況について」を設

定して監査を実施している。 
 
・規程が整備され、監事の権限や

職務、また、監事監査の監査対象

や監査方法が明確化された。 
 
 
 
 
 
 
・平成 26 年度の財務諸表等につい

て、会計監査人の法定監査、監事

監査を受けており、その結果はホ

ームページに公開されている。 
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■平成 26 年度決算等の監査状況 
・平成 22 年度決算より、独立行政法人通則法第

40 条により文部科学大臣から選任された会計監

査人による法定監査を受けている。また、監事

による財務諸表及び決算報告書等の監査も受け

ている。 
・重点的に監査する項目として平成 27 年度は以

下の項目を実施した。 
 振興会の人事政策について：振興会の各種

事業の内容や業務量を勘案した上での職員

の能力・適正に応じた人員配備が適切にな

され、効率的・効果的な業務運営が行われ

ているか、各課の業務実施状況の調査や職

員からのヒアリングなどを行い、状況を監

査した。 
また、振興会の業務内容や財務内容をはじめ、

入札・契約の内容、更には給与水準の状況等に

ついても監査を行った。 
 
■情報の公開 
・平成 26 年度決算に関する監事監査結果及び会

計監査人の監査報告書をホームページに公開し

た。 
・平成 27 年度決算についても監事監査及び会計

監査人の監査を受け、適正であるとの意見を得

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 27 年度決算についても監事

監査及び会計監査人の監査を受

け、適正であるとの意見を得てい

る。 
 

  2 一般管理費等の効

率化 
一般管理費（人件費を

含む。）に関しては、中

期目標期間中の初年度

と比して年率 3％以上

の効率化を達成するほ

か、その他の事業費（競

争的資金等を除く。）に

ついては、中期目標期

間中、毎事業年度、対

前年度比 1％以上の業

務の効率化を図る。 
また、毎年の運営費

交付金額の算定に向け

2 一般管理費等の

効率化 
  業務運営につい

ては、既存事業の徹

底した見直し、効率

化を図る。また、組

織体制、業務分担の

見直しについて検討

を行い、事務手続、

決裁方法など、事務

の簡素化・合理化を

促進する。これらに

より一般管理費（人

件費を含む。）につい

ては、中期目標期間

 【業務運営についての見直し、効率化】 
・組織体制、業務分担の見直しについては、P2
「■機動的・弾力的な運営、業務の効率化の推

進」に記載のような改革を行った。 
 
・「独立行政法人日本学術振興会の組織運営に関

する基本規程」を制定し、組織運営の基本とな

る事項を規定し、幅広い研究者との協働を重視

しつつ、理事長の意思決定のもとに能率的で公

正・公平な業務遂行のための体制を明確化した。 
・また、業務の適性を確保するための体制を整

備するため、規程を整備し、平成 28 年度に以下

の様な組織改編を行うこととした。 
―理事長に直属する「監査・評価室」の設置 
―総務企画部主計課と経理課を統合し、「会計

 
・内部統制を強化するための監

査・評価室の設置、予算業務や執

行業務を効率的に行うための主計

課と経理課を廃止した上での会計

課の設置、「国際共同研究加速基

金」などの実施により複雑化した

科学研究費助成事業の体制を整え

るための研究助成企画課の設置な

ど、効率的な業務運営のための

H28 年度以降の体制整備の準備を

業務分担の見直しを行いつつ行っ

た。 
 
・一般管理費については、対前年
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ては、運営費交付金債

務残高の発生状況にも

留意する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中の初年度と比して

年率３％以上の効率

化を達成するための

取組を行う。その他

の事業費（競争的資

金等を除く。）につい

て、平成２６年度予

算に対して１％以上

の削減を図る。また

寄付金事業等につい

ても業務の効率化を

図るなど、中期計画

に従い業務の効率化

を図る。 
また、運営費交付

金額の算定に向けて

は、運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意する。 
 
 

課」を設置 
―研究事業部企画調査課を廃止し、「研究助成

企画課」を設置。 
 
また、業務の合理的かつ効率的な執行に取り

組んだ結果、平成 27 年度においては、一般管理

費について平成 26 年度予算に対して 3.0％の削

減を図ったほか、その他の事業費について、平

成 26 年度予算に対して 1.2％の削減を図った。 
 

●一般管理費、その他事業費の削減状況 
（単位：千円） 

 26 年度予算 27年度実績 削減

割合 
一 般 管

理費 
427,570 414,666 3.0% 

そ の 他

事業費 
27,123,386 26,804,932 1.2% 

※予算、実績について特殊要因である退職手当を除

いている。 
※平成 26 年度予算は、平成 27 年度の予算編成に

おける業務政策係数による影響額を含む。 
 
【運営費交付金額の算定と運営費交付金債務残

高の発生状況】 
・平成 27 年度決算における運営費交付金債務残

高は 77 百万円であり、主に前払費用等で精算時

に収益化を行うもののため、平成 28 年度運営費

交付金額の算定においては留意を行っていな

い。 
 

度比 3％以上の削減を図るため、

業務の合理的かつ効率的な執行に

取り組み、平成 27 年度実績として

平成 26 年度予算に対して 3.0％の

削減を達成した。 
 
・その他事業費についても、対前

年度比 1％以上の削減を図るた

め、四半期毎に執行状況の把握・

周知を行い、平成 27 年度実績とし

て平成 26 年度予算に対して 1.2％
の削減を達成した。 

  3 人件費の効率化 
総人件費について

は、政府の方針を踏ま

え、厳しく見直しをす

るものとする。給与水

準については、国家公

務員の給与水準を十分

考慮し、当該給与水準

について検証を行い、

適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や

3 人件費の効率化 
 給与水準について

は、国家公務員の給

与水準を十分考慮

し、当該給与水準に

ついて検証を行い、

適正化に取り組むと

ともに、その検証結

果や取り組み状況を

公表する。 
 

 【人件費の効率化】 
・国家公務員の給与水準を考慮し、当該給与水

準について検証するためには、国家公務員との

比較に基づく評価が必要とされるが、従来の俸

給表は国家公務員の給与水準と比較しづらい部

分があったため、平成 26 年 12 月から国家公務

員の給与支給基準を基礎とする新たな俸給表を

導入したことにより、給与水準の検証や適正化

に、より適切に取り組めるようになった。 
・平成 26 年度の給与水準については、主務大

臣の検証を受けた結果、進捗状況は適正な水準

に見直されている旨の意見を受けており、検証

 
・振興会の事業を適切に実施する

ためには、高度な専門性が求めら

れることから、優秀な人材を確保

する必要があることなどから、国

に比べて、やや高い給与水準とな

っているが、地域差を是正した給

与水準の比較では国家公務員の水

準未満となっていることから、給

与水準は適正であると評価する。 
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取り組み状況を公表す

る。 
 
 

 
 
 
 

結果はホームページで公表した。（平成 27 年度

実績については、平成 28 年 6 月 30 日にホーム

ページで公表。） 

●ラスパイレス指数（平成 26 年度実績） 
対国家公務員指数 109.2 

（参考） 
地域勘案 97.6 
学歴勘案 107.6 
地域・学歴勘案 96.8 

・振興会は、①学術研究の助成、②若手研究者

の養成、③学術に関する国際交流の推進、④大

学改革の支援のための事業を行う我が国唯一の

学術振興機関であり、これらの事業を適切かつ

着実に実施するためには、高度な専門性が求め

られる。例えば高い言語能力を有する職員など

優秀な人材を確保していることから、国に比べ

てやや高い給与水準となっている。 
 
 

・引き続き、国家公務員の給与改

善に関する取組を踏まえ、適正な

水準の維持に努めていくことが求

められる。 

  4 業務・システムの合

理化・効率化 
事業の効率的な遂行

のため外部委託につい

て検討を行い、実施す

る。 
調達案件については

原則一般競争によるも

のとし、随意契約によ

る場合は、透明性を高

めるためその理由等を

公表する。 
また、情報化統括責

任者（CIO）の指揮の

もと、業務プロセス全

般について不断の見直

しを行い、業務・シス

テムに係る最適化の推

進、調達についての精

査、人材の全体的なレ

ベルアップを図るため

の職員研修の検討・実

施を行う。 

4 業務・システムの

合理化・効率化 
(1) 外部委託の促進 
事業の効率的な遂

行のための外部委託

については、効率化

が図られる業務や分

野、部門を調査し、

外部委託の有効性を

検討し、情報セキュ

リティに配慮した上

で、外部委託を促進

する。 
業務の実施に当た

り委託等を行う場合

には、国における見

直しの取組（「公共調

達の適正化につい

て」（平成１８年８月

２５日付け財計第２

０１７号。財務大臣

から各省各庁の長あ

て。））等を踏まえ、

 【業務・システムの合理化･効率化】 
■外部委託の促進 
・新規事業の増加などに対応するため、各事業

の業務を精査し、合理的かつ効率的に事業が実

施できるよう検討を進め、業務の一部について

外部委託を推進した。 
また、平成 25 年度以前に実施した外部委託のう

ち、成果がえられた業務について、継続して外

部委託を行った。 
●平成 27 年度 新規外部委託業務 

 標的型メール攻撃訓練の実施 
 プロセス工学アジア国際会議 2016（PSE

Asia2016）開催準備及び実施に伴う関連

業務等 一式 
 第９回アジア学術振興機関長会議（ASIA

HORCs）、第１３回日中韓学術振興機関

長会議（A-HORCs）及びシンポジウム実

施に伴う関連業務等 
 シンポジウム「科学研究のよりよき発展

と倫理の確立を目指して」開催 
 文書保管箱寄託及び物品保管等 
 日本学術振興会個人番号取得管理等業務

 一式 

・新規事業の増加などへの対応、

及び事業の効率的な遂行のため、

業務を合理的かつ効率的にできる

よう検討を進め、業務の一部につ

いて外部委託を推進しており、評

価できる。 
 
・業務効率化に向けて、研究者等

へのサービスの低下を招かないよ

う配慮した上で、規則等の整備等

を行っており、評価できる。 
 
・随意契約の見直しについては、

真にやむを得ないものを除き、一

般競争入札としており、適切であ

ると認められる。 
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なお、業務の効率化、

人件費の効率化等の可

能性を検討する際、研

究者等へのサービス低

下を招かないように配

慮する。また、助成・

支援業務において、研

究者への支援を確実か

つ効果的に行う上で必

要な審査・評価経費に

ついては、適切に措置

する。 

一般競争入札の範囲

の拡大や随意契約の

見直し等を通じた業

務運営の一層の効率

化を図ることとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 27 年度に実施した外部委託業務（継続分） 
 外国人特別研究員オリエンテーション開

催施設の選定及び文化研修実施業務 
 特別研究員年末調整に伴う書類不備確

認、照会・回答、書類提出催促及びデー

タ作成業務 
 ニューズレター（JSPS Quarterly）作成

業務 
 情報化統括責任者（CIO）補佐官及び最

高情報セキュリティアドバイザー（CISO
補佐官）業務 

 情報セキュリティ監査及び情報セキュリ

ティ対策支援業務請負 
 
・調達等合理化計画の取組 
 「独立行政法人における調達等合理化計画の

取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）に基づき、「平成 27 年度独立行政法

人日本学術振興会調達等合理化計画」を策定し、

平成 27 年 3 月 31 付けで公表した。なお、策定

にあたっては、契約監視委員会を開催し、外部

委員の意見をもとに役員会において決定した。 
・本計画に記載した、重点的に取り組む分野、

調達に関するガバナンスの徹底に係る実績及び

点検結果は以下の通り。 
 
 
■一者応札・応募改善に係る取り組み 
●実施した取組内容 
 ▶入札公告をホームページ上に掲載、文部科学

省のホームページ上にリンク 61 件 
 ▶規程上の公告期間（10 日間）を運用上 20 日

に延長 61 件 
 ▶実績要件（経験業務、経験年数等）の見直し 

13 件 
 ▶経験年数を 3年以上から 2年以上に緩和 11
件 
  ▶簿記資格（3 級）取得者から同等程度の業務

経験者に緩和 2 件 
  ▶複数者への情報提供依頼（RFI:Request For 
Informattion）の活用 1 件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・取組の結果、一者応札・応募状

況については前年度と比較して、

件数は△2件、金額は△1.4 億円の

結果となり、前述の一者応札・応

募改善に係る取組によって一定の

効果があったものと判断でき、評

価できる。 
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  活調達等合理化検証・検討チームによる検証  

2 件 

 

 ○平成 27年度の振興会の一者応札・応募状況 

競争入札参加者 平成 26 年

度 

平成 27

年度 

比較△

増減 

2 者以上 

 

件数 49 件 49 件 0 件 

金額 6.3 億円 4.9 億円 △1.4

億円 

1 者以下 

 

件数 14 件 12 件 △2 件 

金額 3.6 億円 2.2 億円 △1.4

億円 

合計 

 

件数 63 件 61 件 △2 件 

金額 10.0 億円 7.1 億円 △2.9

億円 

 

●実施において明らかとなった課題等 

 入札公告期間の延長や仕様書の要件緩和の結

果、一者応募・応札に改善が見られたが、労働

者派遣契約においては、競争の結果、落札価格

が著しく低下するとともに、派遣元又は派遣労

働者が仕様書を満たすことができず振興会の業

務に支障を与えた事例が生じ、平成２７年度に

おいては 4 件の契約者又は契約予定者に対し取

引停止処分（1ヶ月又は 2ヶ月）を科した。 

 このため、調達等合理化検証・検討チームに

おいて検討の結果、最低価格落札方式における

前述の課題を解決するには、技術と価格を両立

させ、総合的に比較・競争する総合評価落札方

式を採用することが有効であると判断し、平成

27年度の労働者派遣契約28件のうち9件の総合

評価落札方式を採用した。その結果、8件が一者

応募・応札を回避できたとともに派遣労働者の

質の向上も確認できた。 

 

 

■事務用消耗品の一般競争入札による経費節減

の推進 

●実施した取組内容 

  平成 27 年度は、平成 26 年度における事務用

消耗品の品目別の購入実績の調査を行い、随意

契約の限度額を越える品目の把握に努め、「ファ

イル類」、「リサイクルＰＰＣ用紙」の 2 品目の

一般競争入札を行った他、「文書保管寄託及び物

品保管等業務」のように随意契約から一般競争

へ移行したもの 1件、「科学研究費助成事業の審

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事務用消耗品フラットファイル

Ａ４－Ｓ他については△約 40 万

円、リサイクルＰＰＣ用紙Ｂ４、

Ａ３、Ａ４供給契約については△

約 4 万円となり、共に入札前より

下回っている。また、文書保管寄

託及び物品保管等業務」は、移設

料を含めても入札前より約 80 万

円下回っている。科学研究費助成

事業の審査に係わる資料出力用プ

ログラム作成・資料出力及び製本

業務請負については、調達数量が
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査に係わる資料出力用プログラム作成・資料出

力及び製本業務請負」のように、仕様内容を見

直し、経費削減を図ったもの 1件がある。 

 

○削減効果 

事項 入札後 入札前 比較増△減 

 

事務用消耗

品フラット

ファイルＡ

４－Ｓ他（※

１） 

 
1,420,416円 
 

 
1,821,204円 
 

 
△400,788 円 

 

 

リサイクル

ＰＰＣ用紙

Ｂ４、Ａ３、

Ａ４（※２） 

 
3,103,920円 
 

 
3,142,605円 
 

 
△38,685 円 

 

 

文書保管寄

託及び物品

保管等業務

（※３） 

 
5,103,021円 
 

 
5,893,138円 
 

 
△790,117 円 

 

科学研究費

助成事業の

審査に係わ

る資料出力

用プログラ

ム作成・資料

出力及び製

本業務請負 

 
79,833,429 

円 
 

 
151,740,000

円

 

 

△71,906,571

円 

 

 

※１、２、３ 比較増△減の額は、平成２８年

度の削減見込額。 

 

●実施において明らかとなった課題等 

 平成 26年度事務用消耗品の品目別の購入実績

の調査の結果、対象品目（総額 2,000 万円）の

うち、年間購入額が随意契約の限度額（160 万円）

を越える品目は、ファイル類、リサイクルＰＰ

Ｃ用紙の 2 品目であることが確認できた。この

結果、予定価格が少額の場合に随意契約が可能

とされている場合であっても、スケールメリッ

トによる経費削減効果があることが証明でき

た。 

  なお、リサイクルＰＰＣ用紙については、振

興会の契約額は、他の独立行政法人より有利な

価格であり、必ずしも共同調達により削減効果

が見込めるという結論には至らなかった。 

前年度と異なるため、入札前後の

比較増△減が直接的な削減効果と

はならないものの、実質的な削減

効果は△約 3,000 万円となってい

る。以上の点について、評価でき

る。 
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(2) 随意契約の見直

し 
調達案件について

は原則一般競争によ

るものとし、随意契

約による場合は、透

明性を高めるためそ

の理由等を公表す

る。 
また、契約監視委員

会による点検・見直

しを実施するととも

に、「随意契約等見直

し計画」の取組状況、

契約監視委員会での

討議事項及び監事監

査による契約に関す

る点検・見直し状況

については、ホーム

ページに公開する。 
 

  

また、年間購入額が随意契約の限度額を越え

ない品目については、事業担当部等の事務負担

の増加にならないよう留意しつつ、他法人との

共同調達の実施等についても引き続き検討する

こととした。 

 

●今後の対応 

  事務用消耗品については、年間の購入総額が

随意契約の限度額を超えない場合であっても、

一般競争入札に加えるものとして品目の増加を

図り、経費節減を図ることとする。 

  また、共同調達については、近隣の独立行政

法人の購入実績等を把握した上で、共同調達が

有利と判明した品目については、平成 28年度中

の共同調達実施を目標とする。 

 

 

■随意契約に関する内部統制の確立 

●実施した取組内容 

  これまで新たな移設費の負担により、競争が

不利として随意契約により契約更新を継続して

いた文書保管寄託及び物品保管等業務について

は、他者に参考見積書を聴取したところ、移設

費を含めた競争が可能と判断し、調達等合理化

検証・検討チームにおいて随意契約から一般競

争入札への転換を決定した。 

  また、競争性のない随意契約 37 件全て昨年度

から継続しているもので、現段階では一般競争

に移行できるものがないことを確認した。 
 なお、平成 27 年度に締結した競争性のない随

意契約は、前年度と比較して 10 件の増、△約 1.5
億円の減となっている。主な要因は、システム

改修関係が影響しており、29 件、約 8.3 億円（前

年度と比較して 14 件の増、0.1 億円の増）とな

っている。これは、従来、基本的に個別システ

ム毎に半期に分けて契約を締結したが、平成 27
年度よりシステム開発期間毎に実際に即した契

約期間に見直したことから件数が増加している

ことが要因であり、実質的に競争性のない随意

契約が増加したものではないことを確認した。 

 

 

●取組の効果 

※１ 比較増△減の額は、平成 28 年度の削減見

込額。 

 

●実施において明らかとなった課題等 

 随意契約の根拠等について、調達等合理化検

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・文書保管寄託及び物品保管等業

務は、移設料を含めても入札前よ

り約 80 万円下回ったことは評価

できる。 
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証・検討チームにおいて共有できた。契約の性

質又は目的が競争を許さないものであっても、

契約情報をホームページで公表するなど、引き

続き契約の透明性を図る必要がある。 

 

●今後の対応 

 契約の実施にあたっては、真に必要なものか、

内容が過大となっていないか等を十分に検証す

ると共に、随意契約の実施にあたっては、国又

は他法人の先進事例を参考にしつつ、調達等合

理化検証・検討チームによる点検を引き続き行

う。 

 

 

■不祥事の発生の未然防止・再発防止のための

取組 

●実施した取組内容 

 物品等の検収・検査体制に係る研修会の実施

を行った。これは、「研究機関における公的研

究費の管理・監査のガイドライン」（平成 19 年

文部科学大臣決定）に準じ、「物品等の検収・

検査体制の徹底について（通知）」（平成 28 年

3 月 22 日付け事務連絡）を通知するとともに、

同日、経理課職員を含む全職員を対象とした研

修会（参加者 50 名）を行い、契約の種別毎に物

品等の検収・検査の実施方法等について説明し

た。 
 また、組織改編による内部統制の見直しを行

うため、平成 28 年 1 月、独立行政法人日本学術

振興会組織規程の一部改正を行い、理事長に直

属する監査・評価室を平成 28 年 4 月 1 日付けで

設置することとし、平成 28 年 3 月までに関連規

程等の制定及び改正を行った。 

 

●実施において明らかとなった課題等 

  これまで、「物品等の検収・検査体制の徹底

について（通知）」（平成 24 年 1 月 26 日付け

事務連絡）に基づき、物品等の検収・検査体制

の徹底を図ってきたが、一部の契約において、

業者側で誤って会計課の検収を受けず直接原課

に納品等があってあったもの、会計課の検収を

受けて原課において物品等を受領する際、原課

のサインが漏れているものが見られたことか

ら、検収・検査体制の形骸化させないためにも、

新規採用職員等には有効であったと考えられ

る。 

 

●今後の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不正防止と法人の事務事業の円

滑かつ効率的な遂行を両立させる

ため、物品等の発注権限や検収・

検査体制を請求部署に持たせず、

原則、経理課に一元化しているこ

となど、不正防止体制の必要性・

重要性について理解が深まったこ

とは評価できる。 

・研修には今年度採用の職員（異

動者を含む）及び派遣職員等、全

課等の担当者が参加したことは知

識・理解を深めるためにも有効で

あり、評価できる 
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  引き続き、毎年度、不祥事の発生の未然防止

のための取組の一環として職員研修を行い、研

修テーマ、内容を充実させるとともに職員等の

資質向上を図る。 

  また、法人の内部統制の見直しに伴う監査・

評価室の設置に伴い、適切な契約手続きの観点

から、内部監査計画書を策定し点検を行う。 

 

 

■適切な予定価格の設定について 

 

●実施した取組内容 

  平成 27 年度においては、外部専門家による開

発コスト等の妥当性の検証が 4 件、ＣＩＯ補佐

官による目的・使途と仕様の審査18件を行った。 

 

●実施において明らかとなった課題等 

  外部専門家による開発コスト等の妥当性の検

証については、予算の関係もあり、全ての契約

の検証を行わず、業務システム毎に分けて当初

契約のみ検証を行っている。なお、外部専門家

による工数の妥当性まで検証できておらず、工

数の妥当性は、ＣＩＯ補佐官による目的・使途

と仕様の審査のみである。外部専門家による検

証については、引き続き、費用対効果について

検討する必要がある。 

 

●今後の対応 

  平成 28 年度については、予算の範囲内で実施

することとし、引き続き、費用対効果について

検討する。 
 また、ＣＩＯ補佐官については、来会日を定

例会のみの毎月 1 日から年間 50 日以上とし、シ

ステム改修・リプレイス等の際の審査の充実を

図る。 

 

【随意契約の見直し】 

・「平成 27年度日本学術振興会調達等合理化

計画」に基づき、随意契約について内容を精査

し、真にやむを得ないものを除いて随意契約か

ら一般競争入札に移行すべく見直しを行った。

その結果、平成 27 年度における随意契約は 37 

件、約 8.4 億円となり、前年度と比較し△1.5 億

円減少した。なお、平成 26 年度と比較して、競

争性のない随意契約は、10 件増加しているが、

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部専門家による開発コスト等

の妥当性の検証については、公共

又は民間等の類似契約におけるシ

ステムエンジニア、プログラマー

等の人件費等の市場価格を比較す

る方法により検証を行った結果、

市場価格より安価であることが確

認でき、また、CIO 補佐官による

目的・使途と仕様の審査を行い、

仕様書に対する見積書及び工程表

の工数の妥当性を確認できたこと

は評価できる。 
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主な理由として、科学研究費助成事業における

電子申請及び審査システムの改修等が増加した

ことが原因であり、当該システムの著作権その

他排他的権利を有するシステム開発者にしかで

きないものものであって業者が一に限定されて

いるものであり、競争入札等に適さないもので

ある。 

●調達合理化計画に関する取組状況： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/index5.html#i

d10_10 

●契約監視委員会： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/contract_surv

eillance.html 

●監事監査による点検･見直し状況： 

http://www.jsps.go.jp/koukai/index4.html#i

d4_4 

 

●平成 27 年度の振興会の調達全体像 

(金額：件、億円） 

 

 平成 26 
年度 

平成 27 
年度 

比 較 増 △

減 

 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入

札等 

70.0
% 

50.3
% 

61.2% 45.2
% 

-4.8
% 

-30.0
% 

 63 10.0
  

60 7.0 △

3 
△3.0 

企画競

争・公

募 

0.0% 0.0% 1.0% 0.6% 100.
0% 

100.0
% 

 0 0 1 0.1  1 0.1 

競争性

のある

契約 

70.0
% 

50.3
% 

62.2% 45.8
% 

-3.2
% 

-29.0
% 

（ 小

計） 

63 10.0
  

61 7.1  △ 2 △ 2.
9 

競争性

のない

随意 

30.0
% 

49.7
% 

37.8% 54.2
% 

37.0
% 

-15.2
% 

契約 27 9.9  37 8.4  10 △ 1.5 
合計 100.

0% 
100.
0% 

100.0
% 

100.
0% 

8.9% -22.1
% 
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 90 19.9
  

98 15.5
  

8 △  
4.4 

※計数は、それぞれ 四捨五入しているため、

合計において一致しない場合がある。 
   (3) 情報インフラの

整備 
(i) 業務システムの

開発・改善 
会計システムにつ

いては、伝票を電子

的に処理するととも

に、会計帳簿につい

ても電子的に管理

し、独立行政法人会

計基準にのっとり効

率的かつ適正な会計

処理を行う。 
(ii) 情報管理システ

ムの構築 
業務に必要な振興

会内の諸手続きにつ

いては、情報共有ソ

フト（グループウェ

ア）ワークフロー機

能により、効率的な

業務運営が実施でき

るよう積極的な活用

を推進する。 
(iii) 情報共有化シス

テムの整備 
振興会事業全般の

情報共有をより一層

推進するため、グル

ープウェアを積極的

に活用する。また、

振興会外の関係者と

の情報共有に係る時

間やコストを削減す

るため、WEB 会議シ

ステム及びテレビ会

議システムの活用を

 【情報インフラの整備】 
■業務システムの開発・改善 
・会計システムについては、伝票を電子的に処

理するとともに、会計帳簿についても電子的に

管理し、独立行政法人会計基準に則り効率的か

つ適正な会計処理を行った。 
・平成 24 年 10 月から本稼働した人事給与統合

システムを年度を通して運用することにより、

人件費の把握が容易になった。また財務会計シ

ステムと連携することにより、給与支給の正確

性が向上し、スムーズな給与支給につながった。 
 
■情報管理システムの構築 
・グループウェアにおけるワークフロー機能を

整備し、紙による申請の代替として過不足のな

い状態になるように推進を行った。 
 
■情報共有化システムの整備 
・振興会内で全職員が共有すべき情報について

は、グループウェア内の掲示板及びポータルペ

ージを活用し、必要な情報を振興会全体で共有

した。 
・海外研究連絡センターとの会議等で WEB 会議

システムを活用した。 
 
■情報セキュリティの確保 
・振興会内の組織見直しを踏まえて、情報セキ

ュリティポリシーを一部改正し、職員に周知し

た。 
・振興会の保有する情報システムについて、外

部の専門業者によるセキュリティ監査（「ポリシ

ー準拠性監査」を含む。）を実施し、その結果を

もとに対策を行った。 
・職員等を対象としてセキュリティ講習を 4 回

開催するとともに、ポリシーの遵守状況を確認

するため、全職員を対象とした自己点検を 1 月

に実施した。また、セキュリティ講習について

 
・会計システムについては、伝票

を電子的に処理するとともに、会

計帳簿についても電子的に管理し

ている。また、会計システムによ

り、独立行政法人会計基準に則り、

効率的かつ適正な会計処理を行っ

ており、評価できる。 
 
・人事給与管理業務の合理化のた

め、新たに導入した人事給与統合

システムで人事データを一括管理

することにより、業務の正確性・

迅速性の向上に取り組んでいる。 
 
・グループウェアにおけるワーク

フロー機能を整備し、利便性を更

に向上させたことは評価できる。 
 
・情報の共有にあたっては、グル

ープウェアを利用した掲示板及び

内部ポータルページの活用が推進

され、必要な情報を振興会全体で

共有されており、職員の容易かつ

安全な利用が可能となっている。 
 
・WEB 会議システム等を活用し、

関係者との情報共有を行ったこと

は評価できる。 
 
・情報セキュリティ委員会を開催

し、「政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準」に基づき、

情報セキュリティポリシーを改正

するとともに、それに倣ったポリ

シー遵守のための「技術手順書」

および「情報取扱手順書」を改正
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推進する。 
 

(iv) 情報セキュリテ

ィの確保 
 情報セキュリティ

ポリシーの遵守を徹

底するため、ポリシ

ー遵守のための実施

手順書を引き続き整

備し、ポリシー遵守

の手順を明確にす

る。また、ポリシー

に基づくセキュリテ

ィ対策が行われてい

るかどうかを確認す

るため、ポリシー準

拠性監査を実施す

る。 
政府の情報セキュリ

ティ対策における方

針を踏まえ、PDCA
サイクルの構築及び

定着を図るため、ポ

リシーの遵守状況に

ついての評価を行

う。なお、その結果

を踏まえ、必要に応

じた改善を行う。 
また、職員等に対し

て情報セキュリティ

に関する意識を高め

るために、実施手順

書を用いたセキュリ

ティ講習及び自己点

検を年１回実施す

る。 
さらに、高度化する

情報セキュリティ対

策に対応するため、

最高情報セキュリテ

ィ責任者（CISO）補

は、Learning Management System (LMS) に
より常時受講も可能とした。 
・CISO 補佐官業務については、外部の専門家に

業務を委託した。 
・標的型メール攻撃訓練を実施するなど、振興

会の情報セキュリティ対策の強化に資する取り

組みを行った。 
・情報システムの運用継続計画（BCP）に基づ

きシステムの運用を行った。 
・平成 27 年度は情報漏洩などのセキュリティ事

案は発生していない。 

し、職員に周知したことは評価で

きる。 
 
・振興会の保有する情報システム

について、外部の専門業者による

セキュリティ監査を実施し、その

結果をもとに対策を行うことによ

り、各情報システムのセキュリテ

ィの確保を、より厳重に行ってい

る。 
 
・セキュリティ講習の実施、及び、

全職員を対象とした自己点検が適

切に実施されている。 
 
・CISO 補佐官業務を外部の専門

家に委託し、また、情報システム

の運用継続計画(BCP)を策定し適

切に内部に公開している。 
 
・これらの対策により、平成 27
年度に情報漏洩などセキュリティ

事案は発生しなかった点で評価で

きる。 
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佐官業務を外部の専

門家に委託する。 
災害・事故等の非

常時に、情報システ

ムの停止を原因とし

て業務の遂行ができ

なくなることを避け

るため、情報システ

ムを早期に復旧さ

せ、継続して利用す

ることを目的とし

た、情報システム運

用継続計画に基づき

運用する。 
 

   (4) 業務運営の配慮

事項 
業務の効率化、人件

費の効率化等の可能

性を検討する際、研

究者等へのサービス

の低下を招かないよ

う配慮する。また、

助成・支援業務にお

いて、研究者への支

援を確実かつ効果的

に行う上で必要な審

査・評価経費につい

ては、適切に措置す

る。 

 【業務運営の配慮事項】 
・業務の適性を確保するための組織改編として、

平成２８年度に主計課と経理課を統合し「会計

課」を設置し、研究事業部企画調査課を廃止し

「研究助成企画課」を設置するための規程を整

備し、研究者等へのサービスを低下しないよう、

支援の効果的実施を実現するための体制を整備

した。 

・審査及び評価が適切に行われるための経費を

措置した。 

 

 
・会計課や研究助成企画課の設置

などは、業務実施の現状を評価し

た上での組織体制の整備を適切に

行っており、評価できる。 

 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 
予算、収支計画及び資金計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

寄付金等の外部資

金や自己収入の確保、

予算の効率的な執行

に努め、適正な財務管

理の実現を図る。ま

た、毎年の運営費交付

金額の算定に向けて

は、運営費交付金債務

残高の発生状況にも

留意する。 

  ＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
【収入】 
・法人の運営費交付金

や事業等収入の適切

な予算編成がなされ

ているか。 
・法人の収入に関わる

決算は正しく計算さ

れ報告されているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
【予算、収支計画及び資金計画】 
●平成 27 年度収入状況 
・収入は概ね計画どおりであり、増減額の主な発生要

因については、科学研究補助金の平成 27 年度から平

成 28 年度への繰越額が多かったこと等によるもので

ある。 
（単位：百万円） 

収入 予算額 決算額 差引増

減額 
備

考 

運営費交付金 27,239 27,239 －  

国庫補助金収

入 
229,396 

 
228,557 840  

科学研究費

補助金 
133,133 

 
132,293 840  

研究拠点形

成費等補助

金 

105 105 －  

大学改革推

進等補助金 
45 45 －  

国際化拠点

整備事業費

補助金 

61 61 －  

戦略的国際

研究交流推

進事業費補

助金 

1,896 
 

1,896 －  

学術研究助

成基金補助

金 

94,156 
 

94,156 －  

事業収入 158 640 △481  
寄附金事業収

入 
36 10 26  

産学協力事業

収入 
252 249 2  

学術図書出版

事業収入 
0 0 0  

受託事業収入 174 174 －  
計 257,255 256,869 386  

※単位未満を四捨五入しているため合計が一致しない場

合がある。決算額についてはセグメント毎の合算額であ

る。 

評定 B 評定 Ｂ 
 
 
・収支計画については、国の予算や実

績等に基づき適切に作成しており、実

績額については、個々の区分に従い適

切に把握しており、財務諸表等との整

合性を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 予算、収支計画及び資金計画につい

て、いずれも実績額と計画額とを比較し

ておおむね計画どおりであったと認め

られ、主な増減額についても、自己評価

のとおり、発生要因が適切に特定・分析

されているものと認められる。 
 また、その他の事項についても、特段

問題はないものと認められ、例えば、利

益剰余金の発生要因の特定など、個別事

案についても適切に分析されているも

のと認められる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められるため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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【支出】 
・法人の支出は、予算

に従って計画どおり

実施されているか。 
・実施された予算は、

適切に承認され適時

に報告されているか。 
 

●平成 27 年度支出状況 
・支出は概ね計画通りであり、増減額の主な理由につ

いては、学術研究助成事業費が計画を下回ったこと等

によるものである。 
（単位：百万円） 

支出 予算額 決算額 差引増

減額 
備

考 
一般管理費 993 928 66  
 うち人件費 379 360 19  
  物件費 614 568 46  

事業費 26,811 
 

26,805 6  

 うち人件費 527 552 △26  
  物件費 26,284 

 
26,252 31  

科学研究費補

助事業費 
133,133 

 
132,052 1,081  

研究拠点形成

費等補助事業

費 

105 102 3  

大学改革推進

等補助事業費 
45 34 11  

国際化拠点整

備事業費補助

事業費 

61 47 15  

戦略的国際研

究交流推進事

業費補助事業

費 

1,896 
 

1,884 11  

学術研究助成

事業費 
96,039 

 
89,019 7,020  

寄附金事業費 42 39 3  

産学協力事業

費 
252 233 18  

学術図書出版

事業費 
0 0 0  

受託事業費 174 151 23  
計 259,552 251,294 8,258  

※単位未満を四捨五入しているため合計が一致しない場

合がある。決算額についてはセグメント毎の合算額であ

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



【27 年度評価】項目別-158 
 

   【収支計画】 
・収支計画は、適切に

作成されているか。決

算との整合性は図ら

れているか。 

●平成 27 年度収支計画 
・収支の実績は概ね計画どおりであり、増減額の主な

発生要因については、学術研究助成事業収益が計画を

下回ったこと等によるものである。 
（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増

減額 
費用の部    
経常費用 259,577 250,747 8,830 

収益の部 259,577 250,827 8,750 
運営費交付金収

益 
27,239 27,051 187 

科学研究費補助

金収益 
133,133 131,791 1,342 

研究拠点形成費

等補助金収益 
105 102 3 

大学改革推進等

補助金収益 
45 34 11 

 国際化拠点整備

事業費補助金収

益 

61 47 15 

戦略的国際研究

交流推進事業費

補助金収益 

1,896 1,884 11 

 学術研究助成基

金補助金収益 
96,446 88,789 7,657 

 業務収益 158 638 △479 
 寄附金事業収益 42 21 21 
産学協力事業収

益 
252 249 2 

 学術図書出版事

業収益 
0 0 0 

 受託事業収益 174 151 23 
 資産見返負債戻

入 
25 70 △44 

臨時損失 － 2 △2 
純利益 0 78 △78 
総利益 0 78 △78 

※単位未満を四捨五入しているため合計が一致しない場

合がある。決算額についてはセグメント毎の合算額であ

る。 
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    【資金計画】 
・法人の資金計画は、

承認された予算及び

決算を適切に反映し

て作成され、差引増減

額について、適切な理

由が開示されている

か。 

●平成 27 年度資金計画 
・資金の実績については概ね計画どおりであり、増減

額の主な発生要因については、科学研究補助金の平成

26 年度からの繰越額を平成 27年度に受け入れたこと

等によるものである。 
（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増減

額 
資金支出    
業務活動によ

る支出 
260,909 257,168 3,741 

次期繰越金 79,641 90,826 △11,185 
資金収入    
業務活動によ

る収入 
258,091 261,675 △3,584 

運営費交付金

による収入 
27,239 27,239 － 

科学研究費補

助金による収

入 

133,133 137,030 △3,897 

研究拠点形成

費等補助金に

よる収入 

105 105 － 

大学改革推進

等補助金によ

る収入 

45 45 － 

 国際化拠点整

備事業費補助

金による収入 

61 61 － 

戦略的国際研

究交流推進事

業費補助金に

よる収入 

1,896 1,896 － 

 学術研究助成

基金補助金に

よる収入 

94,156 94,156 － 

 寄附金事業に

よる収入 
36 8 27 

産学協力事業

による収入 
252 249 2 

 学術図書出版

事業による収

入 

0 0 0 

 受託事業によ

る収入 
174 174 △0 

その他の収入 994 710 284 

・資金計画については、国の予算や実

績等に基づき適切に作成しており、実

績額については、個々の区分に従い適

切に把握しており、財務諸表等と整合

性を図っている。 
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前期繰越金 82,458 86,419 △3,961 

※単位未満を四捨五入しているため合計が一致しない場

合がある。決算額についてはセグメント毎の合算額であ

る。 
 
■運営費交付金債務残高のうち過年度交付分の妥当

性 
運営費交付金債務残高のうち過年度交付分は

981,989 円で運営費交付金の収益化対象外のもの（前

払費用等）であり、精算時に収益化を行うものである

ため、妥当である。 
 

    【財務状況】 
（当期総利益（又は当

期総損失）） 
・当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

が明らかにされてい

るか。 
・当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

は法人の業務運営に

問題等があることに

よるものか。 
 
（利益剰余金（又は繰

越欠損金）） 
・利益剰余金が計上さ

れている場合、国民生

活及び社会経済の安

定等の公共上の見地

から実施されること

が必要な業務を遂行

するという法人の性

格に照らし過大な利

益となっていないか。 
・繰越欠損金が計上さ

れている場合、その解

消計画は妥当か。 
・当該計画が策定され

ていない場合、未策定

【財務状況（当期総利益（又は当期総損失）】 
■当期総利益 
・平成 27 年度は 78 百万円 
 
■当期総利益（当期総損失）の発生要因 
・当期総利益については、やむを得ず執行できなかっ

た額等であり、経営努力による利益ではないため、目

的積立金の申請は行わない。 
 
■利益剰余金 
・平成 27 年度末利益剰余金は 220 百万円であり、そ

のうち 78百万円は平成 28年 3月に生じた当期未処分

利益であり、残りは積立金である。当期未処分利益 78
百万円については、独立行政法人日本学術振興会法第

20 条により中期計画終了後に国庫に納付予定である。 
 
 
■繰越欠損金 
・該当無し。 
 
■運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由 
・平成 27 年度に交付された運営費交付金は、27,239
百万円である。運営費交付金債務残高は 77 百万円で

あり、未執行率は 0.3％である。未執行額は、主に、

賃借ビルの 4 月分家賃の前払費用等である。 
 
■業務運営に与える影響の分析 
・運営費交付金の未執行額は、主に、賃借ビルの 4 月

分家賃の前払費用等であり、平成 28 年度中での収益

・財務状況について、当期総利益の発

生要因は、やむを得ず生じた未執行額

や返還金等であり、決算処理手続きに

おいて利益としているものである。こ

のため、法人運営において事業の実施

に影響を及ぼすものではないと認め

られる。 
 
・利益剰余金については、発生要因を

的確に把握しており、決算処理手続き

も適切に行っている。 
 
・運営費交付金債務の発生要因は、賃

貸ビルの 4 月分家賃の前払費用等で

あり、平成 28 年度中に収益化を行う

ものである。このため、法人の業務運

営において事業の実施に影響を及ぼ

すものではないと認められる。 
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の理由の妥当性につ

いて検証が行われて

いるか。さらに、当該

計画に従い解消が進

んでいるか。 
 
（運営費交付金債務） 
・当該年度に交付され

た運営費交付金の当

該年度における未執

行率が高い場合、運営

費交付金が未執行と

なっている理由が明

らかにされているか。 
・運営費交付金債務

（運営費交付金の未

執行）と業務運営との

関係についての分析

が行われているか。 
 
（溜まり金） 
・いわゆる溜まり金の

精査において、運営費

交付金債務と欠損金

等との相殺状況に着

目した洗い出しが行

われているか。 
 

化を予定している。 
 
■溜まり金 
・精査した結果、該当無し。 
 
 

    【実物資産】 
（保有資産全般の見

直し） 
・ 実物資産について、

保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用

の可能性等の観点か

らの法人における見

直し状況及び結果は

適切か。 
・見直しの結果、処分

等又は有効活用を行

うものとなった場合

■実物資産の保有状況 
① 実物資産の名称と内容、規模 
車両：計 6 台（6 カ所の海外研究連絡センターにて保

有） 
※その他、保有する実物資産はない。 
② 保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合性、

任務を遂行する手段としての有用性・有効性等） 
海外研究連絡センターにおける諸外国の学術振興機

関等への往来や訪問者の送迎などの際の、効率的な移

動に有用。 
③ 有効活用の可能性等の多寡 
センター所在地での市内移動や荷物の運搬、日本から

の訪問者の送迎などのため、頻繁に利用されている。 

 
・実物資産について、海外研究連絡セ

ンターでは複数台の車輌を保有して

いるが、必要最小限であると認められ

る。 
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は、その法人の取組状

況や進捗状況等は適

切か。 
 
（実物資産の運用・管

理） 
・実物資産について、

利用状況が把握され、

必要性等が検証され

ているかどうか。 
・必要性のない実物資

産についての売却・除

却等の適切な処分が

検討されているか。 
・実物資産の管理の効

率化及び自己収入の

向上に係る法人の取

組は適切か。 
 

 

    【金融資産】 
（保有資産全般の見

直し） 
・金融資産について、

保有の必要性、事務・

事業の目的及び内容

に照らした資産規模

は適切か。 
・資産の売却や国庫納

付等を行うものとな

った場合は、その法人

の取組状況や進捗状

況等は適切か。 

■金融資産の保有状況 
① 金融資産の名称と内容、規模 
・現金及び預金として、75,706 百万円、有価証券とし

て、15,120 百万円、その他、投資有価証券（国債）と

して 200 百万円である。 
 
（一般勘定） 
第 335 回利付き国債（10 年） 

 券面総額 100,000 千円、取得価額 99,611 千円 
第 340 回利付き国債（10 年） 

 券面総額 100,000 千円、取得価額 100,086 千円 
 
（学術研究助成業務勘定） 
定期預金： 10,000,000 千円 
譲渡性預金：15,120,000 千円 

 
② 保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての

有用性・有効性） 
 
（一般勘定） 
・国際生物学賞に要する経費は、国際生物学賞基金の

運用益等をもってまかなうとしていることから、安全

・金融資産の保有状況は、適切に管理

され、資産規模も適切であり、保有目

的についても明確にされていると認

められる。 
 
・資産の運用について、国際生物学賞

基金については長期国債とし、運用益

の使途目的に従い、安全で効率的な運

用を実施していると評価できる。 
 
・学術研究助成基金については、その

運用益の効果的な確保を図るため、安

全性の確保を最優先としつつ、譲渡性

預金等により適切な管理・運用が行わ

れている。 

 



【27 年度評価】項目別-163 
 

かつ効率的な運用の観点から長期国債として保有し

ている。 
 
(学術研究助成業務勘定) 
・学術研究助成基金から交付する助成金の支払計画を

踏まえ、支払い時期が到来するまでの間に資金を運用

し、生じた利子（平成 27 年度利息の受取額：71,144
千円）を基金に充てることにより、有効に管理してい

る。 
・資金の保有方法については、日本学術振興会法第十

八条第 3 項、他の基金にあっては同法附則第二条の二

第 3 項に基づき、独立行政法人通則法第四十七条に規

定する金融機関への預金により保有しており、その管

理は適切である。 
 

    （資産の運用・管理） 
・資金の運用状況は適

切か。 
・資金の運用体制の整

備状況は適切か。 
・資金の性格、運用方

針等の設定主体及び

規定内容を踏まえて、

法人の責任が十分に

分析されているか。 
 
 
（債権の管理等） 
・貸付金、未収金等の

債権について、回収計

画が策定されている

か。回収計画が策定さ

れていない場合、その

理由は妥当か。 
・回収計画の実施状況

は適切か。ⅰ）貸倒懸

念債権・破産更生債権

等の金額やその貸付

金等残高に占める割

合が増加している場

合、ⅱ）計画と実績に

■資金の運用体制の整備状況 
・基金の運用責任者は理事長であり、運用業務は総務

企画部長が行い、運用業務に係る事務は経理課長が行

うことが基金管理委員会規程等で定められており、適

切な運用体制を構築している。 
・監事及び外部監査人による監査を受け適性である旨

の報告を受けている。 
 
■資金の運用に関する法人の責任の分析状況 
・上記運用体制から、責任は明確になっている。 
 
■貸付金・未収金等の債権と回収の実績 
・未収金の主なものは、科学研究費補助金等の繰越し

に伴う国庫返納のため、平成 26 年度に補助金等の交

付を受けた大学等に対し期限を定め返還を求めた。こ

れらについては、平成 27 年 4 月 17 日までに全額の回

収を終了した。 
 
■回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理由） 
・科学研究費補助金等の繰越に係る、大学等から振興

会への返還額の回収については、返還の期限を定める

など計画的に実施した。 
 

・各基金の運用体制については、適切

であると認められる。 
・運用体制の整備だけではなく、基金

管理委員会規程等により責任も明確

にされており、適切であると認められ

る。 
・監事監査及び外部監査により、実際

に適切に運用管理されていることが

保証されている。 
 
 
・未収金については、事業別に、債務

者、債権額、納付期限等を把握してお

り、未納の者に対しては確認を行うな

ど、適切に管理、回収していると評価

できる。 

 

      



【27 年度評価】項目別-164 
 

差がある場合の要因

分析が行われている

か。 
・回収状況等を踏まえ

回収計画の見直しの

必要性等の検討が行

われているか 
 

    【知的財産等】 
（保有資産全般の見

直し） 
・特許権等の知的財産

について、法人におけ

る保有の必要性の検

討状況は適切か。 
・検討の結果、知的財

産の整理等を行うこ

とになった場合には、

その法人の取組状況

や進捗状況等は適切

か。 
 
（資産の運用・管理） 
・特許権等の知的財産

について、特許出願や

知的財産活用に関す

る方針の策定状況や

体制の整備状況は適

切か。 
・実施許諾に至ってい

ない知的財産の活用

を推進するための取

組は適切か。 

■知的財産の保有の有無及びその保有の必要性の検

討状況 
・該当なし 
■知的財産の整理等を行うことになった場合には、そ

の法人の取組状況／進捗状況 
・該当なし 
■出願に関する方針の有無 
・該当なし 
■出願の是非を審査する体制整備状況 
・該当なし 
■活用に関する方針・目標の有無 
・該当なし 
■知的財産の活用・管理のための組織体制の整備状況 
・該当なし 
■実施許諾に至っていない知的財産について、 
① 原因・理由、② 実施許諾の可能性、③ 維持経費

等を踏まえた保有の必要性、④ 保有の見直しの検

討・取組状況、⑤ 活用を推進するための取組 
・該当なし 
 

  

 
 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-165 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 
短期借入金の限度額 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 寄付金等の外部資金

や自己収入の確保、予算

の効率的な執行に努め、

適正な財務管理の実現

を図る。また、毎年の運

営費交付金額の算定に

向けては、運営費交付金

債務残高の発生状況に

も留意する。 

短期借入金の限度額

は 75 億円とする。短期

借入が想定される事態

としては、運営費交付金

の受入れに遅延が生じ

た場合である。 

短期借入金の限度額

は 75 億円とする。短期

借入が想定される事態

としては、運営費交付金

の受入れに遅延が生じ

た場合である。 

＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・短期借入金は有るか。

有る場合は、その額及び

必要性は適切か。 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
－ 
 

評定 － 評定 － 
＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
－ 
 

＜評定に至った理由＞ 
  
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-166 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 
重要な財産の処分等に関する計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 寄付金等の外部資金や

自己収入の確保、予算の効

率的な執行に努め、適正な

財務管理の実現を図る。ま

た、毎年の運営費交付金額

の算定に向けては、運営費

交付金債務残高の発生状

況にも留意する。 

重要な財産を譲渡、処分

する計画はない。 
重要な財産等を譲渡、処

分する計画はない。 
＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・重要な財産の処分に関す

る計画は有るか。有る場合

は、計画に沿って順調に手

続きが進められているか。 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
－ 

評定 － 評定 ― 
＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
－ 
 

＜評定に至った理由＞ 
  
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-167 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 剰余金の使途 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

  振興会の決算において

剰余金が発生した時は、

広報・情報提供の充実、

調査・研究の充実、情報

化の促進に充てる。 

振興会の決算において

剰余金が発生したとき

は、広報・情報提供の充

実、調査研究の充実、情

報化の促進に充てる。 

＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・利益剰余金は有るか。

有る場合はその要因は適

切か。 
・目的積立金は有るか。

有る場合は、活用計画等

の活用方策を定める等、

適切に活用されている

か。 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
■利益剰余金の有無及びその内訳 
・平成 27 年度末（平成 28 年 3 月 31 日時

点）における利益剰余金は 220 百万円であ

る。その内訳として、平成 27 年度当期未処

分利益が 78 百万である。 
 
■利益剰余金が生じた理由 
・平成 27 年度当期未処分利益は、やむを得

ず生じた執行残によるものである。利益剰

余金 220 百万円については、目的積立金で

はなく積立金として、独立行政法人日本学

術振興会法第 20 条の規定により、次期中期

目標期間へ繰越す額を除いた額を、中期計

画終了後の翌年度に国庫に納付するもので

ある。 
 
■目的積立金の有無及び活用状況 
・該当なし。 

評定 － 評定  Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
・利益剰余金については、発生要因、

金額等が的確に把握されており、決

算処理手続きも適切に行っている。 
 
＜課題と対応＞ 
－ 

＜評定に至った理由＞ 
 利益剰余金については、発生要因、

金額等が的確に把握されており、決算

処理手続きも適切に行われているこ

とから、本項目は、中期計画における

所期の目標を達成していると認めら

れるため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-168 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ―１ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
１ 施設・設備に関する計画 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 施設・設備の整備につい

ては、長期的視点に立って

推進する。 

1 施設・設備に関する計

画 
施設・設備に関する計画

はない。 
 

1 施設・設備に関する計

画 
施設・設備に関する計画

はない。 
 

＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
－ 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
－ 
 

評定 － 評定 － 
＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
－ 
 

＜評定に至った理由＞ 
  
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方

策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-169 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ―２ ２ 人事に関する計画 
（１）職員の研修計画 
（２）人事交流 
（３）人事評定 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート 
事業番号 0176 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
研修受講人数（延べ）   106 名 103 名 104 名    

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

  2 人事に関する計画 
（１）人事方針 
①職員の業績等の人事評

価を定期的に実施し、その

結果を処遇、人事配置等に

適切かつ具体的に反映す

ることで、人材の効果的活

用や職員の職務遂行能

力・方法の向上を図る。 
②大学をはじめ学術振興

に関連する機関との人事

交流を促進して、質の高い

人材の確保・育成を図り、

職員の意識や能力に応じ

た適切な人事配置を行う。 
③限られた人員での効率

的・効果的な業務の遂行を

実現するため、国内及び国

外研修等を実施し、職員の

専門性を高めるとともに、

意識向上を図る。 

2 人事に関する計画 
（１）職員の研修計画 
 職員の専門性及び意識

の向上を図るため、下記の

研修を実施する。また、資

質の向上を図るため、外部

で実施される研修に職員

を参加させる。 
①語学研修 
②海外の機関での研修 
③情報セキュリティ研修 
④コンプライアンス研修 
 
（２）人事交流 
 国立大学法人等との人

事交流を行い、質の高い人

材の確保・育成を図り、適

切な人事配置を行う。 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目に係る業務の実績

が得られているか。 
 
＜評価の視点＞ 
・交流人事の職員の数

の割合について、現状

が適切なのか、さらに

適切な割合があり得る

のかなどを含め、検討

するとともに、コアと

なるべき振興会プロパ

ーの職員の育成につい

て、どのような方策が

可能かを検討し、強化

していくことが必要で

あろう。 

＜主要な業務実績＞ 
【職員の研修計画】 
・語学研修：5 名が英会話研修を受講 
・海外機関研修：2 名が米国と英国の

大学等での語学研修を受講 
・情報セキュリティ研修：33 名が受

講 
・コンプライアンス研修：33 名が受

講 
・その他外部研修：31 名が 8 研修を

受講 
 
 
 
 
【人事交流】 
・大学等学術研究機関の研究者を支

援するに当たっては、当該機関にお

ける業務経験を持つ人材を活用する

ことが業務の効果的・効率的な運営

上有益であることから、国立大学法

人等から 68 名を人事交流として受

評定 B 評定 Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
・効率的かつ適切な業務運営のため、

語学研修をはじめとする国内外での

研修へ職員を参加させることによ

り、職員の資質向上を図っている。 
 
 
 
 
 
 
・国立大学等における豊富な実務経

験を有する人材を確保し、その経験

を活かせる部署に配置し、業務を効

率的・効果的かつ機動的に実施でき

るようにしている。 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 年度計画に定められた研修が計画的

に実施された。また、国立大学法人等と

の人事交流を昨年度と同程度の規模で

実施できており、振興会業務及び同業務

を経験することの重要性が、これら法人

等に認知されているものと認められる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められるため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 引き続き、適切な人事が実施されるこ

とを期待する。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 



【27 年度評価】項目別-170 
 

 
 
（３）人事評定 
 職員の業務等の勤務評

定を実施し、その結果を処

遇、人事配置等に適切かつ

具体的に反映することで、

人材の効果的活用や職員

の職務遂行能力・方法の向

上を図る。 

【外部評価委員指摘 26

年度評価】 
け入れ、適切な人事配置を行った。 
・これらの者に振興会の業務を経験

させることにより研究助成や国際交

流等の経験を積ませ、将来、国立大

学等において業務を行うための有益

なスキルを身につけさせる等、育成

することができた。 
 
【人事評定】 
・〈役員〉 理事長が文部科学大臣の

行う業績評価の結果を勘案し、期末

手当の額を 100 分の 80 以上 100 分

の 110 以下の範囲内で増減できるこ

ととしている。 
・〈職員〉 複数の評定者による客観

的かつ公平な勤務評定を行い、その

結果を勤勉手当や人事配置等へ具体

的に反映した。また、昇給について

は、平成 26 年 12 月に国家公務員の

給与基準を基礎とする新たな俸給表

導入した際に、併せて平成 27 年 1 月

より国家公務員の給与支給基準に準

じたものとし適正に実施した。 
〈人事管理方針の策定について〉 
 我が国の学術振興を担う唯一の資

金配分機関として、学術の振興を図

る目的を達成するための人材を常に

確保していく必要がある。このため、

こうした人材の確保・配置及び育成

を振興会の環境の変化に適切に応え

つつ、計画的かつ公平・公正に実施

していくため、平成２８年度の人事

管理方針を策定した。 
 

・職員の勤務評定については、勤務

成績を職員の処遇に適切に反映さ

せ、勤務評定の実効性を上げるとと

もに複数の評定者が関わることで、

客観的かつ公平な実施を行ってい

る。 
 
 
 
 
 
・今後の交流人事のあり方や、職員

の育成についての方策について検討

し、限られた人員で事業効果の最大

化を図れるよう体制を整備する方針

を平成２８年度に向け策定した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
 
  



【27 年度評価】項目別-171 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ―３ ３ 中期目標期間を超える債務負担 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

  3 中期目標期間を超える

債務負担 
中期目標期間を超える債

務負担については、事業を

効率的に実施するため、当

該期間が中期目標期間を超

える場合で、当該債務負担

行為の必要性及び資金計画

への影響を勘案し合理的と

判断されるものについて行

う。 
 

3 中期目標期間を超え

る債務負担 
中期目標期間中の事業

を効率的に実施するため

に、次期中期目標期間に

わたって債務負担を行う

ことがある。 

＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・中期目標期間を超える債

務負担はあるか。 
・ある場合、その合理性に

ついて、当該債務負担行為

の必要性及び資金計画へ

の影響を勘案し、適切に判

断されているか。 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
－ 
 

評定 － 評定 ― 
＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
－ 
 

＜評定に至った理由＞ 
  
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-172 
 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ―４ ４ 積立金の処分に関する事項 

関連する政策評価・行政

事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 前中期目標期間最

終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び主務大臣による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

  4 積立金の使途 
前期中期目標の期間の

最終事業年度における積

立金残高のうち、文部科学

大臣の承認を受けた金額

については、独立行政法人

日本学術振興会法に定め

る業務の財源に充てる。 

 ＜主な定量的指標＞ 
－ 
 
＜その他の指標＞ 
・積立金の支出は有るか。

有る場合は、その使途は

中期計画と整合している

か。 
 
＜評価の視点＞ 
－ 
 

＜主要な業務実績＞ 
－ 
 

評定 － 評定 ― 
＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
－ 
 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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